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１．地形・地質 

 
(1) 河川一覧                       （令和６年 12 月 1日現在） 

水系 名称 種別 流域面積（ｋ㎡） 河川延長（ｋｍ） 

境川水系 

逢妻川 2 級 87.3 1.0 

逢妻男川 2 級 22.8 4.3 

水干川 2 級 2.2 0.7 

流れ川 準用 0.13 0.5 

御手洗川 準用 0.85 1.2 

山屋敷川 準用 0.54 0.7 

才兼川 準用 0.80 1.3 

猿渡川水系 

猿渡川 2 級 46.0 5.8 

吹戸川 2 級 8.6 2.8 

割目川 2 級 2.7 2.4 

丸山川 準用 0.43 0.5 

間瀬口川 準用 0.58 0.7 

法真川 準用 0.16 0.5 

長篠川 準用 1.89 2.6 

※2級河川の延長は、知立市内の延長であり図上延長である。流域面積は河川全体の面積である。 

 

(2) 地形分類概要 

分類 概要 

台地 
砂礫台地・段丘(上位) きわめて厚い砂礫層から成る堆積である。 

砂礫台地・段丘(中位) 30ｍ以上に達する海性の砂層と泥層から成る段丘である。 

低地 三角州性低地 高含水比の泥質堆積物から成る排水不良低地である。 

 
(3) 地質概要 

分類 概要 

未固結 

堆積物 

礫層を主とする地域 大部分が礫又は砂礫から成る沖積平野の部分、及び大部

分が礫又は砂礫から成る洪積層、主に洪積台地をつくる

礫層。 

礫・砂・泥の互層を主

とする地域 

大部分が泥、砂、礫の不規則な互層から成る沖積平野の

部分、及び大部分が同様の互層から成る洪積層、主に洪

積台地をつくる互層。 

固結堆積物 

礫岩・砂岩・珪岩質岩

石が互層する地域 

固生層の互層は砂岩・粘板岩・チャートの互層。新第三

世紀層のものは、泥岩・砂岩の互層で、鮮新統のものは、

亜炭・火山灰を含む。 
 

 

 

(4) 土地利用別面積 
                            （各年１月１日現在、単位：ｋ㎡） 

区分 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 

宅地 6.54 40.1% 6.57 40.3% 6.60 40.5% 6.64 40.7% 6.68 41.0% 

田 3.34 20.5% 3.32 20.4% 3.25 19.9% 3.23 19.8% 3.19 19.6% 

畑 0.65 4.0% 0.63 3.9% 0.62 3.8% 0.63 3.9% 0.61 3.7% 

山林 0.01 0.1% 0.01 0.1% 0.01 0.1% 0.01 0.1% 0.01 0.1% 

原野 0.01 0.1% 0.01 0.1% 0.01 0.1% 0.01 0.1% 0.01 0.1% 

雑種地 1.19 7.3% 1.19 7.3% 1.21 7.4% 1.22 7.5% 1.22 7.5% 

その他 4.57 28.0% 4.58 28.1% 4.61 28.3% 4.57 28.0% 4.59 28.1% 

総面積 16.31 100.0% 16.31 100.0% 16.31 100.0% 16.31 100.0% 16.31 100.0% 

（資料：知立の統計） 
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(5) 知立市周辺の活断層位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：愛知県活断層アトラス（平成９年、愛知県防災会議地震部会）） 

知立市 
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(6) 活断層一覧表 

断層の名称 主な位置 確実度 活動度 
長さ 

K m 
走 向 説    明 

津平断層 
幡豆郡幡豆

町 
Ⅰ C ４ EW 

横須賀地震断層の東西部分に相当する。ただし、推定される位置と地震断

層の露頭は若干異なっているようである。 

深溝
ふ こ うず

断層 

額田郡幸田

町 

西尾市 

Ⅱ C 
＞

３ 
NS 

深溝地震断層の南部分に相当する。段丘面の変位量より、以前に 10 回程

度地震により変位したと推定されるが、変位地形は明瞭ではない。 

1945 年 1 月 13 日の三河地震で深溝断層に沿って地震断層が現れた。三

河地震以前は少なくとも 5 万年以上は動いていない。 

深溝
ふ こ う ず

地震断

層 

額田郡幸田

町 
Ⅰ  １７ 

NS～ 

EW 

1945 年 1 月 13 日の三河地震で深溝断層に沿って現れた地震断層。 

西部で左ずれ 1.3ｍ、南東部で右ずれ 0.5ｍ。 

横須賀 

地震断層 
西尾市 Ⅰ  ９ 

NS～ 

EW 

1945 年 1 月 13 日の三河地震に伴う地震断層。 

西部で左ずれ 0.2ｍ、東部で右ずれ 0.4ｍ～0.6ｍ。 

猿投・境川断

層 
豊田市 Ⅰ Ｂ～Ｃ ３２ NE 

瀬戸層群（東海層群）や段丘堆積層が断層付近で急傾斜しており、変位量

は猿投山南部では瀬戸層群堆積後少なくとも北上り 300m 前後に達してい

るが、新しい谷底平野堆積物を変位させていない。 

高根山撓曲 
豊明市 

大府市 
Ⅱ  １０ NNE 

猿投・境川断層の南西端部に相当する撓曲崖。平成 8 年度に実施した浅

層反射法探査では明瞭な撓曲構造はみられなかった。 

猿投山北断

層 
瀬戸市 Ⅰ B ２１ NE 

瀬戸市南方の猿投山と三国山の間に分布する。東大演習林付近の河合は

200～250ｍ右横ずれし、愛工大付近では断層を境に瀬戸層群が 30°近く

傾斜している。 

笠原断層 瀬戸市 Ⅰ Ｂ～Ｃ １８ ENE 

岐阜県土岐市から瀬戸市定光寺付近にかけて分布する。屏風山断層、恵

那山断層の派生断層。土岐市砂礫層が瑞浪層群とほぼ垂直な断層面で

接する。 

天白河口断

層 

名古屋市 

東海市 
Ⅱ A １６ NE 

天白川河口の北と南で八事層の分布深度が 300m 以上異なることから推定

された。ボーリング資料等で洪積層を南上り 50m 変位させているが、第一

礫層は変位させていないと考えられる。平成 8 年より名古屋市で調査され

ている。 

大高― 

高浜断層 

大府市 

高浜市 

知多郡東浦

町 

Ⅰ B ２１ 
NS～ 

WW 

名古屋市大高から大府市にかけての常滑層群（東海層群）には東落ちの

撓曲構造が１０㎞にわたって続く。この延長には高浜市の低崖や碧南市油

ヶ淵があり、平成８年度の本県の衣浦港の音波探査等で東浦町の断層と高

浜市の断層は連続した断層であることが確認された。平均変位速度は、0.1

～0.15m/千年で、最新の活動時期は、大府市の南部では、2 千～3 千年

前と判明した。 

加木屋
か ぎ や

― 

成岩
な ら わ

断層 
東海市 Ⅰ B ３０ NS 

平成 8 年度の調査で、東海市名和町から加木屋町、阿久比町、半田市成

岩に至る長さ約 30 ㎞連続する東落ちの新しい活断層を伴う撓曲構造（上

下変位量は 200m 以上）であることが判明した。上下変位の平均変位速度

は、0.12m/千年と考えられ、活動間隔は 2 万年以上と推定される。最新活

動時期は不明である。 

阿久比東部 

撓曲 

半田市 

知多郡阿久比

町 

Ⅱ  3.5 NNW 

「日本の活断層」では、加木屋断層の南端部としているが、平成 8 年度の本

県の調査で単独の撓曲であることが判明。この数 10 万年は活動した証拠

は確認されていない。 

平井撓曲 半田市 Ⅱ  １０ NNW 

半田市青山町から同市岡田まで約 10 ㎞続く NNW-SSE 方向で西落ちの撓

曲。東海層群と更新世中期の武豊層が変形しており、約 50 万年前以降に

活動している。 

半田池 

撓曲 
半田市 Ⅱ  ８ NNW 

半田市板山町から常滑市矢田まで約８㎞の NNW-SSE 方向で西落ちの撓

曲。東海層群が大きく変形し、武豊層の一部も変形している。 

千代ヶ丘 

撓曲 
常滑市 Ⅱ  ３ NNW 

常滑市千代ヶ丘から原松町に至る NNW-SSE 方向での西落ちの撓曲。延

長３km。更新世後期の半田面が変位しており更新世後期に活動した。 

本宮山
ほ ん ぐ うさ ん

撓曲 常滑市 Ⅱ  ２ NW 
常滑市桧原北部から本宮山をへて奥栄町に至る NW-SE 方向での西落ち

の撓曲。延長 6km、幅 150m であるが文献により多少位置が異なる。 

玉貫 
知多郡武豊

町 
Ⅱ  1.2 NNW 

武豊町桜岡にある NW-SE 方向の撓曲。 

東大高撓曲 
知多郡武豊

町 
Ⅰ B １ NNW 

武豊町大足西方の NNW-SSE 方向の撓曲。常滑層群が約 6 ㎞、幅 100m

にわたって急傾斜する。更新世中期の武豊層に 10m 以上の高度差があり、

約 50 万年前以降に活動した。 

河和
こ う わ

背斜 
知多郡美浜

町 
Ⅰ C １０ NNW 

「六貫山西撓曲」、「市原撓曲」、「浦戸撓曲」よりなる。 

六貫山西撓曲は、武豊層を 20～30m、亀崎面を約 15km 東上がりの変形を

与え、約 13 万年前以降に活動した。上下方向の変位速度は 0.05～０.1m/

千年で活動度は C 級である。 

古布
こ う

断層 
知多郡美浜

町 
Ⅱ  4.5 NS 

常滑層群と師崎層群が接する西落ち逆断層で、師崎層群は撓曲状の構造

となっている。第四紀の活動は不明。 
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断層の名称 主な位置 確実度 活動度 
長

さ 

Km 
走 向 説    明 

別曽池撓曲 常滑市 Ⅱ C ３ NNW 

「広目撓曲」、「別曽池撓曲」よりなる。 

狭義の「別曽池撓曲」は河和背斜の西翼にあたり、武豊層の基底面が東側

で約 40m 上昇しており、50 万年前以降に活動している。 

大垣- 

今尾線 
愛西市 Ⅱ B １５ NNW 

岐阜県海津市～愛西市にかけて大藪－津島線の西側３km に併走する。こ

れも同様に、濃尾地震の震裂波動線と第二礫層以深の変位より断層を推

定している。 

岐阜-一宮

線 

一宮市 

稲沢市 
Ⅱ B ３２ NNW 

岐阜市北西部から市内を通り、一宮～稲沢～新川町にまで 30 ㎞以上の連

続がある。濃尾地震の水準変動と熱田層及び第二礫層の変位より断層を

推定している。稲沢市以北でずれが大きいが、濃尾地震では名古屋市内

でも地表変位が生じている。 

大藪- 

津島線 
津島市 Ⅱ B １８ NNW 

濃尾地震時の震裂波動線第３に相当。濃尾地震後の木曽川や長良川の

堤防の沈下や沖積平野の沈下等より日光川河口まで連続すると考えられ

ている。（井関弘太郎１９６６）。 

木曽岬線 
海部郡弥富

町 
Ⅱ B ７ NNW 

大垣－今尾線の南側延長部の木曽川河口左岸に位置する。熱田層と思わ

れる地層が約 30m の落差を持っており、第一礫層（２万年前に堆積）も若干

変位したことから推定している。 

弥富線 
海部郡弥富

町 
Ⅱ B ５ ENE 

木曽川～長良川の関西線沿いに分布する。熱田層（５～１２万年前に堆

積）の泥層が 50～60m 上昇していることから推定している。 

伊勢湾断層 伊勢湾 Ⅰ B ２７ NNW 

知多半島の沖合いに位置する。音波探査と重力探査結果より常滑背斜等

が推定されている。沖積層の引きずりもみられる。活動度は B 級で約 1.5 万

年前以降に３回程度活動していることが判明している。 

内海断層 伊勢湾 Ⅰ  １７ NW 

「日本の活断層」では、伊勢湾断層の南端部としているが、各種文献資料

から別の断層と推定される。「内海断層」の名称は中条・高田（1970）によ

る。 

 （出典：「愛知県活断層アトラス」） 

注１：活断層の確実度 

確実度は、活断層の存在の確かさを示す指標で、次の活動度とともに活断層の重要な指標で、一般的には、

空中写真判読の結果をもとに以下の「確実度について」の表のように「確実度」を確実なもの、推定されるも

の、可能性があるものと 3ランクに判定している。 

したがって、厚い沖積層の地下に活断層があることが推定されるものについては空中写真では判読するこ

とが難しいので、確実度は低くなりがちであり、確実度が低いからといって、必ずしも安心とはいえない。 

今後、活断層の調査を行うことにより、確実度ⅡやⅢの活断層の確実度が高まったり、あるいは、存在しな

いことが明らかになることもある。 

 

確実度について 

 
確実度Ⅰ：            活断層であることが確実なもの 

（縦の短線は縦ずれの低下側を示す） 

確実度Ⅱ：            活断層であると推定されるが、基準地形がないなど決定的な 

理由がないためⅠよりは確実度の低いもの 

確実度Ⅲ：            活断層の可能性があるが、他の原因による浸食地形の場合も 

考えられ、本書では活断層には含めず、リニアメント（線状模

様）として扱う 

伏在断層：            最近２百万年前以降に動いたと考えられる断層であるが、完新世 

の地層に覆われ、分布位置が明確に特定できないもの。 

地震断層：            地震発生の際に変位したことが確実な活断層。この図では明治時 

代以降に観察されたものを図示。 

 
注２：活断層の活動度 

活動度とは、過去において活断層が動いた程度を平均的なずれの速度で表したものであり、活動度は、千

年間あたりの変位量 1mと 0.1m を境に A、B、C の 3ランクに区分して判定している(以下の「平均変位速度に

よる活断層の活動度の分類表」参照)。Aランクであれば、活動が頻繁で、数百年から千年に 1回位の間隔で

活動するものと思われる。 

県内の大部分の活断層は、B か C ランクのもので、数千年から数万年に 1回の間隔で活動するものとされて

いる。 

活動度という、言わば「物差し」によって活動が頻繁かどうかを判断することができるが、さらに、次の活

動が差し迫っているのか、それとも相当先のことなのかまでは判断できない。 
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平均変位速度による活断層の活動度の分類    

松田(1975)より作成 

活断層の活動度の分類 

第四紀の平均変位速度 S（単位は m／千年） 

Ａ 

10＞S≧1 

Ｂ 

1＞S≧0.1 

Ｃ 

0.1＞S≧0.01 

活断層の例 根尾谷断層 養老断層 深溝断層 

変位地形の明瞭度 明 瞭 明 瞭 不 明 瞭 
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２．気象概況 

 
(1) 気象の概況(令和４年) 

 気温（℃） 平均湿度 

（％） 

風 降水量 

(mm) 平均 最高 最低 平均風速(m/s) 最多風向 

1 月 4.4  13.9  -2.9  61.4  2.9  ＮＷ 19.5  

2 月 4.8  14.2  -1.5  62.4  3.0  ＮＷ 22.5  

3 月 11.3  22.6  0.7  57.4  2.9  ＮＷ 86.0  

4 月 17.0  28.7  5.4  64.3  2.8  ＮＷ 107.5  

5 月 19.8  33.7  9.0  60.2  2.6  ＮＮＥ 183.0  

6 月 24.5  38.6  14.7  69.6  2.7  Ｓ 129.0  

7 月 28.0  38.7  22.3  74.9  2.6  Ｓ 391.5  

8 月 29.1  38.2  23.3  71.0  2.6  Ｓ 157.0  

9 月 26.5  34.2  19.3  70.5  2.9  ＳＥ 238.5  

10 月 19.0  31.1  7.7  60.7  2.2  ＮＮＥ 40.5  

11 月 14.9  24.0  6.3  63.1  2.3  ＮＮＥ 86.0  

12 月 6.9  16.0  -2.5  59.6  2.8  ＮＷ 17.0  

（資料：「知立の統計」） 

(2) 気象の概況の推移 

 気温（℃） 平均湿度 

（％） 

風 年間降水量 

(mm) 平均 最高 最低 平均風速(m/s) 最多風向 

H30 17.3 39.4 -4.5 63.2 2.9 ＮＷ 1,520.5 

R1 17.4 38.5 -2.3 62.8 2.8 ＮＷ 1,512.0 

R2 17.5 38.4 -2.1 65.0 2.6 ＮＷ 1,343.0 

R3 17.4 38.7 -4.6 65.5 2.5 ＮＷ 1,553.5 

R4 17.2 38.7 -2.9 64.6 2.7 ＮＷ 1,478.0 

（資料：「知立の統計」） 

(3) 東海豪雨の雨量（平成 12年 9月） 

月 日 日雨量（ｍｍ） 時間最大降水量（ｍｍ） 10分間最大雨量（ｍｍ） 

9/11 291.5 21：00～22：00 64.5 13.0 

9/12 120.5 3：00～4：00 40.0 14.0 

（資料：衣浦東部広域連合知立消防署資料） 

(4) 平成 20年 8月末豪雨（平成 20年 8月） 

月 日 日雨量（ｍｍ） 時間最大降水量（ｍｍ） 10分間最大雨量（ｍｍ） 

8/28 18.0 23：00～24：00 17.0 5.0 

8/29 159.5 0：00～1：00 88.0 21.5 

8/30 66.0 11：00～12：00 13.0 4.0 

（資料：衣浦東部広域連合知立消防署資料） 

 
(5) 台風 18号（平成 21年 10月７日～8日） 

月 日 日雨量（ｍｍ） 時間最大降水量（ｍｍ） 最大風速（ｍ／ｓ） 

10/７ 75.0 23：00～24：00 14.5 22：00～23：00 12.4 

10/8 32.0 5：00～6：00 15.5 4：00～5：00 34.2 

（資料：衣浦東部広域連合知立消防署資料） 
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３．気象に関する予報警報等の発表基準 
 

(1) 愛知県内 

 
 

(2) 知立市内の警報等発表基準 
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(2)の警報・注意報発表基準一覧表の解説 

 
(3) 大雨特別警報の発表基準 
 大雨特別警報とは、台風や集中豪雨により数十年に一度の降雨量となる大雨が予想され、若しくは、
数十年に一度の強度の風や同程度の温帯低気圧により大雨になると予想された場合に発表される。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出典：気象庁ウェブサイト） 

 

４．災害危険箇所 
 

(1) 重要水防箇所 

番号 河川名 地名 
延長

（ｍ） 
理由 重要度 

１ 猿渡川 上重原町（新幹線） 100 堤防断面不足 Ｂ 

２ 〃 昭和 1丁目～牛田町 660 水衝部護岸老朽 Ｂ 

３ 〃 昭和 1丁目 300 〃 Ｂ 

表中、重要度欄の「Ａ」は水防上最も重要な区間を、「Ｂ」は次に重要な区間を、「Ｃ」はやや危険な
区間をいう。 

（出典：愛知県水防計画） 
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５．災害履歴 
 

(1) 主な災害履歴 

年次 災害要因 規模 主な被災内容 

S47.7 集中豪雨 － 浸水、堤防決壊、法面崩壊等 

S49.6 集中豪雨 － 浸水等 

S50.8 台風 6号 
総雨量    96.0mm 

最大時間雨量 12.0mm 
浸水、街路樹倒壊、法面崩壊、市営住宅雨漏り等 

S51.5 台風 6号 
総雨量    128.0mm 

最大時間雨量 13.0mm 
浸水、法面崩壊等 

S51.9 台風 17号 
総雨量    158.5mm 

最大時間雨量 16.0mm 
浸水等 

S52.6 集中豪雨 － 浸水、法面崩壊等 

S52.11 集中豪雨 － 浸水、法面崩壊等 

S53.6 集中豪雨 
総雨量    116.5mm 

最大時間雨量 31.5mm 
浸水、法面崩壊等 

H2.9 台風 19号 － 街路樹倒壊等 

H3.9 台風 18号 － 浸水、法面崩壊等 

H6.9 台風 26号 － 浸水、街路樹崩壊等 

H9.9 台風 19号 
総雨量    223.5mm 

最大時間雨量 44.0mm 
浸水、法面崩壊等 

H10.10 集中豪雨 
総雨量     90.5mm 

最大時間雨量 36.0mm 
浸水等 

H11.6 集中豪雨 
総雨量    201.5mm 

最大時間雨量 45.0mm 
浸水、堤防決壊、法面崩壊等 

H12.9 東海豪雨 
総雨量    412.0mm 

最大時間雨量 64.5mm 
浸水、堤防越水等 

H13.89 台風 11号 
総雨量    167.5mm 

最大時間雨量 16.0mm 
道路冠水、農業被害等 

H20.8 
平成 20年 

8 月末豪

雨 

総雨量    256.0mm 

最大時間雨量 88.0mm 
浸水、道路冠水 

H21.10 台風 18号 
総雨量    107.0mm 

最大時間雨量 15.5mm 
道路冠水、街路樹・公園樹木倒木等 

H22.9 台風 9号 － 道路冠水等 

R5.6 台風 2号 
総雨量    203.0mm 

最大時間雨量 33.0mm 
床下浸水、道路冠水 

（資料：知立市資料） 

 

(2) 出火発生状況の推移 

  H26 H27 H28 H29 H30 R１ R2 R3 R4 R5 

内
訳 

建物 6 13 9 9 12 12 7 8 6 6 

車両 1 5 1 2 1 2 4 1 0 0 

その他 11 4 1 6 5 4 4 0 2 7 

発生件数(件) 18 22 11 17 18 18 15 9 8 13 

損害額(千円) 43,530 5,526 7,775 7,729 3,348 187,575 13,315 48,014 36,811 15,513 

               （資料：衣浦東部広域連合知立消防署）  
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６．消防施設、設備 

 
(1) 現有消防力 

① 常備消防 
（令和６年４月１日現在） 

衣
浦
東
部
広
域
連
合 

知
立
消
防
署 

実
員
（
再
任
用
・
派

遣
職
員
含
む
） 

消
防
ポ
ン
プ 

自
動
車 

水
槽
付
消
防 

ポ
ン
プ
自
動
車 

は
し
ご
自
動
車 

救
助
工
作
車 

高
規
格
救
急 

自
動
車 

指
令
車 

広
報
車 

資
機
材
搬
送
車 

連
絡
車 

50 名 1 台 1 台 1 台 1 台 2 台 1 台 1 台 1 台 2 台 

（資料：衣浦東部広域連合知立消防署） 

② 消防団 

知
立
市
消
防
団 

 本団 第１分団 第２分団 第３分団 第４分団 機能別分団 

車
両
及

び
設
備 

 
消防ポンプ 

自動車１台 

消防ポンプ 

自動車１台 

消防ポンプ 

自動車１台 

消防ポンプ 

自動車１台 

小型動力ポンプ

搭載多機能車 

１台 

実
員 

２名 ３５名 ３５名 ３５名 ３５名 ２７名 

合計 団員数１６９名  消防ポンプ車４台 小型動力ポンプ搭載多機能車１台 

 

(2) 消防用水利 

（令和６年４月１日現在） 

水 

利 

消
火
栓 

防火水槽（公設、私設） 

その他水利 

（プール、明治用水等） 合    計 
 

内耐震性貯水
槽 

982 94 36 38 

（資料：衣浦東部広域連合知立消防署） 

(3) 化学消火薬剤 
（令和６年４月１日現在） 

 ３％原液 

泡消火薬剤 900㍑ 

（資料：衣浦東部広域連合知立消防署） 

 

(4) 流出油防除資機材 

 （令和６年４月１日現在） 

  数量 

衣浦東部広域連合 

知立消防署 
油吸着材タフネル 70 枚 

環境課 〃 200枚 
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７．市主要災害通信施設 
 

(1) 防災行政無線 (アナログ式)  

(令和６年４月１日現

在) 

電波の形式 Ｆ３Ｅ  

４６６．２ＭＨｚ   ４６６．７７５ＭＨｚ 

５Ｗ  

周波数 

空中線電力 

局  種 識別信号 空中線電力 種別 設置場所 

基地局 ぎょうせいちりゅう ５Ｗ 市役所 安心安全課 

移動局 ちりゅう１ ５Ｗ 車載 環境課・ミニキャブ 

  ちりゅう２ ５Ｗ 車載 都市計画課・プロボックス 

  ちりゅう３ ５Ｗ 車載 水道課・ダイナＴ 

  ちりゅう４ ５Ｗ 車載 水道課・エッセ 

  ちりゅう５ ５Ｗ 車載 水道課・ハイゼット 

  ちりゅう６ ５Ｗ 車載 文化課・タウンエースバン 

  ちりゅう７ ５Ｗ 車載 土木課・ハイゼット 

  ちりゅう８ ５Ｗ 車載 建築課・ハイゼット 

  ちりゅう９ ５Ｗ 車載 土木課・ダイナＴ 

  ちりゅう１０ ５Ｗ 車載 まちづくり課・ハイゼット 

  ちりゅう１１ ５Ｗ 車載 消防団第 1 分団車 

  ちりゅう１２ ５Ｗ 車載 消防団第２分団車 

  ちりゅう１３ ５Ｗ 車載 消防団第３分団車 

  ちりゅう１４ ５Ｗ 車載 消防団第４分団車 

  ちりゅう１０４ １Ｗ 携帯 安心安全課 

  ちりゅう１０５ １Ｗ 携帯 安心安全課 

  ちりゅう１０６ １Ｗ 携帯 安心安全課 

  ちりゅう１０７ １Ｗ 携帯 安心安全課 

  ちりゅう１０８ １Ｗ 携帯 安心安全課 

  ちりゅう１０９ １Ｗ 携帯 知立消防署（消防団長） 

  ちりゅう１１０ １Ｗ 携帯 知立消防署（消防副団長） 

  ちりゅう１１１ １Ｗ 携帯 知立消防署（３階事務所） 
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(2) 地域防災無線 （デジタル式） 

(令和６年４月１日現在) 

電波の形式 ２４K3G7W    

周波数 ２７１．７３７５MHｚ  ２７２．１３７５ MHz  

空中線電力 １W   

局 種 識別信号 設置場所 住 所 
空中線 

摘要 
電力 

基地局 ちりゅう 100 知立市役所 知立市広見三丁目 1 １W 基地局 

統制台 ちりゅう 100 知立市役所 知立市広見三丁目１ １W 音声通信 

統制台 FAX ちりゅう 102 知立市役所 知立市広見三丁目１ １W FAX通信 

統制台データ

伝送装置 
ちりゅう 103 知立市役所 知立市広見三丁目１ １W メール通信 

陸上移動局 ちりゅう 201 知立小学校 知立市中町花山 70 ５W 
半固定・

FAX 

陸上移動局 ちりゅう 202 猿渡小学校 知立市上重原町小針 115 ５W 
半固定・

FAX 

陸上移動局 ちりゅう 203 来迎寺小学校 知立市来迎寺町外山 5-1 ５W 
半固定・

FAX 

陸上移動局 ちりゅう 204 知立東小学校 知立市昭和９丁目１ ５W 
半固定・

FAX 

陸上移動局 ちりゅう 205 知立西小学校 知立市鳥居一丁目 13番地２ ５W 
半固定・

FAX 

陸上移動局 ちりゅう 206 八ツ田小学校 知立市八ツ田町川畔 45 ５W 
半固定・

FAX 

陸上移動局 ちりゅう 207 知立南小学校 知立市新林町新林 55-1 ５W 
半固定・

FAX 

陸上移動局 ちりゅう 221 知立中学校 知立市広見二丁目４ ５W 
半固定・

FAX 

陸上移動局 ちりゅう 222 竜北中学校 知立市山屋敷町東山２-２ ５W 
半固定・

FAX 

陸上移動局 ちりゅう 223 知立南中学校 知立市新林町本林 20-１ ５W 
半固定・

FAX 

陸上移動局 ちりゅう 231 知立高校 知立市弘法二丁目５番地８ ５W 
半固定・

FAX 

陸上移動局 ちりゅう 232 知立東高校 知立市長篠町大山 18-６ ５W 
半固定・

FAX 

陸上移動局 ちりゅう 246 逢妻保育園 知立市逢妻町錦８ ５W 
半固定・

FAX 

陸上移動局 ちりゅう 251 上重原西保育園 知立市上重原町城後 60-４ ５W 
半固定・

FAX 

陸上移動局 ちりゅう 247 高根保育園 知立市牛田町高根 218 ５W 
半固定・

FAX 

陸上移動局 ちりゅう 261 中央公民館 知立市広見三丁目１ ５W 
半固定・

FAX 

陸上移動局 ちりゅう 263 知立文化広場 知立市八橋町井戸尻 28-１ ５W 
半固定・

FAX 

陸上移動局 ちりゅう 264 福祉体育館 知立市西町草刈 10-５ ５W 
半固定・

FAX 

陸上移動局 ちりゅう 266 昭和児童センター 知立市昭和７丁目１ ５W 
半固定・

FAX 

陸上移動局 ちりゅう 262 猿渡公民館 知立市上重原町小針 118-6 ５W 
半固定・

FAX 

陸上移動局 ちりゅう 411 西丘文化センター 知立市西丘町西丘 32-１ ５W 
半固定・

FAX 
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陸上移動局 ちりゅう 268 福祉の里八ツ田 知立市八ツ田町泉 43 ５W 
半固定・

FAX 

陸上移動局 ちりゅう 265 知立市図書館 知立市南新地二丁目３番地３ ５W 
半固定・

FAX 

陸上移動局 ちりゅう 412 上重原町公民館 知立市上重原町本郷 38 ５W 
半固定・

FAX 

陸上移動局 ちりゅう 410 逢妻公民館 知立市逢妻町錦 11-３ ５W 
半固定・

FAX 

陸上移動局 ちりゅう 414 西中町第一公民館 知立市西中町天神 27-２ ５W 
半固定・

FAX 

陸上移動局 ちりゅう 267 知立市保健センター 知立市桜木町桜木 11-２ ５W 
半固定・

FAX 

陸上移動局 ちりゅう 116 ＫＡＴＣＨ 刈谷市野田町大ヒゴ１ ５W 
半固定・

FAX 

陸上移動局 ちりゅう 269 上下水管理事務所 知立市中山町神狭間２-１ ５W 半固定 

陸上移動局 ちりゅう 119 知立消防署 知立市弘法二丁目１番地５ ５W 半固定 

陸上移動局 ちりゅう 110 安城警察署 安城市横山町下毛賀知 117 ５W 半固定 

陸上移動局 ちりゅう 111 知立幹部交番 知立市山町桜馬場 29-４ ５W 半固定 

陸上移動局 ちりゅう 115 知立建設事務所 知立市上重原町蔵福寺 124 ５W 半固定 

陸上移動局 ちりゅう 401 長篠町公民館 知立市長篠町新田東３-５ ２W 携帯型 

陸上移動局 ちりゅう 402 山町公民館 知立市山町桜馬場３-３ ２W 携帯型 

陸上移動局 ちりゅう 403 山屋敷町公民館 知立市山屋敷町高揚７－１ ２W 携帯型 

陸上移動局 ちりゅう 404 中山町公民館 知立市内幸町平田 68-１ ２W 携帯型 

陸上移動局 ちりゅう 405 中町公民館 知立市中町家下 18-５ ２W 携帯型 

陸上移動局 ちりゅう 406 新地町公民館 知立市新富一丁目 50 ２W 携帯型 

陸上移動局 ちりゅう 407 本町公民館 知立市本町本 62-１ ２W 携帯型 

陸上移動局 ちりゅう 408 宝町公民館 知立市栄二丁目 42 ２W 携帯型 

陸上移動局 ちりゅう 409 西町公民館 知立市西町神田 41 ２W 携帯型 

陸上移動局 ちりゅう 413 弘法町公民館 知立市弘法町弘法山 24-８ ２W 携帯型 

陸上移動局 ちりゅう 415 新林町公民館 知立市新林町平草 37-１ ２W 携帯型 

陸上移動局 ちりゅう 416 谷田町公民館 知立市谷田町北屋下 26-４ ２W 携帯型 

陸上移動局 ちりゅう 417 八ツ田町公民館 知立市八ツ田町二丁目６-１ ２W 携帯型 

陸上移動局 ちりゅう 418 牛田町公民館 知立市牛田町西屋敷 91 ２W 携帯型 

陸上移動局 ちりゅう 420 八橋町公民館 知立市八橋町井戸尻 67 ２W 携帯型 

陸上移動局 ちりゅう 419 南陽区公民館 知立市新池二丁目 100 ２W 携帯型 

陸上移動局 ちりゅう 421 来迎寺町公民館 知立市来迎寺町外山５ ２W 携帯型 

陸上移動局 ちりゅう 422 昭和 1自主防災会 知立市昭和 1丁目 ２W 携帯型 

陸上移動局 ちりゅう 423 昭和２自主防災会 知立市昭和２丁目 ２W 携帯型 

陸上移動局 ちりゅう 424 昭和３自主防災会 知立市昭和３丁目 ２W 携帯型 

陸上移動局 ちりゅう 425 昭和 3-1自主防災会 知立市昭和３丁目１ ２W 携帯型 

陸上移動局 ちりゅう 426 昭和４自主防災会 知立市昭和４丁目 ２W 携帯型 

陸上移動局 ちりゅう 427 昭和５自主防災会 知立市昭和５丁目 ２W 携帯型 

陸上移動局 ちりゅう 428 昭和６自主防災会 知立市昭和６丁目 ２W 携帯型 
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陸上移動局 ちりゅう 429 昭和７自主防災会 知立市昭和７丁目 ２W 携帯型 

陸上移動局 ちりゅう 430 昭和８自主防災会 知立市昭和８丁目 ２W 携帯型 

陸上移動局 ちりゅう 431 昭和９自主防災会 知立市昭和９丁目 ２W 携帯型 

陸上移動局 ちりゅう 241 知立保育園 知立市西町新川３ ２W 携帯型 

陸上移動局 ちりゅう 242 来迎寺保育園 知立市来迎寺町古城 30-１ ２W 携帯型 

陸上移動局 ちりゅう 243 上重原保育園 知立市上重原町蔵福寺３ ２W 携帯型 

陸上移動局 ちりゅう 244 知立南保育園 知立市八ツ田町山畔 61-１ ２W 携帯型 

陸上移動局 ちりゅう 245 知立中央保育園 知立市東栄一丁目 45 ２W 携帯型 

陸上移動局 ちりゅう 250 宝保育園 知立市宝二丁目３番地９ ２W 携帯型 

陸上移動局 ちりゅう 248 新林保育園 知立市新林町新林 18-５ ２W 携帯型 

陸上移動局 ちりゅう 249 八橋保育園 知立市八橋町城後 60-４ ２W 携帯型 

陸上移動局 ちりゅう 281 浄水管理事務所 知立市中山町神狭間２-１ ２W 携帯型 

陸上移動局 ちりゅう 282 知立消防署 知立市弘法二丁目１番地５ ２W 携帯型 

陸上移動局 ちりゅう 501 知立市役所 知立市広見三丁目１ ２W 携帯型 

陸上移動局 ちりゅう 502 知立市役所 知立市広見三丁目１ ２W 携帯型 

陸上移動局 ちりゅう 503 知立市役所 知立市広見三丁目１ ２W 携帯型 

陸上移動局 ちりゅう 504 知立市役所 知立市広見三丁目１ ２W 携帯型 

陸上移動局 ちりゅう 505 知立市役所 知立市広見三丁目１ ２W 携帯型 

陸上移動局 ちりゅう 121 知立消防署 知立市弘法二丁目１番地５ ２W 携帯型 

陸上移動局 ちりゅう 122 知立消防署 知立市弘法二丁目１番地５ ２W 携帯型 

陸上移動局 ちりゅう 301 知立市役所 知立市広見三丁目１ ２W 車携帯 

陸上移動局 ちりゅう 302 知立市役所 知立市広見三丁目１ ２W 車携帯 

陸上移動局 ちりゅう 303 知立市役所 知立市広見三丁目１ ２W 車携帯 

陸上移動局 ちりゅう 304 知立市役所 知立市広見三丁目１ ２W 車携帯 

陸上移動局 ちりゅう 305 知立市役所 知立市広見三丁目１ ２W 車携帯 

陸上移動局 ちりゅう 306 知立市役所 知立市広見三丁目１ ２W 車携帯 

陸上移動局 ちりゅう 307 知立市役所 知立市広見三丁目１ ２W 車携帯 

陸上移動局 ちりゅう 308 知立市役所 知立市広見三丁目１ ２W 車携帯 

陸上移動局 ちりゅう 309 知立市役所 知立市広見三丁目１ ２W 車携帯 

陸上移動局 ちりゅう 310 知立市役所 知立市広見三丁目１ ２W 車携帯 

陸上移動局 ちりゅう 131 第 1分団詰所 知立市山町北引馬野３-１ ２W 車携帯 

陸上移動局 ちりゅう 132 第２分団詰所 知立市牛田町西屋敷 93-１ ２W 車携帯 

陸上移動局 ちりゅう 133 第３分団詰所 知立市桜木町桜木 139-４ ２W 車携帯 

陸上移動局 ちりゅう 134 第４分団詰所 知立市東上重原 3丁目 74 ２W 車携帯 
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(3) 防災行政無線 (同報系）                 (令和６年４月１日現在) 

電波の型式 F３E    

周 波 数 ６９・１５ＭＨｚ     

空中線電力（出力） １W 

番号 局  種 識別信号 設置場所又は常置場所 摘 要 

 固定局 こうほう 知立市広見三丁目 1番地 
設置年 

2009.3 
送信所 ちりゅう （知立市役所） 

（第１通信所）     

１ 
受信設備（子

局） 
〃 牛田町西屋敷 92番地１（西教寺） 1979.5 

２ 〃 〃 
桜木町桜木 139番地１

（消防団第３分団詰所） 
1979.5 

３ 〃 〃 
上重原町城後 60番地４（上重原西保育

園） 
1979.5 

４ 〃 〃 新林町新林 55番地１（知立南小学校） 1980.11 

５ 〃 〃 山屋敷町東山２番地２（竜北中学校） 1980.11 

６ 〃 〃 鳥居一丁目 13番地 2（知立西小学校） 1981.12 

７ 〃 〃 八ツ田町川畔 45番地（八ツ田小学校） 1981.12 

８ 〃 〃 八橋町神戸 44番地２（八橋児童遊園） 1982.12 

９ 〃 〃 逢妻町錦 11番地３（逢妻町公民館） 1983.12 

１０ 〃 〃 広見三丁目１番地（知立市役所） 1984.11 

１１ 〃 〃 
西中町中新切 55番地１

（西中町第２公民館） 
1985.10 

１２ 〃 〃 山町御手洗２番地２（御手洗公園） 1986.12 

１３ 〃 〃 
西町草刈 10番地５ 

（スギ薬局知立福祉アリーナ知立福祉体育館） 
1988.2 

１４ 〃 〃 新池ニ丁目 100番地（南陽区公民館） 2009.3 

１５ 〃 〃 
山屋敷町高場５番地６（高場ふれあい広

場） 
1989.1 

１６ 〃 〃 八橋町山田谷８番地 68（高村鉄工所） 1989.1 

１７ 〃 〃 
東上重原 3丁目 74（消防団第４分団詰

所） 
1989.1 

１８ 〃 〃 西丘町西丘 13番地１（西丘公園） 1990.2 

１９ 〃 〃 新林町平草 54番地２（新林町公民館） 1990.2 

２０ 〃 〃 来迎寺町外山５番地１（来迎寺小学校） 1990.2 

２１ 〃 〃 昭和２丁目７番地（昭和グランド） 1993.8 

２２ 〃 〃 昭和４丁目 12番地（昭和 3号公園） 1993.8 

２３ 〃 〃 
知立市弘法二丁目 1番地５（知立消防

署） 
2009.3 

２４ 〃 〃 知立市西中町跡落７１番８（西中苑） 2011.3 
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２５ 〃 〃 知立市牛田町下流 69（下流緑地） 2013.2 

 

８．水防用資機材 

（令和６年１２月１日現在） 

本 建 知立 八 西 新 昭 上 合

部 設 消防 橋 町 池 和 重 計 

部 署 原

ＰＰロープ(200ｍ巻) 0

なわ（kg） 11 2 13

土のう袋（枚） 1,000 250 11,800 1,000 1,000 3,600 2,500 21,150

簡易土のう袋（枚） 500 500 500 1,500

完成土のう（袋） 670 450 1,120

鉄線（kg） 1 1 2

木杭３ｍ(本) 57 57

木杭２ｍ(本) 7 25 12 25 69

鉄杭(本) 305 50 110 100 565

軍手 900 100 60 1,060

たこつち(丁) 3 2 5

掛矢(丁) 4 2 5 5 4 5 7 32

ショベル(丁) 10 18 36 5 10 5 9 20 113

おの（丁） 2 2 4

のこぎり(丁) 11 4 15

ペンチ(丁) 2 2 4

バール(丁) 2 2 4

シノ(丁) 0

かま(丁) 13 13

み(丁) 4 7 20 31

ビニールシート（枚） 26 26

つるはし(丁) 9 7 16

くわ(丁) 2 2

ハンマー(丁)大 2 1 3

拡声器(個) 24 24

照明具（台） 6 1 7

発電機（台） 5 1 6

排水ポンプ（台） 2 2

鉄線切（丁） 0

はしご（基） 2 9 11

なわはしご（基） 2 2

一輪車（台） 2 2 4 1 4 13

金づち(丁) 0

収納ボックス（箱） 0

土のう作成器（台） 0

トランシーバー(個) 24 24

トラ柵 17 17

セーフティコーン 24 24

品　名

主
要
資
材

そ
の
他
資
材

 
水防倉庫の機材 

数　量 能　　　　力

口径　100ｍｍ 2 ―/分

口径　200ｍｍ 10.0㎥/分

口径　300ｍｍ 15.0㎥/分

エンジン付き発電機 100ｍｍ用 2 40ＫＶＡ

ポンプ用 200ｍｍ用 75ＫＶＡ

300ｍｍ用 40ＫＶＡ

エンジン付きポンプ 口径　150ｍｍ 0.21㎥／分

その他

機　　材　　名

水中ポンプ
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９．救出用資機材 
  （衣浦東部広域連合知立消防署所有）          （令和６年１２月１日現在） 

品    名 数量 品    名 数量 

担 架 3 チ ル ホ ー ル 2 

発 動 発 電 機 9 油 圧 式 救 助 器 具 2 

投 光 機 8 潜 水 用 具 6 

救 命 胴 衣 66 ソ フ ト ラ ン デ ィ ン グ 0 

救 命 索 発 射 銃 1 溶 断 器 （ ア セ チ レ ン ） 0 

救 命 浮 環 10 万 能 斧 12 

エ ン ジ ン カ ッ タ ー 2 耐 熱 服 2 

油 圧 ジ ャ ッ キ 9 耐 電 衣 4 

空 気 呼 吸 器 22 エ ア ー ツ ー ル 1 

ヘ ッ ド 用 ラ イ ト 42 エ ア ー マ ッ ト 3 

救 助 安 全 帯 10 チ ェ ー ン ソ ー 1 

エ ア ー ソ ー 1 水 筒 37 

ガ ス 検 知 器 2 救 命 ボ ー ト 1 

防 塵 マ ス ク 21 船 外 機 1 

マ ン ホ ー ル 救 助 器 具 1 削 岩 機 1 

放 射 線 防 護 服 2 ハ ン マ ー ド リ ル 1 

万 能 バ サ ミ 37 放 射 線 測 定 機 3 

平 バ ー ル 48 排 煙 機 2 

折 り た た み 万 能 鋸 37 サ バ イ バ ー ス リ ン グ 1 

絶 縁 強 力 ニ ッ パ ー 37 ブルーシート(2 間×100m) 1 

仮 枠 ハ ン マ ー 37 折 り た た み 式 ス コ ッ プ 37 

 

10．応急給水用資機材 
（令和６年 12月 1 日現在） 

管理課 品名 容量等 数量 

上下水道部 

水道課 

タンク類積載用給水 1,000 ㍑ 3 台 

仮 設 水 槽 1,000 ㍑ 23 基 

給 水 車 2,000 ㍑ 1 台 

給 水 袋 ６㍑ 4,400 枚 

ポ リ 容 器 20 ㍑ 49 個 

給水スタンド及びホース １式 2 台 

投 光 器 ― １台 

発 電 機 ― 3 台 

危機管理局 

安心安全課 

キ ャ ン バ ス 水 槽 1,000 ㍑ 8 台 

飲 料 水 袋 10 ㍑ 4,500 枚 

〃 5 ㍑ 500枚 

 

（１）災害時緊急連絡管接続箇所一覧 

連絡相手 所在地 口径 布設年度 

豊田市 知立市八橋町源田谷 φ１５０ Ｓ４９ 

刈谷市 知立市宝三丁目 φ７５ Ｓ６１ 

刈谷市 知立市西丘町西丘 φ１００ Ｈ２９ 

安城市 知立市牛田町高根 φ１００ Ｓ５８ 

（上下水道部水道課） 
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（２）災害時給水拠点一覧 

   （上下水道部水道課） 

 

（３）愛知県営水道災害時支援設備 

ア．応急給水支援設備一覧 

県 水 概 要 
応急給水先 

所在地 県水路線名 接続口径 

知立市八橋町町田 刈谷知立線 φ７５（空気

弁） 

カキツ姫公園 

知立市八橋町寺内 知立線 φ７５（空気

弁） 

無量寿寺 

知立市八橋町的場 知立線 φ７５（空気

弁） 

来迎寺小学校 

安城市住吉町長根 高浜知立連絡線 φ７５（空気

弁） 

昭和６号公園 

安城市二本木新町１丁目 高浜知立連絡線 φ７５（空気

弁） 

知立南中学校 

刈谷市一色町２丁目 高浜線 φ７５（空気

弁） 

知立文化会館 

 

イ. 支援連絡管接続 

所在地 支援団体名 連絡管口径 

知立市八橋町前畑 愛知県西三河水道事務所 φ３５０ 

（上下水道部水道課） 

 

 

1 　知立小学校 中町花山70
2 　猿渡小学校 上重原町小針115
3 　来迎寺小学校 来迎寺町外山5-1
4 　知立東小学校 昭和9丁目1
5 　知立西小学校 鳥居一丁目13-2
6 　八ツ田小学校 八ツ田町川畔45
7 　知立南小学校 新林町新林55-1
8 　知立中学校 広見二丁目4
9 　竜北中学校 山屋敷町東山2-2
10 　知立南中学校 新林町本林20-1
11 　逢妻保育園 逢妻町錦8
12 　福祉体育館 西町草刈10-5
13 　上重原町公民館 上重原町本郷38-1
14 　西中町第一公民館 西中町天神27-2
15 　八橋市営住宅 八橋町山田谷8-81
16 　知立文化広場 八橋町井戸尻28-1
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11．防災用資機材備蓄品 

 

（令和７年３月３１日現在）

１．市役所　資機材

庁舎３階倉庫

テレビ 1 台

ラジオ 1 台

ヘルメット 10 個

庁舎３階会議室

省電力トランシーバー 11 台

携帯用ライト 17 個

長靴 29 個

雨合羽 18 着

軍手 22 双

現業棟倉庫

飲料水容器 5,000 個

カセットボンベ 1,371 個

ガス炊飯器 2 台

アルミ鍋（給食用） 14 個

ポリ容器（20㍑） 21 個

灯油ポンプ 15 個

ジョウロ 2 個

ブルーシート（2間×3間） 7 枚

ブルーシート（大） 10 枚

のこぎり 1 本

松火箸 7 個

携帯用ライト 28 個

防災倉庫１

発電機 3 個

ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 2 箱

ガソリン単缶（1㍑缶） 2 缶

チェーンソー 9 台

混合ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 1 箱

混合ガソリン単缶（1㍑缶） 1 箱

チェーンソーオイル 1 個

三脚付投光器 6 組

ショベル 11 個

バケツ 48 個

空気入れ 3 個

軍手 512 双

工具箱 1 箱

難燃性敷物（10枚入） 11 箱

多人数用救急箱 1 箱

毛布（10枚入） 3 箱

拡声器 11 個

USBポート付コードリール 2 個

乾電池　単1アルカリ 746 個

乾電池　単2アルカリ 20 個

乾電池　単3アルカリ 20 個

サーチライト 1 個

トラロープ 4 個

のこぎり 4 本

バリケード　A型 15 枚

ハンマー 1 本

レジ袋 500 枚

雨合羽 14 枚

掛け矢 4 本

紙袋 42 枚

長靴 19 足

非常用飲料水用袋（6L用） 84 袋

感染症対策物品

ワンタッチパーテーション（H1,400） 2 個

エアマット 44 枚

エアマット専用ポンプ 2 個

組立ﾄﾗﾝｸ型自動ﾗｯﾌﾟ式ﾄｲﾚ及びｾｯﾄ　※3 2 ｾｯﾄ

ワンタッチテント　トイレ用 2 個

防災倉庫２

黒ビニール袋（10枚入） 7 個

バルーン投光器 2 個

タオルケット 14 枚

避難所ｾｯﾄBOX 4 個

避難所ｾｯﾄﾘｭｯｸ 3 個

紙おむつ パンツ S（22枚入）4袋入 1 箱

紙おむつ パンツ M（20枚入）4袋入 10 箱

紙おむつ パンツ L（18枚入）4袋入 4 箱

紙おむつ パンツＸL（16枚入）4袋入 1 箱

紙おむつ テープ止 S（22枚入）4袋入 1 箱

紙おむつ テープ止 M（20枚入）4袋入 7 箱

紙おむつ テープ止 L（17枚入）4袋入 2 箱

紙パッド（30枚入）8袋入 13 箱

紙パッドﾌﾗｯﾄ（30枚入）4袋入 2 箱

生理用品夜用 3,312 個

生理用品昼用 25,632 個

紙おむつ乳児用  テープ止 S（82枚入） 8 袋

紙おむつ乳児用  テープ止 Ｍ（64枚入） 8 袋

紙おむつ乳児用  テープ止 Ｌ（54枚入） 8 袋

紙おむつ乳児用  パンツ Ｍ（58枚入） 33 袋

紙おむつ乳児用  パンツ Ｌ（44枚入） 30 袋

紙おむつ乳児用  パンツ ﾋﾞｯｸﾞ（38枚入） 6 袋

防災倉庫３（アピタ南）

感染症対策物品

ダンボールベッド 130 個

ダンボールパーテーション 260 個

防災コンテナ倉庫

はそり（大鍋）一式 1 式

携帯用コンロ 51 台

担架 8 個

折畳式リヤカー 1 台

空気入れ 2 個

軍手 100 双

組立式水槽 1 個

難燃性敷物（10枚入） 19 箱

簡易トイレ　車椅子対応型 1 個

多人数用救急箱 4 箱

毛布（10枚入） 11 箱

ランタン 18 個

アルミロール 2 本

アルミ鍋 3 個

お椀（発泡スチロール製・2,100個入） 430 個

ファミリー火災報知器 30 個

レジャーシート 25 枚

滑り止め手袋 36 双

木槌 2 本

サーチライト 1 個

ガス調整器 1 個
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感染症対策物品

簡易間仕切り 1 個

ワンタッチパーテーション（H1,800） 1 個

ワンタッチパーテーション（H1,000） 1 個

間仕切りセット（H900） 1 個

トイレ用テント　 1 個

不織布マスク（50枚/箱） 20 箱

ディスポ手袋（100枚/箱） 5 箱

日赤防災倉庫1

発電機 1 個

難燃性敷物（10枚入） 17 箱

毛布（10枚入） 6 箱

タオルケット 24 枚

携帯トイレセット（20回分） 50 個

日赤防災倉庫2

下水道直結型トイレ　車椅子対応型 4 個

難燃性敷物（10枚入） 13 箱

車椅子 4 台

トランシーバー 13 個

折畳みベッド 8 台

感染症対策物品

ワンタッチパーテーション（H1,000） 8 個

職員第２駐車場倉庫（知中西）

発電機 4 個

ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 4 箱

はそり（大鍋）一式 1 式

担架 2 個

キャンバス水槽 8 個

簡易組立トイレ　障がい者対応（洋式） 1 個

簡易組立トイレ（和式） 1 個

ロープ 43 本

USBポート付コードリール 1 個

多目的ベスト 5 着

オレンジシート 7 枚

テント 5 組

雨合羽 43 個

ガス調整器 1 個

感染症対策物品

ワンタッチパーテーション（H1,800） 3 個

ワンタッチパーテーション（H900） 6 個

【指定避難所の防災倉庫】
１．知立小学校（450）

発電機 3 個

カセットガス発電機 1 個

ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 2 箱

混合ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 1 箱

水中ポンプ 1 個

消防用ホース 4 本

三脚付投光器 2 組

はそり（大鍋）一式 3 式

携帯用コンロ 48 台

クラッカー（食） 560 Ｐ

コードリール 4 個

USBポート付コードリール 1 個

ショベル 5 個

バール 5 個

スケール 1 個

下げ振り 1 個

バケツ 21 個

蓄光ロープ 10 本

荷締めベルト 10 本

担架 1 個

折畳式リヤカー 1 台

空気入れ 1 個

軍手 12 双

雑巾 5 枚

工具箱 1 箱

携帯電話充電セット 1 ｾｯﾄ　

テント 1 組

ワンタッチテント 2 個

オレンジシート 3 枚

ブルーシート（2間×3間） 6 枚

組立式水槽 1 個

難燃性敷物（10枚入） 6 箱

マンホールトイレ鍵 1 個

下水道直結型トイレ　車椅子対応型 1 個

下水道直結型トイレ　一般 2 個

簡易組立トイレ　障がい者対応（洋式） 4 個

簡易組立トイレ（和式） 2 個

簡易トイレ　サニターⅡ 19 個

トイレ凝固剤セット 20 組

トイレットペーパー（48個入） 1 箱

多人数用救急箱 1 箱

トリアージタッグ（50枚入） 1 箱

毛布（10枚入） 10 箱

避難所開設ボックス　※1 1 個

拡声器 4 個

携帯用ライト 1 個

ラジオ付きライト 1 個

ランタン 6 個

乾電池　単1アルカリ 46 本

乾電池　単2アルカリ 12 本

乾電池　単3アルカリ 27 本
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感染症対策物品

間仕切りセット（H1,800） 3 個

間仕切りセット（H900） 7 個

ワンタッチパーテーション（H1,400） 2 箱

エアマット 32 枚

エアマット専用ポンプ 1 個

非接触式デジタル温度計 4 個

非接触式デジタル温度計用 単4乾電池 8 個

ゴム手袋（100枚/箱） 26 箱

フェイスシールド 150 枚

ビニールロールシート（30ｍ/巻） 1 巻

手指用アルコール消毒液（1㍑/本） 5 本

手指用アルコール消毒液・詰替え用（17㍑/缶） 1 缶

清掃用消毒液（ZiⅡ:500㎖/本） 6 本

清掃用消毒液・詰替え用（ZiⅡ:5㍑/個） 1 箱

発泡ｽﾁﾛｰﾙﾎﾞｯｸｽ（温度計保管用） 1 個

ペーパータオル（300枚/袋） 50 箱

レインコート（防護服代用） 150 着

不織布マスク（30枚/箱） 65 箱

不織布マスク（50枚/箱） 2 箱

ディスポ手袋（100枚/箱） 7 箱

防護具セット　※2 5 ｾｯﾄ

組立ﾄﾗﾝｸ型自動ﾗｯﾌﾟ式ﾄｲﾚ及びｾｯﾄ　※3 1 ｾｯﾄ

ワンタッチテント　トイレ用 1 個

２．猿渡小学校（250）

発電機 3 個

カセットガス発電機 1 個

ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 4 箱

チェーンソー 1 台

混合ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 1 箱

チェーンソーオイル 1 個

可搬消防ポンプ　一式 1 個

消防用ホース 5 本

　吸管消防ポンプ用 1 個

　筒先（消防ポンプ用） 1 個

LED投光器 1 基

はそり（大鍋）一式 1 式

携帯用コンロ 56 台

クラッカー（食） 700 Ｐ

コードリール 4 個

USBポート付コードリール 1 個

ショベル 5 個

バール 6 個

スケール 1 個

下げ振り 1 個

蓄光ロープ 10 本

担架 1 個

折畳式リヤカー 2 台

空気入れ 1 個

軍手 12 双

雑巾 5 枚

工具箱 1 箱

携帯電話充電セット 1 個

テント 1 個

ブルーシート（2間×3間） 4 枚

組立式水槽 1 個

下水道直結型トイレ　車椅子対応型 1 個

下水道直結型トイレ　一般 1 個

簡易組立トイレ（和式） 2 個

トイレ凝固剤セット 300 枚

トイレットペーパー（48個入） 1 箱

多人数用救急箱 1 箱

毛布（10枚入） 9 箱

避難所開設ボックス　※1 1 箱

拡声器 4 個

携帯用ライト 8 個

ラジオ付きライト 1 個

ランタン 11 個

乾電池　単1アルカリ 77 個

乾電池　単2アルカリ 18 個

乾電池　単3アルカリ 24 個

乾電池　単1マンガン 20 個

非常用ライト 1 個

ガス調整器 1 個

感染症対策物品

間仕切りセット（H1,800） 3 個

間仕切りセット（H900） 7 個

ワンタッチパーテーション（H1,400） 2 箱

エアマット 32 枚

エアマット専用ポンプ 1 個

非接触式デジタル温度計 3 個

非接触式デジタル温度計用 単4乾電池 6 個

ゴム手袋（100枚/箱） 22 箱

フェイスシールド 90 枚

ビニールロールシート（30ｍ/巻） 1 巻

手指用アルコール消毒液（1㍑/本） 5 本

手指用アルコール消毒液・詰替え用（17㍑/缶） 1 缶

清掃用消毒液（ZiⅡ:500㎖/本） 6 本

清掃用消毒液・詰替え用（ZiⅡ:5㍑/個） 1 箱

発泡ｽﾁﾛｰﾙﾎﾞｯｸｽ（温度計保管用） 1 個

ペーパータオル（300枚/袋） 30 箱

レインコート（防護服代用） 90 着

不織布マスク（30枚/箱） 35 箱

ディスポ手袋（100枚/箱） 1 箱

防護具セット　※2 5 ｾｯﾄ

組立ﾄﾗﾝｸ型自動ﾗｯﾌﾟ式ﾄｲﾚ及びｾｯﾄ　※3 1 ｾｯﾄ

ワンタッチテント　トイレ用 1 個

３．来迎寺小学校（400）

発電機 2 個

カセットガス発電機 1 個

ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 2 箱

チェーンソー 1 台

混合ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 1 箱

チェーンソーオイル 1 個

三脚付投光器 2 組

はそり（大鍋）一式 1 式

携帯用コンロ 56 台

クラッカー（食） 700 Ｐ

コードリール 4 個

USBポート付コードリール 1 個

ショベル 5 個

バール 5 個

スケール 1 個

下げ振り 1 個

バケツ 5 個

蓄光ロープ 10 本

荷締めベルト 9 本

担架 1 個

折畳式リヤカー 1 台

空気入れ 1 個

軍手 12 双

雑巾 5 枚
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工具箱 1 箱

携帯電話充電セット 1 ｾｯﾄ　

テント 1 組

オレンジシート 3 枚

ブルーシート（2間×3間） 5 枚

組立式水槽 1 個

難燃性敷物（10枚入） 4 箱

簡易組立トイレ　障がい者対応（洋式） 4 個

簡易組立トイレ（和式） 2 個

簡易トイレ　サニターⅡ 18 個

トイレ凝固剤セット 20 組

トイレットペーパー（48個入） 1 箱

多人数用救急箱 1 箱

トリアージタッグ（50枚入） 1 箱

毛布（10枚入） 14 箱

避難所開設ボックス　※1 1 個

拡声器 4 個

携帯用ライト 3 個

ラジオ付きライト 1 個

ランタン 6 個

乾電池　単1アルカリ 48 個

乾電池　単2アルカリ 24 個

乾電池　単3アルカリ 27 個

LEDヘッドライト 4 個

非常用ライト 6 個

ガス調整器 1 個

感染症対策物品

間仕切りセット（H1,800） 3 個

間仕切りセット（H900） 7 個

ワンタッチパーテーション（H1,400） 2 箱

エアマット 32 枚

エアマット専用ポンプ 1 個

非接触式デジタル温度計 3 個

非接触式デジタル温度計用 単4乾電池 6 個

ゴム手袋（100枚/箱） 26 箱

フェイスシールド 150 枚

ビニールロールシート（30ｍ/巻） 1 巻

手指用アルコール消毒液（1㍑/本） 5 本

手指用アルコール消毒液・詰替え用（17㍑/缶） 1 缶

清掃用消毒液（ZiⅡ:500㎖/本） 6 本

清掃用消毒液・詰替え用（ZiⅡ:5㍑/個） 1 箱

発泡ｽﾁﾛｰﾙﾎﾞｯｸｽ（温度計保管用） 1 個

ペーパータオル（300枚/袋） 50 箱

レインコート（防護服代用） 150 着

不織布マスク（30枚/箱） 60 箱

不織布マスク（50枚/箱） 2 箱

ディスポ手袋（100枚/箱） 1 箱

防護具セット　※2 5 ｾｯﾄ

組立ﾄﾗﾝｸ型自動ﾗｯﾌﾟ式ﾄｲﾚ及びｾｯﾄ　※3 1 ｾｯﾄ

ワンタッチテント　トイレ用 1 個

４．知立東小学校（250）

発電機 3 個

カセットガス発電機 1 個

ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 4 箱

チェーンソー 2 台

混合ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 1 箱

チェーンソーオイル 1 個

水中ポンプ 1 個

消防用ホース 3 本

三脚付投光器 2 組

LED投光器 1 基

はそり（大鍋）一式 1 式

携帯用コンロ 59 台

クラッカー（食） 700 Ｐ

コードリール 4 個

USBポート付コードリール 1 個

ショベル 5 個

バール 5 個

スケール 1 個

下げ振り 1 個

バケツ 5 個

蓄光ロープ 10 本

担架 1 個

折畳式リヤカー 1 台

軍手 12 双

雑巾 5 枚

工具箱 1 箱

携帯電話充電セット 1 ｾｯﾄ　

テント 1 組

　ワンタッチテント　トイレ用 1 個

オレンジシート 2 枚

ブルーシート（2間×3間） 5 枚

下水道直結型トイレ　車椅子対応型 1 個

下水道直結型トイレ　一般 1 個

簡易組立トイレ　障がい者対応（洋式） 4 個

簡易組立トイレ（和式） 2 個

簡易トイレ　サニターⅡ 18 個

トイレ凝固剤セット 20 組

トイレットペーパー（48個入） 1 箱

多人数用救急箱 1 箱

毛布（10枚入） 10 箱

避難所開設ボックス　※1 1 箱

拡声器 4 個

携帯用ライト 3 個

ラジオ付きライト 1 個

ランタン 6 個

乾電池　単1アルカリ 45 個

乾電池　単2アルカリ 24 個

乾電池　単3アルカリ 24 個

非常用ライト 1 個

土のう袋 80 枚

室内照明 2 個

ガス調整器 1 個

感染症対策物品

間仕切りセット（H1,800） 3 個

間仕切りセット（H900） 6 個

ワンタッチパーテーション（H1,400） 2 箱

エアマット 32 枚

エアマット専用ポンプ 1 個

非接触式デジタル温度計 3 個

非接触式デジタル温度計用 単4乾電池 6 個

ゴム手袋（100枚/箱） 22 箱

フェイスシールド 90 枚

ビニールロールシート（30ｍ/巻） 1 巻

手指用アルコール消毒液（1㍑/本） 5 本

手指用アルコール消毒液・詰替え用（17㍑/缶） 1 缶

清掃用消毒液（ZiⅡ:500㎖/本） 6 本

清掃用消毒液・詰替え用（ZiⅡ:5㍑/個） 1 箱

発泡ｽﾁﾛｰﾙﾎﾞｯｸｽ（温度計保管用） 1 個

ペーパータオル（300枚/袋） 30 箱

レインコート（防護服代用） 90 着

不織布マスク（30枚/箱） 35 箱
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ディスポ手袋（100枚/箱） 1 箱

防護具セット　※2 5 ｾｯﾄ

組立ﾄﾗﾝｸ型自動ﾗｯﾌﾟ式ﾄｲﾚ及びｾｯﾄ　※3 1 ｾｯﾄ

ワンタッチテント　トイレ用 1 個

５．知立西小学校（400）

発電機 2 個

カセットガス発電機 1 個

ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 3 箱

チェーンソー 1 台

混合ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 1 箱

チェーンソーオイル 1 個

可搬消防ポンプ　一式 1 個

消防用ホース 6 本

三脚付投光器 2 組

はそり（大鍋）一式 1 式

携帯用コンロ 56 台

クラッカー（食） 700 Ｐ

コードリール 4 個

USBポート付コードリール 1 個

ショベル 5 個

バール 5 個

スケール 2 個

下げ振り 2 個

バケツ 5 個

蓄光ロープ 10 本

荷締めベルト 6 本

担架 1 個

折畳式リヤカー 1 台

空気入れ 1 個

軍手 12 双

雑巾 4 枚

工具箱 1 箱

携帯電話充電セット 1 ｾｯﾄ　

テント 1 組

ワンタッチテント（トイレ用） 1 個

オレンジシート 3 枚

ブルーシート（2間×3間） 5 枚

組立式水槽 1 個

マンホールトイレ鍵 1 個

下水道直結型トイレ　車椅子対応型 1 個

下水道直結型トイレ　一般 1 個

簡易組立トイレ　障がい者対応（洋式） 4 個

簡易組立トイレ（和式） 2 個

簡易トイレ　サニターⅡ 16 個

トイレ凝固剤セット 20 組

トイレットペーパー（48個入） 1 箱

多人数用救急箱 1 箱

医療救護所用バッグ 1 個

トリアージタッグ（50枚入） 1 箱

毛布（10枚入） 10 箱

避難所開設ボックス　※1 1 個

拡声器 4 個

携帯用ライト 3 個

ラジオ付きライト 1 個

ランタン 10 個

乾電池　単1アルカリ 60 個

乾電池　単2アルカリ 24 個

乾電池　単3アルカリ 24 個

LEDヘッドライト 4 個

非常用ライト 6 個

ガス調整器 1 個

感染症対策物品

間仕切りセット（H1,800） 3 個

間仕切りセット（H900） 7 個

ワンタッチパーテーション（H1,400） 2 箱

エアマット 32 枚

エアマット専用ポンプ 1 個

非接触式デジタル温度計 4 個

非接触式デジタル温度計用 単4乾電池 8 個

ゴム手袋（100枚/箱） 24 箱

フェイスシールド 120 枚

ビニールロールシート（30ｍ/巻） 1 巻

手指用アルコール消毒液（1㍑/本） 5 本

手指用アルコール消毒液・詰替え用（17㍑/缶） 1 缶

清掃用消毒液（ZiⅡ:500㎖/本・12本/箱） 6 本

清掃用消毒液・詰替え用（ZiⅡ:5㍑/個） 1 箱

発泡ｽﾁﾛｰﾙﾎﾞｯｸｽ（温度計保管用） 1 個

ペーパータオル（300枚/袋） 40 箱

レインコート（防護服代用） 120 着

不織布マスク（30枚/箱） 60 箱

不織布マスク（50枚/箱） 2 箱

ディスポ手袋（100枚/箱） 5 箱

防護具セット　※2 5 ｾｯﾄ

組立ﾄﾗﾝｸ型自動ﾗｯﾌﾟ式ﾄｲﾚ及びｾｯﾄ　※3 1 ｾｯﾄ

ワンタッチテント　トイレ用 1 個

６．八ツ田小学校（300）

発電機 2 個

カセットガス発電機 1 個

ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 2 箱

チェーンソー 1 台

混合ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 1 箱

チェーンソーオイル 1 個

三脚付投光器 2 組

LED投光器 1 基

はそり（大鍋）一式 1 式

携帯用コンロ 48 台

クラッカー（食） 700 Ｐ

コードリール 4 個

USBポート付コードリール 1 個

ショベル 5 個

バール 5 個

スケール 1 個

下げ振り 1 個

バケツ 5 個

蓄光ロープ 10 本

荷締めベルト 4 本

担架 1 個

折畳式リヤカー 1 台

空気入れ 1 個

軍手 12 双

雑巾 5 枚

工具箱 1 箱

携帯電話充電セット 1 ｾｯﾄ　

テント 1 組

オレンジシート 2 枚

ブルーシート（2間×3間） 4 枚

組立式水槽 1 個

難燃性敷物（10枚入） 8 箱

簡易組立トイレ　障がい者対応（洋式） 4 個

簡易組立トイレ（和式） 2 個
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簡易トイレ　サニターⅡ 18 個

トイレ凝固剤セット 20 組

トイレットペーパー（48個入） 1 箱

多人数用救急箱 1 箱

トリアージタッグ（50枚入） 1 箱

毛布（10枚入） 10 箱

避難所開設ボックス　※1 1 箱

拡声器 4 個

携帯用ライト 3 個

ラジオ付きライト 1 個

ランタン 6 個

乾電池　単1アルカリ 26 個

乾電池　単2アルカリ 24 個

乾電池　単3アルカリ 24 個

ダンボールベッド一式 2 組

ガス調整器 1 個

感染症対策物品

間仕切りセット（H1,800） 3 個

間仕切りセット（H900） 7 個

ワンタッチパーテーション（H1,400） 2 箱

エアマット 32 枚

エアマット専用ポンプ 1 個

非接触式デジタル温度計 3 個

非接触式デジタル温度計用 単4乾電池 6 個

ゴム手袋（100枚/箱） 24 箱

フェイスシールド 120 枚

ビニールロールシート（30ｍ/巻） 1 巻

手指用アルコール消毒液（1㍑/本） 5 本

手指用アルコール消毒液・詰替え用（17㍑/缶） 1 缶

清掃用消毒液（ZiⅡ:500㎖/本・12本/箱） 6 本

清掃用消毒液・詰替え用（ZiⅡ:5㍑/個・2個/箱） 1 箱

発泡ｽﾁﾛｰﾙﾎﾞｯｸｽ（温度計保管用） 1 個

ペーパータオル（300枚/袋） 40 箱

レインコート（防護服代用） 120 着

不織布マスク（30枚/箱） 40 箱

不織布マスク（50枚/箱） 2 箱

ディスポ手袋（100枚/箱） 4 箱

防護具セット　※2 5 ｾｯﾄ

組立ﾄﾗﾝｸ型自動ﾗｯﾌﾟ式ﾄｲﾚ及びｾｯﾄ　※3 1 ｾｯﾄ

ワンタッチテント　トイレ用 1 個

７．知立南小学校（300）

発電機 3 個

カセットガス発電機 1 個

ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 3 箱

チェーンソー 1 台

混合ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 1 箱

チェーンソーオイル 1 個

可搬消防ポンプ　一式 1 個

消防用ホース 10 本

三脚付投光器 2 組

LED投光器 1 基

はそり（大鍋）一式 4 式

携帯用コンロ 48 台

クラッカー（食） 700 Ｐ

コードリール 4 個

USBポート付コードリール 1 個

ショベル 5 個

バール 5 個

スケール 1 個

下げ振り 1 個

蓄光ロープ 10 本

荷締めベルト 10 本

担架 1 個

折畳式リヤカー 1 台

空気入れ 1 個

軍手 9 双

雑巾 5 枚

工具箱 1 箱

携帯電話充電セット 1 ｾｯﾄ

テント 1 組

ブルーシート（2間×3間） 7 枚

組立式水槽 1 個

下水道直結型トイレ　車椅子対応型 1 個

下水道直結型トイレ　一般 1 個

簡易組立トイレ　障がい者対応（洋式） 4 個

簡易組立トイレ（和式） 2 個

簡易トイレ　サニターⅡ 18 個

トイレ凝固剤セット 20 組

トイレットペーパー（48個入） 1 箱

医療救護所用バッグ 1 個

トリアージタッグ（50枚入） 1 箱

毛布（10枚入） 11 箱

避難所開設ボックス　※1 1 箱

拡声器 4 個

携帯用ライト 3 個

ラジオ付きライト 1 個

ランタン 6 個

乾電池　単1アルカリ 48 個

乾電池　単2アルカリ 12 個

乾電池　単3アルカリ 24 個

LEDヘッドライト 4 個

非常用ライト 6 個

ガス調整器 1 個

感染症対策物品

間仕切りセット（H1,800） 3 個

間仕切りセット（H900） 7 個

ワンタッチパーテーション（H1,400） 2 箱

エアマット 32 枚

エアマット専用ポンプ 1 個

非接触式デジタル温度計 3 個

非接触式デジタル温度計用 単4乾電池 6 個

ゴム手袋（100枚/箱） 24 箱

フェイスシールド 120 枚

ビニールロールシート（30ｍ/巻） 1 巻

手指用アルコール消毒液（1㍑/本） 5 本

手指用アルコール消毒液・詰替え用（17㍑/缶） 1 缶

清掃用消毒液（ZiⅡ:500㎖/本・12本/箱） 6 本

清掃用消毒液・詰替え用（ZiⅡ:5㍑/個） 1 箱

発泡ｽﾁﾛｰﾙﾎﾞｯｸｽ（温度計保管用） 1 個

ペーパータオル（300枚/袋） 40 箱

レインコート（防護服代用） 120 着

不織布マスク（30枚/箱） 40 箱

不織布マスク（50枚/箱） 2 箱

ディスポ手袋（100枚/箱） 1 箱

防護具セット　※2 5 ｾｯﾄ

組立ﾄﾗﾝｸ型自動ﾗｯﾌﾟ式ﾄｲﾚ及びｾｯﾄ　※3 1 ｾｯﾄ

ワンタッチテント　トイレ用 1 個

８．知立中学校（600）

発電機 2 個

カセットガス発電機 1 個
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ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 2 箱

チェーンソー 1 台

混合ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 1 箱

チェーンソーオイル 1 個

水中ポンプ 1 個

三脚付投光器 2 組

はそり（大鍋）一式 1 式

携帯用コンロ 48 台

クラッカー（食） 700 Ｐ

コードリール 4 個

USBポート付コードリール 1 個

ショベル 10 個

バール 5 個

バケツ 5 個

蓄光ロープ 10 本

折畳式リヤカー 1 台

軍手 12 双

雑巾 5 枚

工具箱 1 箱

携帯電話充電セット 1 ｾｯﾄ　

ブルーシート（2間×3間） 8 袋

マンホールトイレ鍵 1 個

下水道直結型トイレ　車椅子対応型 1 個

下水道直結型トイレ　一般 1 個

簡易組立トイレ　身障者対応（洋式） 4 個

簡易組立トイレ（和式） 2 個

簡易ボックストイレ 20 個

トイレ凝固剤セット 100 枚

トイレットペーパー（48個入） 1 箱

多人数用救急箱 1 箱

トリアージタッグ（50枚入） 1 箱

毛布（10枚入） 10 箱

避難所開設ボックス　※1 1 箱

拡声器 4 個

携帯用ライト 3 個

ランタン 6 個

乾電池　単1アルカリ 30 個

乾電池　単2アルカリ 24 個

乾電池　単3アルカリ 3 個

ワンタッチテント（トイレ用）３個入 1 箱

ガス調整器 1 個

感染症対策物品

ワンタッチパーテーション（H1,800） 2 個

ワンタッチパーテーション（H1,400） 2 箱

エアマット 36 枚

エアマット専用ポンプ 2 個

非接触式デジタル温度計 6 個

非接触式デジタル温度計用 単4乾電池 12 個

ゴム手袋（100枚/箱） 32 箱

フェイスシールド 230 枚

ビニールロールシート（30ｍ/巻） 1 巻

手指用アルコール消毒液（1㍑/本） 5 本

手指用アルコール消毒液・詰替え用（17㍑/缶） 1 缶

清掃用消毒液（ZiⅡ:500㎖/本・12本/箱） 6 本

清掃用消毒液・詰替え用（ZiⅡ:5㍑/個） 1 箱

発泡ｽﾁﾛｰﾙﾎﾞｯｸｽ（温度計保管用） 1 個

ペーパータオル（300枚/袋） 60 箱

レインコート（防護服代用） 230 着

不織布マスク（30枚/箱） 95 箱

不織布マスク（50枚/箱） 1 箱

ディスポ手袋（100枚/箱） 9 箱

防護具セット　※2 5 ｾｯﾄ

組立ﾄﾗﾝｸ型自動ﾗｯﾌﾟ式ﾄｲﾚ及びｾｯﾄ　※3 1 ｾｯﾄ

ワンタッチテント　トイレ用 1 個

９．竜北中学校（500）

発電機 2 個

ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 1 箱

チェーンソー 1 台

混合ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 1 箱

三脚付投光器 2 組

はそり（大鍋）一式 1 式

携帯用コンロ 48 台

クラッカー（食） 700 Ｐ

コードリール 4 個

USBポート付コードリール 1 個

ショベル 7 個

バール 5 個

スケール 1 個

下げ振り 1 個

バケツ 5 個

担架 1 個

折畳式リヤカー 1 台

軍手 12 双

雑巾 5 枚

工具箱 1 箱

携帯電話充電セット 1 ｾｯﾄ

テント 1 組

ブルーシート（2間×3間） 4 枚

組立式水槽 1 個

簡易組立トイレ　身障者対応（洋式） 4 個

簡易組立トイレ（和式） 2 個

簡易ボックストイレ 20 個

トイレ凝固剤セット 100 枚

トイレットペーパー（48個入） 1 箱

毛布（10枚入） 10 箱

避難所開設ボックス　※1 1 個

拡声器 4 個

携帯用ライト 3 個

ラジオ付ライト 1 個

ランタン 6 個

乾電池　単1アルカリ 48 個

乾電池　単2アルカリ 47 個

乾電池　単3アルカリ 24 個

乾電池　単1マンガン 12 個

ガス調整器 1 個

感染症対策物品

間仕切りセット（H1,800） 3 個

間仕切りセット（H900） 6 個

ワンタッチパーテーション（H1,400） 2 箱

エアマット 36 枚

エアマット専用ポンプ 2 個

非接触式デジタル温度計 5 個

非接触式デジタル温度計用 単4乾電池 10 個

ゴム手袋（100枚/箱） 26 箱

フェイスシールド 150 枚

ビニールロールシート（30ｍ/巻） 1 巻

手指用アルコール消毒液（1㍑/本） 5 本

手指用アルコール消毒液・詰替え用（17㍑/缶） 1 缶

清掃用消毒液（ZiⅡ:500㎖/本・12本/箱） 6 本

清掃用消毒液・詰替え用（ZiⅡ:5㍑/個） 1 箱
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発泡ｽﾁﾛｰﾙﾎﾞｯｸｽ（温度計保管用） 1 個

ペーパータオル（300枚/袋） 50 箱

レインコート（防護服代用） 150 着

不織布マスク（30枚/箱） 75 箱

ディスポ手袋（100枚/箱） 1 箱

防護具セット　※2 5 ｾｯﾄ

組立ﾄﾗﾝｸ型自動ﾗｯﾌﾟ式ﾄｲﾚ及びｾｯﾄ　※3 1 ｾｯﾄ

ワンタッチテント　トイレ用 1 個

10．知立南中学校（500）

発電機 2 個

ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 2 箱

チェーンソー 1 台

混合ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 1 箱

チェーンソーオイル 1 個

三脚付投光器 2 組

はそり（大鍋）一式 1 式

携帯用コンロ 48 台

クラッカー（食） 700 Ｐ

コードリール 6 個

USBポート付コードリール 1 個

ショベル 5 個

バール 5 個

スケール 1 個

下げ振り 1 個

バケツ 5 個

蓄光ロープ 10 本

担架 1 個

折畳式リヤカー 2 台

空気入れ 1 個

軍手 12 双

雑巾 5 枚

工具箱 1 箱

携帯電話充電セット 1 ｾｯﾄ

テント 1 組

オレンジシート 2 箱

ブルーシート（2間×3間） 4 枚

組立式水槽 1 個

簡易組立トイレ　身障者対応（洋式） 4 個

簡易組立トイレ（和式） 2 個

簡易ボックストイレ 20 個

トイレ凝固剤セット 100 枚

トイレットペーパー（48個入） 1 箱

トリアージタッグ（50枚入） 1 箱

毛布（10枚入） 10 箱

避難所開設ボックス　※1 1 個

拡声器 4 個

携帯用ライト 3 個

ラジオ付ライト 1 個

ランタン 6 個

乾電池　単1アルカリ 48 個

乾電池　単2アルカリ 24 個

乾電池　単3アルカリ 27 個

ガス調整器 1 個

感染症対策物品

間仕切りセット（H1,800） 3 個

間仕切りセット（H900） 7 個

ワンタッチパーテーション（H1,400） 2 箱

エアマット 36 枚

エアマット専用ポンプ 2 個

非接触式デジタル温度計 5 個

非接触式デジタル温度計用 単4乾電池 10 個

ゴム手袋（100枚/箱） 26 箱

フェイスシールド 150 枚

ビニールロールシート（30ｍ/巻） 1 巻

手指用アルコール消毒液（1㍑/本） 5 本

手指用アルコール消毒液・詰替え用（17㍑/缶） 1 缶

清掃用消毒液（ZiⅡ:500㎖/本・12本/箱） 6 本

清掃用消毒液・詰替え用（ZiⅡ:5㍑/個） 1 箱

発泡ｽﾁﾛｰﾙﾎﾞｯｸｽ（温度計保管用） 1 個

ペーパータオル（300枚/袋） 50 箱

レインコート（防護服代用） 150 着

不織布マスク（30枚/箱） 75 箱

不織布マスク（50枚/箱） 2 箱

ディスポ手袋（100枚/箱） 1 箱

防護具セット　※2 5 ｾｯﾄ

組立ﾄﾗﾝｸ型自動ﾗｯﾌﾟ式ﾄｲﾚ及びｾｯﾄ　※3 1 ｾｯﾄ

ワンタッチテント　トイレ用 1 個

11．知立高校（500）

発電機 3 個

ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 3 箱

水中ポンプ 1 個

消防用ホース 3 本

三脚付投光器 2 組

はそり（大鍋）一式 1 式

携帯用コンロ 48 台

クラッカー（食） 700 Ｐ

コードリール 4 個

USBポート付コードリール 1 個

ショベル 5 個

バール 5 個

スケール 1 個

下げ振り 1 個

バケツ 5 個

蓄光ロープ 10 本

担架 1 個

折畳式リヤカー 1 台

軍手 12 双

雑巾 5 枚

工具箱 1 箱

ブルーシート（2間×3間） 4 枚

ワンタッチテント　トイレ用　WT-1 3 個

組立式水槽 1 個

マンホールトイレ鍵 1 個

下水道直結型トイレ　車椅子対応型 1 個

下水道直結型トイレ　一般 2 個

簡易組立トイレ　身障者対応（洋式） 4 個

簡易組立トイレ（和式） 2 個

簡易ボックストイレ 20 個

トイレ凝固剤セット 100 枚

トイレットペーパー（48個入） 1 箱

多人数用救急箱 1 箱

トリアージタッグ（50枚入） 1 箱

毛布（10枚入） 10 箱

避難所開設ボックス　※1 1 個

拡声器 4 個

携帯用ライト 3 個

ランタン 6 個

乾電池　単1アルカリ 30 個

乾電池　単2アルカリ 24 個

乾電池　単3アルカリ 3 個
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センサーライト 1 個

ガス調整器 1 個

感染症対策物品

ワンタッチパーテーション（H1,800） 3 個

ワンタッチパーテーション（H1,000） 7 個

ワンタッチパーテーション（H1,400） 3 箱

エアマット 36 枚

エアマット専用ポンプ 2 個

非接触式デジタル温度計 5 個

非接触式デジタル温度計用 単4乾電池 10 個

ゴム手袋（100枚/箱） 26 箱

フェイスシールド 150 枚

ビニールロールシート（30ｍ/巻） 1 巻

手指用アルコール消毒液（1㍑/本） 5 本

手指用アルコール消毒液・詰替え用（17㍑/缶） 1 缶

清掃用消毒液（ZiⅡ:500㎖/本・12本/箱） 6 本

清掃用消毒液・詰替え用（ZiⅡ:5㍑/個） 1 箱

発泡ｽﾁﾛｰﾙﾎﾞｯｸｽ（温度計保管用） 1 個

ペーパータオル（300枚/袋） 50 箱

レインコート（防護服代用） 150 着

不織布マスク（30枚/箱） 85 箱

不織布マスク（50枚/箱） 2 箱

ディスポ手袋（100枚/箱） 1 箱

防護具セット　※2 5 ｾｯﾄ

組立ﾄﾗﾝｸ型自動ﾗｯﾌﾟ式ﾄｲﾚ及びｾｯﾄ　※3 1 ｾｯﾄ

ワンタッチテント　トイレ用 1 個

12．知立東高校（400）

発電機 2 個

ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 2 箱

可搬消防ポンプ　一式 1 個

消防用ホース 7 本

三脚付投光器 2 組

はそり（大鍋）一式 1 式

携帯用コンロ 50 台

クラッカー（食） 700 Ｐ

コードリール 4 個

USBポート付コードリール 1 個

ショベル 5 個

バール 5 個

スケール 1 個

下げ振り 1 個

バケツ 5 個

蓄光ロープ 10 本

担架 1 個

折畳式リヤカー 1 台

軍手 12 双

雑巾 5 枚

工具箱 1 箱

ブルーシート（2間×3間） 4 枚

ワンタッチテント　トイレ用　WT-1 2 個

組立式水槽 1 個

マンホールトイレ鍵 1 個

下水道直結型トイレ　車椅子対応型 1 個

下水道直結型トイレ　一般 1 個

簡易組立トイレ　身障者対応（洋式） 4 個

簡易組立トイレ（和式） 2 個

簡易ボックストイレ 20 個

トイレ凝固剤セット 100 枚

トイレットペーパー（48個入） 1 箱

多人数用救急箱 1 箱

トリアージタッグ（50枚入） 1 箱

毛布（10枚入） 10 箱

避難所開設ボックス　※1 1 個

拡声器 4 個

携帯用ライト 3 個

ランタン 6 個

乾電池　単1アルカリ 30 個

乾電池　単2アルカリ 24 個

乾電池　単3アルカリ 3 個

センサーライト 1 個

ガス調整器 1 個

感染症対策物品

ワンタッチパーテーション（H1,800） 5 個

ワンタッチパーテーション（H1,000） 8 個

ワンタッチパーテーション（H1,400） 3 箱

エアマット 36 枚

エアマット専用ポンプ 2 個

非接触式デジタル温度計 3 個

非接触式デジタル温度計用 単4乾電池 6 個

ゴム手袋（100枚/箱） 24 箱

フェイスシールド 120 枚

ビニールロールシート（30ｍ/巻） 1 巻

手指用アルコール消毒液（1㍑/本） 5 本

手指用アルコール消毒液・詰替え用（17㍑/缶） 1 缶

清掃用消毒液（ZiⅡ:500㎖/本・12本/箱） 6 本

清掃用消毒液・詰替え用（ZiⅡ:5㍑/個） 1 箱

発泡ｽﾁﾛｰﾙﾎﾞｯｸｽ（温度計保管用） 1 個

ペーパータオル（300枚/袋） 40 箱

レインコート（防護服代用） 120 着

不織布マスク（30枚/箱） 60 箱

不織布マスク（50枚/箱） 2 箱

ディスポ手袋（100枚/箱） 1 箱

防護具セット　※2 5 ｾｯﾄ

組立ﾄﾗﾝｸ型自動ﾗｯﾌﾟ式ﾄｲﾚ及びｾｯﾄ　※3 1 ｾｯﾄ

ワンタッチテント　トイレ用 1 個

13．上重原西保育園（400）

発電機 1 個

ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 1 箱

チェーンソー 1 台

混合ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 1 箱

チェーンソーオイル 1 個

三脚付投光器 2 組

はそり（大鍋）一式 1 式

携帯用コンロ 36 台

クラッカー（食） 700 Ｐ

コードリール 4 個

USBポート付コードリール 1 個

ショベル 10 個

バール 10 個

バケツ 5 個

蓄光ロープ 10 本

担架 1 個

折畳式リヤカー 1 台

空気入れ 1 個

軍手 12 双

雑巾 5 枚

工具箱 1 箱

テント 1 組

組立式水槽 1 個

簡易組立トイレ　身障者対応（洋式） 4 個
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簡易組立トイレ（和式） 2 個

簡易ボックストイレ 40 個

トイレ凝固剤セット 100 枚

トイレットペーパー（48個入） 1 箱

多人数用救急箱 1 箱

毛布（10枚入） 10 箱

避難所開設ボックス　※1 1 個

拡声器 4 個

携帯用ライト 6 個

ランタン 6 個

乾電池　単1アルカリ 12 個

乾電池　単2アルカリ 22 個

ガス調整器 1 個

ラジオ付きライト 1 個

感染症対策物品

ワンタッチパーテーション（H1,800） 1 個

ワンタッチパーテーション（H1,000） 1 個

ワンタッチパーテーション（H1,400） 1 個

エアマット 24 枚

エアマット専用ポンプ 1 個

非接触式デジタル温度計 3 個

非接触式デジタル温度計用 単4乾電池 6 個

ゴム手袋（100枚/箱） 22 箱

フェイスシールド 90 枚

ビニールロールシート（30ｍ/巻） 1 巻

手指用アルコール消毒液（1㍑/本） 5 本

手指用アルコール消毒液・詰替え用（17㍑/缶） 1 缶

清掃用消毒液（ZiⅡ:500㎖/本） 6 本

清掃用消毒液・詰替え用（ZiⅡ:5㍑/個） 1 箱

発泡ｽﾁﾛｰﾙﾎﾞｯｸｽ（温度計保管用） 1 個

ペーパータオル（300枚/袋） 30 箱

レインコート（防護服代用） 90 着

不織布マスク（30枚/箱） 60 箱

不織布マスク（50枚/箱） 2 箱

ディスポ手袋（100枚/箱） 1 箱

防護具セット　※2 5 ｾｯﾄ

組立ﾄﾗﾝｸ型自動ﾗｯﾌﾟ式ﾄｲﾚ及びｾｯﾄ　※3 1 ｾｯﾄ

ワンタッチテント　トイレ用 1 個

14．知立南保育園（191）

発電機 2 個

ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 2 箱

チェーンソー 1 台

混合ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 1 箱

チェーンソーオイル 1 個

三脚付投光器 2 組

はそり（大鍋）一式 1 式

携帯用コンロ 35 台

クラッカー（食） 700 Ｐ

コードリール 4 個

USBポート付コードリール 1 個

スケール 2 個

下げ振り 2 個

蓄光ロープ 10 本

担架 1 個

折畳式リヤカー 2 台

工具箱 1 箱

組立式水槽 1 個

簡易組立トイレ　身障者対応（洋式） 4 個

簡易組立トイレ（和式） 1 個

簡易ボックストイレ 20 個

トイレ凝固剤セット 100 枚

トイレットペーパー（48個入） 1 箱

多人数用救急箱 1 箱

毛布（10枚入） 10 箱

避難所開設ボックス　※1 1 箱

拡声器 4 個

携帯用ライト 3 個

ランタン 6 個

ガス調整器 1 個

感染症対策物品

ワンタッチパーテーション（H1,800） 3 個

ワンタッチパーテーション（H1,000） 7 個

ワンタッチパーテーション（H1,400） 1 箱

エアマット 24 枚

エアマット専用ポンプ 1 個

非接触式デジタル温度計 2 個

非接触式デジタル温度計用 単4乾電池 4 個

ゴム手袋（100枚/箱） 20 箱

フェイスシールド 60 枚

ビニールロールシート（30ｍ/巻） 1 巻

手指用アルコール消毒液（1㍑/本） 5 本

手指用アルコール消毒液・詰替え用（17㍑/缶） 1 缶

清掃用消毒液（ZiⅡ:500㎖/本） 6 本

清掃用消毒液・詰替え用（ZiⅡ:5㍑/個） 1 箱

発泡ｽﾁﾛｰﾙﾎﾞｯｸｽ（温度計保管用） 1 個

ペーパータオル（300枚/袋） 20 箱

レインコート（防護服代用） 60 着

不織布マスク（30枚/箱） 30 箱

不織布マスク（50枚/箱） 2 箱

ディスポ手袋（100枚/箱） 4 箱

防護具セット　※2 5 ｾｯﾄ

組立ﾄﾗﾝｸ型自動ﾗｯﾌﾟ式ﾄｲﾚ及びｾｯﾄ　※3 1 ｾｯﾄ

ワンタッチテント　トイレ用 1 個

15．逢妻保育園（200）

携帯用コンロ 24 台

クラッカー（食） 280 Ｐ

トイレットペーパー（48個入） 1 箱

毛布（10枚入） 8 箱

避難所開設ボックス　※1 1 箱

ラジオ付ライト 1 個

ランタン 5 個

感染症対策物品

ワンタッチパーテーション（H1,400） 2 個

エアマット 24 枚

エアマット専用ポンプ 1 個

非接触式デジタル温度計 2 個

非接触式デジタル温度計用 単4乾電池 4 個

ゴム手袋（100枚/箱） 20 箱

フェイスシールド 60 枚

ビニールロールシート（30ｍ/巻） 1 巻

手指用アルコール消毒液（1㍑/本） 5 本

手指用アルコール消毒液・詰替え用（17㍑/缶） 1 缶

清掃用消毒液（ZiⅡ:500㎖/本） 6 本

清掃用消毒液・詰替え用（ZiⅡ:5㍑/個） 1 箱

発泡ｽﾁﾛｰﾙﾎﾞｯｸｽ（温度計保管用） 1 個

ペーパータオル（300枚/袋） 20 箱

レインコート（防護服代用） 60 着

不織布マスク（30枚/箱） 35 箱

防護具セット　※2 5 ｾｯﾄ

組立ﾄﾗﾝｸ型自動ﾗｯﾌﾟ式ﾄｲﾚ及びｾｯﾄ　※3 1 ｾｯﾄ
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ワンタッチテント　トイレ用 1

16．高根保育園（200）

発電機 2 個

ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 2 箱

チェーンソー 1 台

混合ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 1 箱

チェーンソーオイル 1 個

三脚付投光器 2 組

はそり（大鍋）一式 1 式

携帯用コンロ 40 台

クラッカー（食） 700 Ｐ

コードリール 4 個

USBポート付コードリール 1 個

スケール 1 個

下げ振り 1 個

バケツ 1 個

蓄光ロープ 10 本

担架 1 個

折畳式リヤカー 1 台

軍手 12 双

雑巾 4 枚

工具箱 1 箱

組立式水槽 1 個

簡易組立トイレ　身障者対応（洋式） 4 個

簡易組立トイレ（和式） 2 個

簡易ボックストイレ 20 個

トイレ凝固剤セット 100 枚

トイレットペーパー（48個入） 1 箱

多人数用救急箱 1 箱

毛布（10枚入） 4 箱

避難所開設ボックス　※1 1 個

拡声器 4 個

携帯用ライト 3 個

ランタン 6 個

乾電池　単1アルカリ 18 個

乾電池　単3アルカリ 3 個

ガス調整器 1 個

感染症対策物品

ワンタッチパーテーション（H1,800） 3 個

ワンタッチパーテーション（H1,000） 7 個

ワンタッチパーテーション（H1,400） 1 箱

エアマット 24 枚

エアマット専用ポンプ 1 個

非接触式デジタル温度計 2 個

非接触式デジタル温度計用 単4乾電池 4 個

ゴム手袋（100枚/箱） 20 箱

フェイスシールド 60 枚

ビニールロールシート（30ｍ/巻） 1 巻

手指用アルコール消毒液（1㍑/本） 5 本

手指用アルコール消毒液・詰替え用（17㍑/缶） 1 缶

清掃用消毒液（ZiⅡ:500㎖/本） 6 本

清掃用消毒液・詰替え用（ZiⅡ:5㍑/個） 1 箱

発泡ｽﾁﾛｰﾙﾎﾞｯｸｽ（温度計保管用） 1 個

ペーパータオル（300枚/袋） 20 箱

レインコート（防護服代用） 60 着

不織布マスク（30枚/箱） 30 箱

不織布マスク（50枚/箱） 4 箱

ディスポ手袋（100枚/箱） 1 箱

防護具セット　※2 5 ｾｯﾄ

組立ﾄﾗﾝｸ型自動ﾗｯﾌﾟ式ﾄｲﾚ及びｾｯﾄ　※3 1 ｾｯﾄ

ワンタッチテント　トイレ用 1 個

17．スギ薬局知立福祉アリーナ（600）

発電機 2 個

ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 3 箱

チェーンソー 1 台

混合ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 1 箱

チェーンソーオイル 1 個

可搬消防ポンプ　一式 1 個

消防ホース 4 本

吸管（消防ポンプ用） 1 個

筒先（消防ポンプ用） 1 個

三脚付投光器 2 組

はそり（大鍋）一式 1 式

携帯用コンロ 48 台

クラッカー（食） 700 Ｐ

コードリール 4 個

USBポート付コードリール 1 個

ショベル 5 個

バール 5 個

スケール 1 個

バケツ 5 個

蓄光ロープ 10 本

担架 1 個

折畳式リヤカー 1 台

軍手 12 双

雑巾 5 枚

工具箱 1 箱

ブルーシート（2間×3間） 4 箱

組立式水槽 1 個

下水道直結型トイレ　車椅子対応型 1 個

下水道直結型トイレ（一般） 2 個

簡易組立トイレ　身障者対応（洋式） 4 個

簡易組立トイレ（和式） 2 個

簡易ボックストイレ 20 個

トイレ凝固剤セット 100 枚

トイレットペーパー（48個入） 1 箱

多人数用救急箱 1 箱

トリアージタッグ（50枚入） 1 箱

毛布（10枚入） 8 箱

避難所開設ボックス　※1 1 個

拡声器 4 個

携帯用ライト 3 個

ランタン 6 個

乾電池　単1アルカリ 18 個

乾電池　単3アルカリ 3 個

ガス調整器 1 個

感染症対策物品

ワンタッチパーテーション（H1,800） 3 個

ワンタッチパーテーション（H1,000） 9 個

ワンタッチパーテーション（H1,400） 3 箱

エアマット 40 枚

エアマット専用ポンプ 2 個

非接触式デジタル温度計 6 個

非接触式デジタル温度計用 単4乾電池 12 個

ゴム手袋（100枚/箱） 32 箱

フェイスシールド 230 枚

ビニールロールシート（30ｍ/巻） 1 巻

手指用アルコール消毒液（1㍑/本） 7 本

手指用アルコール消毒液・詰替え用（17㍑/缶） 2 缶

清掃用消毒液（ZiⅡ:500㎖/本） 9 本
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清掃用消毒液・詰替え用（ZiⅡ:5㍑/個） 2 箱

発泡ｽﾁﾛｰﾙﾎﾞｯｸｽ（温度計保管用） 1 個

ペーパータオル（300枚/袋） 60 箱

レインコート（防護服代用） 230 着

不織布マスク（30枚/箱） 95 箱

不織布マスク（50枚/箱） 3 箱

ディスポ手袋（100枚/箱） 1 箱

防護具セット　※2 5 ｾｯﾄ

組立ﾄﾗﾝｸ型自動ﾗｯﾌﾟ式ﾄｲﾚ及びｾｯﾄ　※3 1 ｾｯﾄ

ワンタッチテント　トイレ用 1 個

18．知立文化広場（100）

発電機 2 個

ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 2 箱

チェーンソー 1 台

混合ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 1 箱

チェーンソーオイル 1 個

三脚付投光器 2 組

携帯用コンロ 48 台

クラッカー（食） 700 Ｐ

コードリール 4 個

USBポート付コードリール 1 個

ショベル 5 個

バール 5 個

スケール 1 個

下げ振り 1 個

バケツ 5 個

蓄光ロープ 12 本

担架 1 個

折畳式リヤカー 1 台

軍手 10 双

雑巾 5 枚

工具箱 1 箱

ブルーシート（2間×3間） 4 枚

組立式水槽 1 個

簡易組立トイレ　身障者対応（洋式） 4 個

簡易組立トイレ（和式） 2 個

簡易ボックストイレ 20 個

トイレ凝固剤セット 100 枚

トイレットペーパー（48個入） 1 箱

多人数用救急箱 1 箱

毛布（10枚入） 10 箱

避難所開設ボックス　※1 1 個

拡声器 4 個

携帯用ライト 3 個

ランタン 6 個

乾電池　単1アルカリ 12 個

乾電池　単2アルカリ 24 個

乾電池　単3アルカリ 3 個

感染症対策物品

ワンタッチパーテーション（H1,400） 1 箱

エアマット 22 枚

エアマット専用ポンプ 1 個

非接触式デジタル温度計 2 個

非接触式デジタル温度計用 単4乾電池 4 個

ゴム手袋（100枚/箱） 20 箱

フェイスシールド 60 枚

ビニールロールシート（30ｍ/巻） 1 巻

手指用アルコール消毒液（1㍑/本） 5 本

手指用アルコール消毒液・詰替え用（17㍑/缶） 1 缶

清掃用消毒液（ZiⅡ:500㎖/本） 6 本

清掃用消毒液・詰替え用（ZiⅡ:5㍑/個） 1 箱

発泡ｽﾁﾛｰﾙﾎﾞｯｸｽ（温度計保管用） 1 個

ペーパータオル（300枚/袋） 20 箱

レインコート（防護服代用） 60 着

不織布マスク（30枚/箱） 20 箱

不織布マスク（50枚/箱） 2 箱

ディスポ手袋（100枚/箱） 1 箱

防護具セット　※2 5 ｾｯﾄ

組立ﾄﾗﾝｸ型自動ﾗｯﾌﾟ式ﾄｲﾚ及びｾｯﾄ　※3 1 ｾｯﾄ

ワンタッチテント　トイレ用 1 個

19．西丘文化センター（50）

発電機 3 個

ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 1 箱

チェーンソー 1 台

混合ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 1 箱

チェーンソーオイル 1 個

可搬消防ポンプ　一式 1 個

消防用ホース 3 本

吸管（消防ポンプ用） 1 個

筒先（消防ポンプ用） 1 個

三脚付投光器 2 組

はそり（大鍋）一式 1 式

携帯用コンロ 48 台

クラッカー（食） 350 Ｐ

コードリール 4 個

USBポート付コードリール 1 個

ショベル 5 個

バール 5 個

スケール 1 個

下げ振り 1 個

バケツ 5 個

蓄光ロープ 10 本

担架 1 個

折畳式リヤカー 1 台

軍手 12 双

雑巾 5 枚

工具箱 1 箱

ブルーシート（2間×3間） 4 枚

組立式水槽 1 個

簡易組立トイレ　身障者対応（洋式） 4 個

簡易組立トイレ（和式） 2 個

簡易ボックストイレ 20 個

トイレ凝固剤セット 100 枚

トイレットペーパー（48個入） 1 箱

多人数用救急箱 1 箱

毛布（10枚入） 10 箱

避難所開設ボックス　※1 1 個

拡声器 4 個

携帯用ライト 2 個

ランタン 6 個

乾電池　単1アルカリ 12 個

乾電池　単2アルカリ 24 個

乾電池　単3アルカリ 3 個

ガス調整器 1 個

感染症対策物品

ワンタッチパーテーション（H1,400） 1 箱

エアマット 22 枚

エアマット専用ポンプ 1 個

非接触式デジタル温度計 1 個

非接触式デジタル温度計用 単4乾電池 2 個
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ゴム手袋（100枚/箱） 14 箱

フェイスシールド 30 枚

ビニールロールシート（30ｍ/巻） 1 巻

手指用アルコール消毒液（1㍑/本） 5 本

手指用アルコール消毒液・詰替え用（17㍑/缶） 1 缶

清掃用消毒液（ZiⅡ:500㎖/本） 6 本

清掃用消毒液・詰替え用（ZiⅡ:5㍑/個） 1 箱

発泡ｽﾁﾛｰﾙﾎﾞｯｸｽ（温度計保管用） 1 個

ペーパータオル（300枚/袋） 5 箱

レインコート（防護服代用） 30 着

不織布マスク（30枚/箱） 10 箱

不織布マスク（50枚/箱） 2 箱

ディスポ手袋（100枚/箱） 1 箱

防護具セット　※2 5 ｾｯﾄ

組立ﾄﾗﾝｸ型自動ﾗｯﾌﾟ式ﾄｲﾚ及びｾｯﾄ　※3 1 ｾｯﾄ

ワンタッチテント　トイレ用 1 個

20．猿渡公民館（50）

スケール 1 個

下げ振り 1 個

バケツ 4 個

蓄光ロープ 10 本

軍手 12 双

工具箱 1 箱

トイレットペーパー（48個入） 1 箱

毛布（10枚入） 1 箱

避難所開設ボックス　※1 1 個

ランタン 6 個

乾電池　単1アルカリ 18 個

感染症対策物品

ワンタッチパーテーション（H1,400） 1 箱

エアマット 22 枚

エアマット専用ポンプ 1 個

非接触式デジタル温度計 2 個

非接触式デジタル温度計用 単4乾電池 4 個

ゴム手袋（100枚/箱） 18 箱

フェイスシールド 60 枚

ビニールロールシート（30ｍ/巻） 1 巻

手指用アルコール消毒液（1㍑/本） 5 本

手指用アルコール消毒液・詰替え用（17㍑/缶） 1 缶

清掃用消毒液（ZiⅡ:500㎖/本） 6 本

清掃用消毒液・詰替え用（ZiⅡ:5㍑/個） 1 箱

発泡ｽﾁﾛｰﾙﾎﾞｯｸｽ（温度計保管用） 1 個

ペーパータオル（300枚/袋） 20 箱

レインコート（防護服代用） 60 着

不織布マスク（30枚/箱） 20 箱

不織布マスク（50枚/箱） 2 箱

ディスポ手袋（100枚/箱） 1 箱

防護具セット　※2 5 ｾｯﾄ

組立ﾄﾗﾝｸ型自動ﾗｯﾌﾟ式ﾄｲﾚ及びｾｯﾄ　※3 1 ｾｯﾄ

ワンタッチテント　トイレ用 1 個

21．知立市図書館（800）

発電機 3 個

ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 3 箱

チェーンソー 1 台

混合ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 1 箱

チェーンソーオイル 1 個

三脚付投光器 2 組

はそり（大鍋）一式 1 式

携帯用コンロ 48 台

クラッカー（食） 700 Ｐ

コードリール 4 個

USBポート付コードリール 1 個

ショベル 3 個

バール 5 個

スケール 1 個

下げ振り 1 個

バケツ 4 個

蓄光ロープ 20 本

担架 3 個

折畳式リヤカー 1 台

軍手 12 双

雑巾 5 枚

工具箱 1 箱

ブルーシート（2間×3間） 4 枚

組立式水槽 1 個

簡易組立トイレ　身障者対応（洋式） 4 個

簡易組立トイレ（和式） 2 個

簡易ボックストイレ 20 個

トイレ凝固剤セット 100 枚

トイレットペーパー（48個入） 1 箱

多人数用救急箱 1 箱

毛布（10枚入） 10 箱

避難所開設ボックス　※1 1 個

拡声器 4 個

携帯用ライト 3 個

ランタン 6 個

乾電池　単1アルカリ 36 個

乾電池　単2アルカリ 24 個

乾電池　単3アルカリ 3 個

ガス調整器 1 個

感染症対策物品

ワンタッチパーテーション（H1,400） 1 箱

エアマット 24 枚

エアマット専用ポンプ 1 個

非接触式デジタル温度計 7 個

非接触式デジタル温度計用 単4乾電池 14 個

ゴム手袋（100枚/箱） 32 箱

フェイスシールド 270 枚

ビニールロールシート（30ｍ/巻） 1 巻

手指用アルコール消毒液（1㍑/本） 7 本

手指用アルコール消毒液・詰替え用（17㍑/缶） 2 缶

清掃用消毒液（ZiⅡ:500㎖/本） 9 本

清掃用消毒液・詰替え用（ZiⅡ:5㍑/個） 2 箱

発泡ｽﾁﾛｰﾙﾎﾞｯｸｽ（温度計保管用） 1 個

ペーパータオル（300枚/袋） 60 箱

レインコート（防護服代用） 270 着

不織布マスク（30枚/箱） 120 箱

不織布マスク（50枚/箱） 5 箱

ディスポ手袋（100枚/箱） 5 箱

防護具セット　※2 5 ｾｯﾄ

組立ﾄﾗﾝｸ型自動ﾗｯﾌﾟ式ﾄｲﾚ及びｾｯﾄ　※3 1 ｾｯﾄ

ワンタッチテント　トイレ用 1 個

22．八橋市営住宅集会所（20）

感染症対策物品

ワンタッチパーテーション（H1,800） 4 箱

エアマット 20 枚

エアマット専用ポンプ 1 個

非接触式デジタル温度計 1 個

非接触式デジタル温度計用 単4乾電池 2 個

ゴム手袋（100枚/箱） 14 箱
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フェイスシールド 30 枚

ビニールロールシート（30ｍ/巻） 1 巻

手指用アルコール消毒液（1㍑/本） 3 本

清掃用消毒液（ZiⅡ:500㎖/本） 3 本

発泡ｽﾁﾛｰﾙﾎﾞｯｸｽ（温度計保管用） 1 箱

ペーパータオル（300枚/袋） 5 箱

レインコート（防護服代用） 30 着

不織布マスク（30枚/箱） 5 箱

防護具セット　※2 5 ｾｯﾄ

組立ﾄﾗﾝｸ型自動ﾗｯﾌﾟ式ﾄｲﾚ及びｾｯﾄ　※3 1 ｾｯﾄ

ワンタッチテント　トイレ用 1 個

23．昭和児童センター（150）

発電機 1 個

ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 1 箱

三脚付投光器 1 組

携帯用コンロ 10 台

コードリール 2 個

蓄光ロープ 5 本

担架 3 個

折畳式リヤカー 1 台

工具箱 1 箱

組立式水槽 1 個

簡易ボックストイレ 30 個

トイレ凝固剤セット 100 枚

多人数用救急箱 1 箱

毛布（10枚入） 3 箱

拡声器 2 個

携帯用ライト 3 個

ランタン 6 個

乾電池　単1アルカリ 18 個

乾電池　単2アルカリ 24 個

感染症対策物品

間仕切りセット（H1,800） 1 個

間仕切りセット（H1,000） 1 個

ワンタッチパーテーション（H1,400） 1 箱

エアマット 22 枚

エアマット専用ポンプ 1 個

非接触式デジタル温度計 2 個

非接触式デジタル温度計用 単4乾電池 4 個

ゴム手袋（100枚/箱） 20 箱

フェイスシールド 60 枚

ビニールロールシート（30ｍ/巻） 1 巻

手指用アルコール消毒液（1㍑/本） 5 本

手指用アルコール消毒液・詰替え用（17㍑/缶） 1 缶

清掃用消毒液（ZiⅡ:500㎖/本） 6 本

清掃用消毒液・詰替え用（ZiⅡ:5㍑/個） 1 箱

発泡ｽﾁﾛｰﾙﾎﾞｯｸｽ（温度計保管用） 1 着

ペーパータオル（300枚/袋） 20 箱

レインコート（防護服代用） 60 ｾｯﾄ

不織布マスク（30枚/箱） 25 箱

不織布マスク（50枚/箱） 2 箱

ディスポ手袋（100枚/箱） 1 箱

防護具セット　※2 5 ｾｯﾄ

組立ﾄﾗﾝｸ型自動ﾗｯﾌﾟ式ﾄｲﾚ及びｾｯﾄ　※3 1 ｾｯﾄ

ワンタッチテント　トイレ用 1 個

24．上重原町公民館（50）

発電機 2 個

ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 5 箱

チェーンソー 1 台

混合ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 1 箱

チェーンソーオイル 1 個

三脚付投光器 2 組

はそり（大鍋）一式 1 式

携帯用コンロ 41 台

クラッカー（食） 350 ピース

コードリール 4 個

USBポート付コードリール 1 個

ショベル 5 個

バール 5 個

スケール 1 個

下げ振り 1 個

バケツ 1 個

蓄光ロープ 10 本

担架 1 個

折畳式リヤカー 1 台

軍手 12 双

工具箱 1 箱

テント 1 組

組立式水槽 1 個

簡易組立トイレ　身障者対応（洋式） 4 個

簡易組立トイレ（和式） 2 個

簡易ボックストイレ 20 個

トイレ凝固剤セット 100 枚

トイレットペーパー（48個入） 1 箱

多人数用救急箱 1 箱

毛布（10枚入） 10 箱

避難所開設ボックス　※1 1 個

拡声器 4 個

携帯用ライト 2 個

ランタン 1 個

乾電池　単1アルカリ 17 個

乾電池　単2アルカリ 46 個

乾電池　単3アルカリ 3 個

ガス調整器 1 個

感染症対策物品

ワンタッチパーテーション（H1,000） 7 個

ワンタッチパーテーション（H1,800） 2 個

ワンタッチパーテーション（H1,400） 1 箱

エアマット 22 枚

エアマット専用ポンプ 1 個

非接触式デジタル温度計 1 個

非接触式デジタル温度計用 単4乾電池 2 個

ゴム手袋（100枚/箱） 14 箱

フェイスシールド 30 枚

ビニールロールシート（30ｍ/巻） 1 巻

手指用アルコール消毒液（1㍑/本） 5 本

手指用アルコール消毒液・詰替え用（17㍑/缶） 1 缶

清掃用消毒液（ZiⅡ:500㎖/本） 6 本

清掃用消毒液・詰替え用（ZiⅡ:5㍑/個） 1 箱

発泡ｽﾁﾛｰﾙﾎﾞｯｸｽ（温度計保管用） 1 個

ペーパータオル（300枚/袋） 5 箱

レインコート（防護服代用） 30 着

不織布マスク（30枚/箱） 10 箱

不織布マスク（50枚/箱） 2 箱

ディスポ手袋（100枚/箱） 1 箱

防護具セット　※2 5 ｾｯﾄ

組立ﾄﾗﾝｸ型自動ﾗｯﾌﾟ式ﾄｲﾚ及びｾｯﾄ　※3 1 ｾｯﾄ

ワンタッチテント　トイレ用 1 個

25．逢妻町公民館（20）

発電機 1 個
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ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 1 箱

三脚付投光器 1 組

携帯用コンロ 10 台

スケール 1 個

下げ振り 1 個

蓄光ロープ 5 本

担架 1 個

折畳式リヤカー 1 台

工具箱 1 箱

組立式水槽 1 個

難燃性敷物（10枚入） 10 箱

簡易ボックストイレ 50 個

トイレ凝固剤セット 100 枚

多人数用救急箱 1 箱

毛布（10枚入） 10 箱

拡声器 1 個

携帯用ライト 3 個

感染症対策物品

ワンタッチパーテーション（H1,400） 1 箱

エアマット 22 枚

エアマット専用ポンプ 1 個

非接触式デジタル温度計 1 個

非接触式デジタル温度計用 単4乾電池 2 個

ゴム手袋（100枚/箱） 14 箱

フェイスシールド 30 枚

ビニールロールシート（30ｍ/巻） 1 巻

手指用アルコール消毒液（1㍑/本） 3 本

清掃用消毒液（ZiⅡ:500㎖/本） 3 本

発泡ｽﾁﾛｰﾙﾎﾞｯｸｽ（温度計保管用） 1 個

ペーパータオル（300枚/袋） 5 箱

レインコート（防護服代用） 30 着

不織布マスク（30枚/箱） 5 箱

防護具セット　※2 5 ｾｯﾄ

組立ﾄﾗﾝｸ型自動ﾗｯﾌﾟ式ﾄｲﾚ及びｾｯﾄ　※3 1 ｾｯﾄ

ワンタッチテント　トイレ用 1 個

26．西中町第1公民館（50）

発電機 1 個

ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 1 箱

携帯用コンロ 24 台

工具箱 1 箱

トイレットペーパー（48個入） 1 箱

多人数用救急箱 1 箱

毛布（10枚入） 3 箱

避難所開設ボックス　※1 1 個

ラジオ付ライト 1 個

ランタン 6 個

感染症対策物品

ワンタッチパーテーション（H1,400） 1 箱

エアマット 22 枚

エアマット専用ポンプ 1 個

非接触式デジタル温度計 1 個

非接触式デジタル温度計用 単4乾電池 2 個

ゴム手袋（100枚/箱） 14 箱

フェイスシールド 30 枚

ビニールロールシート（30ｍ/巻） 1 巻

手指用アルコール消毒液（1㍑/本） 5 本

手指用アルコール消毒液・詰替え用（17㍑/缶） 1 缶

清掃用消毒液（ZiⅡ:500㎖/本） 6 本

清掃用消毒液・詰替え用（ZiⅡ:5㍑/個） 1 箱

発泡ｽﾁﾛｰﾙﾎﾞｯｸｽ（温度計保管用） 1 着

ペーパータオル（300枚/袋） 5 箱

レインコート（防護服代用） 30 ｾｯﾄ

不織布マスク（30枚/箱） 10 箱

防護具セット　※2 5 ｾｯﾄ

組立トランク型自動ラップ式トイレ 1 ｾｯﾄ

組立ﾄﾗﾝｸ型自動ﾗｯﾌﾟ式ﾄｲﾚ及びｾｯﾄ　※3 8 ｾｯﾄ

ワンタッチテント　トイレ用 1 個
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【その他の防災倉庫】
文化会館防災倉庫

ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 2 箱

消防ポンプ（大） 2 個

吸管消防ポンプ用 2 個

USBポート付コードリール 1 個

クラッカー（食） 350 P

蓄光ロープ 10 本

難燃性敷物（10枚入） 18 枚

多人数用救急箱 1 箱

トリアージタッグ（50枚入） 1 箱

毛布（10枚入） 7 箱

ランタン 6 個

乾電池　単1アルカリ 20 個

ろ水機 2 台

飲料水兼用耐震性貯水槽（100,000㍑/基） 1 基

感染症対策物品

不織布マスク（50枚/箱） 2 箱

ディスポ手袋（100枚/箱） 1 箱

上重原公園防災倉庫

発電機 3 個

ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 2 箱

　混合ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 1 箱

チェーンソー 1 台

チェーンソーオイル 1 個

三脚付投光器 2 組

はそり（大鍋）一式 1 式

携帯用コンロ 54 台

クラッカー（食） 350 P

コードリール 4 個

USBポート付コードリール 1 個

ショベル 5 個

バール 5 個

蓄光ロープ 10 本

担架 1 個

折畳式リヤカー 1 台

テント 1 組

ブルーシート（2間×3間） 12 枚

組立式水槽 1 個

マンホールトイレ鍵 1 個

下水道直結型トイレ　車椅子対応型 1 個

下水道直結型トイレ　一般 4 個

簡易組立トイレ　身障者対応（洋式） 4 個

簡易組立トイレ（和式） 2 個

簡易ボックストイレ 20 個

トイレ凝固剤セット 100 枚

多人数用救急箱 1 箱

毛布（10枚入） 10 箱

車椅子 2 台

ランタン 6 個

拡声器 4 個

携帯用ライト 3 個

乾電池　単1アルカリ 8 個

折畳ポリ容器 10 個

折畳自転車 1 台

ミネラルウォーター（2㍑×6本/箱） 16 本

　ウオータータンク（10L　30個入） 10 箱

ガス調整器 1 個

感染症対策物品

不織布マスク（50枚/箱） 2 箱

ディスポ手袋（100枚/箱） 1 箱

昭和6号公園防災倉庫

発電機 2 個

ガソリン（1㍑/缶・4缶/箱） 1 箱

水中ポンプ 1 個

消防用ホース 2 個

三脚付投光器 2 個

コードリール 4 個

USBポート付コードリール 1 個

蓄光ロープ 10 本

折畳式リヤカー 1 台

工具箱 1 箱

マンホールトイレ鍵 1 個

下水道直結型トイレ　車椅子対応型 1 個

下水道直結型トイレ　一般 2 個

簡易組立トイレ　身障者対応（洋式） 4 個

簡易組立トイレ（和式） 2 個

携帯用ライト 8 個

ランタン 6 個

乾電池　単1アルカリ 30 個

乾電池　単1マンガン 25 個

LEDセンサーライト（電池式） 1 個

感染症対策物品

ワンタッチテント　トイレ用 2 個

保健センター

多人数用救急箱 2 箱

拡声器 2 個

携帯用ライト 4 個

乾電池　単1アルカリ 16 個

防災かばん（医療救護所用） 8 個

テタガムP筋注シリンジ250 6 本

沈降破傷風トキソイド 12 個

アルピニー坐剤100 3 ｾｯﾄ

ナウゼリン坐剤10 3 ｾｯﾄ

水（2㍑） 24 本

ヘッドライト 9 個

LEDヘッドライト 1 個

感染症対策物品

ディスポマスク（50枚/箱） 5 箱

ディスポ手袋（100枚/箱） 5 箱
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備蓄食料等

１．市役所

品　　　名 数量(食)

食糧 44,240

（内訳）

　アルファー米 11,150

　おかゆ 4,600

　携帯おにぎり 10,000

　スーパーバランス 4,000

　クラッカー（各避難所配備） 14,490

ペットボトル飲料水 3,372

粉ミルク（13ｇ） 384

粉ミルク缶（アレルギー対応800ｇ） 6

液体ミルク 240

紙おむつ 480

現業棟倉庫

※１　避難所開設ボックスの内容

カーボン紙

ガムテープ

カラーバーファイル　A4

バインダー

ボールペン

マジック

鉛筆

白紙　A4

避難者名簿　A4

避難所運営マニュアル

無線番号一覧表

※２　防護具セットの内容

防護服

シューズカバー

N95マスク

ゴーグル

アウターグローブ

ニトリル製グローブ

※３　セットの内容

ラップ式トイレ専用消耗品

ラップ式トイレ専用バッテリー
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12．指定避難施設・緊急輸送道路 
 

(1) 指定避難所【地震・風水害】                             (令和７年３月１日現在) 

名  称 所在地 
収容可能人員 施設の 

種類別 
（階） 

面積 
（㎡） 

電話 
番号 

長期 
避難所 

一時 
避難所 

知立小学校体育館 中町花山 70 450 650 RC 1,364 81-1371 

猿渡小学校体育館 上重原町小針 115 250 350 S 773 81-1372 

来迎寺小学校体育館 来迎寺外山 5-1 400 600 RC 1,225 81-1373 

知立東小学校体育館 昭和 9丁目 1 250 350 S 775 81-3694 

知立西小学校体育館 鳥居一丁目 13-2 400 600 S 1,198 82-0575 

八ツ田小学校体育館 八ツ田町川畔 45 300 400 S 858 82-6807 

知立南小学校体育館 新林町新林 55-1 300 400 S 858 83-0616 

知立中学校体育館 広見二丁目 4 600 900 RC 1,816 81-1370 

竜北中学校体育館 山屋敷町東山 2-2 500 750 S 1,555 82-8131 

知立南中学校体育館 新林町本林 20-1 500 750 S 1,500 82-5155 

知 立 高 校 体 育 館 弘法二丁目 5-8 500 800 RC 1,642※ 81-0319 

知 立 高 校 武 道 場 弘法二丁目 5-8 121 181 S 363.63 81-0319 

知立東高校体育館 長篠町大山 18-6 400 600 RC４階 1,244※ 82-0568 

知立東高校武道場 長篠町大山 18-6 129 193 RC４階 387 82-0568 

上 重 原 西 保 育 園 上重原町城後 60-4 400 600 RC 1,244 82-9246 

知 立 南 保 育 園 八ツ田町神明 35 191 287 RC 574 81-4056 

逢 妻 保 育 園 逢妻町錦 8 200 350 主に S 741 82-2733 

高 根 保 育 園 牛田町高根 218 200 300 主に S 664 82-4417 

スギ薬局知立福祉ア

リーナ（知立市福祉

体育館） 

西町草刈 10-5 600 900 RC＋S 1,893※ 82-5151 

知 立 文 化 広 場 八橋町井戸尻 28-1 100 200 RC 452 83-2673 

西丘文化センター 西丘町西丘 32-1 50 100 RC２階 230 82-1200 

猿 渡 公 民 館 上重原町小針 118-6 100 200 RC２階 468 83-0676 

知 立 市 図 書 館 南新地二丁目 3-3 800 1,200 RC２階 2,477 83-1131 

八橋市営住宅集会所 八橋町山田谷 8-81 20 30 PC 70  

昭和児童センター 昭和 7丁目 1 150 250 RC 507 81-1380 

上 重 原 町 公 民 館 上重原町本郷 38 50 100 S 234 82-2552 

逢 妻 町 公 民 館 逢妻町錦 11-3 20 30 S３階 120 82-1960 

西中町第１公民館 西中町天神 27-2 50 100 S 210 83-2367 

計  7,781 11,797    

※ 施設の種類別において、RC とは鉄筋コンクリート造、S とは鉄骨造、PC とはプレキャス

トコンクリート造を示す。 

※ 避難所に指定した場所の面積。その他は、当該施設の延べ床面積。 

 

収用可能人数については、以下の方法で算出 

長期避難所・・・1人当たり 3㎡で算出  一時避難所・・・1人当たり 2㎡で算出 

※ただし、公民館等は事務室や通路等避難所として使用できない面積を除いて算出。（表中

は施設の延べ床面積であるため、上記算出方法に拠らない場合もあります。） 
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(2) 指定広域避難場所（指定緊急避難場所）【地震】 

名  称 所在地 面積（㎡） 

知 立 小 学 校 校 庭 中町花山 70 13,540 

猿 渡 小 学 校 校 庭 上重原町小針 115 9,604 

来 迎 寺 小 学 校 校 庭 来迎寺町外山 5-1 11,439 

知 立 東 小 学 校 校 庭 昭和 9丁目 1 9,783 

知 立 西 小 学 校 校 庭 上重原町鳥居一丁目 13-2 9,891 

八 ツ 田 小 学 校 校 庭 八ツ田町川畔 45 9,929 

知 立 南 小 学 校 校 庭 新林町新林 55-1 11,537 

知 立 中 学 校 校 庭 広見二丁目 4 13,932 

竜 北 中 学 校 校 庭 山屋敷町東山 2-2 18,037 

知 立 南 中 学 校 校 庭 新林町本林 20-1 13,395 

知 立 高 校 校 庭 弘法二丁目 5-8 22,067 

知 立 東 高 校 校 庭 長篠町大山 18-6 13,179※ 

知 立 文 化 広 場 グ ラ ン ド 八橋町井戸尻 28-1 6,200 

知 立 市 文 化 会 館 駐 車 場 上重原町間瀬口 116 16,872 

昭 和 ６ 号 公 園 昭和 9丁目 3 16,750 

草 刈 公 園 西町草刈 10-1 17,667 

新 地 公 園 南新地三丁目 1-1 15,443 

上 重 原 公 園 上重原三丁目 109 10,018 

※ 避難場所に指定した場所の面積。その他は、当該施設の建物部分を除いた敷地面積。 

 

(3) 指定一時避難地（指定緊急避難場所） 

【地震・風水害】 

名  称 所 在 地  名  称 所 在 地 

桐山公園 山屋敷町桐山 19-1  宝保育園 宝二丁目 3-9 

八橋児童遊園 八橋町神戸 44-2  西中町第２公民館 西中町中新切 55-1 

昭和２号公園 昭和３丁目 5-2  牛田町公民館 牛田町西屋敷 91 

昭和３号公園 昭和４丁目 12  谷田町第２公民館 谷田町北屋下 26-4 

昭和４号公園 昭和５丁目 8  山屋敷町公民館 山屋敷町高場 7-1 

中新切公園 南陽二丁目 122    

矢田良根公園 八ツ田町二丁目 5  【風水害の場合追加】  

西ノ割公園 谷田町西二丁目１  名  称 所 在 地 

池下公園 八橋町池下 112  新林町公民館 新林町平草 54-2 

大流公園 八橋町大流 34-58  南陽区公民館 新池２丁目 100 

丸坪公園 逢妻町丸坪 41-1    

御手洗公園 山町御手洗 2-2    
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(4) 福祉避難所 

  ※福祉避難所は災害発生直後には開設せず、必要に応じて開設する二次避難所です。 

名  称 所 在 地 対象 

特別養護老人ホーム 

ヴィラトピア知立 
山屋敷町富士塚１番地３３６ 

介護が必要な高齢者及び

身体障がい者 

特別養護老人ホーム 

ほほえみの里 
昭和２丁目４番地３ 

介護が必要な高齢者及び

身体障がい者 

知立老人保健施設 新林町北林４４番地 
介護が必要な高齢者及び

身体障がい者 

有料老人ホームオレンジnoah 八ツ田町神明４１番地 
介護が必要な高齢者及び

身体障害者 

おんじぃのへや知立店※ 八ツ田町泉３８番地  
介護が必要な高齢者及び

身体障害者 

けやき作業所 知立市弘法町弘法山４３番地５ 
知的障がい者及び精神障

がい者 

メープルけやき 八ツ田町泉４５番地 
知的障がい者及び精神障

がい者 

かとれあワークス※ 桜木町桜木１１番地２ 
知的障がい者及び精神障

がい者 

いきがいセンター 

 
八ツ田町泉４３番地１ 

身体障がい者、知的障がい

者及び精神障がい者 

中央子育て支援センター 東栄１丁目４５番地 妊産婦 

小規模多機能ホーム いつも

のところ 
谷田町南屋下８８番地２ 

介護が必要な高齢者及び

身体障害者 

 ※当該２施設は、浸水想定区域内に位置しているため、水害時には開設できない場合がありま

す。 
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13．防疫用資機材 
 

(1) 防疫用資機材 
（令和６年 12月１日現在） 

管理課 品名 数量 

市民部環境課 
二兼機 1 台 

噴霧器（背機） 3 台 

 
(2) 消毒用薬剤 

（令和６年 12月１日現在） 

管理課 品名 容量 数量 

市民部環境課 

クレゾール 500ｍｌ 331本 

フマゾール乳剤 500ｍｌ 44 本 

バイゾール S 100ｍｌ 849本 

パンゾール 500ｍｌ 40 本 

ミケゾール 500ｍｌ 480本 

塩化ベンザルコニウム液 100ｍｌ 333本 

塩化ベンザルコニウム液 500ｍｌ 30 本 

 

14．下水道施設 
（令和６年 12月１日現在） 

下水道施設名 設置場所 
連絡方法 

電話番号 その他 

落合ポンプ場 刈谷市一ツ木町岐路地内 21-0388 専用回線 

マンホールポンプ西町 1号 知立市西町逢生地内   

マンホールポンプ西町 2号 知立市西町逢生地内     

マンホールポンプ西町 3号 知立市西町新川地内     

マンホールポンプ西町 4号 知立市西町新川地内     

マンホールポンプ西町 5号 知立市中山町東狭間地内     

マンホールポンプ西町 6号 知立市中山町東狭間地内     

マンホールポンプ西町 7号 知立市内幸町加藤地内     

マンホールポンプ西町 8号 知立市中山町神狭間地内     

マンホールポンプ西町 9号 知立市山町御手洗地内     

マンホールポンプ西町 10 号 知立市山町御手洗地内     

マンホールポンプ西町 11 号 知立市西町宮腰地内     

マンホールポンプ西町 12 号 知立市西町本田地内     

マンホールポンプ西町 13 号 知立市山町北引馬野地内     

マンホールポンプ西町 14 号 知立市山屋敷町板張地内     

マンホールポンプ西町 15 号 知立市宝町二丁目地内 81-5660  

マンホールポンプ西町 16 号 知立市西町新川地内    

マンホールポンプ西町 17 号 知立市西町神狭間地内     
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マンホールポンプ重原 1号 知立市上重原町中根地内     

マンホールポンプ重原 2号 知立市上重原村上地内     

マンホールポンプ昭和 1号 知立市牛田町尼子田地内     

マンホールポンプ昭和 2号 知立市南陽二丁目地内     

マンホールポンプ昭和 3号 知立市牛田町尼子田地内     

マンホールポンプ昭和 4号 知立市牛田町尼子田地内     

マンホールポンプ谷田 1号 知立市谷田町本林三丁目地内     

マンホールポンプ谷田 2号 知立市谷田町本林二丁目地内     

マンホールポンプ谷田 3号 知立市谷田町西二丁目地内    

マンホールポンプ谷田 4号 谷田町西中町北吹戸地内   

マンホールポンプ谷田 5号 知立市新林町新林地内   

マンホールポンプ谷田 6号 知立市谷田町上空池地内   

マンホールポンプ弘法 1号 知立市弘法町小針下地内     

マンホールポンプ弘法 2号 知立市弘法町弘法下地内   

マンホールポンプ弘法 3号 知立市弘法町弘法山地内   

マンホールポンプ弘法 4号 知立市新林町欠藪地内   

マンホールポンプ弘法 5号 知立市新林町北林地内   

マンホールポンプ弘法 6号 知立市新林町平草地内   

マンホールポンプ弘法 7号 知立市新林町欠藪地内   
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15．知立市危険物安全協会 
（令和６年度） 

№ 事 業 所 名 事 業 所 所 在 地 種 別 電話番号 

1  愛知県知立建設事務所 上重原町蔵福寺 124 番地 少量 82-3111 

2  秋田工業株式会社 西町逢生 13 番地 1 石油 82-2222 

3  医療法人秋田病院 宝二丁目 6番地 12 少量 81-2763 

4  
泉石油株式会社セルフどきどきプ

ラザ  
鳥居一丁目 6番地 8 石油 83-7220 

5  いちご農園苺香 八橋町山田谷 8番地 55  少量 78-7715 

6  磯村石油店 中山町東狭間 31番地 石油 81-0611 

7  株式会社伊藤陸運 上重原町長篠 37番地 1 石油 81-7121 

8  
出光リテール販売株式会社 

中部カンパニー 知立営業所 
八ツ田町門前 20番地 4 石油 81-5022 

9  岩瀬塗装有限会社 西中町中長 27番地 1 石油 82-0221 

10  ウチダ株式会社知立営業所 山町東並木北 22番地 石油 83-0881 

11  表屋株式会社 西町宮腰 29 番地 石油 91-8178 

12  鹿島道路株式会社中部支店 山屋敷町板張 10番地 石油 83-3231 

13  株式会社蒲スプリング製作所 長篠町新田 60番地 2 少量 81-2616 

14  
株式会社刈谷熱煉工業所知立工

場 
新林町北林 48番地 1 石油 82-4421 

15  
株式会社かんでんｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ豊田

営業所 
牛田一丁目 39番地 少量 82-0666 

16  倉田商店 弘栄二丁目 57番地 ＬＰ 81-0636 

17  クリーニングのミヤコ 谷田町宝土 26番地 2 少量 82-4895 

18  黒金化成株式会社知立工場 山屋敷町山屋敷 25 番地 石油 81-1845 

19  
黒金化成株式会社テクニカルセンタ

ー 
西中町荒新切 87番地 石油 83-5387 

20  有限会社ケイズカンパニー 中町花山 28 番地 1 石油 81-4126 

21  光陽陸運株式会社 中山町東狭間 25番地 6 石油 70-7410 

22  株式会社コクネ 新地町吉良道東 31 番地 石油・ＬＰ 81-4661 

23  
コスモ石油販売株式会社 

セルフピュア上重原給油所 
鳥居二丁目 14番地 3 石油 84-5577 

24  サーラＥ＆Ｌ名古屋株式会社 鳥居一丁目１番地１７ ＬＰ 82-0155 

25  株式会社ＣＳ三河知立店 西中町北吹戸 50番地 1 ＬＰ 83-7711 

26  株式会社下林 西町新川 13 番地 1 石油・ＬＰ 81-0040 

27  白月工業株式会社東部支社 西町宮腰 10 番地 1 少量 83-1711 

28  
神東アクサルタコーティングシステムズ株

式会社 
牛田町遠新切 15番地 少量 81-1637 

29  新日本ガス株式会社三河支店 谷田町本林一丁目 3番地 5 ＬＰ 83-3155 

30  有限会社晋和興業 牛田町小深田 26番地 少量 81-2319 

31  杉原塗料店 上重原町本郷 73番地 石油 81-9665 

32  大京運輸株式会社 西中町北吹戸 51番地 1 石油 82-8730 

33  髙橋工業株式会社 上重原町曇り 84番地 1 少量 81-2225 

34  秩父運輸株式会社 牛田町尼子田 1番地 1 石油 81-3322 

35  知立衛生株式会社 山屋敷町見社 21番地 石油 81-1426 

36  知立市役所 広見三丁目 1番地 石油 83-1111 
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37  株式会社槌屋 山町東並木北 22番地 4 石油 83-2121 

38  槌屋ケミカル株式会社 山町五八山 11番地 1 石油 82-5811 

39  株式会社天狗堂 新池二丁目 39番地 石油 81-0605 

40  豊田産業株式会社 上重原町花立 62番地 3 少量 21-4565 

41  豊臣熱処理工業株式会社 牛田町遠新切 21番地 8 石油 82-7338 

42  
株式会社ドミースーパーセンター

知立店 
上重原町己ノ池 53 番地 1 石油 81-5000 

43  中川工業株式会社 山屋敷町向田 20番地 1 石油 81-3345 

44  中川物産株式会社 上重原町丸山 61番地 1 石油 84-5155 

45  中日本産業株式会社 新林町平草 48番地 1 少量 81-4751 

46  中村工業株式会社 弘法一丁目 8番地 2 石油 83-0283 

47  株式会社中屋 牛田二丁目 10番地 ＬＰ 81-2161 

48  
日本特殊塗料株式会社 

愛知工場 
山町東並木北 12番地 石油 81-2771 

49  野々山運輸株式会社 鳥居二丁目 12番地 5 石油 81-0780 

50  有限会社野々山石油店 上重原町恩田 250 番地 1 石油 81-1899 

51  野村工業株式会社 長篠町丸山 3番地 25 少量 81-3007 

52  日比野工業株式会社 新林町小深田 18番地 1 少量 82-5118 

53  藤川金属株式会社 上重原町曇り 125 番地 1 少量 21-2725 

54  株式会社ＦＵＪＩ 山町茶碓山 19番地 少量 81-2111 

55  フジキン油業有限会社 八ツ田町神明 1番地 石油 81-4038 

56  医療法人深谷会富士病院 牛田町西屋敷 137 番地 1 石油 85-1000 

57  株式会社フジプロ 牛田町遠新切 48番地 ＬＰ 81-2341 

58  フタバ産業株式会社知立工場 逢妻町道瀬山 110 番地 少量 81-1851 

59  ブラザー精密工業株式会社 池端 2 丁目 43番地 石油 81-1211 

60  
株式会社三河シー・エス・エヌセルフステーション

知立ＳＳ 
八ツ田町一丁目 1番地 石油 83-3938 

61  三河西濃運輸株式会社 牛田二丁目 58番地 石油 82-5100 

62  株式会社ミック三河支店 来迎寺町下り戸 28 番地 1 石油 93-2851 

63  株式会社宮田工業 山屋敷町見社 48番地 少量 82-6607 

64  ミヤマ精工株式会社 逢妻町金山 16番地 1 少量 83-0232 

65  名鉄バス株式会社知立営業所 鳥居二丁目 3番地 2 石油 81-4334 

66  名南熱処理工業株式会社 山屋敷町山屋敷 25 番地 21 石油 81-1546 

67  株式会社明和自動車 上重原町曇り 119 番地 少量 82-1766 

68  有限会社モトオカ 山町山 100 番地 1 ＬＰ 81-1729 

69  大和リテック株式会社知立支店 山屋敷町向田 22番地 2 少量 81-2655 

70  学校法人山本学園 池端 1 丁目 13番地 少量 81-2151 

71  株式会社レーザックス 新林町小深田 7番地 少量 83-2229 

72  株式会社渡辺機械製作所 西町宮後 66 番地 少量 81-2345 

73  渡辺工業株式会社 西町宮腰 35 番地 少量 83-1212 
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16．市内病院・医院・薬局 

 
(1) 病院・医院（歯科を除く）一覧              （令和６年 10 月１日現在） 

院  名 医師名 住  所 
電話 

（ＦＡＸ） 
科  目 病床 

あいちハートクリニック 深谷 俊介 東上重原六丁目 70 番地 
91-5810 

（91-5816） 

循内・心臓・ 

麻・内・外 
5 

秋田病院 加藤 孝之 宝二丁目 6番地 12 
81-2763 

（83-4862） 

内・外・整・脳

外・小・皮・リ

ハ・呼内・循内・

麻・リウ・消内・

消外・腎内 

150 

知立いとう眼科 伊藤 和彦 鳥居１丁目 16番地 3 
93-5101 

(93-5102) 
眼  

いわせ外科クリニック 岩瀬 祐司 西町新川 1番地 3 
81-3605 

（83-6603） 
外・消・整・皮  

大岩内科クリニック 大岩 孝幸 上重原四丁目 66番地 
85-1177 

（85-1101） 
内・消・小・リハ  

大山クリニック 宮本 史生 南陽二丁目 48番地 
82-0106 

（83-5770） 

外・内・整・糖

内・ 

リハ 

19 

おがわ内科・循環器科 小川 雄一 
谷田町本林一丁目 

2 番地 1 

81-7011 

（81-7161） 
内・循  

かきつばた在宅ケアクリ

ニック 
米村 穣 

南陽 1丁目 73 

WEST WOO 2-A 

81-8333 

(81-8334) 
内・外  

かじた子どもクリニック 梶田 祐司 南新地三丁目 6 番地 17 
84-6600 

（84-6601） 
小・ア・リハ  

加藤耳鼻咽喉科 加藤 一壽 南新地三丁目 2 番地 6 
81-0632 

（83-6612） 
耳・ア  

かみやクリニック 神谷 雅人 弘法町弘法山 45番地 5 
81-0052 

（83-6626） 
内・消・小 1 

酒井眼科医院 佐野 雅洋 新地町西広見 19番地 
81-0603 

（83-6623） 
眼  

栄クリニック 吉澤 香恵子 
栄 1丁目 8番地なるせビ

ル 1階 

81-0067 

（81-7607） 
小・皮・泌・形  

さわやか内科クリニック 木田 道也 
谷田町西一丁目 14 番地

4 

91-1114 

(91-1134) 

内・糖内・内分

内・脂内・ア 

 

 

新林内科医院 神谷 鋓彦 新林町新林 40番地 6 
82-2616 

（83-6621） 
内・小・皮・消内  

セントファミリアクリニ

ック 
作井 久孝 鳥居一丁目 18番地 3 

81-0070 

（81-3808） 
産・婦・小 11 

高野ウエルネス内科医院 高野 大輔 
宝二丁目 10 番地 10 

スギ薬局宝町店 2F 

81-0600 

(81-0606) 

内・糖内・腎内・

泌・皮・ア 
 

竹内クリニック 竹内 保雄 上重原町恩田 212 
83-0002 

（83-0008） 
内・小・呼内  

知立クリニック 鈴木 信夫 八ツ田町神明 22番地 
82-1367 

（83-3885） 
内・循 7 

知立団地中央診療所 深谷 桂子 昭和 9丁目 4番地 
81-3405 

（81-7897） 
内・小・ア  

知立南クリニック 溝上 雅也 東長篠一丁目 1 番地 13 
83-2883 

（83-6608） 

皮・内・ア・消

内・美皮 
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院  名 医師名 住  所 
電話 

（ＦＡＸ） 
科  目 病床 

知立老人保健施設 向山 昌邦 新林町北林 44番地 
81-1110 

（81-5501） 
  

西中町クリニック 豊田 かおり 西中町中長 1番地１ 
84-3304 

（84-3305） 

心療・精・児精・

内 
 

はっとりクリニック知立 服部 麗 南新地 1 丁目１番地５ 
93-8500 

(93-8503) 
内 糖内 内分内  

富士病院 深谷 雷太 牛田町西屋敷 137番地 1 
85-1000 

（81-0073） 

脳外・外・整・小

外・神内・内・消

外・消内・リハ・

小・形成・精・

泌・救・心療・循

内・内分内 

130 

耳鼻咽喉科まさクリニッ

ク 
加藤 正大 

谷田町本林二丁目 10番

地 11 

84-3387 

FAXなし 
耳鼻咽喉  

松井医院内科・胃腸科 松井 俊治 中山町中山 45 番地 
81-0005 

（83-6627） 
内・胃  

松井みみはなクリニック 松井 岳仁 鳥居一丁目 12番地 13 
81-8711 

（81-8711） 
耳鼻咽喉  

水野内科クリニック 水野 健雄 池端 2丁目 17番地 
82-8200 

（82-8830） 
内・消内・小・ア  

宮谷クリニック・小児科 宮谷 真正 新池三丁目 28番地１ 
81-0338 

（83-6620） 

小・ア・小外・

内・皮 
 

整形外科よしだクリニッ

ク 
吉田 光一郎 新池一丁目 70番地 

84-3500 

（82-5515） 
整・リウ・リハ  
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(2) 歯科医院一覧                      （令和６年10月１日現在） 

院  名 歯科医師名 住  所 
電話 

（ＦＡＸ） 
科  目 

磯貝歯科医院 磯貝 一巳 堀切 2丁目 4番地 1 
81－3017 

(81－3017) 

歯科・小児歯科・矯

正歯科 

いとう歯科 伊藤 正満 新池三丁目 15番地 
84－3210 

(84－5301) 

歯科・小児歯科・矯

正歯科 

いまむら歯科・矯正歯科 今村 文雄 昭和 9丁目 2番地 
81－0418 

(82－3518) 

歯科・小児歯科・矯

正歯科 

おおみ歯科 大見 大輔 南新地三丁目 8 番地 9 
84－5777 

(84－5778) 

歯科・小児歯科・矯

正歯科 

オカダ歯科クリニック 岡田 実 上重原二丁目 65番地 
84－3113 

(84－3112) 

歯科・小児歯科・矯

正歯科・歯科口腔外

科 

くめの歯科 粂野 勇二 谷田町西一丁目 3番地 6 
83－1184 

(83－1194) 

歯科・小児歯科・矯

正歯科・歯科口腔外

科 

グレイスデンタルクリニッ

ク 
文田 雄二 西丘町西丘 82番地１ 

81－8580 

(81－7125) 

歯科・小児歯科・矯

正歯科・歯科口腔外

科 

弘法すぎうら歯科 杉浦 進介 弘法町小針下 4 番地７ 
82－5225 

(82－7430) 

歯科・小児歯科 

歯科口腔外科 

小塩歯科医院 花井 光造 山町中畑 15 番地１ 
82－1811 

(82－5176) 
歯科 

こんどうファミリー歯科 近藤 由幸 新林町本林 60番地 13 
84－4618 

(84－4617) 

歯科・小児歯科・矯

正歯科 

歯科知立駅前クリニック 柳本 紳二郎 
栄 1丁目 8なるせビル 4

Ｆ 

82－6711 

(82－6712) 

歯科・小児歯科・矯

正歯科 

杉浦歯科医院 杉浦 正人 中山町中山 12番地 
81－1111 

(85－1484) 
歯科 

竹内歯科医院 竹内 博之 八橋町的場 79番地 3 
81－0773 

(81－6480) 

歯科・小児歯科・矯

正歯科・歯科口腔外

科・障害者歯科 

多田歯科医院 多田 智 牛田町裏新切 31番地 20 
83－2341 

(83－2341) 
歯科・小児歯科 

たなか歯科 田中 孝治 広見二丁目 45番地 
84－4888 

(84－4887) 
歯科・小児歯科 

ちりゅう歯科 三井 誠 
栄 1丁目 23 エムズシテ

ィ知立ザ・タワー2F 

95-8123 

(95-8122) 

歯科・小児歯科・矯

正歯科・歯科口腔外

科 

知立加藤歯科 加藤 寿太郎 中町中 23番地１ 
81－0245 

(83－0245) 

歯科・矯正歯科・小

児歯科 

ちりゅう京極歯科 久田 邦博 池端三丁目 73 
82－5030 

(83－6960) 

歯科・小児歯科・歯

科口腔外科 

とりい歯科医院 鳥居 克行 池端二丁目 26番地 
82－5306 

(83－6539) 

歯科・小児歯科・矯

正歯科 
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院  名 歯科医師名 住  所 
電話 

（ＦＡＸ） 
科  目 

西中町クリニック 豊田 哲郎 西中町中長 1番地 1 
84－3304 

(84－3305) 

歯科口腔外科・小児

歯科・歯科・矯正歯

科 

野村歯科 野村 篤 内幸町平田 18番地 4 
83－0138 

(85－1410) 

歯科・小児歯科・歯

科口腔外科・矯正歯

科 

はるた歯科 春田 昌吾 来迎寺町広海道 28 番地 
84－0808 

(84－0818) 

歯科・小児歯科・矯

正歯科 

ひらまつ歯科医院 平松 数彦 東上重原五丁目 38 番地 
82－0418 

(82－0520) 
歯科・小児歯科 

三河ふれあい歯科 水野 透 谷田町川岸 26番地 4 
81－4815 

(81－4815) 
歯科・小児歯科 

八ツ田ファミリー歯科医院 片岡 尚一 八ツ田町一丁目 2番地 1 
83－5550 

(83－5539) 

歯科・小児歯科・歯

科口腔外科・矯正歯

科 
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(3)薬局一覧                          （令和６年 10 月１日現

在） 

薬 局 店 薬剤師名 住  所 
電話 

（ＦＡＸ） 

アイン薬局知立店 奥埜 将平 栄 1丁目 11 番地 
83-6677 

（83－5583） 

あんず薬局知立店 鈴木 秀明 西町新川２－１ 
83-3470 

(84-3471) 

イズハラ薬局 
加藤 宗弘 

加藤 妃美子 
本町本 44番地 

82-7623 

(84－0316) 

くすりのイトー 伊藤 和子 南新地一丁目 8 番地 6 83-2848 

弘法薬局長篠店 河村 智徳 鳥居一丁目 12番地 12 
83-7198 

(83－7199) 

コスモス調剤薬局南陽店 中野 寛明 南陽２－５４ 
45-5477 

（45-5478） 

サファイヤ薬局 大竹 厚慶 谷田町１－１４－８ 
82-3310 

（82-3311） 

(株）スギ薬局 牛田店 村松 英之 牛田町六反 2番地 3 
83-5333 

(83－5346) 

(株）スギ薬局 宝町店 下野 哲史 宝二丁目 10 番地 10 
84-3781 

(84－3782) 

(株）スギ薬局 知立駅前店 山内 優里奈 新富 2丁目 8番地 
84-5161 

(84－5162) 

多聞堂薬局 
酒井 信利 

川島 秀俊 
宝町塩掻 5番地 5 

82-9998 

(82－9208) 

たんぽぽ薬局知立店 
本多哲治 

舟橋智香 
宝２－５－９ 

82-5891 

（82-5892） 

西中町調剤薬局 塚本 真知子 西中町中長 1番地 9 
91-4960 

(91-4961) 

はまべ調剤薬局知立 小笠原 富裕 上重原四丁目 74番地 
85-5177 

(85－5166) 

ファーコス調剤薬局 

知立南店 
深町 和彦 南新池三丁目 2 番地 7 

85-5251 

(85－5251) 

本林薬局 佐野 文章 
谷田町本林一丁目 

14 番地 13 

84-0521 

(84－0522) 

リリーフ薬局知立店 旭 大輔 東上重原六丁目 2番地 4 
93-3505 

(93-3506) 

ポップ知立薬局 古田 雄久 池端 2丁目 18番地 
70-8806 

（70-8807） 

セリオ薬局知立店 神谷 和正 鳥居一丁目 5－8 
91-3336 

（91-3337） 
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17．知立市医療救護班編成表 

 

医師 （令和６年 10月１日現在） 

医療救護所開設場所 医師名 ◎＝班長、△＝副班長 

医療救護本部 

（知立市役所） 

刈谷医師会知立支部長 宮本 史生 

刈谷医師会副会長 佐野 雅洋 
    

刈谷医師会館（刈谷医師

会災害対策本部） 
災害理事 吉田 光一郎   

知立西小学校班 

◎岩瀬 祐司 △竹内 保雄 作井 久孝  加藤 一壽 

梶田 祐司 

伊藤 和彦 

深谷 俊介 

松井 岳仁 

 溝上 雅也 

  

 服部  麗 

  

知立南小学校班 

◎神谷 雅人 △大岩 孝幸 加藤 正大 神谷 鋓彦 

 豊田 かおり 木田 道也 鈴木 信夫  高野 大輔 

 小川 雄一    

来迎寺小学校班 
◎水野 健雄 △深谷 桂子 宮谷 真正 米村 穣 

松井 俊治 吉田 光一郎 吉澤 孝彦   

後方支援病院 秋田病院 加藤 孝之 富士病院 深谷 雷太   

知立市医療救護班は上記３箇所の小学校において、班編表の医師の協力により医療救護を行う。 

医療救護本部は刈谷医師会知立支部長、副支部長が指揮をとる。   

 

 

歯科医師   （令和６年 10月１日現在） 

医療救護所開設場所 歯科医師名 ◎＝班長、△＝副班長 

医療救護本部 

（知立市役所） 
知立市歯科医師会長 久田 邦博     

１班（知立西小学

校） 

◎加藤寿太郎 △栁本紳二郎 加藤 寿彦 磯貝 一己 大見 大輔 

 野村  篤  鳥居 克行 永田 英生 久田 文男  平松 数彦 

三井  誠  岡田  実     

２班（知立南小学

校） 

◎伊藤 正満 △豊田 哲郎  杉浦 進介  伊藤  武  近藤 由幸 

 水野  透  粂野 勇二 杉浦 幸夫 杉浦 幸夫  今村 文雄 

田中 孝治     

３班（来迎寺小学

校） 

◎多田  智 △片岡 尚一  春田 昌吾  杉浦 正人  竹内 博之 

 文田 雄二  花井 光造  南川 友紀   

 

 

薬剤師     （令和６年 10月１日現在） 

医療救護所開設

場所 
薬剤師名 ◎＝班長 

 

医療救護本部 

（知立市役所） 
知立市薬剤師会長 新美 徳洋     

 

知立西小学校班 ◎鈴木 秀明 河村 智徳 小笠原 富裕 本多 哲治 舟橋 智香 神谷 和正 

知立南小学校班 
◎佐野 文章 

 古田 雄久 

伊藤 和子 深町 和彦 大竹 厚慶 塚本 真知子 中野 寛明 

来迎寺小学校班 ◎大橋  均 酒井 信利 奥埜 将平  加藤 妃美子 加藤 宗弘 川島 秀俊 

自院にて救護を

行う医院 
スギ薬局 知立駅前店、牛田店及び宝町店    
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18．知立災害時協力建設事業者一覧表 
 

(1) 土木、建築及び造園                    （令和６年４月１日現在） 

番号 種別 事 業 者 名 所 在 地 電 話 ＦＡＸ 

１ 土木 （株）神真組 知立支店 西中町西街道 33-1 81-1798 82-9760 

２ 〃 
（株）神谷土木 知立営業

所 
西中町中新切 47-1 81-1825 

83-1574 

３ 〃 野々山建設（株） 上重原町土取 67 81-1895 81-3550 

４ 〃 中一建設工業（株） 内幸町加藤 75 82-7111 81-1132 

５ 〃 平沢建設（有） 八橋町弁財天 46 81-2936 82-7013 

１ 〃 知立木材（資） 山屋敷町山屋敷 47 81-0432 83-3376 

２ 〃 （有）伯栄 内幸町平田 131 83-1058 82-9899 

３ 〃 （株）折山工務店 牛田町新田南 51-1 81-1766 81-1775 

４ 〃 共和建設工業（株） 西町宮後 56 81-0336 82-0369 

１ 造園 （株）知立園芸 谷田町西長根 33-9 81-3370 83-5636 

２ 〃 （株）知立造園 宝二丁目 10-2 82-5205 83-4156 

３ 〃 （有）豊寿園 西中町西街道 75-6 82-1686 82-1956 

  

  

(2) 水道                           （令和５年 10月１日現在） 

事　　業    者    名 所　　在　　地 電　話 F　A　X
タブチ住設機工㈱ 牛田町新田南54-1 81-0396 83-3988
森島設備管工㈱知立支店 宝町刈谷道75 81-0079 82-7386
㈱大成設備工業 宝町塩掻35 82-2556 82-8650
㈱桶藤設備工業 新富二丁目36 81-1536 82-0620
㈱豊光設備 谷田町下空池135-5 81-1170 82-6449
㈱アクテック 南陽二丁目6 82-2337 82-2401
野々山建設㈱ 上重原町土取67 81-1895 81-3550

知立市災害協力水道事業者
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19．知立市給水装置工事指定工事店 
（令和６年１月 17日現在） 

 
番号 指　　定　　店　　名 所　　　　在　　　　地 連　　絡　　先 番号 指　　定　　店　　名 所　　　　在　　　　地 連　　絡　　先

1 タブチ住設機工㈱ 知立市牛田町新田南54番地1 0566-81-0396 34 ㈲岡田設備 安城市安城町拝木31番地3 0566-75-4179

2 森島設備管工㈱ 知立支店 　〃　宝町刈谷道75番地 0566-81-0079 35 ㈲中根設備 安城市大東町15番地11 0566-76-3030

3 ㈱大成設備工業 　〃　宝町塩掻35番地 0566-82-2556 36 ㈲ヤマト住設 安城市東端町用地24番地 0566-79-2016

4 ㈱桶藤設備工業 　〃　新富二丁目36番地 0566-81-1536 37 森田工業㈱ 安城市末広町5番2 0566-76-2324

5 ㈱豊光設備 　〃　谷田町下空池135番地5 0566-81-1170 38 ㈲金十ポンプ工業所 安城市朝日町15番14号 0566-76-2568

6 ㈱アクテック 　〃　南陽二丁目6番地 0566-82-2337 39 ㈲鈴木水道 安城市里町三郎104番地1 0566-97-0735

7 野々山建設㈱ 　〃　上重原町土取67番地 0566-81-1895 40 大澤設備 安城市横山町寺下13-10 0566-87-9074

8 ヤマグチ設備工業 　〃　山屋敷町東山1番地36 0566-78-4674 41 ㈲杉山設備 安城市里町二丁目1番地5 0566-97-8206

9 シンコウ設備 　〃　牛田町地内84番地 0566-83-1400 42 ㈱成瀬組 豊田市青木町四丁目35番地2 0565-46-1180

10 関興業㈱ 知立営業所 　〃　宝一丁目16番地14ｸﾞﾛｰﾘｰﾔﾅｾ108 0566-85-5223 43 ㈲プランニングシステム 豊田市駒場町東204番地２ 0565-57-1600

11 ㈲つかさ 　〃　新池2丁目76番地 0566-83-1441 44 三河商事㈱ 豊田市元城町二丁目66 0565-88-2777

12 ㈲エンジェルサービス 　〃　新林町平草45番地7 0566-45-7586 45 ㈲岡田工業　豊田営業所 豊田市渡刈町西糟目７７番地３ 0565-71-3501

13 ㈲ライフリッチ 　〃　谷田町本林二丁目5番地7 0566-82-8418 46 ㈱リザルト 豊田市和会町南屋敷14番地 0565-25-0558

14 まつい設備 　〃　中山町東狭間16番地2 0566-78-1355 47 ㈱スギテックス 豊田市貝津町片坂80番地 0565-45-1822

15 中央プランテック㈱ 刈谷市野田町馬池3番地18 0566-23-5731 48 丸正酒井設備㈱ 豊田市前林町行田53番地 0565-52-4310

16 ㈱マツモト 刈谷市恩田町四丁目151番地12 0566-22-9649 49 ㈲CAC 豊田市越戸町梅盛1-7 0565-44-2100

17 日設工業㈱ 刈谷市神明町一丁目28番地 0566-21-5333 50 ㈲日祥技研 岡崎市土井町字西番城19番地1 0564-54-9755

18 石川管工㈱ 刈谷市新富町五丁目507番地 0566-21-0585 51 渡辺設備㈱ 岡崎市中島町字藤屋19番地 0564-43-3010

19 カトウ工業㈱ 刈谷市西境町蒲生池205番地2 0566-36-5666 52 ㈱サニック 岡崎市大門五丁目16番地8 0564-65-7200

20 イーリビング 刈谷市松栄町1丁目18番地34 0566-21-5800 53 ㈲タカ住設 岡崎市藤川町字境松9番地2 0564-66-6305

21 ㈲AT HOME 刈谷市今川町蓮池33番地5 0566-45-6070 54 アオイ設備工業㈱ 岡崎市美合新町6番地 0564-52-2228

22 ㈲フカヤ水道工業 刈谷市山池町三丁目103番地 0566-23-5979 55 ㈱タマサエンジニア 岡崎市美合町字入込59番地2 0564-57-8970

23 ㈱スマイルテクノロジー 刈谷市野田町馬池3番地1 0566-21-0984 56 ㈲タカス水道設備 岡崎市福岡町字毘沙門75番地10 0564-52-5786

24 ㈲吉永管工 刈谷市今川町田地池74-2 0566-62-7180 57 石田設備㈱ 岡崎市六供町字甲西34番地 0564-24-0139

25 ㈲田中設備工業 刈谷市小垣江町北高根76番地16 0566-21-5124 58 ㈱本多設備 岡崎市本宿西一丁目1番地1 0564-48-2838

26 竹中ポンプ 刈谷市高津波町7丁目856番地 0566-21-7467 59 うめぞの設備㈲ 岡崎市梅園町字3丁目7番地3 0564-25-0628

27 ㈱朝長住宅設備 刈谷市新栄町六丁目13番地2 0566-87-8212 60 ㈱佐野水道設備工業所 岡崎市井田町字茨坪4番地13 0564-23-7076

28 アストモスリテイリング㈱ 西三河営業所 刈谷市末広町1-12-2 0566-28-3570 61 ㈱ミニミニハウジング三河事務所 岡崎市戸崎新町3番地32 0564-71-3253

29 東海設備工業㈱ 安城市二本木新町一丁目17番地19 0566-75-1091 62 ㈲伊藤設備工業 高浜市八幡町五丁目9番地2 0566-53-1095

30 安成工業㈱ 安城市篠目町肥田60番地1 0566-75-2611 63 ㈱旭設備 高浜市青木町八丁目1番地17 0566-53-8407

31 三水工業㈱ 安城市新田町郷西131番地2 0566-76-5371 64 ㈱桶元 碧南市沢渡町229番地 0566-41-1857

32 ㈱三幸 安城市高木町下屋敷2番地 0566-77-2851 65 ㈱長谷基業 碧南市植出町1丁目84番地 0566-41-0727

33 ㈲田島工業所 安城市赤松町大北92番地2 0566-76-4759 66 チュウセツ興業㈱ 西尾市下町毛勝32番地2 0563-56-1078

番号 指　　定　　店　　名 所　　　　在　　　　地 連　　絡　　先 番号 指　　定　　店　　名 所　　　　在　　　　地 連　　絡　　先

67 ㈱オケスエ 西尾市住吉町四丁目12番地 0563-56-3020 101 ㈱山新設備 津島市唐臼町西島33番地 0567-31-0427

68 ㈱林設備 西尾市下町八幡下23番地4 0563-56-0094 102 ㈱菅原設備 津島市元寺町三丁目21番地2 0567-24-1743

69 ㈱アイラス 西尾市寺部町田中67番地1 0563-62-3379 103 善勝㈲ 津島市元寺町二丁目40番地 0567-22-5200

70 ㈱アックス 西尾市中畑町浜田上28-7 0563-65-3335 104 ㈲まるば工業白退社 あま市七宝町遠島大切戸1484番地6 052-442-7820

71 ㈱加藤工務店 西尾市一色町対米九郎左28番地 0563-72-8159 105 ㈱ヤママ住設 小牧市大字東田中字南新田1600番1 0568-77-6985

72 ㈱ウォーターワークス みよし市莇生町汁田20番地2 0561-34-4850 106 旭化成ライフライン㈱ 中部事業所 日進市野方町東島318-2 0561-76-1295

73 カネコ工業㈱ 豊明市大久伝町南20番地の2 0562-92-1236 107 ㈱市川組 日進市米野木町丁田137番地 0561-73-9200

74 青海建設㈲ 豊明市新田町子持松7番1 0562-57-7878 108 ㈲東陽設備工業 瀬戸市品野町4丁目200番地 0561-41-0927

75 コスモ水道設備㈲ 半田市横川町二丁目67番地 0569-28-6057 109 中川設備工業㈱ 知多郡東浦町大字緒川字西釜池5番地15 0562-34-9232

76 ㈱愛知テクノス 半田市州の埼町2番95 0569-89-0815 110 ㈱伊波設備 知多郡阿久比町大字宮津字西森下7番地3 0569-48-4302

77 日星設備㈱ 半田市南大矢知町３丁目101番地の21 0569-28-4141 111 ㈱シンエイ 大阪府大阪市中央区谷町2-4-3 アイエスビル9Ｆ 06-6944-7797

78 武一㈱ 東海市加木屋町石田1番地2 0562-33-2111 112 ㈱西日本設備 大阪府吹田市内本町3-28-10 06-6155-9971

79 中西設備 東海市荒尾町藤左エ門起1番地の1 052-603-5066 113 ㈱スイドウサービス 大阪府大阪市城東区野江4-1-8-402 0120-688-333

80 DAISUI㈱ 名古屋市熱田区古新町二丁目91番地 052-681-6019 114 ㈱クリーンライフ 大阪府吹田市広芝町6番10号 06-6821-6133

81 協立設備工業㈱ 名古屋市千種区高見一丁目18番地9 052-751-2004 115 ㈱ハウスラボ 大阪府大阪市浪速区大国二丁目1番6号 06-6648-9898

82 ㈱三東 名古屋市千種区桜が丘226番地 052-782-2322 116 ㈱アクアライン 広島県広島市中区上八丁堀8番8号ウエノヤビル6Ｆ 082-502-6644

83 ㈲富田設備 名古屋市守山区新守西2003番地 052-791-4676 117 ㈱N-Vision 広島県広島市中区鶴見町8-57 082-275-5227

84 ㈱フジコー 名古屋市瑞穂区洲山町一丁目57番地1 052-853-2717 118 ㈱クラシアン 神奈川県横浜市港北区新横浜1丁目2番地1 0120-500-500

85 GROWTH㈱ 名古屋市守山区小幡太田15番20号 052-797-9188 119 ㈲加藤設備管工 三重県四日市市広永町70-3 059-366-2545

86 寺沢工業 名古屋市守山区大字中志段味吉田洞2881 052-736-5306 120 ㈱三重水道センター 三重県四日市市大字羽津4636－2 059-364-0299

87 ㈱名団 名古屋市北区神明町21番地 052-912-8826 121 ㈱交換できるくん 東京都渋谷区東1-26-20東京建物東渋谷ビル12F 03-6427-5381

88 ㈱オーケテック 名古屋市北区清水三丁目15番18号 052-325-3307 122 ㈱国昇 東京都港区海岸1-2-3 汐留芝離宮ビル21階 0120-46-1212

89 ㈱朝明 名古屋市北区辻町8丁目58番地1 052-911-9711 123 ㈱キンライサー 東京都港区虎ノ門一丁目3番1号 03-5157-2400

90 ㈱愛北製作所 名古屋市北区石園町3-11 052-508-7177 124 ロイヤルホームセンター㈱ ロイサポートグループ 千葉県習志野市東習志野6-7-15 0120-00-6186

91 ㈱イースマイル 中部支店 名古屋市緑区東神の倉3-531 052-876-7055

92 ニッカホーム中部㈱ 名古屋市緑区相原郷1-2609 052-899-3580

93 ㈱エプロスジャパン 名古屋市名東区小井堀町703番地 052-709-2777

94 ㈱パイプマン名古屋 名古屋市港区六軒家1431 052-398-5225

95 ㈱FINE 名古屋市港区津金二丁目11番28号 052-653-6383

96 ㈱エイト 名古屋市中川区横前町58番地 052-462-9950

97 ㈱アズクリエイティブ 名古屋市中区錦二丁目5-12 パシフィックスクエア名古屋錦ビル3階 052-202-5263

98 ノーリツリビングクリエイト㈱名古屋事業所 名古屋市中村区烏森町6丁目59番 052-486-2008

99 ㈲ライフ・オオナカ 名古屋市名東区明が丘105番地ローレルタワー藤が丘1501号 052-870-1422

100 京都消防設備㈱名古屋支店 名古屋市名東区牧の原2-910 201号 075-205-5112
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20．知立市排水設備工事指定工事店 
（令和６年８月１日現在） 

 

指　　定　　店　　名 所　　　　在　　　　地 連　　絡　　先 指　　定　　店　　名 所　　　　在　　　　地 連　　絡　　先

タブチ住設機工(株)　 知立市牛田町新田南５４番地の１ 0566-81-0396 (有)ヤマト住設 安城市東端町用地２４番地 0566-79-2016

森島設備管工(株) 知立支店 知立市宝町刈谷道７５番地 0566-81-0079 森田工業(株)　 安城市末広町５番２号 0566-76-2324

(株)大成設備工業 知立市宝町塩搔３５番地 0566-82-2556 (有)杉山設備 安城市里町二丁目1番地5 0566-97-8206

(株)桶藤設備工業 知立市新富２丁目３６番地 0566-81-1536 (有)金十ポンプ工業所 安城市朝日町１５番１４号 0566-76-2568

(株)豊光設備 知立市谷田町下空池１３５番地５ 0566-81-1170 (有)鈴木水道 安城市里町三郎１０４番地１ 0566-97-0735

(株)アクテック 知立市南陽二丁目６番地 0566-82-2337 ウチノクラ 安城市大岡町宮前３３番地１ 0566-74-0015

共和建設工業(株)　 知立市西町宮後５６番地 0566-81-0336 イー･スマイル 安城市木戸町東屋敷５９番地３ 090-3304-6325

野々山建設(株)　 知立市上重原町土取６７番地 0566-81-1895 (株)大澤設備 安城市横山町寺下１３番地１０ 0566-87-9074

(株)近藤組 知立営業所 知立市池端３丁目１１番地 0566-81-2672 花北設備(株) 安城市横山町石ナ曽根１７８番地６ 0566-77-2046

(有)伯栄 知立市内幸町平田１３１番地 0566-83-1058 (株)清水土建 刈谷市小垣江町上沢渡２１－１ 0566-23-2331

(株)神真組 知立支店 知立市西中町西街道３３番地１ 0566-81-1798 角文(株)　 刈谷市泉田町古和井１番地 0566-22-1811

佐藤建設(株)　 知立市内幸町加藤１１４番地 0566-81-1473 佐々木建設(株)　 刈谷市築地町五丁目１７番地５ 0566-21-1253

(株)折山工務店 知立市牛田町新田南５１番地１ 0566-81-1766 (株)マツモト 刈谷市恩田町４丁目１５１番地１２ 0566-22-9649

(株)神谷土木知立営業所 知立市西中町中新切４７番地１ 0566-81-1825 中央プランテック(株)　 刈谷市野田町馬池３番地１８ 0566-23-5731

中一建設工業(株)　 知立市内幸町加藤７５番地 0566-82-7111 石川管工(株)　 刈谷市新富町５丁目５０７番地 0566-21-0585

関興業(株) 知立営業所 知立市宝一丁目１６番地１４　グローリーヤナセ１０８ 0566-85-5223 (株)稲垣水道 刈谷市東境町奥町屋９番地１ 0566-36-5883

シンコウ設備 知立市牛田町地内８４番地 0566-83-1400 日設工業(株)　 刈谷市神明町一丁目２８番地 0566-21-5333

マルカ技研(株)　 知立市鳥居二丁目１４番地８ 0566-83-2177 (有)田中設備工業 刈谷市小垣江町北高根７６番地１６ 0566-21-5124

(株)ビーライフ 知立市東栄一丁目７２番地 0566-87-8506 カトウ工業(株)　 刈谷市西境町蒲生池２０５番地２ 0566-36-5666

吉建工業(同) 知立営業所 知立市八ツ田町山畔８４番地１ ロレンプレースＡ－２０５ 0566-83-4630 イーリビング 刈谷市松栄町１丁目１８番地３４ 0566-21-5800

(有)つかさ 知立市新池二丁目７６番地 0566-83-1441 (有)AT　HOME 刈谷市今川町蓮池３３番地５ 0566-45-6070

ヤマグチ設備工業 知立市山屋敷町東山１番地３６ 0566-78-4674 (有)フカヤ水道工業 刈谷市山池町三丁目１０３番地 0566-23-5979

まつい設備 知立市中山町東狭間１６番地２ 0566-78-1355 (有)飛騨庭苑 刈谷市野田町東屋敷１３番地３ 0566-21-2083

(株)名倉SETHUBI 知立市谷田町上空池２５番地５４ 0566-83-7645 (株)スマイルテクノロジー 刈谷市野田町馬池3番地１ 0566-21-0984

東海設備工業(株) 安城市二本木新町一丁目１７番地１９ 0566-75-1091 (有)吉永管工 刈谷市今川町田地池７４番地２ 0566-62-7180

サン・シールド(株)　 安城市桜井町城阿原２８番地 0566-99-6860 アクトプラス 刈谷市山池町４丁目６０７番２ 090-9904-3846

三水工業(株)　 安城市新田町郷西１３１番地２ 0566-76-5371 (株)朝長住宅設備 刈谷市新栄町六丁目１３番地２ 0566-87-8212

安成工業(株)　 安城市篠目町肥田６０番地１ 0566-75-2611 渡辺設備(株)　 岡崎市中島町字藤屋１９番地 0564-43-3010

(有)田島工業所 安城市赤松町大北９２番地２ 0566-76-4759 (有)日祥技研 岡崎市土井町字西番城１９番地１ 0564-54-9755

(株)三幸 安城市高木町下屋敷２番地 0566-77-2851 アオイ設備工業(株)　 岡崎市美合新町６番地 0564-52-2228

昌和管工 安城市池浦町池浦１１８番地 0566-74-0228 (株)タマサエンジニア 岡崎市美合町字入込５９番地２ 0564-57-8970

(有)岡田設備 安城市安城町拝木３１番地３ 0566-75-4179 (有)タカス水道設備 岡崎市福岡町字毘沙門７５番地１０ 0564-52-5786

(有)中根設備 安城市大東町１５番１１号 0566-76-3030 石田設備(株) 岡崎市六供町字甲西３４番地 0564-24-0139

(株)本多設備 岡崎市本宿西一丁目１番地１ 0564-48-2838 (有)伊勢神工業 名古屋市瑞穂区内方町二丁目４４番地の２ 052-841-5282

(株)クラシアン　岡崎支社 岡崎市上里二丁目１番地２５ 0564-26-7631 DAISUI(株)　 名古屋市熱田区古新町二丁目９１番地 052-681-6019

(有)タカ住設 岡崎市藤川町境松９番地２ 0564-66-6305 協立設備工業(株)　 名古屋市千種区高見１丁目１８番９号 052-751-2004

うめぞの設備(有) 岡崎市梅園町字３丁目７番地３ 0564-25-0628 (有)勝美工業 名古屋市緑区鳴海町字姥子山２１７番地の２ 052-626-8850

(株)佐野水道設備工業所 岡崎市井田町字茨坪４番地１３ 0564-23-7076 (株)三東 名古屋市千種区桜が丘２２６番地 052-782-2322

MORNING　TEC 岡崎市明大寺町宇野畔７番地１ 0564-79-7792 (株)フジコー 名古屋市瑞穂区洲山町一丁目５７番地１ 052-853-2717

(株)三重水道センター　支店 豊田市西岡町保々山４６－３ 0565-47-8007 (株)ホタコン 名古屋市守山区幸心二丁目１３１２番地　１－２０２ 052-799-5719

(株)エスケーシー 豊田市吉原町鶴喰７０番地３ 0565-54-1746 GROWTH(株)　 名古屋市守山区小幡太田１５番２０号 052-797-9188

(有)プランニングシステム 豊田市駒場町東２０４番地２ 0565-57-1600 寺沢工業 名古屋市守山区大字中志段味字吉田洞2881番地 052-736-5306

大山住設 豊田市畝部東町采女２０番地１２ 0565-21-2075 (株)朝明 名古屋市北区辻町八丁目５８番地の１ 052-911-9711

三河商事(株)　 豊田市元城町２丁目６６番地 0565-31-0772 (有)富田設備 名古屋市守山区瀬古３丁目６１３－１ 052-791-4676

(有)岡田工業 豊田営業所 豊田市渡刈町西糟目７７番地３ 0565-71-3501 (株)エイト 名古屋市中川区横前町５８番地 052-462-9950

(株)リザルト 豊田市和会町南屋敷１４番地 0565-25-0558 (株)FINE 名古屋市港区津金二丁目１１番２８号 052-653-6383

丸正酒井設備(株)　 豊田市前林町行田５３番地 0565-52-4310 (株)パイプマン 名古屋市港区六軒家１４３１ 052-398-5225

(株)成瀬組 豊田市青木町四丁目３５番地２ 0565-46-1180 (株)藤本設備 名古屋市天白区笹原町１０１０番地 052-846-7200

(株)スギテックス 豊田市貝津町片坂８０番地 0565-45-1822 (株)オケスエ 西尾市住吉町４丁目１２番地 0563-56-3020

(有)CAC 豊田市越戸町梅盛１番地７ 0565-44-2100 (有)赤松技工 西尾市田貫４丁目７２番地 0563-59-2319

（有）加藤設備管工 愛西営業所 愛西市諸桑町西浦２００番地 0567-22-5277 (株)赤松住総 西尾市上道目記町北後４５番地１ 0563-56-9409

伊藤設備工業 稲沢市平和町下起北１１８番地 0567-46-1182 (株)アイデイ 西尾市米津町五郎田６番地１ 0563-54-4566

新生 大府市半月町三丁目４１番地 0562-85-2125 (株)加藤工務店 西尾市一色町対米九郎左２８番地 0563-72-8159

(株)ヤママ住設 小牧市大字東田中字南新田１６００番１ 0568-77-6985 (株)林設備 西尾市下町八幡下２３番地４ 0563-56-0094

(有)東陽設備工業 瀬戸市品野町四丁目２００番地 0561-41-0927 (株)アイラス 西尾市寺部町田中６７番地１ 0563-62-3379

(有)伊藤設備工業 高浜市八幡町五丁目９番地２ 0566-53-1095 (株)アックス 西尾市中畑浜田上２８番地７ 0563-65-3335

(株)旭設備 高浜市青木町八丁目１番地１７ 0566-53-8407 旭化成ライフライン(株) 中部事業所 日進市野方町東島３１８番地２ 0561-76-1295

(株)伊波設備 知多郡阿久比町大字宮津字西森下７番地３ 0569-48-4302 (株)ヒラ・ミツ設備 日進市折戸町枯木２２番地２ 0561-72-5362

中川設備工業(株)　 知多郡東浦町大字緒川字西釜池５番地の１５ 0562-34-9232 (株)市川組 日進市米野木町丁田１３７番地 0561-73-9200

(株)山新設備 津島市唐臼町西島３３番地 0567-31-0427 コスモ水道設備(有)　 半田市横川町２丁目６７番地 0569-28-6057

善勝(有) 津島市元寺町二丁目４０番地 0567-22-5200 (株)愛知テクノス 半田市州の崎町２番９５ 0569-89-0815

(株)菅原設備 津島市元寺町三丁目２１番地２ 0567-24-1743 日星設備(株) 半田市南大矢知町３丁目１０１番地の２１ 0569-28-4141

武一(株)　 東海市加木屋町石田１番地の２ 0562-33-2111 石橋建設興業(株) 碧南市山神町二丁目７２番地 0566-42-8181

(株)ウォーター工業 豊明市沓掛町金山５ 0562-91-3667 (株)桶元 碧南市沢渡町２２９番地 0566-41-1857

カネコ工業(株)　 豊明市大久伝町南２０番地の２ 0562-92-1236 (株)黒文 碧南市若松町二丁目５８番地１ 0566-41-6820

(株)浜島設備工業所 豊明市栄町上ノ山８４番地の３５ 0562-97-1540 (株)ウォーターワークス みよし市莇生町汁田２０番地２ 0561-34-4850

山田設備 豊明市前後町仙人塚１７６０番地３９ 0562-93-4473

青海建設（有） 豊明市新田町子持松７番１ 0562-57-7878

(有)ライフ・オオナカ 名古屋市名東区明が丘１０５番地ローレルタワー藤が丘１５０１号 0561-84-3859

ニッカホーム（株）中部支社 名古屋市緑区相原郷一丁目２６０９番地 052-899-3580
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21．浸水想定区域内にある要配慮者施設 
（令和５年 12月１日現在） 

施 設 名 所 在 地 電 話 

いわせ外科クリニック 西町新川１－３ 81-3605 

知立保育園 西町新川３ 81-1375 

知立市かとれあワークス 桜木町桜木１１－２ 85-3432 

八橋保育園 八橋町城下８－１ 82-5612 

桜木幼稚園 中町花山１５－３ 81-3348 

愛の家グループホーム知立西町 西町新川１９－１ 84-4800 

プレステージ末廣館 西町亀池３３－１ 81-0195 

おんじぃのへや知立店 八ツ田町泉３８ 91-0356 

知立市保健センター 桜木町桜木１１－２ 82-8211 
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１．知立市防災会議条例 
昭和 45 年 12 月１日 

条 例 第 2 3 号 
 

改正 平成 12 年３月 24日条例第４号 平成 13年９月 26日条例第 31号 

  平成 15 年３月 26日条例第 14号 平成 15年６月 23日条例第 21号 

 平成 24 年９月 28日条例第 23号 平成 26年９月 30日条例第 25号 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、災害対策基本法（昭和 36年法律第 223号）第 16条第６項の規定に基づ

き、知立市防災会議（以下「防災会議」という。）の所掌事務、組織及び運営に関する事項を

定めるものとする。 

（所掌事務） 

第２条 防災会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

（１） 知立市地域防災計画を作成し、及びその実施を推進すること。 

（２） 市長の諮問に応じて市の地域に係る防災に関する重要事項を審議すること。 

（３） 前号に規定する重要事項に関し、市長に意見を述べること。 

（４） 前３号に掲げるもののほか、法律又はこれに基づく政令によりその権限に属する事務 

（会長及び委員） 

第３条 防災会議は、会長及び委員 25人以内をもって組織する。 

２ 会長は、市長をもって充てる。 

３ 会長は、会務を総理する。 

４ 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。 

５ 委員は、次に掲げる者をもって充てる。 

（１） 市の区域の全部又は一部を管理する指定地方行政機関の職員のうちから市長が任命す

る者 

（２） 愛知県の知事の部内の職員のうちから市長が任命する者 

（３） 愛知県警察の警察官のうちから市長が任命する者 

（４） 衣浦東部広域連合の職員のうちから市長が任命する者 

（５） 市長がその部内の職員のうちから指名する者 

（６） 市の教育委員会の教育長 

（７） 市の消防団長 

（８） 市の地域において業務を行う指定公共機関の職員のうちから市長が任命する者 

（９） 自主防災組織を構成する者又は学識経験のある者のうちから市長が任命する者 

（10） 市長が特に必要と認めて任命する者 

６ 前項第８号から第 10号までの委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、

その前任者の残任期間とする。 

７ 委員は、再任されることができる。 

（専門委員） 

第４条 防災会議に専門の事項を調査させるため、必要に応じて専門委員を置くことができる。 

２ 専門委員は、関係地方行政機関の職員、愛知県の職員、市の職員、関係指定公共機関の職員

及び学識経験のあるもののうちから市長が任命する。 

３ 専門委員は、その者の任命に係る当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任され

るものとする。 

（会議） 

第５条 防災会議は、必要に応じて会長が招集する。 

２ 防災会議は、委員の総数の２分の１以上の出席がなければ会議を開き議決することができな

い。 

３ 防災会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによ

る。 

（委任） 

第６条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、会長が防災会議に諮って定める。 

附 則 

１ この条例は、公布の日から施行し、昭和 45年 12月１日から適用する。 

２ 知立町防災会議条例（昭和 38年条例第１号）は、廃止する。 
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附 則（平成 12年３月 24日条例第４号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成 12年４月１日から施行する。 

附 則（平成 13年９月 26日条例第 31号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 15年３月 26日条例第 14号） 

 この条例は、平成 15年４月１日から施行する。 

附 則（平成 15年６月 23日条例第 21号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 24年９月 28日条例第 23号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 26年９月 30日条例第 25号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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２．知立市災害対策本部条例 
昭和 45 年 12 月１日 

条 例 第 7 6 号 
改正 平成８年３月 28日 条例第 ５ 号 

平成 13年 9月 26日 条例第 32号 
 

 平成 24年 9月 28日 条例第 23号  

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 23 条の２第８項の規定に基

づき、知立市災害対策本部（以下｢本部｣という。）の組織及び運営に関する事項を定めるものと

する。 

（災害対策本部長及び災害対策副本部長） 

第２条 災害対策本部長（以下「本部長」という。）は、本部の事務を総括し、本部の職員を指揮

監督する。 

２ 災害対策副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（部） 

第３条 本部の事務を分掌させるため、本部長が必要と認める数の部を置く。 

２ 部に部長及び部員を置く。 

３ 部長は、災害対策本部員のうちから、部員はその他の職員のうちから本部長が指名する。 

４ 部長は、本部長の命を受けて部の事務を掌理する。 

５ 部員は、部長の命を受けて部の事務を処理する。 

（現地災害対策本部） 

第４条 現地災害対策本部に現地災害対策本部長及び現地災害対策本部員その他職員を置き、災

害対策副本部長、災害対策本部員その他の職員のうちから災害対策本部長が指名する者をもっ

て充てる。 

２ 現地災害対策本部は、現地災害対策本部の事務を掌理する。 

（委任） 

第５条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、本部長が定める。 

附 則 

１ この条例は、公布の日から施行し、昭和 45年 12月１日から適用する。 

２ 知立町災害対策本部条例（昭和 38年条例第２号）は、廃止する。 

附 則（平成８年３月 28日条例第５号） 

この条例は、公布の目から施行する。 

附 則（平成 13年９月 26日条例第 32号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 24年９月 28日条例第 23号） 

この条例は、公布の日から施行する。
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３．知立市地震災害警戒本部条例 
平成 14 年６月 24 日 

条 例 第 2 8 号 
 

（目的） 

第１条 この条例は、大規模地震対策特別措置法（昭和 53 年法律第 73 号。以下「法」という。）

第 18 条第４項の規定に基づき、知立市地震災害警戒本部（以下「警戒本部」という。）の組織

等に関し必要な事項を定めることを目的とする。 

（組織） 

第２条 地震災害警戒本部長（以下「本部長」という。）は、警戒本部の事務を総括し、警戒本部

の職員を指揮監督する。 

２ 警戒本部に、地震災害警戒副本部長（以下「副本部長」という。）、地震災害警戒本部員（以下

「本部員」という。）その他の職員を置くことができる。 

３ 副本部長は、本部員のうちから市長が任命する。 

４ 副本部長は、本部長を助け、本部長に事故があるときは、その職務を代理する。 

５ 本部員は、次に掲げる者をもって充てる。 

（１） 愛知県警察の警察官のうちから市長が任命する者 

（２） 市の区域において業務を行う法第２条第７号に規定する指定公共機関又は同条第８号

に規定する指定地方公共機関の役員又は職員のうちから市長が任命する者 

（３） 市の教育委員会の教育長 

（４） 市長が市の職員のうちから任命する者 

（５） 市長が特に必要と認めて任命する者 

６ 本部員は、本部長の命を受け、警戒本部の事務に従事する。 

７ 副本部長及び本部員以外の警戒本部の職員（以下「本部職員」という。）は、市の職員のうち

から、市長が任命する。 

８ 本部職員は、警戒本部の所掌事務について、本部員を補佐する。 

（部） 

第３条 本部長は、必要と認めるときは、警戒本部に部を置くことができる。 

２ 前項の部に属すべき本部員及び本部職員は、本部長が任命する。 

３ 第１項の部に部長を置き、本部長が任命する本部員がこれに当たる。 

４ 前項の部長に事故があるときは、第１項の部に属する本部員のうちから前項の部長があらか

じめ指名する者がその職務を代理する。 

（委任） 

第４条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、本部長が定める。 

附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（知立市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

２ 略 
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４．知立市災害応急対策又は災害復旧のため派遣された職員に対する災害派遣手当等

に関する条例 

                                           昭和 45年 12月１日 

条例第 78号 

改正 平成８年３月 28日条例第６号 

 平成 18 年３月 28日条例第４号 

 平成 26 年３月 26日条例第６号 

 令和５年９月 29日条例第 22号 

 
（趣旨） 

第１条 この条例は、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 32 条第１項（武力攻撃事態

等における国民の保護のための措置に関する法律（平成 16年法律第 112号）第 154条及び新型

インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24年法律第 31号）第 26条の８において準用する場合

を含む。）又は大規模災害からの復興に関する法律（平成 25年法律第 55号）第 56条第１項の

規定に基づき、災害応急対策若しくは災害復旧、国民の保護のための措置若しくは特定新型イ

ンフルエンザ等対策の実施又は復興計画の作成等のため派遣された職員（以下「派遣職員」と

いう。）に対する災害派遣手当、武力攻撃災害等派遣手当及び特定新型インフルエンザ等対策

派遣手当（以下「災害派遣手当等」という。）に関する事項を定めるものとする。 
（災害派遣手当等） 

第２条 派遣職員が住所又は居所を離れて知立市内に滞在することを要するときは、当該派遣職

員に対し、別表に掲げる区分により災害派遣手当を支給する。 

（準用） 

第３条 前条に規定する災害派遣手当の支給方法は、知立市職員に支給される諸手当の例によ

る。 

附 則 

１ この条例は、公布の日から施行し、昭和 45年 12月１日から適用する。 

２ 知立町災害応急対策又は災害復旧のため派遣された職員に対する災害派遣手当に関する条例

（昭和 38年条例第４号）は、廃止する。 

附 則（平成８年３月 28日条例第６号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 18年３月 28日条例第４号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

別表（第２条関係） 

災害派遣手当 略 

 



 

62 

 

５．知立市災害弔慰金等支給条例 
昭和 56 年 10 月１日 

条 例 第 2 9 号 
 

改正 昭和 57 年 12月 27日条例第 27号 昭和 62年３月 25日条例第６号 

  平成３年 12月 25日条例第 29号 平成５年３月 25日条例第 11号 

  平成 17 年９月 29日条例第 32号 平成 20年 10月６日条例第 31号 

 平成 24 年３月 26日条例第 11号 平成 26年９月 30日条例第 23号 

 平成 31 年３月 20日条例第２号  

 

知立市災害弔慰金・災害援護資金及び災害見舞金に関する条例（昭和 49年知立市条例第 28

号）の全部を改正する。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和 48 年法律第 82 号。以下「法」と

いう。）及び災害弔慰金の支給等に関する法律施行令（昭和 48年政令第 374 号。以下「令」と

いう。）の規定による災害弔慰金の支給、災害障害見舞金の支給及び災害援護資金の貸付け並

びに災害見舞金の支給に関し、必要な事項を定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に掲げるところ

による。 

（１） 災害 暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波、その他異常な自然現象により被害

が生ずることをいう。 

（２） 市民 災害により被害を受けた当時、本市の区域内に住所を有した者をいう。 

第２章 災害弔慰金の支給 

（災害弔慰金の支給） 

第３条 市長は、市民が令第１条に規定する災害（以下この章及び次章において単に「災害」とい

う。）により死亡したときは、その者の遺族に対し、災害弔慰金の支給を行うものとする。 

（災害弔慰金を支給する遺族） 

第４条 災害弔慰金を支給する遺族の範囲は、法第３条第２項の遺族の範囲とし、その順位は、

次に掲げるとおりとする。 

（１） 死亡者の死亡当時において、死亡者により生計を主として維持していた遺族（兄弟姉

妹を除く。以下この号及び次号において同じ。）を先にし、その他の遺族を後にする。 

（２） 前号の場合において、同順位の遺族については、次に掲げる順序とする。 

ア 配偶者 

イ 子 

ウ 父母 

エ 孫 

オ 祖父母 

（３） 死亡者に係る配偶者、子、父母、孫又は祖父母のいずれもが存しない場合であって兄弟

姉妹（死亡者の死亡当時において、死亡者と同居し、又は生計を同じくしていた者に限

る。以下この号において同じ。）が存するときは、その兄弟姉妹に対して、災害弔慰金を

支給するものとする。 

２ 前項の場合において、同順位の父母については、養父母を先にし、実父母を後にし、同順位の

祖父母については、養父母の父母を先にし、実父母の父母を後にし、父母の養父母を先にし、実

父母を後にする。 

３ 遺族が遠隔地にある場合その他の事情により、前２項の規定により難いときは、前２項の規

定にかかわらず、第１項の遺族のうち、市長が適当と認める者に支給することができる。 

４ 前３項の場合において、災害弔慰金の支給を受けるべき同順位の遺族が２人以上あるときは、

その１人に対してした支給は、全員に対してなされたものとみなす。 

（災害弔慰金の額） 

第５条 災害により死亡した者１人当たりの災害弔慰金の額は、その死亡者が死亡当時において、

その死亡に関し、災害弔慰金を受けることができることとなる者の生計を主として維持してい

た場合にあっては 500 万円とし、その他の場合にあっては 250 万円とする。ただし、死亡者が

その死亡に係る災害に関し既に次章に規定する災害障害見舞金の支給を受けている場合は、こ
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れらの額から当該支給を受けた災害障害見舞金の額を控除した額とする。 

（死亡の推定） 

第６条 災害の際、現にその場にいあわせた者についての死亡の推定については、法第４条の規

定によるものとする。 

（支給の制限） 

第７条 災害弔慰金は、次に掲げる場合には支給しない。 

（１） 当該死亡者の死亡が、その者の故意又は重大な過失により生じたものである場合 

（２） 令第２条に規定する場合 

（支給の手続） 

第８条 市長は、災害弔慰金の支給を行うべき事由があると認めるときは、規則で定めるところ

により支給を行うものとする。 

２ 市長は、災害弔慰金の支給に関し遺族に対し、必要な報告又は書類の提出を求めることがで

きる。 

第３章 災害障害見舞金の支給 

（災害障害見舞金の支給） 

第９条 市長は、市民が災害により負傷し又は疾病にかかり、治ったとき（その症状が固定したと

きを含む。）に法別表に掲げる程度の障害があるときは、当該市民（以下「障害者」という。）

に対し、災害障害見舞金の支給を行うものとする。 

（災害障害見舞金の額） 

第 10条 障害者１人当たりの災害障害見舞金の額は、当該障害者が災害により負傷し又は疾病に

かかった当時において、その属する世帯の生計を主として維持していた場合にあっては 250 万

円とし、その他の場合にあっては 125万円とする。 

（準用規定） 

第 11条 第７条及び第８条の規定は、災害障害見舞金について準用する。 

第４章 災害援護資金の貸付け 

（災害援護資金の貸付け） 

第 12 条 市長は、令第３条に掲げる災害により法第 10 条第１項各号に掲げる被害を受けた世帯

の市民である世帯主に対し、その生活の立て直しに資するため、災害援護資金の貸付けを行う

ものとする。 

２ 前項に掲げる世帯は、その所得について法第 10 条第１項に規定する要件に該当するものでな

ければならない。 

（災害援護資金の限度額等） 

第 13条 災害援護資金の１災害における１世帯当たりの貸付け限度額は、災害による当該世帯の

被害の種類及び程度に応じ、それぞれ次に掲げるとおりとする。 

（１） 療養に要する期間がおおむね１月以上である世帯主の負傷（以下「世帯主の負傷」とい

う。）があり、かつ、次のいずれかに該当する場合 

ア 家財についての被害金額がその家財の価額のおおむね３分の１以上である損害（以下「家

財の損害」という。）及び住居の損害がない場合 150万円 

イ 家財の損害があり、かつ、住居の損害がない場合 250万円 

ウ 住居が半壊した場合 270万円 

エ 住居が全壊した場合 350万円 

（２） 世帯主の負傷がなく、かつ、次のいずれかに該当する場合 

ア 家財の損害があり、かつ、住居の損害がない場合 150万円 

イ 住居が半壊した場合 170万円 

ウ 住居が全壊した場合 250万円 

エ 住居の全体が滅失した場合 350万円 

（３） 第１号ウ又は前号イ若しくはウの場合において、被災した住居を建て直すに際し、その

住居の残存部分を取り壊さざるを得ないときその他特別の事情があるときは、第１号ウ

中「270万円」とあるのは「350万円」と、前号イ中「170万円」とあるのは「250万円」

と、同号ウ中「250万円」とあるのは「350万円」とする。 

２ 災害援護資金の償還期間は、10年とし、据置期間は、そのうち３年とする。 

（据置期間の特例） 

第14条 市長は、災害援護資金の貸付対象世帯が次に掲げる事由のいずれかに該当する場合には、

前条第２項に規定する据置期間を５年とすることができる。 

（１） 災害援護資金の貸付けが行われる被害を受けた時の前１年以内に、法第 10条第１項の
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被害（自然災害以外によるこれに相当する被害を含む。）を受けた場合 

（２） 当該災害により世帯主が死亡したとき、又は世帯主が地方税法施行令（昭和 25年政令

第 245号）第７条に規定する障害者となった場合 

（３） 生活保護法（昭和 25年法律第 144号）による被保護世帯、中国残留邦人等の円滑な帰

国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第 30号）による支援給付を受けている者の属する世帯又は市町村民税非

課税世帯が被災した場合 

（４） 当該災害により住居が全壊した場合 

（保証人及び利率） 

第 15条 災害援護資金の貸付けを受けようとする者は、保証人を立てることができる。 

２ 災害援護資金は、保証人を立てる場合は、無利子とし、保証人を立てない場合は、据置期間中

は無利子とし、据置期間経過後はその利率を延滞の場合を除き年３パーセントとする。 

３ 第１項の保証人は、災害援護資金の貸付けを受けた者と連帯して債務を負担するものとし、

その保証債務は、令第９条の違約金を包含するものとする。 

（償還等） 

第 16条 災害援護資金は、年賦償還、半年賦償還又は月賦償還とする。 

２ 償還方法は、元利均等償還の方法とする。ただし、貸付金の貸付けを受けた者は、いつでも繰

上償還をすることができる。 

３ 償還免除、一時償還、違約金及び償還金の支払猶予については、法第 13 条第１項、令第８条

から第 11条までの規定によるものとする。 

第５章 災害見舞金の支給 

（災害見舞金の支給） 

第 17条 市長は、災害又は火災若しくは火災に伴う消火活動（以下「災害等」という。）により

次に掲げる被害を受けた世帯の市民である世帯主（第１号に掲げる被害が世帯主である場合は、

その葬祭を行う者。以下同じ。）に対し、災害見舞金を支給する。ただし、第３条の規定による

災害弔慰金の支給又は災害救助法（昭和 22年法律第 118号）による救助を受けた場合は、この

限りでない。 

（１） 世帯に属する者の死亡 

（２） 入院加療を必要とする期間が１週間以上である世帯に属する者の負傷 

（３） 規則で定める相当程度の住居又は家財の損害 

（４） 床上以上の住居の浸水又は一時的に居住することができない程度の住居の土砂、竹木

等の堆積 

（災害見舞金の額） 

第 18条 災害見舞金の額は、次に掲げるとおりとする。 

（１） 前条第１号に該当するとき 死亡者１人につき 10万円 

（２） 前条第２号に該当するとき 負傷者１人につき３万円以内で規則で定める額 

（３） 前条第３号に該当するとき ６万円以内で規則で定める額 

（４） 前条第４号に該当するとき １万円以内で規則で定める額 

（届出） 

第 19 条 第 17 条各号に掲げる被害を受けた世帯の市民である世帯主は、当該被害を受けた日か

ら 30日以内に、当該被害の状況を市長に届け出なければならない。ただし、市長がやむを得な

い理由があると認めるときは、この限りでない。 

（支給の制限） 

第 20条 市長は、災害等による被害が、その被害を受けた者の故意又は重大な過失によるもので

ある場合は、災害見舞金の全部又は一部を支給しないことができる。 

（不当利得の返還） 

第 21条 市長は、偽りその他不正の手段により災害見舞金の支給を受けた者があるときは、その

受給額に相当する金額の全部又は一部をその者から返還させることができる。 

（準用） 

第 22条 第６条の規定は、災害見舞金を支給する場合について準用する。 

第６章 補則 

（委任） 

第 23条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。 
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２ 改正後の第５条本文の規定は昭和 55年 12月 14日以後に生じた災害により死亡した市民の遺

族に対する災害弔慰金の支給について、改正後の第 13 条第１項及び第 14 条の規定は当該災害

により被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援護資金の貸付けについて適用する。 

３ 改正後の第 18 条の規定は、昭和 56 年９月１日以後に生じた災害等により被害を受けた世帯

の世帯主に対する災害見舞金の支給について適用する。 

附 則（昭和 57年条例第 27号～平成 20年条例第 31号） 

（省略） 

附 則（平成 24年３月 26日条例第 11号） 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の第４条第１項の規定は、平成 23 年３月 11 日以後

に生じた災害により死亡した市民の遺族に対する災害弔慰金の支給について適用する。 

附 則（平成 26年９月 30日条例第 23号） 

この条例は、平成 26年 10月１日から施行する。 

附 則（平成 31年３月 20日条例第２号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成 31年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第 15 条及び第 16 条第３項の規定は、この条例の施行の日以後に生じた災害により

被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援護資金の貸付けについて適用し、同日前に生じた災

害により被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援護資金の貸付けについては、なお従前の例

による。 

附 則（令和元年 12月 23日条例第 39号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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６．知立市災害弔慰金等支給規則 
昭和 56年 10月１日 

規則第 15号 
 

改正 昭和 57年 12月 27日 規則第 20号 

平成３年 12月 25 日 規則第 18号 

平成 26 年９月 30 日 規則第 23号 

平成５年３月 25日 規則第７号 

平成 20 年 10 月６日 規則第 32

号 

平成 31年３月 20日規則第６号 

 

知立市災害弔慰金・災害援護資金及び災害見舞金に関する条例施行規則（昭和 51年知立市規則

第 15号）の全部を改正する。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規則は、知立市災害弔慰金等支給条例（昭和 56年知立市条例第 29号。以下「条例」

という。）の施行に関し、必要な事項を定めることを目的とする。 

第２章 災害弔慰金の支給 

（支給の手続） 

第２条 市長は、条例第３条の規定により災害弔慰金を支給するときは、次に掲げる事項の調査

を行ったうえ災害弔慰金の支給を行うものとする。 

（１） 死亡者（行方不明者を含む。以下同じ。）の氏名、性別、生年月日 

（２） 死亡（行方不明を含む。）の年月日及び死亡の状況 

（３） 死亡者の遺族に関する事項 

（４） 支給の制限に関する事項 

（５） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

（必要書類の提出） 

第３条 市長は、本市の区域外で死亡した市民の遺族に対し、死亡地の官公署の発行する被災証

明書を提出させるものとする。 

２ 市長は、市民でない遺族に対しては、遺族であることを証明する書類を提出させるものとす

る。 

第３章 災害障害見舞金の支給 

（支給の手続） 

第４条 市長は、条例第９条の規定により災害障害見舞金を支給するときは、次に掲げる事項の

調査を行ったうえ災害障害見舞金の支給を行うものとする。 

（１） 障害者の氏名、性別、生年月日 

（２） 障害の原因となる負傷又は疾病の状態となった年月日及び負傷又は疾病の状況 

（３） 障害の種類及び程度に関する事項 

（４） 支給の制限に関する事項 

（５） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

（必要書類の提出） 

第５条 市長は、本市の区域外で障害の原因となる負傷又は疾病の状態となった市民に対し、負

傷し、又は疾病にかかった地の官公署の発行する被（罹）災証明書を提出させるものとする。 

２ 市長は、障害者に対し、災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和 48 年法律第 82 号）別表に

規定する障害を有することを証明する医師の診断書（様式第１）を提出させるものとする。 

第４章 災害援護資金の貸付け 

（借入れの申込） 

第６条 災害援護資金（以下「資金」という。）の貸付けを受けようとする者（以下「借入申込者」

という。）は、災害援護資金借入申込書（様式第２。以下「申込書」という。）を、市長に提出し

なければならない。 

２ 申込書には次に掲げる書類を添えなければならない。 

（１） 世帯主の負傷を理由とする申込書にあっては、医師の療養見込期間及び療養概算額を

記載した診断書 

（２） 被害を受けた日の属する年の前年（当該被害を１月から５月までの間に受けた場合に

あっては前々年とする。以下この号において同じ。）において、他の市町村に居住してい

た借入申込者にあっては、当該世帯の前年の所得に関する当該市町村長の証明書 

（３） その他市長が必要と認めた書類 
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３ 借入申込者は、申込書をその者の被災の日の属する月の翌月１日から起算して３月を経過す

る日までに提出しなければならない。 

（調査） 

第７条 市長は、申込書の提出を受けたときは、速やかにその内容を検討のうえ、当該世帯の被

害の状況、所得その他の必要な事項について調査を行うものとする。 

（貸付けの決定） 

第８条 市長は、借入申込者に対して、資金を貸付ける旨を決定したときは、災害援護資金貸付

決定通知書（様式第３。以下「決定通知書」という。）を借入申込者に交付するものとする。 

２ 市長は、借入申込者に対して、資金を貸付けない旨を決定したときは、災害援護資金貸付決

定不承認通知書（様式第４）を借入申込者に交付するものとする。 

（借用書の提出） 

第９条 決定通知書の交付を受けた者は、速やかに、災害援護資金借用書（様式第５。以下「借用

書」という。）（保証人を立てる場合は、保証人の連署した借用書）に、資金の貸付けを受けた者

（以下「借受人」という。）（保証人を立てる場合は、借受人及び保証人）の印鑑証明書を添えて

市長に提出しなければならない。 

（貸付金の交付） 

第 10条 市長は、前条の借用書と引換えに貸付金を交付するものとする。 

（借用書等の返還） 

第 11条 市長は、借受人が貸付金の償還を完了したときは、当該借受人に係る借用書及びこれに

添えられた印鑑証明書を遅滞なく返還するものとする。 

（繰上償還の申出） 

第 12条 繰上償還をしようとする者は、災害援護資金繰上償還申出書（様式第６）を、市長に提

出しなければならない。 

（償還金の支払猶予） 

第 13条 借受人は、償還金の支払猶予を申請しようとするときは、災害援護資金償還金支払猶予

申請書（様式第７）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、支払の猶予を認める旨を決定したときは、災害援護資金支払猶予承認通知書（様式

第８）を当該借受人に交付するものとする。 

３ 市長は、支払の猶予を認めない旨を決定したときは、災害援護資金支払猶予不承認通知書（様

式第９）を当該借受人に交付するものとする。 

（違約金の支払免除） 

第 14条 借受人は、違約金の支払免除を申請しようとするときは、災害援護資金違約金支払免除

申請書（様式第 10）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、違約金の支払免除を認める旨を決定したときは、災害援護資金違約金支払免除承認

通知書（様式第 11）を当該借受人に交付するものとする。 

３ 市長は、支払免除を認めない旨を決定したときは、災害援護資金違約金支払免除不承認通知

書（様式第 12）を当該借受人に交付するものとする。 

（償還免除） 

第 15条 災害援護資金の償還未済額の全部又は一部の償還の免除を受けようとする者（以下「償

還免除申請者」という。）は、災害援護資金償還免除申請書（様式第 13。以下「償還免除申請書」

という。）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の償還免除申請書には、次に掲げるいずれかの書類を添えなければならない。 

（１） 借受人の死亡を証する書類 

（２） 借受人が精神若しくは身体に著しい障害を受けて貸付金を償還することができなくな

ったことを証する書類 

３ 市長は、償還の免除を認める旨を決定したときは、災害援護資金償還免除承認通知書（様式

第 14）を当該償還免除申請者に交付するものとする。 

４ 市長は、償還の免除を認めない旨を決定したときは、災害援護資金償還免除不承認通知書（様

式第 15）を当該償還免除申請者に交付するものとする。 

（督促） 

第 16条 市長は、償還金を納付期限までに納入しない者があるときは、督促状を発行するものと

する。 

（氏名又は住所の変更届等） 

第 17条 借受人又は保証人について、氏名又は住所の変更等借用書に記載した事項に異同を生じ

たときは、借受人は速やかに、災害援護資金氏名等変更届（様式第 16）を市長に提出しなけれ
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ばならない。ただし、借受人が死亡したときは、同居の親族又は保証人が代ってその旨を届け出

るものとする。 

第５章 災害見舞金の支給 

（被害程度の判定基準） 

第 18条 条例第 17条第３号に掲げる被害程度の判定基準は、次のとおりとする。 

（１） 住居又は家財が滅失したとき。 

（２） 住居の７割以上が損壊、焼失又は流失したとき。 

（３） 家財の８割以上が損壊、焼失又は流失したとき。 

（４） 住居の２割以上７割未満が損壊、焼失又は流失したとき。 

（５） 家財の５割以上８割未満が損壊、焼失又は流失したとき。 

（６） 家財の７割以上が火災の消火活動により水損したとき。 

（災害見舞金の額） 

第 19条 条例第 18条第２号に掲げる災害見舞金の額は、次のとおりとする。 

（１） 入院加療を必要とする期間が１週間以上１月未満のとき。 １万 5,000円 

（２） 入院加療を必要とする期間が１月以上３月未満のとき。 ２万 5,000 円 

（３） 入院加療を必要とする期間が３月以上のとき。 ３万円 

２ 条例第 18条第３号に掲げる災害見舞金の額は、次のとおりとする。 

（１） 前条第１号から第３号までに該当する場合は、次に掲げる区分に応じた額 

ア 準世帯（学校、工場等の寄宿舎、寮、合宿所等に居住する者。以下同じ。）のとき。 ２

万円 

イ 普通世帯（準世帯以外の世帯。以下同じ。）でその世帯に属する者が１人のとき。 ４万

円 

ウ 普通世帯でその世帯に属する者が２人以上５人未満のとき。 ５万円 

エ 普通世帯でその世帯に属する者が５人以上のとき。 ６万円 

（２） 前条第４号及び第５号に該当する場合は、次に掲げる区分に応じた額 

ア 準世帯のとき。 １万円 

イ 普通世帯でその世帯に属する者が１人のとき。 １万 5,000円 

ウ 普通世帯でその世帯に属する者が２人以上５人未満のとき。 ２万 5,000円 

エ 普通世帯でその世帯に属する者が５人以上のとき。 ３万円 

（３） 前条第６号に該当する場合は、次に掲げる区分に応じた額 

ア 準世帯のとき。 5,000円 

イ 普通世帯のとき。 １万円 

３ 条例第 18条第４号に掲げる災害見舞金の額は、次のとおりとする。 

（１） 準世帯のとき。 5,000円 

（２） 普通世帯のとき。 １万円 

（届出） 

第 20条 条例第 19条の規定による届出は、被災届（様式第 17）によるものとする。 

第６章 補則 

（備付帳簿） 

第 21条 市長は、災害弔慰金の支給、資金の貸付け及び災害見舞金の支給の状況を明らかにする

ため、次に掲げる帳簿を備えるものとする。 

（１） 災害弔慰金支給整理簿（様式第 18） 

（２） 災害援護資金貸付台帳（様式第 19） 

（３） 災害見舞金支給整理簿（様式第 20） 

（委任） 

第 22条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の第 19 条の規定は、昭和 56 年９月１日以後に生じ

た災害又は火災により被害を受けた世帯の世帯主（世帯主が死亡の場合は、その葬祭を行う者）

に対する災害見舞金の支給について適用する。 

附 則（昭和 57年規則第 20号～平成 20年規則第 32号） 

（省略） 

附 則（平成 26年９月 30日規則第 23号） 

この規則は、平成 26年 10月１日から施行する。 

附 則（平成 31年３月 20日規則第６号） 
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（施行期日） 

１ この規則は、平成 31年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の知立市災害弔慰金等支給規則の規定は、この規則の施行の日前に生

じた災害により被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援護資金の貸付けについては、適用し

ない。 

附 則（令和３年３月 19日規則第４号） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に改正前の各規則の規定に基づいて作成されている申請書その他の用

紙は、改正後の各規則の規定にかかわらず、当分の間、使用することができる。 

 様式（省略） 
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７．知立市被災者生活再建支援金支給要綱 
（趣旨） 

第１条 この要綱は、自然災害によりその生活基盤に著しい被害を受けた世帯のうち、被災者生

活再建支援法（平成１０年法律第６６号）による支援の対象とならない世帯に対し、知立市被

災者生活再建支援金（以下「支援金」という。）を支給するため、必要な事項を定めることを目

的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１） 自然災害 暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波、噴火、竜巻、落雷その他の異

常な自然現象により知立市内において生じる被害をいう。 

（２） 被災世帯 被災者生活再建支援法施行令（平成１０年政令第３６１号）第１条各号の

規定に該当しない自然災害により被害を受けた世帯をいう。 

（３） 基礎支援金 住宅の被害の程度に応じて支給する支援金をいう。 

（４） 加算支援金 住宅の再建方法に応じて支給する支援金をいう。 

（支援金の支給） 

第３条 市長は、この要綱の施行の日以後に生じた自然災害による、次の各号に掲げる被災世帯

の世帯主（以下「支援対象者」という。）に、別表に掲げる支援金を支給するものとする。 

（１） 全壊世帯（当該自然災害によりその居住する住宅が全壊した世帯をいう。） 

（２） 半壊解体・敷地被害解体世帯（当該自然災害によりその居住する住宅が半壊し、又はそ

の居住する住宅の敷地に被害が生じ、当該住宅の倒壊による危険を防止するため必要が

あること、当該住宅に居住するために必要な補修費等が著しく高額となることその他こ

れらに準ずるやむを得ない事由により、当該住宅を解体し、又は解体されるに至った世

帯をいう。） 

（３） 長期避難世帯（当該自然災害により火砕流等による被害が発生する危険な状況が継続

することその他の事由により、その居住する住宅が居住不能のものとなり、かつ、その状

態が長期にわたり継続することが見込まれる世帯をいう。） 

（４） 大規模半壊世帯（当該自然災害によりその居住する住宅が半壊し、基礎、基礎ぐい、

壁、柱等であって構造耐力上主要な部分として建築基準法施行令（昭和２５年政令第３

３８号）第１条第３号で定めるものの補修を含む大規模な補修を行わなければ当該住宅

に居住することが困難であると認められる世帯（前２号に掲げる世帯を除く。）をいう。） 

（５） 中規模半壊世帯（当該自然災害により居住する住宅が半壊し、居室の壁、床又は天井

のいずれかの室内に面する部分の過半の補修を含む相当規模の補修を行わなければ当該

住宅に居住することが困難であると認められる世帯（前３号に掲げる世帯を除く。）をい

う。） 

２ 加算支援金については、知立市内で住宅の再建を行う場合に限るものとする。 

３ 支援金の支給は、口座振込による。 

（支給申請） 

第４条 支援金の支給を受けようとする支援対象者は、知立市被災者生活再建支援金支給申請書

（様式第１）に次の各号に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

（１） 住民票等世帯が居住する住宅の所在及び世帯の構成が確認できる知立市が発行する証

明書 

（２） 住宅が全壊、大規模半壊、中規模半壊又は半壊の被害を受けたことが確認できる知立

市が交付する罹災証明書 

（３） 半壊解体・敷地被害解体世帯が申請するときは、住宅に半壊の被害又は住宅の敷地に

被害を受け、当該住宅をやむを得ず解体したことが確認できる証明書 

（４） 半壊解体・敷地被害解体世帯のうち住宅の敷地に被害を受けた世帯が申請するときは、

宅地の応急危険度判定結果、敷地の修復工事の契約書など住宅の敷地に被害を受けたこ

とが確認できる証明書 

（５） 長期避難世帯が申請するときは、当該世帯に該当する旨の知立市による証明書 

（６） 加算支援金の支給を申請するときは、住宅を建設、購入、補修又は賃貸借を行ったこと

を示す、支援対象者又は支援対象者と同一世帯に属する者が契約者となっている契約書

等の写し及び資金計画 

（７） 振込先口座を確認できる預金通帳の写し等の書類 

（８） その他市長が必要と認める書類 

（申請期間） 
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第５条 前条の規定による申請を行うことができる期間は、当該支援金の支給に係る自然災害が

発生した日から起算して、基礎支援金にあっては１３月を経過する日まで、加算支援金にあっ

ては３７月を経過する日までとする。ただし、市長は、被災地における危険な状況の継続その他

やむを得ない事情により、その期間内に支援対象者が支援金の支給申請をすることができない

と認める場合は、その期間を延長することができる。 

（支給決定等の通知） 

第６条 市長は、第４条の規定による支援金の申請があった場合は、支援金の支給の適否を審査

し、支援金を支給すべきものと決定したときは知立市被災者生活再建支援金支給決定通知書（様

式第２）により、支給しないことを決定したときは知立市被災者生活再建支援金支給却下決定

通知書（様式第３）により、申請者に速やかに通知するものとする。 

（支援金の支給） 

第７条 支援対象者は、前条の規定による支給決定を受けたときは、知立市被災者生活再建支援

金請求書（様式第４）により市長に請求するものとする。 

（状況報告） 

第８条 支援対象者は、第４条の規定による申請内容どおりに住宅の再建を完了したことがわか

る書類を、知立市被災者生活再建支援金再建状況報告書（様式第５）により再建後速やかに市

長に提出しなければならない。 

（支給決定の取消し） 

第９条 市長は、支援対象者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、当該支給決定の

全部又は一部を取り消すことができる。 

（１） 偽りその他の不正の手段により支援金の支給の決定又は支給を受けたとき。 

（２） 第４条の規定による申請内容どおりに住宅の再建を実施しなかったとき。 

（３） 前号に掲げるもののほか、市長が当該支給決定を取り消す必要があると認めるとき。 

２ 市長は、支給決定の全部又は一部を取り消した場合は、知立市被災者生活再建支援金支給決

定取消通知書（様式第６）により支援対象者に通知するものとする。 

（支援金の返還） 

第１０条 市長は、前条の規定により支給決定を取り消した場合において、当該支給取消しに係

る部分について既に支援金が支給されているときは、知立市被災者生活再建支援金返還請求書

（様式第７）により、支援対象者にその返還を請求するものとする。 

（委任） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この要綱は、平成３０年６月２７日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年９月１日から施行する。 
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１．し尿及びごみ処理相互援助に関する協定書 
 

（目 的） 

第１条 この協定は、三河、知多清掃施設連絡協議会に所属する団体（以下｢団体｣という。）がそ

れぞれのし尿及びごみ処理施設（以下｢施設｣という。）が災害及び事故等により、施設に重大な

支障が生じたとき、構成団体相互で相互援助活動を行うことによって円滑なし尿及びごみ処理

を図りもって、住民の生活環境を保全することを目的とする。 

（相互援助の範囲） 

第２条 相互援助は、災害及び事故等により施設内で処理が不能になり、依頼団体と被団体との

合意が整ったときに限るものとする。 

（相互援助義務） 

第３条 団体は、災害及び事故等により施設内で処理が不能になった場合には被団体に援助を求

めることができる。 

２ 援助を求められた被団体は、速やかに可能な限り援助に努めるものとする。 

３ 相互援助を求める団体は、別表のとおりとする。 

（処理依頼の方法） 

第４条 援助を依頼する場合は、文書によるものとし、次の事項を記載しなければならない。 

⑴ 援助依頼者の名称 

⑵ 援助依頼の理由 

⑶ 援助依頼し尿の種類及びごみの種類、１日当たりの搬入量、処理依頼期問 

⑷ し尿及びごみ搬入責任者名と連絡先 

⑸ その他必要事項 

（搬入条件の遵守） 

第５条 援助依頼者は、受託者の搬入条件を遵守しなければならない。 

２ 搬入条件に違反した場合は、第３条の規定にかかわらず、受託を拒むことができる。 

（管 理） 

第６条 援助依頼者は、受託者管理施設内で、受託者の指示があった場合は、忠実に従わなけれ

ばならない。 

（経費の負担） 

第７条 し尿及びごみ処理に伴う経費の負担は、援助依頼者と受託者との協議によるものとする。 

（協議） 

第８条 この協定書に定めのない事項、又は疑義が生じた場合は、その都度協議して定めるもの

とする。 

附 則 

この協定は、平成２年３月１日から適用する。 

この協定の成立を証するため関係者記名押印の上、各１通を保有する。 

平成２年２月 23日 

中部知多衛生組合管理者 

東部知多衛生組合管理者 

衣浦衛生組合管理者 

西尾市外三町衛生組合管理者 

常滑武豊衛生組合管理者 

蒲郡市幸田町衛生組合管理者 

逢妻衛生処理組合管理者 

知多南部衛生組合管理者 

刈谷知立環境組合管理者 

西知多厚生組合管理者 

豊田加茂広域市町村圏事務処理組合管理者 

岡崎市長 

刈谷市長 

半田市長 

東海市長 

知多市長  
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豊田市長 

平成７年 11月 15日 

安城市長
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２．水道災害相互応援に関する覚書 
 

 （趣旨） 

第１条 この覚書は、災害その他非常の場合において日本水道協会の正会員でその愛知県支部に

所属するもの、及び三河山間地域水道整備促進連盟に所属するもの（以下「会員」という。）が、

会員相互で行う応援活動について、必要な事項を定めるものとする。 

 （災害救助法等との関係） 

第２条 会員相互で行う応援活動に関する事務処理については、災害救助法（昭和 22年法律第 118

号）その他法律に特別の定めがあるものを除くほか、この覚書の定めるところによる。また、会

員が応援活動中において、災害救助法その他法律で定める救助、又は応援が行われることとな

ったときは、速やかに法律で定める事務処理に切替わるよう努めなければならない。 

（相互応援義務） 

第３条 会員が災害を受け、独自で十分に応急措置等が実施できないときは、他の会員に応援に

求めることができる。 

２ 応援を求められた会員は、速やかに有効な手段でその応援に努めるものとする。 

（応援の内容） 

第４条 各会員の行う応援活動は、次のとおりとする。 

 ⑴ 応急給水作業 

 ⑵ 応急復旧作業（原則として仮復旧、第１次応急復旧作業） 

 ⑶ 応急復旧資器材の供出 

 ⑷ 工事業者のあっせん 

２ 前項第１号及び第２号の作業の期間は原則として７日以内とする。 

 （要請の方法） 

第５条 応援要請の手順は、次の各号によるものとする。 

⑴ 会員（名古屋市を除く。）は、県営水道受水団体で構成されている地域水道連絡協議会の長

（以下「地域会長」という。）へ応援を要請する。地域会長は、地域内の他の会員に応援を要

請し、さらに必要と認めたときは、日本水道協会愛知県支部の長（以下「支部長」という。）

へ応援を要請する。支部長は、県内の他の地域会長に応援を要請し、さらに必要と認めたと

きは、愛知県健康福祉部へ応援を要請する。 

⑵ 名古屋市は、直接支部長へ応援を要請する。 

⑶ 県営水道受水団体は、県営水道の被災に伴い応急給水の応援を必要とするときは、愛知県

企業庁へ応援を要請し、さらに必要と認めたときは、地域会長へ応援を要請する。この場合

愛知県企業庁は、地域会長に対して被災会員への応援について協力を依頼する。 

⑷ 東海地震等の大規模地震に対する応急復旧及び応急給水対策として、愛知県健康福祉部が

愛知県水道震災復旧支援センター（以下「支援センター」という。）を設置した場合は、第１

号及び第３号の規定にかかわらず支援センターへ応援を要請する。 

２ 応援を要請するときは、次の事項を明らかにして、とりあえず、口頭、電話、ファクシミリ又

は電子メール等により行い、後に文書を速やかに提出するものとする。 

 ⑴ 災害の状況 

 ⑵ 必要とする資器材、物資等の品名及び数量 

 ⑶ 必要とする職員の職種別人員 

 ⑷ 応援の場所及び応援場所への経路 

 ⑸ 応援の期間 

 ⑹ 前各号に掲げるもののほか必要な事項 

 （応援体制） 

第６条 応援を求められた会員が、応援職員を派遣するときは、災害状況に応じて給水用具、作

業用工具、食糧、衣類、日用品、その他必要なものを携行させるものとする。 

２ 応援職員は、応援（災害救助）である旨を記した旗、応援会員名入りの腕章等を明示着用する

ものとする。 

 （受入れ体制） 

第７条 応援を受ける会員は、応援職員の宿舎、寝具、食事等を用意するものとする。ただし、状

況によりこれを応援する会員に求めることができる。 

２ 資材、機械、工具等の応援を受ける会員は、倉庫置場等を確保し、これらを管理するものとす

る。 

 （費用の負担） 
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第８条 第４条第１項各号に規定する応援に要する費用は、応援を受ける会員がこれを負担する

ものとする。ただし、同項第１号に要する費用については、応援期間が２日以内の場合、又は特

別の事情がある場合において、応援を受けた会員の要請により応援した会員がやむを得ないと

認めたときは、応援した会員がその全部、又は一部を負担するものとする。 

２ 応援に要した費用の請求に関する事務は支部長又は地域会長を経由して、これを行うものと

する。 

 （損害の賠償） 

第９条 応援職員が応援業務により負傷し、疾病にかかり、又は死亡した場合における災害補償

は、応援をした会員の負担とする。ただし、被災地において応急治療する場合の治療費は、応援

を受けた会員の負担とする。 

２ 応援職員が業務上第三者に損害を与えた場合においては、当該職員の所属する会員がその損

害を賠償する責に任ずるものとする。この場合において、当該損害の発生が応援業務中（応援の

ための往復途中を除く。 ）に生じたものである場合においては、応援を受けた会員がこれに要

した経費を負担するものとする。 

 （業者への協力要請） 

第 10条 支部長、又は地域会長は、必要があるときは、水道用資材の製造販売及び水道工事を行

っている業者に対して、応急復旧工事に必要な資材の調達、復旧工事の実施等について、協力

を要請するものとする。 

 （救援体制表の作成） 

第 11条 会員は、救援体制表（別表第１）10部を毎年４月末日までに支部長へ提出するものとす

る。 

２ 支部長は、前項の体制表をとりまとめ整理して地域会長等関係者に送付するものとする。 

 （雑則） 

第 12条 この覚書の実施に関し、必要な事項、又はこの覚書に定めのない事項は、その都度協議

して定める。 

 （適用） 

第 13条 この覚書は、昭和 53年３月 29日から適用する。 

 

  この覚書の成立を証するため、関係者記名押印のうえ各１通を保有する。 

 

   附 則 

 この覚書は、平成 16年８月１日から適用する。この覚書の成立を証するため、支部長、愛知県

公営企業管理者、名古屋市水道事業・工業用水道事業及び下水道事業管理者、関係会員からの委

任を受けた各地域会長及び立会人である愛知県健康福祉部長が記名押印のうえ本書１通を作成し、

会員及び立会人においてその写し各１通を保有する。なお、本書１通は支部長が保管する。 

 

 平成 16年７月 30日 

            日本水道協会愛知県支部長 

                  豊 橋 市 長 

 

            愛知県公営企業管理者 

                  企 業 庁 長 

 

            名古屋市水道事業・工業用水道事業 

            及び下水道事業管理者 

                  上下水道局長 

 

            愛知用水北部地域 

             関係会員 瀬戸市 尾張旭市 愛知県中部水道企業団 

                  春日井市 

 

             地域会長 県水道北部ブロック協議会 

                  会長 瀬戸市長 

 

            愛知用水南部地域 
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             関係会員 半田市 常滑市 東海市 大府市 知多市 

                  阿久比町 東浦町 南知多町 美浜町 武豊町 

                  刈谷市 高浜市 愛知中部水道企業団 

 

             地域会長 県水道南部ブロック協議会 

                  会長 常滑市長  

             尾張地域 

              関係会員 一宮市 春日井市 津島市 犬山市 江南市 

                   尾西町 小牧町 岩倉市 清洲町 木曽川町 

                   七宝町 美和町 蟹江町 佐織町 春日町 

                   八開村 稲沢中島広域事務組合 西春日井郡 

                   東部水道企業団 海部南部水道企業団 丹羽 

                   広域事務組合 

 

              地域会長 尾張水道連絡協議会 

                   会長 春日井市長 

 

             西三河地域 

              関係会員 岡崎市 碧南市 刈谷市 豊田市 安城市 

                   知立市 高浜町 西尾幡豆広域連合 幸田町 

                   藤岡町 額田町 小原村 足助町 下山村 

                   旭町 稲武町 愛知中部水道企業団 

 

              地域会長 西三河水道事業連絡協議会 

                   会長 岡崎市長 

 

             東三河地域 

              関係会員 豊橋市 豊川市 蒲郡市 新城市 田原市 

                   音羽町 一宮町 小坂井町 御津町 渥美町 

                   設楽町 東栄町 豊根村 富山村 津具村 

                   鳳来町 作手村 

 

              地域会長 東三河県営水道受水団体協議会 

                   会長 豊橋市長 

 

              立  会  人 

                   愛知県健康福祉部長
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３．愛知県内広域消防相互応援協定書 
 

（目的） 

第１条 この協定は、消防組織法（昭和 22 年法律第 226 号）第 21 条の規定に基づき、愛知県域

内（以下｢県内｣という。）において大規模な災害等が発生した場合における消防相互応援につい

て必要な事項を定めることを目的とする。 

（協定市町村等） 

第２条 この協定は、県内の消防本部及び消防署をおいている市町、消防の一部事務組合及び消

防を含む一部事務組合（以下｢協定市町等｣という。）相互間において締結するものとする。 

（対象とする災害） 

第３条 この協定の対象とする災害は、次に掲げる災害とする。 

⑴ 大規模な地震、風水害等の自然災害 

⑵ 林野火災、高層建築物火災又は危険物施設火災等の大規模な火災 

⑶ 航空機災害又は列車事故等集団救急救助事故 

⑷ その他前名号に掲げる災害のほか、火災等の災害又は救急業務を必要とする事故が発生し、

応援が必要と判断されるもの 

（応援要請） 

第４条 この協定に基づく応援要請は、前条各号に規定する災害が発生した市町等（以下｢要請市

町等｣という。）の消防機関の長が要請市町等の消防力及び近隣市町等の応援協定による消防力

によっては、災害の防御又は救助等が著しく困難と認める場合は、第２条に規定する他の市町

等（以下｢応援市町等｣という。）の消防機関の長に対して行うものとする。ただし、近隣市町等

と応援協定を締結していない市町等の境界付近に火災等の災害又は救急業務を必要とする事故

の発生を覚知したときは、当該応援の要請があったものとみなす。 

２ 前項に規定する応援要請は、電話等により次の事項を明確にして行うものとし、事後速やか

に別記様式を提出するものとする。 

⑴ 災害の発生日時、場所及び状況 

⑵ 必要とする人員、車両及び資機材等 

⑶ 集結場所及び連絡担当者 

⑷ その他必要事項 

（応援隊の派遣） 

第５条 応援市町等の消防機関の長は、前条の規定により応援要請を受けたとき、業務に重大な

支障がない限り応援を行うものとする。 

２ 応援市町等の消防機関の長は、前条の応援要請に応ずることができない場合は、その旨を速

やかに要請市町等の消防機関の長に通報するものとする。 

（応援隊の指揮） 

第６条 要請市町等における応援隊の指揮は、要請市町等の消防機関の長が、応援隊の長に対し

て行うものとする。 

（経費の負担） 

第７条 応援に要する経費の負担については、法令その他特別の定めがあるものを除くほか次の

区分によるものとする。 

⑴ 機械器具の小破損の修理、燃料、消防職員及び消防団員の手当等に関する経費は、応援市

町等の負担とする。 

⑵ 機械器具の大破損の修理、応援市町等の消防職員及び消防団員の死傷による災害補償等の

重要事項に関する経費は、要請市町等の負担とする。 

２ 経費負担について疑義を生じた事項については、その都度、双方協議の上、決定するものとす

る。 

（情報提供等） 

第８条 協定市町等は、この協定の効率的な運用を図るために必要な各種消防情報等を相互に通

知するものとする。 

（実施細目） 

第９条 この協定の実施について必要な事項は、協定市町等の消防機関の長が協議して定めるも

のとする。 

（協定市町等の変更に伴う取扱い） 

第 10条 市町の合併、消防広域化等により協定市町等に変更が生じた場合、当該変更後に消防を

継承した協定市町等については、特段の申し出がない限り、この協定を引き続き締結している
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ものとして取り扱う。 

（疑義の協議） 

第 11条 この協定に規定していない事項又は疑義を生じた事項については、その都度、協定市町

村等が協議の上、決定するものとする。 

 

この協定は、平成 15年４月１日から施行する。 

平成２年３月 12日締結の「愛知県広域消防相互応援協定」は平成 15年３月 31日付けをもって

廃止する。 

 

この協定の証として本書 41通を作成し、各自１通を保管する。 

 

平成 15年４月１日 

 

名古屋市長 豊橋市長 

岡崎市長 一宮市長 

瀬戸市長 知多中部広域事務組合管理者 

春日井市長 豊川市長 

津島市長 豊田市長 

西尾市長 蒲郡市長 

犬山市長 常滑市長 

江南市長 尾西市長 

小牧市長 稲沢中島広域事務組合管理者 

新城市長 東海市長 

大府市長 知多市長 

尾張旭市長 岩倉市長 

豊明市長 長久手町長 

木曽川町長 蟹江町長 

幸田町長 田原市長 

渥美町長 衣浦東部広域連合長 

西春日井郡広域事務組合管理者 海部東部消防組合管理者 

尾三消防組合管理者 海部南部消防組合管理者 

海部西部広域事務組合管理者 丹羽広域事務組合管理者 

幡豆郡消防組合管理者 知多南部消防組合管理者 

あすけ地域消防組合管理者
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４．西三河地区消防相互応援協定書 
 

消防組織法（昭和 22 年法律第 226 号）第 21 条に規定する消防の相互応援に関し、岡崎市、碧

南市、刈谷市、豊田市、安城市、西尾市、知立市及び高浜市、幡豆郡一色町、吉良町及び幡豆町、

額田郡幸田町及び額田町、西加茂郡三好町の西三河地区市町並びに、尾三消防組合、幡豆郡消防

組合及び衣浦東部広域連合（以下｢協定市町等｣という。）は、火災その他の災害に際して消防活動

をより効果的に遂行するため相互に応援することを協定する。 

（目 的） 

第１条 この協定は、協定市町等の区域において消防業務及び救急業務（以下｢消防業務等｣とい

う。）が発生した場合、協定市町等が相互に応援協力し、その応急対策活動の万全を期すること

を目的とする。 

（応援を行う場合） 

第２条 協定市町等は、その区域内において消防業務等が発生した場合は相互に応援するものと

する。 

（応援の種別） 

第３条 前条の規定による相互応援の種別は、次のとおりとする。 

⑴ 消防業務の場合  普通応援及び特別応援 

⑵ 救急業務の場合  特別応援 

２ 普通応援は、協定市町等の区域内において、当該市町の近隣地域に災害が発生したと認めた

場合に自動的に出動する応援をいう。 

３ 特別応援は、協定市町等の区域内において、特殊的防ぎょを必要とする災害が発生した場合

又は当該災害により事故が発生した場合に受援市町長、広域連合長及び消防組合管理者又は消

防長の要請に基づいて出動する応援をいう。 

４ 前２項の規定による出動の範囲は、関係市町等が協議のうえ別に定める。 

（応援力） 

第４条 この協定により応援する消防隊（以下｢応援隊｣という。）は、原則として応援隊の所属す

る市町等が所有する全消防力の４分の１以内とする。 

２ 関係市町等は、消防業務の規模等により特別の措置を必要とする場合は、前項の規定にかか

わらず、全消防力の３分の１まで応援することができる。 

３ 第３条第１項第２号の規定による特別応援は、原則として応援隊の所属する市町等において

支障を生じない限度で行うものとする。 

（応援の方法） 

第５条 第２条の規定による応援の円滑を期するため、協定市町等は、それぞれ別に定める連絡

担当部を設置するものとする。 

２ 協定市町等は、応援を要請しようとするときは、次に掲げる事項を明らかにし、とりあえず電

話等により連絡担当部を通じ関係市町等に要請し、事後において速やかに文書を提出しなけれ

ばならない。 

⑴ 災害の発生日時、場所及び状況 

⑵ 必要とする人員、車両及び資機材等 

⑶ 集結場所及び連絡担当者 

⑷ その他必要な事項 

（応援隊の指揮） 

第６条 応援隊の指揮は、原則として受援市町等の現場最高指揮者が行う。 

（報告） 

第７条 応援隊の長は、現場に到着したとき及び現場を引き揚げるとき並びに消防活動の状況を

現場最高指揮者に報告しなければならない。 

（費用の負担） 

第８条 応援に要する費用の負担については、法令その他特別の定めがあるものを除くほか、次

の区分によるものとする。 

⑴ 普通応援の場合 

応援隊の所属する市町等の負担とする。 

⑵ 特別応援の場合 

ア 機械器具の小破損の修理、燃料、消防職員及び消防団員の手当等に関する費用は、応援

隊の所属する市町等の負担とする。 

イ 機械器具の大破損の修理、消防職員及び消防団員の死傷による災害補償等の重要事項に
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関する費用は、その都度関係市町等において協議して定めるものとする。 

（協定外の費用） 

第９条 前条に規定する費用以外で応援したことにより重大な費用の支出を必要とした場合及び

費用負担について疑義を生じた事項については、関係市町等において協議決定する。 

（資料の交換） 

第 10 条 協定市町等は、毎年４月１日現在の消防力に関する資料を相互に交換するものとする。

ただし、当該消防力に変動が生じた際は、その都度通知するものとする。 

（協定市町等の変更に伴う取扱い） 

第 11条 市町の合併、消防広域化等により協定市町等に変更が生じた場合、当該変更後に消防を

承継した協定市町等については、特段の申し出がない限り、この協定を引き続き締結している

ものとして取扱う。 

ただし、新たな名称の市町等ができた場合はこの限りでない。 

（雑則） 

第 12条 この協定の実施に関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この協定は、昭和 43年５月１日から実施する。 

附 則 

この協定は、昭和 51年９月１日から実施する。 

附 則 

この協定は、昭和 58年２月１日から実施する。 

附 則 

この協定は、平成 15年５月１日から実施する。 

附 則 

この協定は、平成 15年 10月１日から実施する。 

附 則 

この協定は、平成 17年４月１日から実施する。 

 

上記の協定の成立を証するため、この協定書を作成し、記名捺印のうえ、協定市町村等各１通

を保管する。 

 

平成 17年４月１日 

岡 崎 市 長   
碧 南 市 長   
刈 谷 市 長   
豊 田 市 長   
安 城 市 長   
西 尾 市 長   
知 立 市 長   
高 浜 市 長   
幡 豆 郡 一 色 町 長   
  同  吉 良 町 長   
  同  幡 豆 町 長   
額 田 郡  幸 田 町 長   
  同  額 田 町 長   
西 加 茂 郡 三 好 町 長   
尾 三 消 防 組 合 管 理 者   
幡 豆 郡 消 防 組 合 管 理 者   
衣 浦 東 部 広 域 連 合 長   
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５．愛知県防災行政無線局に関する協定書 
 

愛知県（以下「甲」という。）と知立市（以下「乙」という。）は、風水害、地震その他の災害に

際し、災害対策活動に必要な情報の収集、伝達及び一般行政事務に関し円滑な連絡を図るための

愛知県防災行政用無線の端末機関（以下「無線局」という。）の運用及び管理について、次のとお

り協定する。なお、平成 14年 12月１日付けで甲及び乙との間で締結した「協定書」は廃止する。 

（開設場所） 

第１条 甲は、乙の区域内の次の場所に無線局を開設するものとする。 

    住所 知立市広見三丁目１ 

（無線局の管理運用） 

第２条 乙は、愛知県防災行政用無線局運用規程（昭和４９年愛知県訓令第１４号。以下「運用

規程」という。）及び愛知県防災行政用無線局運営要綱の規程の例により第１条に掲げる無線局

の運用及び管理を行うものとする。 

２ 甲及び乙は、それぞれ管理する無線設備に係る日常の保守及び定期点検を行うものとする。 

３ 甲は、甲の管理する無線設備を点検等により停止するとき又は当該無線設備に異常を認めた

ときは乙に通知するものとする。 

４ 乙は、前項と同様の場合、甲に通知するものとする。 

（無線管理者等の指名） 

第３条 乙は、運営規程第７条及び第８条の規定の例により無線管理者、運用主任者及び通信担

当者（以下「無線管理者」という。）を乙の職員の中から指名するものとする。 

２ 乙は、前項の規定により無線管理者を指名したときは、甲に通知するものとする。 

（電波法に基づく事務手続き） 

第４条 第１条に掲げる無線局の変更に係る電波法（昭和 25 年法律第 131 号）に基づく申請は、

乙が申請書類を作成し、甲に提出するものとする。これに係る費用は、乙が負担するものとす

る。 

（無線設備の変更） 

第５条 乙は、第１条に掲げる無線局に係る無線設備を設置する場所を変更しようとするときは、

前年度の７月末までに文書により甲と協議をするものとする。 

２ 甲は、第１条に掲げる無線局に対向する無線局に係る無線設備を設置する場所を変更しよう

とするときは、前年度の７月末までに文書により乙と協議をするものとする。 

３ 前２項に規定する無線設備を設置する場所の変更に係る費用（対向する無線局に係る無線設

備の調整に係る費用を含む。）は、すべての原因者が負担するものとする。 

（経費の負担） 

第６条 甲及び乙は、それぞれ管理する無線局の運用及び管理に係る電気料、電話料、消耗品類

の購入費その他運用に伴う通常経費を負担するものとする。 

（協議） 

第７条 この協定書に定めのない事項については、甲、乙協議の上、別に決定するものとする。 

 

この協定の証として本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、それぞれ１通を保管する。 

 

平成 15年４月１日 

 

甲 愛知県 

愛知県知事 

 

乙 知立市 

知立市長  
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６．自主防災組織訓練指導に関する協定書 
 

知立市（以下「甲」という。）と、衣浦東部広域連合（以下「乙」という。）とは、自主防災組織

に対する訓練指導について、次のとおり協定を締結する。 

（趣旨） 

第１条 この協定は、甲の区域の所在する自主防災組織が実施する防災訓練で、甲が必要と認め

る訓練に対し乙の職員が指導を実施することに関し必要な事項を定めるものとする。 

（指導の依頼） 

第２条 甲は、乙に対して、原則として訓練当日の 14日前までに甲の区域に所在する乙の消防署

長に対し、開催日時、場所、指導内容等について文書で依頼するものとする。 

（派遣） 

第３条 乙は、甲の依頼に基づき訓練指導に必要な職員を派遣する。ただし、災害発生等の緊急

時においては、この限りでない。 

（従事業務） 

第４条 訓練指導に従事する業務は、次のとおりとする。 

⑴ 消火器、消火栓等を使用する消火訓練に関すること。 

⑵ 救急法指導に関すること。 

⑶ 防火、救急及び地震についての講話に関すること。 

⑷ 濃煙体験訓練（煙体験ハウス）に関すること。 

⑸ 起震車体験を含む地震防災訓練に関すること。 

⑹ 避難訓練の監視及び指導に関すること。 

⑺ その他、防災訓練に関すること。 

（費用の負担） 

第５条 訓練指導に要する消耗品等の経費は、甲の負担とする。 

（協議） 

第６条 この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が生じた事項については、甲乙協

議して定める。 

（有効期間） 

第７条 この協定の有効期間は、協定の日から１年とする。ただし、この協定の有効期間満了の

日前１月以内に、甲、乙いずれかから何ら意思表示がないときは、更に期間満了の日の翌日から

１年間この協定を更新するものとし、以後この例による。 

 

この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙押印のうえ各１通を保有する。 

平成 15年４月１日 

甲 知立市広見三丁目１番地 

知立市長    

乙 刈谷市小垣江町西高根 204番地１ 

衣浦東部広域連合長
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７．衣浦東部広域行政圏災害時相互応援協定 

 
碧南市、刈谷市、安城市、知立市、高浜市（以下「協定市」という。）は、災害対策基本法（昭

和 36 年法律第 223 号）第 67 条の規定に基づき、協定市において災害が発生した場合における相

互応援について、次のとおり協定する。 

（応援の種類） 

第１条 応援の種類は次のとおりとする。 

⑴ 食糧、飲料水及び生活必需品並びにその供給に必要な資機材の提供 

⑵ 救援及び救助活動に必要な車両等の提供 

⑶ 被災者の救出、医療、防疫並びに応急復旧に必要な医薬品等物資及び資機材の提供 

⑷ 救援、応急復旧に必要な職員の派遣 

⑸ 被災者の受容れ 

⑹ 前各号に掲げるもののほか、要請があった事項 

（応援の手続き） 

第２条 応援を要請する市（以下「要請市」という。）は、次の事項を明らかにし、文書により要

請するものとする。ただし、緊急を要する場合は、電話等により応援を要請し、後日、速やかに

文書を提出するものとする。 

⑴ 被害の状況 

⑵ 必要とする物資等の種類及び数量 

⑶ 必要とする職員の職種、人数及び業務内容 

⑷ 応援場所及び応援場所への経路 

⑸ 応援期間 

⑹ その他必要な事項 

（応援の実施） 

第３条 応援を要請された市（以下「応援市」という。）は、自らの業務に支障がない限り、極力

これに応じ、救援に努めるものとする。 

（応援のため派遣された職員の指揮） 

第４条 応援のため派遣された職員は、要請市の市長の指揮の下に活動するものとする。 

（経費の負担） 

第５条 応援に要した経費は、原則として要請市の負担とする。 

（損害賠償等） 

第６条 応援活動に従事した職員が、その活動により死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又

はその活動による負傷者若しくは疾病により死亡し、若しくは障害者となった場合は、本人又

はその遺族に対する補償は、応援市が対応するものとする。 

２ 応援活動に従事した職員が、業務上第三者に被害を与えた場合において、その損害が要請市

への往復途中に生じたものを除き、要請市がその賠償の責めを負うものとする。 

（応援の自主出動） 

第７条 災害が発生し、被災市との連絡が取れない場合で、応援を行おうとする市が必要と認め

たときは、関係職員で構成する情報収集班を派遣し被災地の情報収集を行うとともに、該当情

報に基づき必要な応援を行うものとする。 

２ 前項の応援に要した経費の負担については、第５条の規定を準用する。ただし、被災地の情

報収集活動に要する経費は、応援を行おうとする市の負担とする。 

（連絡担当部局） 

第８条 協定市は、相互応援のための窓口として、あらかじめ連絡担当部局を定めておくものと

する。 

２ 連絡担当部局は、この協定に基づく応援の円滑化を図るため、災害が発生したときは、速や

かに緊密な情報交換を行うものとする。 

（他の協定との関係） 

第９条 この協定以外の災害時等における応援協定が適用された場合は、当該応援協定の定める

ところによる。 

（その他） 

第 10条 この協定の実施に関して必要な事項及びこの協定に定めのない事項は、協定市が協議し

て定めるものとする。 

附 則 

この協定は、平成 12年１月 17日から施行する。 
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この協定を証するため、本協定書５通を作成し、各市長が記名押印のうえ、各１通を保有する。 

 

平成 12年１月 17日 

 

碧南市 

碧南市長  

 

刈谷市 

刈谷市長  

 

安城市 

安城市長  

 

知立市 

知立市長  

 

高浜市 

高浜市長  
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８．災害対策本部等設置時における職員の派遣に関する協定書 
 

知立市（以下「甲」という。）と、衣浦東部広域連合（以下「乙」という。）とは、職員の派遣に

ついて、次のとおり協定を締結する。 

（趣旨） 

第１条 この協定は、知立市地域防災計画に基づき、災害対策本部及び地震災害警戒本部（以下

「災害対策本部等」という。）が設置された場合の衣浦東部広域連合職員を派遣することに関し

必要な事項を定めるものとする。 

（派遣） 

第２条 乙は、甲に対して、知立市地域防災計画に定める災害対策本部等の消防部の業務を行う

ための職員を派遣する。 

（従事業務） 

第３条 派遣職員は、次に掲げる業務に従事するものとする。 

⑴ 災害対策基本法（昭和 36年法律第 223号）第 23号第１項の規定により設置される知立市

災害対策本部の消防部の業務 

⑵ 大規模地震対策特別措置法（昭和 56 年法律 73 号）第 16 条の規定により設置される知立

市地震防災警戒本部の消防部の業務 

（派遣要請） 

第４条 派遣を要請する甲は、災害対策本部等の設置を決定した場合は、速やかに乙に対して、

要請するものとする。 

（派遣期間） 

第５条 職員の派遣期間は、甲が知立市災害対策本部等を設置したときから廃止するまでの間。 

（派遣職員の身分） 

第６条 派遣職員は、乙及び甲の職員の身分を併せ有するものとする。 

（分限及び懲戒） 

第７条 派遣職員に対する分限及び懲戒は、乙が行うものとする。ただし、その基礎となる事実認

定については、甲乙協議するものとする。 

（給与、旅費等） 

第８条 派遣職員の給料、職員手当及び旅費等は、乙が負担するものとする。 

（公務災害補償） 

第９条 派遣職員の公務災害補償は、乙が行うものとする。ただし、その基礎となる事実認定に

ついては、甲乙協議するものとする。 

（協議） 

第 10条 この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が生じた事項については、甲乙協

議して定める。 

（有効期間） 

第 11条 この協定の有効期間は、協定の日から１年とする。ただし、この協定の有効期間満了の

日前１月以内に、甲、乙いずれかから何ら意思表示がないときは、更に期間満了の日の翌日から

１年間この協定を更新するものとし、以後この例による。 

 

この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自１通を保有する。 

 

平成 15年４月１日 

 

甲 知立市広見三丁目１番地 

知立市長 

 

乙 刈谷市小垣江町西高根 204番地１ 

衣浦東部広域連合長  
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９．災害時の放送に関する協定（株式会社キャッチネットワーク、株式会社エフエム

キャッチ） 
 

 知立市（以下「甲」という。）と株式会社キャッチネットワーク（以下「乙」という。）及び株式

会社エフエムキャッチ（以下「丙」という。）は、災害時の放送に関して協定を締結する。 

 （趣旨） 

第１条 この協定は、大地震等の災害に関し、防災対策又は応急対策の実施上必要がある場合に、

甲が、乙及び丙に放送を依頼する方法と、乙及び丙の放送の対応を定めるものとする。 

 （放送の依頼等） 

第２条 甲は、災害の発生の防止又は応急対策を実施する上で必要が生じた場合に、乙又は丙に

対し放送の依頼をするものとする。 

２ 甲は、乙又は丙に、次の事項を明らかにして依頼の手続きをするものとし、書面での伝達を基

本とする。ただし、緊急を要する場合は、この限りでない。 

⑴ 理由 

⑵ 内容 

⑶ 希望する日時 

⑷ 記載事項の問い合わせ先 

⑸ その他必要な事項 

３ 乙又は丙は、甲に対し、放送に必要な資料の提供を求めることができる。 

 （放送の実施） 

第３条 乙又は丙は、放送体制が確立される場合において、甲から依頼された事項に関し、形式、

内容及び時刻を決定して放送するものとする。 

２ 乙又は丙は、災害が甲を含めた広域で同時に発生した場合、放送事業者としての判断に基づ

き放送するものとする。 

（連絡責任者） 

第４条 甲、乙及び丙は、第２条に掲げる放送依頼の円滑な実施を図るため、それぞれに連絡責

任者を置くものとする。 

 （放送料） 

第５条 災害情報の放送料は、無償とする。 

 （有効期間） 

第６条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、甲、乙及び丙のいず

れも有効期間満了の日前１月以内に異議がない場合には、期間満了日の翌日から、１年を単位

として毎年自動的に継続するものとする。 

（雑則） 

第７条 この協定の実施に関し必要な事項は、甲、乙及び丙が協議して定めるものとする。 

   附 則 

平成 15 年１月 14 日付けで知立市と株式会社キャッチネットワーク及び株式会社エフエムキャ

ッチとの間で締結した「災害時の放送に関する協定」は廃止する。 

 

この協定を証するため、本協定書３通を作成し、甲、乙、丙記名押印のうえ各 1通を保有する。 

 

平成 18年２月１日 

甲 知立市広見三丁目１番地 

   知立市 

    代表者 知立市長 

乙 刈谷市野田町大ヒゴ１番地 

株式会社キャッチネットワーク 

代表者 取締役社長  

 

             丙 刈谷市野田町大ヒゴ１番地 

                株式会社エフエムキャッチ 

                 代表者 取締役社長  
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１０．災害発生時における火葬場の相互応援協力に関する協定 
 

（目的） 

第１条 この協定は、災害発生時における愛知県内の火葬場間の広域的な相互応援協力について

必要な事項を定めることにより、遺体の円滑な火葬を実施し、もって、公衆衛生の確保に資する

ことを目的とする。 

（協定市町村等） 

第２条 この協定は、愛知県内で火葬場を経営する市町村及び地方公共団体の組合（以下「協定

市町村等」という。）の相互間において締結するものとする。 

（応援協力の実施） 

第３条 この協定における応援協力は、次のいずれかに該当する場合で、協定市町村等から応援

協力の要請があったときに実施するものとする。 

(1) 協定市町村等の火葬場が被災して稼動できなくなった場合 

(2) 協定市町村等の火葬場の火葬能力を著しく超過する遺体の火葬を行う必要が生じた場合 

(3) その他協定市町村等の火葬場の稼動に支障が生じた場合 

（応援協力の内容） 

第４条 この協定における応援協力の内容は、次のとおりとする。 

(1) 要請を受けた遺体の火葬 

(2) 火葬場の業務に必要な物資等の提供及び斡旋 

(3) 火葬場の業務に係る人員の派遣 

(4) その他要請のあった事項のうち必要と認められる事項 

（応援協力の手続等） 

第５条 この協定における応援協力の要請は、応援協力を要請する協定市町村等（以下「要請市

町村等」という。）の長が、他の協定市町村等の長に対し行うものとする。 

２ 前項に規定する応援協力の要請に係る手続きは、別に定めるものとする。 

（応援協力体制） 

第６条 前条の応援協力の要請に対し、広域的に応じるため、別表のとおり協定市町村等を５ブ

ロックに分割し、各ブロックにそれぞれ幹事を置く。 

２ 幹事は、前条の応援協力の要請に対し、迅速かつ円滑に応じるため、ブロック内の協定市町

村等及び他ブロックの幹事との連絡調整を行うこととする。 

３ 幹事から代表幹事を選出する。 

４ 代表幹事は、必要に応じ関係ブロックの幹事と連絡調整を行うものとする。 

（協定市町村等の責務） 

第７条 第５条第１項の規定により応援協力を行う協定市町村等（以下「応援協力市町村等」と

いう。）は、自らの業務に支障がない限り応援協力を行うものとする。 

２ 応援協力市町村等の長は、第５条の応援協力の要請に応ずることができない場合は、その旨

を速やかに要請市町村等の長に通知するものとする。 

３ 協定市町村等は、第４条各号に規定する応援協力が円滑に実施できるよう、あらかじめ必要

な物資等の確保及び応援協力体制の整備等に努めるものとする。 

（経費の負担） 

第８条 応援協力に要する経費は、原則として要請市町村等がこれを負担するものとする。 

２ 経費の負担について疑義を生じた場合は、要請市町村等及び応援協力市町村等の協議により、

決定するものとする。 

（連絡協議会の設置） 

第９条 この協定の運用その他必要な事項を協議するため、協定市町村等による連絡協議会を設

置するものとする。 

（協定市町村等の変更に伴う取扱い） 

第１０条 市町村の合併等により協定市町村等に変更が生じた場合は、特段の申し出がない限り、

当該変更後に承継した市町村又は地方公共団体の組合が、この協定を引き続き締結しているも

のとして取り扱うものとする。 

２ この協定を締結後、新たに愛知県内で火葬場を経営する市町村又は地方公共団体の組合から

この協定の締結についての申し出があった場合は、連絡協議会に諮るものとする。 

（実施細目） 

第１１条 この協定の実施に関し、必要な事項、定めのない事項又は疑義が生じた事項は、代表

幹事が連絡協議会に諮り、決定するものとする。 
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（適用） 

第１２条 この協定は、平成３１年３月２９日から適用する。 

 

平成１８年３月３０日に締結された協定は、これを廃止する。 

この協定の証として、本書３０通を作成し、各自１通を保管する。 

 

平成３１年３月２９日 

名古屋市長 豊橋市長 岡崎市長 一宮市長 瀬戸市長 豊川市長 津島市長 刈谷市長 豊田

市長 

安城市長 西尾市長 常滑市長 稲沢市長 新城市長 知多市長 知立市長 田原市長 愛西市

長 

弥富市長 蟹江町長 飛島村長 設楽町長 東栄町長 

知多中部広域事務組合管理者 半田市長  愛北広域事務組合管理者 大口町長 

衣浦衛生組合管理者 碧南市長  知多南部衛生組合管理者 美浜町長 

尾張東部火葬場管理組合管理者 春日井市長  知北平和公園組合管理者 東海市長 

蒲郡市幸田町衛生組合管理者 蒲郡市長  立会人 愛知県健康福祉部保健医療局長 
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１１．知立市、伊那市災害時相互応援協定書 
 
 知立市と伊那市（以下「協定市」という。）とは、相互扶助の精神に基づき、協定市の区域
内において災害（災害対策基本法第２条第１号に規定する災害をいう。以下同じ。）が発生し、
被災者救護等の応急措置の実施が十分できない場合において、被災者に対する救護等を実施
するための応援体制に関し、次のとおり協定を締結する。 
 
（連絡窓口） 
第１条  協定市は、災害時での必要な情報等を相互に提供することにより、応援の円滑な運

営 
を図るため、あらかじめ連絡担当部課を定めるものとする。 

（応援の種類） 
第２条 応援の種類は、次のとおりとする。ただし、応援を行う市の過剰な負担にならない範 
囲内において実施するものとする。 
（１）被災者の救出、医療、防疫、施設の応急復旧等に必要な物資、機材及び車両の提供 
（２）食料、飲料水、生活必需品その他の生活物資並びにそれらを提供するために必要な 
機材及び車両の提供 

 （３）被災者を一時収容するために必要な施設の提供及び斡旋 
 （４）応援に必要な職員の派遣 
 （５）災害救助ボランティアの斡旋 
 （６）被災児童生徒の受け入れ 
 （７）前各号に掲げるもののほか、特に要請のあった事項 
（応援の要請手続） 
第３条 応援の要請をする場合は、次に掲げる事項を明らかにして電話等により連絡を取る

と 
ともに、速やかに文書により通知をするものとする。 

 （１）被害の状況 
 （２）前条第１号から第３号までに掲げる物資等の品目、規格、数量等 
 （３）前条第４号に掲げる職員の職種、人数等 
 （４）応援を受ける場所及び応援を受ける場所への経路 
 （５）応援を受ける期間 
 （６）前各号に掲げるもののほか、応援を必要とする事項 
（応援の実施） 
第４条 応援の要請を受けた市は、直ちに必要な応援を実施するものとする。 
２ 協定市は、応援の要請が無い場合であっても、収集した情報等から緊急に応援出動するこ 
とが必要であると認められるときには、自主的な判断に基づき応援を実施するものとする。 

３ 応援の要請を受けた市が応援を実施できない場合は、当該要請をした市に対し、速やかに 
その旨を連絡しなければならない。 

（指揮権） 
第５条 応援を行う市の職員が応援に従事するときは、応援を受ける市の災害対策本部の指

揮 
に従い行動するものとする。 

（応援経費の負担） 
第６条 応援に要する経費の負担は、法令その他特別に定めがあるものを除くほか、原則とし 
て応援を受ける市の負担とする。 

２ 自主的な判断に基づいて行われた応援に係る経費の負担については、法令その他特別に
定 

めがあるものを除くほか、応援を行う市の負担とする。 
３ 前２項の規定によりがたいときは、その都度協定市の間で協議して定めるものとする。 
（災害補償等） 
第７条 応援に派遣した職員が、業務遂行中に負傷し、疾病にかかり、若しくは死亡した場合 
又は負傷若しくは疾病の治癒後においても障害を有するに至った場合における本人又はそ

の 
遺族に対する賠償の責務は、応援を行う市が負うものとする。 

２ 応援に派遣した職員が、業務遂行中に第三者に損害を与えた場合は、その損害が応援を
受 

ける市との往復途中において生じたものを除き、応援を受ける市がその賠償の責務を負うも 
のとする。 

（平常時における活動等） 
第８条 両市は、この協定に基づく応援が円滑に行われるよう、相互に地域防災計画その他

必 
要な資料を交換するとともに、関係者の交流を図るものとする。 
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（その他） 

第９条 この協定の実施に関し必要な事項又はこの協定に定めのない事項については、協定

市 

間で協議して定めるものとする。 

２ 平成７年５月１５日付けで協定市間で締結した、災害時相互応援に関する協定は令和７

年  

１月２８日をもって廃止する。 

（効力の発生） 

第 10条 この協定は、協定の締結した日から、その効力を発生するものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、協定市それぞれ記名押印の上、各１

通を保有する。 

 

令和７年１月２９日 

 

 

愛知県知立市広見三丁目１番地 

          

知 立 市 長                

 

 

長野県伊那市下新田３０５０番地          

 

伊 那 市 長                
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１２．水害時における緊急時協力避難施設の使用に関する覚書（ジェイテクト株式会

社） 
 

（趣旨） 

第１条 この覚書は、知立市内で災害（洪水等による水災に限る。以下同じ。）が発生し、又は発

生するおそれがある場合において、知立市（以下「甲」という。）が、豊田工機株式会社東刈谷

工場（以下「乙」という。）所有の施設の一部を、地域住民の所有する車両等の緊急避難場所（以

下「緊急避難場所」という。）として使用することについて、必要な事項を定めるものとする。 

（対象となる災害） 

第２条 この覚書の対象となる災害は、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 60 条の規

定により、甲が避難のために立ち退きを勧告し、又は指示した場合、又は台風や大雨によって洪

水等の発生が予想される場合であって、乙が必要と認める災害とする。 

（協力の要請） 

第３条 甲は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、乙に対し、次条に規定す

る施設を緊急避難場所として使用することを要請することができる。 

（緊急避難場所） 

第４条 乙は、前条の規定による甲の要請を受けたとき、あるいは乙の判断に基づいて、乙の所有

に係る次に掲げる施設を緊急避難場所として甲に使用させるものとする。 

⑴ 名称  豊田工機株式会社東刈谷工場 第２駐車場 

⑵ 位置  刈谷市野田町北地蔵山１番９ 

（使用期間） 

第５条 緊急避難施設としての使用期間は、甲が第 3 条の規定による要請をしたときから、避難

の必要がなくなった旨の通知をした時までとする。 

（避難への対応） 

第６条 乙は、緊急避難場所を使用する者が容易に出入りできるよう、出入口の 解錠及び開門

を行うものとする。 

（派遣の要請） 

第７条 乙は、緊急避難場所を使用させる場合において、必要があると認めたときは、甲に対し、

必要な人員の配備をするよう要請することができる。 

（復旧） 

第８条 甲は、緊急避難場所の使用を終えた時は、遅滞なく当該施設を原状に復旧し、又は乙の

同意する状態に復旧するものとする。 

（経費の負担） 

第９条 乙が緊急避難場所を避難者に使用させたことにより要した費用は、甲が負担するものと

する。 

２ 乙は、前条に関する復旧が完了した後、緊急避難場所の使用に要した実費を甲に請求するも

のとする。 

（緊急避難場所の変更及び廃止） 

第 10条 乙は、緊急避難場所の名称若しくは位置を変更し、又は緊急避難場所としての機能を廃

止したときは、速やかにその旨を甲に通知しなければならない。 

２ 甲は、前項の規定により緊急避難場所の変更又は廃止の通知を受けたときは、当該施設の使

用が想定される地域の住民に、その旨を周知しなければならない。 

（協議） 

第 11条 この覚書に定めのない事項については、甲、乙協議の上、別に定める。 

 

この覚書の締結を証するため、この書面２通を作成し、甲、乙それぞれ 1 通を保管するものと

する。 

平成 17年４月１日 

甲  知立市広見三丁目１番地 

    知立市  

知立市長 

乙  刈谷市野田町北地蔵山 1番７ 

    豊田工機株式会社東刈谷工場 

（ジェイテクト株式会社） 

   工場長 
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１３．知立市井戸水提供に関する協定 
 

知立市と井戸水提供者は、災害が発生した場合における井戸水提供について、知立市を「甲」、

井戸水提供者を「乙」とし次のとおり協定する。 

 

（目的） 

第１条 災害発生時に、乙が井戸水を甲に無償で提供することによって飲料用又は消火用等の水

源を確保することを目的とする。 

 （内容） 

第２条 協定の内容は次のとおりとする。 

⑴ 井戸及びポンプ等は、乙が管理する。 

⑵ 乙は、災害時において、飲料用・消火用等として、甲の指示に従い近所の住民等に井戸水を

無償提供する。 

⑶ 井戸水の水質検査は、甲が定期的に行う。 

⑷ 乙は、井戸水の使用に支障が生じた場合は、ただちに甲に報告するものとする。 

 （その他） 

第３条 この協定の実施に関して必要な事項及びこの協定に定めのない事項は、甲と乙が協議し

て定めるものとする。 

 

 この協定を証するため、本協定書２通を作成し、当事者記名押印の上各１通を保有する。 

 

  年  月  日 

 

甲 知立市 

   知立市長  

 

乙 井戸水提供者 
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１４．災害時医療救護に関する協定書（刈谷医師会知立支部） 
 

知立市（以下「甲」という。）と社団法人刈谷医師会知立支部（以下「乙」という。）は、災害が

発生した場合の医療救護活動について、次のとおり協定を締結する。 

（目的） 

第１条 この協定は、知立市地域防災計画（以下「地域防災計画」という。）に定める災害及びこ

れに準じる災害が発生した場合において、甲が乙の協力を得て行う医療救護活動を円滑に実施

するため、必要な事項を定めるものとする。 

（医療救護班の派遣） 

第２条 甲は、医療救護を行う必要が生じたときは、乙に対し、医師、看護師等で編成する医療救

護班（以下「医療救護班」という。）の派遣を要請するものとする。 

２ 乙は、前項の規定により甲の要請を受けたときは、速やかに医療救護班を派遣するものとす

る。 

３ 医療救護班に係る指揮命令及び救護活動の連絡調整は、甲が指定する者が行うこととする。 

４ 医療救護班の輸送は、原則として乙が行うこととする。 

（医療救護） 

第３条 乙は、災害の事態が急迫し、甲による医療救護の実施要請を待つことができない場合は、

自ら医療救護を開始することができるものとし、その状況を直ちに甲に報告した上、その後の

処理に関して甲の指示を受けるものとする。 

２ 医療救護は、医療救護班により実施することを原則とする。ただし、急迫した事情のある場

合、医療機関に収容して医療救護を行う必要のある場合等においては、乙は、その会員の医療

施設の利用について協力が得られるように取り計らうものとする。 

（医療救護班の業務） 

第４条 医療救護班の業務は、次のとおりとする。 

⑴ 傷病者に対する診察（トリアージを含む）と応急処置 

⑵ 傷病者の後方医療機関（※）への転送の要否及び転送順位の決定 

※後方医療機関とは、災害医療の中心となる市内・外の医療機関をいう。 

⑶ 死亡の確認及び検案 

（医薬品等の供給） 

第５条 医療救護に必要な医薬品、医療材料その他医療関係物品（以下「医薬品等」という。）は、

原則として甲が調達するものとするが、緊急の場合は、乙又はその会員の所有のものを使用す

るものとする。 

（報告） 

第６条 医療救護を実施した場合において、医療救護班の班長は必要な記録を行うとともに、業

務の実績を乙に報告するものとする。 

（費用弁償） 

第７条 甲は、この協定による医療救護に乙が要した次に掲げる費用を弁償するものとする。 

⑴ 医療救護班の派遣に要した人件費及び諸経費、災害救助法（昭和 22 年法律第 118 号）の

規定に基づく実費弁償の程度を基準として、甲、乙協議して定める額 

⑵ 医療救護班が調達した医薬品等の費用 実費の額 

⑶ 後送医療施設及び臨時救護所において行った医療救護活動に伴い、当該後送医療施設及び

臨時救護所の施設又は設備等を損傷した場合には、それらの原状回復に要する費用 実費の

額 

（扶助金） 

第８条 甲は、医療救護班の構成員が医療救護において負傷し、疾病にかかり、又は死亡したと

きは、災害救助法の規定に基づき支給される扶助金の例により扶助金を支給するものとする。 

（医事紛争の措置） 

第９条 医療救護において、医療救護班の構成員と傷病者との間に医事紛争が生じたときは、乙

は、直ちに甲に連絡するものとする。 

２ 甲は、前項の連絡を受けたときは速やかに調査し、乙と協議の上、誠意をもって紛争解決のた

めの適切な措置を講ずるものとする。 

（費用等の請求） 

第 10条 乙は、第７条の費用及び第８条の扶助金（以下「費用等」という。）を請求するときは、

甲の定めるところにより行うものとする。 

（協議） 
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第 11条 この協定に定めのない事項又はこの協定に疑義が生じた事項については、甲乙協議の上

決定する。 

（有効期間） 

第 12 条 この協定の有効期間は、平成 18 年４月１日から平成 19 年３月 31 日までとする。ただ

し、この協定の有効期間満了の日前１月までの間に、甲乙いずれかから何らかの意思表示がな

いときは、当該期間満了の日の翌日から更に１年間この協定を更新するものとし、以後同様と

する。 

（実施細目） 

第 13条 この協定の実施に関し必要な事項は、別に定めるところによる。 

 

 この協定の締結の証として本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、それぞれ１通を保管する。 

 

  平成 18年４月１日 

 

甲 知立市広見三丁目１番地 

知立市 

代表者 知立市長  

 

乙 

社団法人 刈谷医師会知立支部 

支部長 
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１５．災害時歯科医療救護に関する協定書（知立市歯科医師会） 
 

知立市（以下「甲」という。）と知立市歯科医師会（以下「乙」という。）は、災害が発生した場

合の医療救護活動について、次のとおり協定を締結する。 

（目的） 

第１条 この協定は、知立市地域防災計画（以下「地域防災計画」という。）に定める災害及びこ

れに準じる災害が発生した場合において、甲が乙の協力を得て行う歯科医療救護活動を円滑に

実施するため、必要な事項を定めるものとする。 

（歯科医療救護班の派遣） 

第２条 甲は、歯科医療救護を行う必要が生じたときは、乙に対し、歯科医師、歯科衛生士及び歯

科助手等で編成する歯科医療救護班（以下「歯科医療救護班」という。）の派遣を要請するもの

とする。 

２ 乙は、前項の規定により甲の要請を受けたときは、速やかに歯科医療救護班を派遣するもの

とする。 

３ 歯科医療救護班に係る指揮命令及び救護活動の連絡調整は、甲が指定する者が行うこととす

る。 

４ 歯科医療救護班の輸送は、原則として乙が行うこととする。 

（歯科医療救護） 

第３条 乙は、災害の事態が急迫し、甲による歯科医療救護の実施要請を待つことができない場

合は、自ら歯科医療救護を開始することができるものとし、その状況を直ちに甲に報告した上、

その後の処理に関して甲の指示を受けるものとする。 

２ 歯科医療救護は、歯科医療救護班により実施することを原則とする。ただし、急迫した事情

のある場合、医療機関に収容して歯科医療救護を行う必要のある場合等においては、乙は、そ

の会員の医療施設の利用について協力が得られるように取り計らうものとする。 

（歯科医療救護班の業務） 

第４条 歯科医療救護班の業務は、次のとおりとする。 

⑴ 傷病者に対する診断と応急処置 

⑵ 傷病者の後方医療機関（※）への転送の要否及び転送順位の決定 

※後方医療機関とは、災害医療の中心となる市内・外の医療機関をいう。 

⑶ 遺体の検案 

（医薬品等の供給） 

第５条 歯科医療救護に必要な医薬品、医療材料その他医療関係物品（以下「医薬品等」という。）

は、原則として甲が調達するものとするが、緊急の場合は、乙又はその会員の所有のものを使用

するものとする。 

（報告） 

第６条 歯科医療救護を実施した場合において、歯科医療救護班の班長は必要な記録を行うとと

もに、業務の実績を乙に報告するものとする。 

（費用弁償） 

第７条 甲は、この協定による歯科医療救護に乙が要した次に掲げる費用を弁償するものとする。 

⑴ 歯科医療救護班の派遣に要した人件費及び諸経費 災害救助法（昭和 22 年法律第 118 号）

の規定に基づく実費弁償の程度を基準として、甲、乙協議して定める額 

⑵ 歯科医療救護班が調達した医薬品等の費用 実費の額 

⑶ 後送医療施設及び臨時救護所において行ったしか医療救護活動に伴い、当該後送医療施設

及び臨時救護所の施設又は設備等を損傷した場合には、それらの原状回復に要する費用 実

費の額 

（扶助金） 

第８条 甲は、歯科医療救護班の構成員が歯科医療救護において負傷し、疾病にかかり、又は死

亡したときは、災害救助法の規定に基づき支給される扶助金の例により扶助金を支給するもの

とする。 

（医療紛争の措置） 

第９条 歯科医療救護において、歯科医療救護班の構成員と傷病者との間に医事紛争が生じたと

きは、乙は、直ちに甲に連絡するものとする。 

２ 甲は、前項の連絡を受けたときは速やかに調査し、乙と協議の上、誠意をもって紛争解決のた

めの適切な措置を講ずるものとする。 

（費用等の請求） 
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第 10条 乙は、第７条の費用及び第８条の扶助金（以下「費用等」という。）を請求するときは、

甲の定めるところにより行うものとする。 

（協議） 

第 11条 この協定に定めのない事項又はこの協定に疑義が生じた事項については、甲乙協議の上

決定する。 

（有効期間） 

第 12 条 この協定の有効期間は、平成 18 年４月１日から平成 19 年３月 31 日までとする。ただ

し、この協定の有効期間満了の日前１月までの間に、甲乙いずれかから何らかの意思表示がな

いときは、当該期間満了の日の翌日から更に１年間この協定を更新するものとし、以後同様と

する。 

（実施細目） 

第 13条 この協定の実施に関し必要な事項は、別に定めるところによる。 

 

 この協定の締結の証として本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、それぞれ１通を保管する。 

 

  平成 18年４月１日 

 

甲 知立市広見３丁目１番地 

知立市 

代表者 知立市長  

 

乙  

知立市歯科医師会 

会 長 
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１６．災害時における医薬品及び医療関係物品の供給並びに薬剤師の派遣協力に関す

る協定書（知立市薬剤師会） 
 

知立市（以下「甲」という。）と知立市薬剤師会（以下「乙」という。）は、災害が発生した場合

の医薬品及び医療関係物品（以下「物資」という。）の供給並びに薬剤師の派遣協力について、次

のとおり協定を締結する。 

（目的） 

第１条 この協定は、知立市地域防災計画（以下「地域防災計画」という。）に定める災害及びこ

れに準じる災害が発生した場合において、甲が乙の協力を得て行う物資の調達並びに薬剤師の

派遣を円滑に実施するため、必要な事項を定めるものとする。 

（協力要請） 

第２条 甲は、災害時において物資を必要とするときは、乙に対して乙の保有する物資の供給に

ついて協力を要請することができるものとする。 

２ 甲は、この協定の円滑な実施を図るため、乙に対して在庫品目、数量について資料の提出を

要請することができるものとする。 

３ 甲は、災害時において医療救護等のため薬剤師の派遣を必要とするときは、乙に対して乙に

属する会員（以下「会員」という。）の派遣について協力を要請することができるものとする。 

（要請手続） 

第３条 甲は、物資については出荷要請書（様式第１号）、薬剤師の派遣については薬剤師派遣要

請書（様式第２号）により、乙に対して要請の手続きを行うものとする。ただし、緊急を要する

ときは口頭で要請し、事後速やかに出荷要請書又は薬剤師派遣要請書を提出するものとする。 

（協力の実施） 

第４条 乙は、第２条の規定により甲の要請を受けたときは、その要請事項を実施するとともに、

その措置の状況を甲に連絡するものとする。 

（運搬及び輸送） 

第５条 物資の運搬及び薬剤師の輸送は、乙又は乙の指定する者が行う。なお、乙は必要に応じ

て、甲に対して運搬及び輸送の協力を求めることができるものとする。 

（報告等） 

第６条 乙は、甲の要請により物資を出荷したときは、出荷確認書（様式第３号）を甲に提出する

ものとする。 

２ 乙は、甲の要請により薬剤師を派遣したときは、速やかに薬剤師派遣報告書（様式第４号）に

より甲に報告するものとする。 

（費用弁償） 

第７条 甲は、この協定による物資の供給等に乙が要した次に掲げる費用を弁償するものとする。 

⑴ 物資の代金及び運搬経費  出荷確認書に基づき、災害発生直前時における適正価格をも

って甲、乙協議して定める額 

⑵ 薬剤師の派遣に要した人件費及び諸経費  災害救助法（昭和 22 年法律第 118 号）の規

定に基づく実費弁償の程度を基準として、甲、乙協議して定める額 

（扶助金） 

第８条 甲は、薬剤師が物資の供給等において負傷し、疾病にかかり、又は死亡したときは、災害

救助法の規定に基づき支給される扶助金の例により扶助金を支給するものとする。 

（費用等の請求） 

第９条 乙は、前２条の規定により費用及び扶助金（以下「費用等」という。）を請求するときは、

甲の定めるところにより行うものとする。 

（協議） 

第 10条 この協定に定めのない事項又はこの協定に疑義が生じた事項については、甲乙協議の上

決定する。 

（有効期間） 

第 11 条 この協定の有効期間は、平成 18 年４月１日から平成 19 年３月 31 日までとする。ただ

し、この協定の有効期間満了の日前１月までの間に、甲乙いずれかから何らかの意思表示がな

いときは、当該期間満了の日の翌日から更に１年間この協定を更新するものとし、以後同様と

する。 

（実施細目） 

第 12条 この協定の実施に関し必要な事項は、別に定めるところによる。 
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この協定の締結の証として本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、それぞれ１通を保管する。 

 

  平成 18年４月１日 

 

甲 知立市広見三丁目１番地 

知立市 

代表者 知立市長  

 

乙  

知立市薬剤師会 

会長   
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１７．災害時応急復旧工事等の協力に関する協定書（知立市水道協同組合） 
 

知立市（以下「甲」という。）と知立市水道協同組合（以下「乙」という。）とは、災害が発生し

た場合の復旧工事等の応援協定について、次のとおり協定を締結する。 

（趣旨） 

第１条 この協定書は、知立市地域防災計画に基づき、災害時における復旧工事等の実施に関し

必要な事項を定めるものとする。 

（協力要請） 

第２条 甲は、災害時に復旧工事等の協力を必要とするときは、乙に対して工事の協力を要請す

ることができる。 

（協力の実施） 

第３条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、復旧工事等について積極的に協力

する。 

（要請手続き） 

第４条 甲は、災害復旧工事等協力要請書（様式第１号。以下「要請書」という。）により、乙に

対して要請手続きを行う。ただし、緊急を要するときは、口頭で要請し事後速やかに要請書を提

出する。 

（工事の実施） 

第５条 乙は、甲の要請により工事を承諾した場合は速やかに災害復旧工事等協力回答書（様式

第２号。以下「回答書」という。）により、甲に対して報告する。ただし、緊急を要するときは

口頭で回答し、事後速やかに回答書を提出する。 

（支払い） 

第６条 甲は、乙が施工した復旧工事等の経費（以下「経費等」という。）については、遅滞なく

その支払を行う。 

２ 甲が、乙に対して支払うべき経費等については、甲、乙協議のうえ、災害時直前における適正

価格をもって決定する。 

（協議） 

第７条 この協定に定めのない事項、又はこの協定について疑義が生じた事項については、甲、乙

協議して定める。 

（有効期間） 

第８条 この協定の有効期間は、協定の日から１年とする。ただし、協定の有効期間満了日前１

月以内に、甲、乙いずれから何ら意思表示がないときは、更に期間満了の日の翌日から１年間こ

の協定を更新するものとし、以後この例による。 

 この協定を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各１通を保有する。 

  

 平成 18年６月１日 

甲 知立市長  

 

乙 知立市水道協同組合 代表理事  
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１８．災害時応急復旧工事等の協力に関する協定書（水道業者） 

 
知立市（以下「甲」という。）と水道業者名（以下「乙」という。）とは、甲が管理する水道施設

における地震災害、風水害その他の災害（以下「災害」という。）が発生又は、発生が予想される

場合の応急対策・応急復旧工事等（以下「応急復旧」という。）の応援協力について、次のとおり

協定を締結する。 

（趣旨） 

第１条 この協定は、知立市地域防災計画に基づき、災害時における応急復旧の実施に関し、必

要な事項を定めるものとする。 

２ この場合において、甲及び乙は知立市工事施行に関する事務取扱要領及び知立市契約規則に

準じて、これを誠実に履行しなければならない。 

（協定締結に関する資格） 

第２条 協定を締結しようとする水道業者は、以下の各号すべてに該当するものであること。 

⑴ 知立市水道指定給水装置工事事業者規程（平成９年知立市水道事業管理規程第８号）に基

づく指定工事業者であること。 

⑵ 知立市内に本店・支店・営業所を置き、当該本店・支店・営業所で水道関連工事業を営んで

いるものであること。 

⑶ 知立市より協力要請を受けた後、速やかに必要な人員を参集できること。 

⑷ 災害協力に必要な資機材等を常備していること又は、速やかに手配可能なこと。 

⑸ 知立市の主催する各種訓練等に積極的に参加できること。  

（応援協力の要請） 

第３条 災害の発生時において実施する水道施設の応急復旧に乙の応援が必要であると認めたと

きは、乙に対して応急復旧の応援を要請することができる。 

２ この場合の連絡体制は、毎年度甲が別に定めた連絡体制により依頼をするものとする。 

（応援体制の報告） 

第４条 乙は、この協定による応急復旧に協力できる人員及び資機材等の状況把握に努め、甲の

要請により報告するものとする。 

（応援業務の実施） 

第５条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、概ね次の応援業務について積極的

に協力するものとする。 

⑴ 応急復旧工事 

⑵ 応急給水 

⑶ 応急復旧用資機材の提供 

⑷ 漏水調査 

⑸ 前各号に掲げるもののほか特に要請のあった事項 

（応援要請の手続） 

第６条 甲は、応急復旧工事等要請書（様式第１号。以下「要請書」という。）により、乙に対し

て要請手続きを行う。ただし、緊急を要するときは、口頭で要請し、事後速やかに要請書を提出

する。 

（応急復旧工事等の実施） 

第７条 乙は、甲の要請により応急復旧工事等を承諾した場合は速やかに、応急復旧工事等協力

回答書（様式第２号。以下「回答書」という。）により、甲に対して報告する。ただし、緊急を

要するときは、口頭で回答し事後速やかに回答書を提出する。 

（支払） 

第８条 甲は、乙が施行した応急復旧工事等の経費（以下「経費等」という。）については、速や

かにその支払い行う。 

２ 甲が乙に対して支払うべき経費等については、甲、乙協議の上、災害時直前における適正な

価格をもって決定する。 

（有効期限） 

第９条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年とする。ただし、この協定の有効期間満

了日の１ヶ月以上前に、甲、乙いずれかから何らかの意思表示がないときは、更に期間満了の日

の翌日から１年間この協定を更新するものとし、以後この例による。 

（公共工事の受注につながる優遇策） 

第 10条 この協定は、知立市が発注する総合評価落札方式競争入札の評価項目の災害協定等によ

る地域貢献度の実績の有無の災害協定とみなす。 
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（協議） 

第 11条 この協定に定めない事項又はこの協定について疑義が生じた事項については、甲、乙協

議して定める。 

 

この協定を証するため、関係者記名押印の上、各１通を保有する。 

 

   平成 26年４月１日 

                   甲 知立市水道事業 

知立市長  

乙水道業者名 タ

タブチ住設機工㈱ 

                     

東海設備工業㈱知立支店 

                                       

森島設備管工㈱知立支店 

                                       

㈱大成設備工業 

                                       

㈱桶藤設備工業 

                                       

㈱豊光設備 

                                       

㈱アクテック 

                                       

㈱トム・ウィン 

                                       

㈲水建工業 

                                       

ティ－・マックス㈱ 

                                       

野々山建設㈱ 
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１９．災害時応急復旧工事等の協力に関する協定書（建設事業者） 
 
知立市（以下「甲」という。）と建設事業者（以下「乙」という。）とは、災害（風水害・地震

等）が発生又は、発生が予想される場合の応急対策・応急復旧工事等（以下「応急復旧工事等」と

いう。）の応援協力について、次のとおり防災協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、知立市地域防災計画に基づき、災害時における応急復旧工事等の実施に関

し、必要な事項を定めるものとする。 

２ この場合において、甲及び乙は知立市工事施行に関する事務取扱要領及び知立市契約規則に

準じて、これを誠実に履行しなければならない。 

（協定締結に関する資格） 

第２条 協定を締結しようとする建設事業者等は、以下の各号すべてに該当するものであること。 

⑴ 知立市が発注する建設工事のうち、土木・建築・造園工事に関する競争入札に参加する資

格を有するもので、知立市入札参加資格停止要領に基づく資格停止を受けていない者である

こと。 

⑵ 建設業法（昭和 22年法律第 100号）第３条の規定により、土木建築事業について一般又は

特定建設業の許可を受け、かつ知立市内に本店・支店・営業所を置き、当該本店・支店・営

業所で土木建設工事業を営んでいるものであること。ただし、知立市と他に応急復旧工事等

に関する協定を締結している者を除く。 

⑶ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当しないものである

こと。   

⑷ 知立市より協力要請を受けた後、速やかに必要な人員を参集できること。 

⑸ 災害協力に必要な資機材等を常備していること又は、速やかに手配可能なこと。 

⑹ 知立市の主催する各種訓練等に積極的に参加できること。 

 （協力の要請） 

第３条 甲は、災害時に応急復旧工事等の協力を必要とするときは、乙に対し協力を要請するこ

とができる。 

２  この場合の連絡体制は、毎年度甲が別に定めた連絡体制により依頼するものとする。 

（協力の実施） 

第４条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、応急復旧工事等について積極的に

協力をする。 

（要請手続） 

第５条 甲は、応急復旧工事等要請書（様式第１号。以下「要請書」と  いう。）により、乙に

対して要請手続きを行う。ただし、緊急を要するときは、口頭で要請し、事後速やかに要請書を

提出する。 

（応急復旧工事等の実施） 

第６条 乙は、甲の要請により応急復旧工事等を承諾した場合は速やかに、応急復旧工事等協力

回答書（様式第２号。以下「回答書」という。）により、甲に対して報告する。ただし、緊急を

要するときは、口頭で回答し事後速やかに回答書を提出する。 

（支払） 

第７条 甲は、乙が施行した応急復旧工事等の経費（以下「経費等」という。）については、速や

かにその支払を行う。 

２  甲が乙に対して支払うべき経費等については、甲、乙協議の上、災害時直前における適正な

価格をもって決定する。 

（有効期間） 

第８条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年とする。ただし、この協定の有効期間満

了日の１ヶ月以上前に、甲、乙いずれかから何ら意思表 示がないときは、更に期間満了の日の

翌日から１年間この協定を更新するものとし、以後この例による。 

（公共工事の受注につながる優遇策） 

第９条 この協定は、知立市が発注する総合評価落札方式競争入札の評価項目の災害協定等によ

る地域貢献度の実績の有無の災害協定とみなす。 

（協議） 

第 10条 この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が生じた事項については、甲、乙

協議して定める。 
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この協定を証するため、関係者記名押印の上各 1通を保有する。 

 

平成 21年４月１日 

 

         甲  知立市広見三丁目１番地 

             知立市長 

 

         乙  住所  

事業者名 

              代表者名 
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２０．災害時応急復旧工事等の協力に関する協定書（知立緑化組合） 
 

知立市（以下「甲」という。）と知立緑化組合（以下「乙」という。）とは、災害が発生した場合

の復旧工事等の応援協定について、次のとおり協定を締結する。 

（趣旨） 

第１条 この協定書は、知立市地域防災計画に基づき、災害時における復旧工事等の実施に関し

必要な事項を定めるものとする。 

（協力要請） 

第２条 甲は、災害時に復旧工事等の協力を必要とするときは、乙に対して工事の協力を要請す

ることができる。 

（協力の実施） 

第３条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、復旧工事等について積極的に協力

する。 

（要請手続き） 

第４条 甲は、災害復旧工事等協力要請書（様式第１号。以下「要請書」という。）により、乙に

対して要請手続きを行う。ただし、緊急を要するときは、口頭で要請し事後速やかに要請書を提

出する。 

（工事の実施） 

第５条 乙は、甲の要請により工事を承諾した場合は速やかに災害復旧工事等協力回答書（様式

第２号。以下「回答書」という。）により、甲に対して報告する。ただし、緊急を要するときは

口頭で回答し、事後速やかに回答書を提出する。 

（支払い） 

第６条 甲は、乙が施工した復旧工事等の経費（以下「経費等」という。）については、遅滞なく

その支払を行う。 

２ 甲が、乙に対して支払うべき経費等については、甲、乙協議のうえ、災害時直前における適正

価格をもって決定する。 

（協議） 

第７条 この協定に定めのない事項、又はこの協定について疑義が生じた事項については、甲、乙

協議して定める。 

（有効期間） 

第８条 この協定の有効期間は、協定の日から１年とする。ただし、協定の有効期間満了日前１

月以内に、甲、乙いずれから何ら意思表示がないときは、更に期間満了の日の翌日から１年間こ

の協定を更新するものとし、以後この例による。 

 

 この協定を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各１通を保有する。 

 

 平成 19年３月 13日 

甲 知立市広見三丁目１番地 

知立市長  

乙 知立市宝町亀池 26番地１ 

知立緑化組合長 
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２１．災害時における物資運搬車両の供給協力に関する協定（愛知県トラック協会西

三支部安城部会） 
 

知立市（以下「甲」という。）と愛知県トラック協会西三支部安城部会（以下「乙」という。）と

は、災害が発生した場合の物資運搬車両の供給協定について、次のとおり協定を締結する。 

（趣旨） 

第１条 この協定は、知立市地域防災計画に基づき、災害時における物資運搬車両の供給の実施

に関し必要な事項を定めるものとする。 

（協力要請） 

第２条 甲は、災害時に物資運搬車両の協力を必要とするときは、乙に対してその調達が可能な

車両の供給について、協力を要請することができる。 

（協力の実施） 

第３条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、物資運搬車両の供給につちえ積極

的に協力をする。 

（協力の限度） 

第４条 乙が、甲の要請により供給すべき物資運搬車両の限度は、要請時点において調達可能な

ものとする。 

（要請手続き） 

第５条 甲は、物資運搬車両借用要請書（様式第１。以下「要請書」という。）により、乙に対し

て要請手続きを行う。ただし、緊急を要するときは、口頭で要請し、事後速やかに要請書を提出

する。 

（運搬及び納品） 

第６条 運搬は、甲の指示により乙が行い、物資運搬車両提供確認書（様式第２）を添え、甲の指

定する場所へ納品する。 

（支払） 

第７条 甲は、乙が提供した車両の使用料及び運搬の経費（以下「費用等」という。）については、

遅滞なくその支払を行う。 

２ 甲が乙に対して支払うべき費用等については、甲、乙協議の上、災害時直前における適正な

価格をもって決定する。 

（協議） 

第８条 この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が生じた事項については、甲、乙

協議して定める。 

（有効期間） 

第９条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年とする。ただし、この協定の有効期間満

了の日前１ヶ月以内に、甲、乙いずれから何ら意思表示がないときは、更に期間満了の日の翌

日から１年間この協定を更新するものとし、以後この例による。 

 

 この協定を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各自１通を保有する。 

 

  平成 18年７月 21日 

 

甲 知立市広見三丁目１番地 

知立市長 

 

乙 安城市篠目町西ハゼ原 61－１ 

愛知県トラック協会西三支部安城部会 

部会長   
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２２．災害時におけるＬＰガスの供給協力に関する協定書（愛知県ＬＰガス協会知立

地区会） 
 

知立市（以下「甲」という。）と愛知県ＬＰガス協会知立地区会（以下「乙」という。）とは、災

害が発生した場合ＬＰガスの供給協力について、次のとおり協定を締結する。 

（趣旨） 

第１条 この協定は、知立市地域防災計画に基づき、災害時におけるＬＰガス供給の実施に関し、

必要な事項を定めるものとする。 

（協力要請） 

第２条 甲は、災害時にＬＰガスを必要とするときは、乙に対しその調達が可能なＬＰガスの供

給について協力を要請することができる。 

（協力の実施） 

第３条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、ＬＰガスの供給について積極的に

協力をする。 

（協力の限度） 

第４条 乙が、甲の要請により供給すべきＬＰガスは、要請時点において調達可能な量とする。 

（要請手続） 

第５条 甲は、供給要請書（様式第１。以下「要請書」という。）により、乙に対して要請手続き

を行う。ただし、緊急を要するときは、口頭で要請し、事後速やかに要請書を提出する。 

（運搬及び納品） 

第６条 運搬は、乙又は乙の指定する者が行い、納品は甲の指定する場所において納品確認書（様

式第２）を添えて行う。この場合において甲が必要と認めたときは、甲に対して運搬及び納品の

協力を求めることができる。 

（支払） 

第７条 甲は、乙が提供したＬＰガスの費用及び運搬の協力を行った場合の経費（以下「費用等」

という。）については、遅滞なくその支払を行う。 

２ 甲が乙に対して支払うべき費用等については、甲、乙協議の上、災害時直前における適正な

価格をもって決定する。 

（協議） 

第８条 この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が生じた事項については、甲、乙

協議して定める。 

（有効期間） 

第９条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年とする。ただし、この協定の有効期間満

了の日前１ヶ月以内に、甲、乙いずれから何ら意思表示がないときは、更に期間満了の日の翌

日から１年間この協定を更新するものとし、以後この例による。 

 

 この協定を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各自１通を保有する。 

 

  平成 18年６月 21日 

 

甲 知立市広見三丁目１番地 

知立市長  

 

乙 知立市長篠町東長篠 17番地３ 

愛知県エルピーガス協会西三河支部 

三河中央分会 知立地区 

地区長 
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２３．災害時における食料品・生活必需品等の供給協力に関する協定書（あいち中央

農業協同組合） 
 

知立市（以下「甲」という。）とあいち中央農業協同組合（以下「乙」という。）とは、災害が発

生した場合の食料品・生活必需品等の供給協力について、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、知立市地域防災計画に基づき、災害時における食料品・生活必需品等の供

給の実施に関し必要な事項を定めるものとする。 

（協力要請） 

第２条 甲は、災害時に食料品・生活必需品等を必要とするときは、乙に対してその調達又は製

造が可能な食料品・生活必需品等の供給について協力を要請することができる。 

（協力の実施） 

第３条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、供給及び搬出について積極的に協

力をする。 

（協力の限度） 

第４条 乙が、甲の要請により供給すべき食料品・生活必需品等の限度は、要請時点において乙

が調達又は製造が可能なものとする。 

（要請手続） 

第５条 甲は、書面により、乙に対して要請手続を行う。ただし、緊急を要するときは、口頭で要

請し、事後速やかに書面を提出する。 

（運搬及び納品） 

第６条 運搬は、甲又は甲の指定する者が行い、納品は、甲の指定する場所において納品書を添

えて行う。この場合において、甲が必要と認めたときは、乙に対して運搬及び納品の協力を求め

ることができる。 

（支払） 

第７条 甲は、乙が提供した食料品等の費用及び運搬の協力を行った場合の経費（以下「費用等」

という。）については、遅滞なくその支払を行う。 

２ 甲が、乙に対して支払うべき費用等については、甲、乙協議のうえ災害時直前における適正

価格をもって決定する。 

（協議） 

第８条 この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が生じた事項については、甲、乙

協議して定める。 

（有効期間） 

第９条 この協定の有効期間は、協定の日から１年とする。ただし、この協定の有効期間満了の

日の 1 ヶ月前までに、甲、乙いずれかから何ら意思表示がないときは、更に期間満了の日の翌

日から１年間この協定を更新するものとし、以後この例による。 

 

この協定を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ各自１通を保有する。なお、

平成 18 年５月１日に甲とＪＡあいち中央営農部知立営農センターとの間で締結した「災害時にお

ける食料品・生活必需品等の供給協力に関する協定」は、令和２年１２月３日をもって廃止する。 

 

  令和２年１２月４日 

 

 

甲 住 所 知立市広見三丁目１番地 

知立市 

  代表者 市 長            

 

乙 住 所 安城市御幸本町５０１番地１ 

      あいち中央農業協同組合 

代表者 代表理事組合長  
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２４．災害時における食料品・生活必需品等の供給協力に関する協定書（ユニー株式

会社アピタ知立店） 
 

知立市（以下「甲」という。）とユニー(株)アピタ知立店（以下「乙」という。）とは、災害が発

生した場合の食料品・生活必需品等の供給協定について、次のとおり協定を締結する。 

（趣旨） 

第１条 この協定は、知立市地域防災計画に基づき、災害時における食料品・生活必需品等の供

給の実施に関し必要な事項を定めるものとする。 

（協力要請） 

第２条 甲は、災害時に食料品・生活必需品等を必要とするときは、乙に対してその調達又は製

造が可能な食料品・生活必需品等の供給について協力を要請することができる。 

（協力の実施） 

第３条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、供給及び搬出について積極的に協

力をする。 

（協力の限度） 

第４条 乙が、甲の要請により供給すべき食料品・生活必需品等の限度は、要請時点において、乙

が調達又は製造が可能なものとする。 

（要請手続） 

第５条 甲は、出荷要請書（様式第１。以下「要請書」という。）により、乙に対して要請手続き

を行う。ただし、緊急を要するときは、口頭で要請し、事後速やかに要請書を提出する。 

（運搬及び納品） 

第６条 甲又は甲の指定する者が運搬を行い、甲の指定する場所において納品確認書（様式第２）

を添えて納品を行う。甲より運搬及び納品の協力を乙に求められた場合等は、甲、乙協議する

ものとする。 

（支払） 

第７条 甲は、乙が提供した食料品・生活必需品等の費用及び運搬の協力を行った場合の経費（以

下「費用等」という。）については、遅滞なくその支払を行う。 

２ 甲が乙に対して支払うべき費用等については、甲、乙協議の上、災害時直前における適正な

価格をもって決定する。 

（協議） 

第８条 この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が生じた事項については、甲、乙

協議して定める。 

（有効期間） 

第９条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年とする。ただし、この協定の有効期間満

了の日前１ヶ月以内に、甲、乙いずれから何ら意思表示がないときは、更に期間満了の日の翌

日から１年間この協定を更新するものとし、以後この例による。 

 

 この協定を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各自１通を保有する。 

 

  平成 19年 11月 21日 

 

甲 知立市広見三丁目１番地 

知立市長  

 

乙 知立市長篠町大山 18番地１ 

ユニー（株）アピタ知立店 

店長 
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２５．災害時における協力に関する協定書（社団法人全日本冠婚葬祭互助協会） 
 

知立市（以下「甲」という。）と社団法人全日本冠婚葬祭互助協会（以下「乙」という。）は、災

害時における支援協力に関し、次のとおり協定を締結する。 

（趣旨） 

第１条 この協定は、甲において地震、風水害その他災害の発生により、甲に災害対策本部が設

置される災害時（以下「災害時」という。）に多数の死者及び被災者が一時的または集中的に発

生した場合における遺体の収容及び安置並びにこれらに必要な資機材、消耗品及び施設等（葬

儀式場等）の提供について、甲の要請に対する乙の協力その他必要な事項を定めるものとする。 

（要請業務の内容） 

第２条 甲は、災害時に乙の協力が必要と認めるときは、次に掲げる事項について乙に要請し、

乙はやむを得ない事由のない限り、通常業務に優先して協力するものとする。 

⑴ 遺体の収容及び安置に必要な機材、資材及び消耗品並びに作業等の役務の提供 

⑵ 遺体を安置する施設（葬儀式場等）の提供 

⑶ 遺体搬送用寝台車及び霊柩車等による遺体運搬 

⑷ 帰宅困難者に対する避難場所の提供（結婚式場等） 

⑸ 甲が設置した一時避難所、及び乙が提供する避難場所における被災者に対する炊き出しや

継続的な食事等（弁当等）の提供 

⑹ その他甲の要請により乙が応じられる事項 

（要請） 

第３条 第２条の甲の要請は、次に掲げる事項を記載した災害時協力要請書（別記様式１）をも

って行うものとする。ただし、やむを得ない事態が発生したときは、電話、ファクシミリ等で要

請し、その後速やかに当該要請書を乙に提出するものとする。 

⑴ 要請を行なった者の職、氏名 

⑵ 要請の理由 

⑶ 要請の内容 

⑷ 協力を要請する期間 

⑸ その他要請に必要な事項 

（要請業務の実施） 

第４条 乙は第３条による規定に基づき甲から要請があった場合は、甲の指示に従い、第２条の

業務に速やかに従事するものとする。 

（報告） 

第５条 乙は、第２条各号の協力をしたときは、次に掲げる事項を災害時要請業務実施報告書（別

記様式２）をもって甲に報告するものとする。ただし、やむを得ない事態が発生したときは、電

話、ファクシミリ等で要請し、その後速やかに当該要請書を甲に提出するものとする。 

 ⑴ 遺体の収容及び安置に必要な機材、資材及び消耗品の数量並びに当該作業に従事した者の

職、氏名 

 ⑵ 遺体を安置した施設（葬儀式場等）の使用した部屋の数及び使用した日数 

 ⑶ 避難所に供給した食事等の数量 

 ⑷ 生活支援等の各種サービスの内容 

 ⑸ その他甲が乙に指示した事項 

（経費の負担） 

第６条 甲は、第５条による乙の報告があった場合、甲の要請に相違ないことを確認の上、乙が

要した経費について、甲が負担するものとする。 

（経費の請求） 

第７条 乙は、第６条の経費を甲に請求する場合は、甲の指定する方法により、一括して請求す

るものとする。 

尚、乙が遺族等の要請により、甲の要請事項の範囲を越える協力を行なった場合、その経費

は当該要請を行なった遺族等に請求する。 

（経費の支払） 

第８条 甲は、第７条に基づき乙からの請求があった場合には、乙が指定する支払先に速やかに

支払うものとする。 

（価格の決定） 

第９条 甲が負担する経費の価格は、災害発生時の直前における災害救助法（昭和２２年法律第

１１８号）に基づく基準価格を参考として、甲乙協議して決定するものとする。 
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（支援体制の整備） 

第 10条 乙は、災害時における円滑な支援体制が図れるよう、広域における応援体制及び情報収

集伝達体制の整備に努めるものとする。 

（連絡責任者） 

第 11条 この協定の実施に関する連絡責任者は、甲にあっては災害対策本部長を、乙にあっては

全日本冠婚葬祭互助協会中部ブロック長とする。 

（災害時の情報提供） 

第 12条 乙は、要請業務の実施中に得た災害情報を、積極的に甲に提供するものとする。 

（守秘義務） 

第 13条 乙は、支援を行う場合において知り得た災害に係わる情報を、甲以外の者に漏らしては

ならない。 

（通知） 

第 14条 乙は、災害時における円滑な協力が図れるよう、この協定により協力できる乙の会員名

簿を毎年９月までに、甲に提出するものとする。 

（協議） 

第 15条 この協定に定めのない事項及び疑義が生じた事項は、その都度、甲、乙協議して定める

ものとする。 

（効力） 

第 16条 この協定の有効期間は、協定締結の日から平成 19年３月 31日までとする。ただし、こ

の協定の有効期間満了の日前１か月までの間に、甲乙いずれからも協定の解除または変更の申

し出がないときは、さらに期間満了の日から１年間更新し、以後も同様とする。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有するもの

とする。 

 

  平成 19年２月 19日 

 

甲 愛知県知立市広見三丁目１番地 

知立市 

知立市長   

 

乙 東京都港区虎ノ門３丁目６番２号 

社団法人全日本冠婚葬祭互助協会 

会長 
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２６．知立市災害ボランティア支援本部の開設及び運営に関する協定書（知立市社会

福祉協議会） 
 
知立市（以下「甲」という。）と社会福祉法人知立市社会福祉協議会（以下「乙」という。）と

は、地震、風水害その他の災害の発生時における知立市災害ボランティア支援本部（以下「ボラン
ティア支援本部」という。）の開設及び運営について、次のとおり協定を締結する。 
 
（趣旨） 
第１条  この協定は、知立市地域防災計画に基づき、大規模な災害が発生した場合にボランティ

アを混乱なく円滑に受け入れ、被災住民の救援と速やかな自立・復興の支援を目的とするボラ

ンティア活動を効果的に支援するため、ボランティアの受け入れ体制の整備を甲乙が連携及び

協力して行うために必要な事項を定めるものとする。 
 
（ボランティア支援本部の開設） 
第２条 甲は、大規模な災害が発生したときは、必要な資機材を確保して災害ボランティア支援

本部を開設する。 
２ 乙は、ボランティア支援本部が開設された場合は、甲とともに運営を行うための職員を派遣
する。ただし、職員の被害が甚大であり派遣が困難な場合は、甲と協議の上、職員の派遣を中止
することができる。 

 
（開設場所） 
第３条 ボランティア支援本部の開設場所は、原則として福祉の里八ツ田敷地内とする。ただし、

甲は、被災等により当該場所に開設が困難な場合は、乙と協議の上、これに代わる開設場所を
確保するものとする。 

 
（ボランティア支援本部の運営） 
第４条 ボランティア支援本部は、被災住民からの支援希望とボランティア派遣の調整等を行う

災害ボランティアコーディネーター（以下「コーディネーター」という。）の派遣について、各
種ボランティア団体、民間団体及び災害救援団体などのボランティア支援団体（以下「関係団
体」という。）に協力の呼びかけを行う。 

２ 甲及び乙は、ボランティア支援本部の運営に当たっては、ボランティア活動の迅速性及び自
発性を生かせるよう、関係団体のコーディネーターの意見を可能な限り尊重するものとする。 

 
（資機材等の確保） 
第５条 甲及び乙は、ボランティア活動に必要な資機材を相互に協力して確保するものとする。 
 
（経費の負担） 
第６条 ボランティア支援本部の設置及び運営に関して必要な費用は、甲が負担するものとする。 
２ 乙は、前項の費用の内訳について、甲の要求に応じ、その内容を説明するものとする。 
 
（損害補償） 
第７条 ボランティア支援本部において受付されたボランティアが、災害応急及び復興活動等に

関して被った損害の補償は、ボランティア保険によるものとする。 
２ 前項のボランティア保険の加入金については、ボランティアの自己負担とする。 
 
（ボランティア支援本部の閉鎖） 
第８条 ボランティアによる災害応急活動がおおむね完了し、活動の中心が日常生活の支援に移

行したときは、甲、乙及び協力する関係団体で協議し、ボランティア支援本部の閉鎖を決定す
るものとする。 

２ 甲及び乙は、ボランティア支援本部の閉鎖後、被災者の日常生活支援を継続していくため、
その把握する情報を引き継ぐものとする。 

（平常時の活動） 
第９条 甲及び乙は、災害時に円滑な運営ができるよう、平常時からボランティア支援本部の啓

発活動に努めるとともに、相互の事業に対して協力する。 
 
（協議） 

第１０条 この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が生じた事項については、甲、

乙協議して定める。 

 

（有効期間） 
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第１１条 この協定の有効期間は、この協定の締結の日から平成２９年３月３１日までとする。

ただし、期間満了の日の３月前までに甲乙いずれからも解除又は変更の申出がないときは、１

年間延長されたものとみなし、以後も同様とする。 

 

 

この協定を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各自１通を保有する。 

 

 

平成２８年 ４月 １日 

 

 

             甲  知立市広見三丁目１番地 

                    知立市長  

 

             乙  知立市八ツ田町泉４３番地 

                 社会福祉法人 知立市社会福祉協議会 

                    会 長  
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２７．水害等における緊急時避難先施設の使用に関する覚書（フタバ産業株式会社知

立工場） 

 
 （趣旨） 

第１条 この覚書は、知立市内で災害（洪水等による水害に限る。以下同じ。）が発生し、又は発

生するおそれがある場合において、知立市（以下「甲」という。）と、フタバ産業株式会社知立

工場（以下「乙」という。）は、乙が管理する施設の一部を地域住民の所有する車両等の緊急避

難場所（以下「緊急避難場所」という。）として使用することについて、覚書を締結するものと

する。 

（対象となる災害） 

第２条 この覚書の対象となる災害は、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 60 条の規

定により、甲が避難のために立ち退きを勧告し、又は指示した場合、又は台風や大雨によって洪

水等の発生が予想される場合であって、乙が必要と認める災害とする。 

（協力の要請） 

第３条 甲は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、乙に対し、次条に規定す

る施設を緊急避難場所として使用することを要請することができる。 

（緊急避難場所） 

第４条 乙は、前条の規定による甲の要請を受けたとき、あるいは乙の判断に基づいて、乙の管理

に係る次に掲げる施設を緊急避難場所として甲に使用させるものとする。 

⑴ 名称 フタバ産業株式会社知立工場 社員第２駐車場 

⑵ 位置 知立市逢妻町城山 31番地（別図に示す） 

（使用期間） 

第５条 緊急避難施設としての使用期間は、甲が第３条の規定による要請をしたときから、避難

の必要がなくなった旨の通知をした時までとする。 

ただし、乙の不就業の日、時間での利用とする。（夜間での利用は可） 

（避難への対応） 

第６条 乙は、緊急避難場所を使用する者が容易に出入りできるよう、出入口の解錠及び開門を

行うものとする。 

（派遣の要請） 

第７条 乙は、緊急避難場所を使用する場合において、必要があると認めたときは、甲に対し、必

要な人員の配備を要請することができる。 

（復旧） 

第８条 甲は、緊急避難場所の使用を終えた時は、遅滞なく当該施設を原状に復旧し、又は乙の

同意する状態に復旧するものとする。 

（経費の負担） 

第９条 乙が緊急避難場所を避難者に使用させたことにより要した費用は、甲が負担するものと

する。 

２ 乙は、前条に関する復旧が完了した後、緊急避難場所の使用に要した実費を甲に請求するも

のとする。 

（緊急避難場所の変更及び廃止） 

第 10条 乙は、緊急避難場所の名称若しくは位置を変更し、又は緊急避難場所としての機能を廃

止したときは、速やかにその旨を甲に通知しなければならない。 

２ 甲は、前項の規定により緊急避難場所の変更又は廃止の通知を受けたときは、当該施設の使

用が想定される地域の住民に、その旨を周知しなければならない。 

（協議） 

第 11条 この覚書に定めのない事項については、甲、乙協議の上、別に定める。 

 

この覚書の締結を証するため、この書面２通を作成し、甲、乙それぞれ 1 通を保管するものと

する。 
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平成 20年 11月１日 

甲  知立市広見三丁目１番地 

   知立市  

知立市長 

 

乙  知立市逢妻町道瀬山 110番地 

   フタバ産業株式会社知立工場 

知立工場統括 
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２８．水害等における緊急時避難先施設の使用に関する覚書（株式会社近藤組） 
 

（趣旨） 

第１条 この覚書は、知立市内で災害（洪水等による水害に限る。以下同じ。）が発生し、又は発

生するおそれがある場合において、知立市（以下「甲」という。）と、株式会社 近藤組（以下

「乙」という。）は所有の施設の一部を地域住民の所有する車両等の緊急避難場所（以下「緊急

避難場所」という。）として使用することについて、覚書を締結するものとする。 

 

（対象となる災害） 

第２条 この覚書の対象となる災害は、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 60 条の規

定により、甲が避難のために立ち退きを勧告し、又は指示した場合、又は台風や大雨によって洪

水等の発生が予想される場合であって、乙が必要と認める災害とする。 

 

（協力の要請） 

第３条 甲は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、乙に対し、次条に規定す

る施設を緊急避難場所として使用することを要請することができる。 

 

（緊急避難場所） 

第４条 乙は、前条の規定による甲の要請を受けたとき、あるいは乙の判断に基づいて、乙の所有

に係る次に掲げる施設を緊急避難場所として甲に使用させるものとする。 

⑴ 名称 株式会社近藤組 本館前駐車場 

⑵ 位置 刈谷市一里山町伐払 125番地 

 

（使用期間） 

第５条 緊急避難施設としての使用期間は、甲が第 3 条の規定による要請をしたときから、避難

の必要がなくなった旨の通知をした時までとする。 

 

（避難への対応） 

第６条 乙は、緊急避難場所を使用する者が容易に出入りできるよう、出入口の解錠及び開門を

行うものとする。 

 

（派遣の要請） 

第７条 乙は、緊急避難場所を使用する場合において、必要があると認めたときは、甲に対し、必

要な人員の配備を要請することができる。 

 

（復旧） 

第８条 甲は、緊急避難場所の使用を終えた時は、遅滞なく当該施設を原状に復旧し、又は乙の

同意する状態に復旧するものとする。 

 

（経費の負担） 

第９条 乙が緊急避難場所を避難者に使用させたことにより要した費用は、甲が負担するものと

する。 

２ 乙は、前条に関する復旧が完了した後、緊急避難場所の使用に要した実費を甲に請求するも

のとする。 

 

（緊急避難場所の変更及び廃止） 

第 10条 乙は、緊急避難場所の名称若しくは位置を変更し、又は緊急避難場所としての機能を廃

止したときは、速やかにその旨を甲に通知しなければならない。 

２ 甲は、前項の規定により緊急避難場所の変更又は廃止の通知を受けたときは、当該施設の使

用が想定される地域の住民に、その旨を周知しなければならない。 

 

（協 議） 

第 11条 この覚書に定めのない事項については、甲、乙協議の上、別に定める。 

 

この覚書の締結を証するため、この書面２通を作成し、甲、乙それぞれ１通を保管するものとす
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る。 

 

平成 19年 10月 10日 

甲  知立市広見三丁目１番地 

    知立市  

                      知立市長 

 

乙  刈谷市一里山伐払 123番地 

株式会社 近藤組 

代表取締役社長 
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２９．災害時における車両燃料等の供給協力に関する協定書（知立地区石油業者会） 

 
 知立市（以下「甲」という。）と知立地区石油業者会（以下「乙」という。）とは、災害が発生し

た場合の車両燃料等の供給協力について、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、知立市地域防災計画に基づき、災害時における車両燃料等の供給の実施に

関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（燃料の種類） 

第２条 乙が甲に供給する燃料は、次のとおりとする。 

 ⑴ 災害活動用車両燃料のガソリン及び軽油 

 ⑵ 災害活動用資機材等のガソリン、軽油、灯油、混合燃料及びオイル等 

 

（協力要請） 

第３条 甲は、災害時に車両燃料等を必要とするときは、乙に対して車両燃料等の供給について

協力を要請することができる。 

 

（協力の実施） 

第４条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、供給及び搬出について積極的に協

力をする。 

 

（要請手続） 

第５条 甲が車両燃料等の供給を受けようとするときは、乙に対し供給車両及び燃料の種類その

他必要な事項を連絡するものとする。 

２ 甲が資機材用の燃料の供給を受けようとするときは、乙に対し燃料の種類、数量及び供給場

所等必要な事項を連絡するものとする。 

 

（供給） 

第６条 乙が甲の要請に対し燃料を供給する場合は、原則としてガソリンスタンドとする。ただ

し、ガソリンスタンドで供給が困難な場合は、甲の指定する場所で危険物関係法令を尊守し安

全な方法で供給するものとする。 

 

（記録） 

第７条 乙は、甲の要請による燃料を供給した場合は、給油伝票等に給油車両所属名、運転者の

氏名及び車両番号等を記載するものとする。 

 

（価格） 

第８条 乙が甲に供給する燃料の価格は、当該年度甲と単価契約した価格とする。 

 

（運搬） 

第９条 燃料の運搬が必要な場合は、甲又は甲の指定する者が行うものとする。なお、必要に応

じ甲は、乙に対して運搬の協力を求めることができるものとする。 

 

（協議） 

第 10条 この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が生じた事項については、甲、乙

協議して定める。 

 

（有効期間） 

第11条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年とする。ただし、この協定の有効期間満

了の日前１ヶ月以内に、甲、乙いずれから何ら意思表示がないときは、更に期間満了の日の翌

日から１年間この協定を更新するものとし、以後この例による。 

 

 

この協定を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各自１通を保有する。 



 

121 

 

 

 

 

平成 21年３月 18日 

 

 

                甲  知立市広見三丁目１番地      

知 立 市 長  

 

 

 

                乙  知立地区石油業者会 

代 表     
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３０．災害時における霊柩自動車輸送の協力に関する協定書（社団法人全国霊柩自動

車協会） 
 

 知立市（以下「甲」という。）と社団法人全国霊柩自動車協会（以下「乙」という。）とは、甲の

地域内等で地震、風水害その他の災害が発生したとき、又は武力攻撃による災害が発生したとき

（以下「災害時等」という。）において、甲が知立市災害対策本部（以下「対策本部」という。）を

設置した場合における霊柩自動車による輸送等の協力に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、災害時等に対策本部を設置した場合において、多数の死者が発生した場合

における霊柩自動車による輸送等について、甲が乙に協力を要請できること及びその場合の手

続きを定めるものとする。 

（要請の内容） 

第２条 甲が乙に要請する協力の内容は、次のとおりとする。 

⑴ 遺体の搬送及び輸送に必要な資機材の提供 

⑵ 前号に掲げるもののほか、特に甲から要請があった事項 

（要請手続） 

第３条 前条の規定による甲の要請は、対策本部が行なう。 

２ 甲が乙に前条の規定による協力を要請する場合は、次に掲げる事項を口頭又は電話等をもっ

て連絡するものとし、事後速やかに災害時等における霊柩自動車輸送の協力要請書（様式１）を

乙に提出するものとする。 

⑴ 要請する理由 

⑵ 要請する霊柩自動車の台数 

⑶ 必要な資機材名 

⑷ 参集場所 

⑸ 協力要請機関 

⑹ その他必要な事項 

（要請に基づく措置） 

第４条 乙は、甲から前条の規定による要請を受けたときは、第２条の規定による協力を実施す

るものとする。 

２ 乙は、第２条の規定による協力の実施に当たり、優先的に霊柩自動車及び資機材等を確保し、

迅速に対応するものとする。 

（報告） 

第５条 乙は、第２条の規定による協力を実施したときは、次に掲げる事項を口頭又は電話等を

もって甲に報告し、事後速やかに災害時等における霊柩自動車輸送の協力実施報告書（様式２）

を甲に提出するものとする。 

⑴ 霊柩自動車の台数 

⑵ 搬送回数及び遺体搬送数 

⑶ 総走行距離 

⑷ 従事者数 

⑸ 履行の期間 

⑹ 使用した資機材・消耗品等 

⑺ その他必要な事項 

（経費の負担） 

第６条 第２条の規定による協力に要した経費は、甲が負担するものとする。 

（経費の請求） 

第７条 前条の経費について、乙は乙の会員の協力実績を集計し、積算根拠を添えて甲に一括し

て請求するものとする。 

  尚、乙が遺族等の要請により、甲の要請事項の範囲を超える協力を行なった場合、その経費

は当該要請を行なった遺族等に請求する。 

（経費の支払） 

第８条 甲は、前条の規定に基づき乙から経費の支払いの請求があった場合は、速やかに支払う

ものとする。 

（価格の決定） 

第９条 甲が負担する経費の価格は、災害時等の発生直前における災害救助法（昭和 22年法律第
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118 号）に基づく基準額を参考として、甲、乙協議して決定するものとする。 

（支援体制の整備） 

第 10条 乙は、第２条の規定による協力が実施できるよう、乙の中部支部連合会及び各支部その

他乙の組織の広域応援体制及び情報受伝達体制等の整備に努めるものとする。 

（連絡責任者） 

第 11条 甲及び乙は、第２条の規定による協力の円滑な実施を図るため、お互いに、連絡責任者

を置く。 

２ 連絡責任者は、甲にあっては知立市総務部防災対策室長、乙にあっては社団法人全国霊柩自

動車協会愛知県支部長とする。 

（会員の名簿） 

第 12 条 乙は、第２条の規定による協力を実施するため、乙の愛知県支部会員名簿（様式３号）

を甲に届け出るものとする。 

（協力の活動拠点） 

第 13条 第２条の規定による協力を実施する場合の乙の活動拠点は、対策本部の支持する場所と

する。 

（災害時等の情報提供） 

第 14条 第２条の規定による協力を実施中に現認した災害情報を、積極的に甲に提供するよう努

めるものとする。 

（職員の同乗等） 

第 15条 甲は、必要に応じ、乙の搬送車両に甲の職員を同乗させることができるものとする。 

２ 乙は、搬送業務を実施しようとするときは、必要に応じ、甲に甲の職員の同乗を要請すること

ができるものとする。 

（守秘義務） 

第 16条 乙は、支援を行なう場合において知り得た災害に係る情報を、甲以外の者に漏らしては

ならない。 

第 17条 甲は、災害時等において乙の円滑な協力が実施できるよう、要請内容に関して重要な変

更が生じたときは、その都度乙に通知するものとする。 

（協定実施の円滑化） 

第 18条 甲及び乙は、協定に基づく協力が円滑に行なわれるよう、また協定の実効性を高めるた

め、定期的に協議を実施するものとする。 

（協定の有効期間） 

第 19条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、期間満了の２月前ま

でに甲又は乙から書面による解除の申し出がないときは、尚１年間効力を有するものとし、以

後も同様とする。 

 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲、乙がそれぞれ記名押印のうえ各自１通を

保有する。 

 

 

平成 23年４月１日 

 

 

甲 知立市広見３丁目１番地 

知立市長 

 

 

乙 東京都新宿区四谷４丁目 14 東昭ビル３Ｆ 

社団法人全国霊柩自動車協会 

会長 
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３１．災害時の情報交換に関する協定 （国土交通省中部地方整備局） 
 

 国土交通省中部地方整備局（以下「整備局長」という。）と、知立市長（以下「市長」という。）

とは、災害時における各種情報交換に関し、次のとおり協定する。 

 

（目的） 

第１条  この協定は、重大な災害が発生し又は発生のおそれがある場合において、整備局長

及び市長が必要とする各種情報交換について定め、もって、適切な災害対処に資する

ことを目的とする。 

（情報交換の実施） 

第２条  整備局長及び市長との情報交換の実施は、次の状況において現地情報連絡員（リエ

ゾン）が派遣されている間とする。 

一 知立市内に重大な災害が発生し又は発生のおそれがあるとき 

二 知立市災害対策本部が設置されたとき 

三 その他整備局長又は市長が必要と認めたとき 

（情報交換の内容） 

第３条  整備局長及び市長の情報交換の内容は、次のとおりとする。 

一 一般被害状況に関すること 

二 公共土木施設（道路、河川、急傾斜地、港湾施設、都市施設等）被害状況に関すること 

三 その他必要な事項 

（現地情報連絡員（リエゾン）の派遣） 

第４条  第２条の各号いずれかに該当し、市長から要請があった場合又は整備局長が必要と

判断した場合に、整備局長から市長が設置する災害対策本部等に現地情報連絡員（リ

エゾン）を派遣し、情報交換を行なうものとする。なお、整備局長及び市長は、相互

の連絡窓口を明確にしておき派遣に関して事前に調整を図るものとする。 

（平素の協力） 

第５条  整備局長及び市長は、必要に応じ情報交換に関する防災訓練及び防災に関する地図

等の資料の整備に協力するものとする。 

（協議） 

第６条  本協定に疑義が生じたとき又は本協定に定めのない事項については、その都度、整

備局長及び市長が協議のうえ、これを定めるものとする。 

 

本協定は３通作成し、各自１通を保有する。 

 

平成 23年７月 14日 

 

名古屋市中区三の丸 二丁目５番１号 

国土交通省 中部地方整備局長   

 

知立市広見三丁目１番地 

知立市長 

 

（立会人） 

名古屋市中区三の丸三丁目１番２号 

愛知県 防災局長
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３２．災害時における緊急避難場所の使用に関する覚書 （富士プロパン瓦斯株式会

社） 

 
（趣旨） 

第１条 この覚書は、知立市内で災害等が発生し、又は発生するおそれがある場合において、知

立市（以下「甲」という。）が、富士プロパン瓦斯株式会社（以下「乙」という。）所有の施設の

一部を地域住民の緊急避難場所として使用することについて、必要な事項を定めるものとする。 

（対象となる災害） 

第２条 この覚書の対象となる災害は、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 60 条の規

定により、甲が避難のために立ち退きを勧告し、又は指示した場合、若しくは突発的に発生した

地震等で、乙が緊急避難場所として提供する必要があると認める災害とする。 

（協力の要請、受諾） 

第３条 甲は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、乙に対し、次条に規定す

る施設を緊急避難場所として使用することを要請することができる。 

２ 乙は、前条の規定による甲の要請を受けたとき、あるいは乙の判断に基づいて、乙の所有に係

る次に掲げる施設を緊急避難場所として地域住民に開放するものとする。 

（緊急避難場所の名称等） 

第４条 緊急避難場所として使用できる施設及び設備は次のとおりとする。 

⑴ 名 称  富士プロパン瓦斯株式会社 

⑵ 所在地  知立市牛田町遠新切 48番地 

⑶ 施設等  社屋、駐車場及びガス供給設備 

（使用期間） 

第５条 緊急避難場所としての使用期間は、甲が第３条の規定による要請をしたときから、避難

の必要がなくなった旨の通知をした時までとする。 

（避難への対応） 

第６条 乙は、緊急避難場所を使用する者が容易に出入りできるよう、出入口の解錠及び開門を

行うものとする。 

（派遣の要請） 

第７条 乙は、緊急避難場所を使用させる場合において、必要があると認めたときは、甲に対し、

必要な人員の配備をするよう要請することができる。 

（復旧） 

第８条 甲は、緊急避難場所の使用を終えた時は、遅滞なく当該施設を原状に復旧し、又は乙の

同意する状態に復旧するものとする。 

（経費の負担） 

第９条 乙が緊急避難場所を地域住民に使用させたことにより要した費用は、甲が負担するもの

とする。 

２ 乙は、前条に関する復旧が完了した後、緊急避難場所の使用に要した実費を甲に請求するも

のとする。 

（緊急避難場所の変更及び廃止） 

第 10条 乙は、緊急避難場所の名称若しくは所在地等を変更し、又は緊急避難場所としての機能

を廃止したときは、速やかにその旨を甲に通知しなければならない。 

２ 甲は、前項の規定により緊急避難場所の変更又は廃止の通知を受けたときは、当該施設の使

用が想定される地域住民に、その旨を周知しなければならない。 

（管理責任者） 

第 11条 甲は、緊急避難場所の使用期間中における管理責任を負うものとする。 

（協議） 

第 12条 この覚書に定めのない事項については、甲、乙協議の上、別に定める。 

 

この覚書の締結を証するため、この書面２通を作成し、甲、乙それぞれ１通を保管するものとす

る。 

 

平成 23年 11月 30日 

 

甲  知立市広見三丁目１番地 
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知立市  

 

知立市長  

 

 

乙  知立市牛田町遠新切 48番地 

 

    富士プロパン瓦斯株式会社 

 

     取締役社長 
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３３．知立市、鯖江市災害時相互応援協定書 
 

 知立市と鯖江市（以下「協定市」という。）とは、相互扶助の精神に基づき、協定市の区域内に

おいて災害（災害対策基本法第 2条第 1号に規定する災害をいう。以下同じ。）が発生し、被災者

救護等の応急措置の実施が十分できない場合において被災者に対する救護等を実施するための応

援体制に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（連絡窓口） 

第１条 協定市は、必要な情報等を相互に提供することにより応援の円滑な運営を図るため、あ

らかじめ連絡担当部課を定めるものとする。 

（応援の種類） 

第２条 応援の種類は、次のとおりとする。ただし、応援を行う市の過剰な負担にならない範囲

内において実施するものとする。 

 ⑴ 被災者の救出、医療、防疫、施設の応急復旧等に必要な物資、機材及び車両の提供 

⑵ 食料、飲料水、生活必需品その他の生活物資並びにそれらを提供するために必要な機材及

び車両の提供 

 ⑶ 被災者を一時収容するために必要な施設の提供及びあっせん 

⑷ 応援に必要な職員の派遣 

⑸ 災害救助ボランティアのあっせん 

⑹  被災児童生徒の受入れ 

⑺ 前各号に掲げるもののほか、特に要請のあった事項 

（応援の要請手続） 

第３条 応援の要請をする場合は、次に掲げる事項を明らかにして、電話等により連絡をすると

ともに、速やかに文書により通知をするものとする。 

⑴ 被害の状況 

⑵ 前条第１号から第３号までに掲げる物資等の品目、規格、数量等 

 ⑶ 前条第４号に掲げる職員の職種、人数等 

⑷ 応援を受ける場所及び応援を受ける場所への経路 

⑸ 応援を受ける期間 

⑹ 前各号に掲げるもののほか、応援を必要とする事項 

（応援の実施） 

第４条 応援の要請を受けた市は、直ちに必要な応援を実施するものとする。 

２ 協定市は、応援の要請がない場合であっても、収集した情報等から緊急に応援出動すること

が必要であると認められるときは、自主的な判断に基づき必要な応援を実施するものとする。 

３ 応援の要請を受けた市が応援を実施できない場合は、当該要請をした市に対し速やかにその

旨を連絡しなければならない。 

（指揮権） 

第５条 応援を行う市の職員が応援に従事するときは、応援を受ける市の災害対策本部長の指揮

に従い行動するものとする。 

（応援経費の負担） 

第６条 応援に要する経費の負担は、法令その他特別に定めがあるものを除くほか、原則として

応援を受ける市の負担とする。 

２ 自主的な判断に基づいて行われた応援に係る経費の負担については、法令その他特別に定め

があるものを除くほか、応援を行う市の負担とする。 

３ 前２項の規定によりがたいときは、その都度協定市の間で協議して定めるものとする。 

（災害補償等） 

第７条 応援に派遣した職員が、業務遂行上に負傷し、疾病にかかり、若しくは死亡した場合又

は負傷若しくは疾病の治癒後においても障害を有するに至った場合における本人又はその遺族

に対する賠償の責務は、応援を行う市が負うものとする。 

２ 応援に派遣した職員が、業務遂行中に第三者に損害を与えた場合は、その損害が応援を受け

る市との往復途中において生じたものを除き、応援を受ける市がその賠償の責務を負うものと

する。 

 （平常時における活動等） 

第８条 両市は、この協定に基づく応援が円滑に行われるよう、相互に地域防災計画その他必要

な資料を交換するとともに、関係者の交流を図るものとする。 
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（その他） 

第９条 この協定の実施に関し必要な事項又はこの協定に定めのない事項については、協定市が

協議して定めるものとする。 

 （効力の発生） 

第 10条  この協定は、協定を締結した日からその効力を発生するものとする。 

 

 この協定の締結を証するため、立会人同席のもと、本協定書２通を作成し、協定市それぞれ記

名押印の上、各１通を保有する。 

 

平成 25年１月 31日 

 

知立市広見三丁目１番地       知 立 市 長   

 

 

鯖江市西山町 13 番１号       鯖 江 市 長   

 

 

（立会人） 

知立市広見三丁目１番地      知立市議会議長   

 

（立会人） 

鯖江市西山町 13 番１号       鯖江市議会議長  
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３４．知立市、魚津市災害時相互応援協定書 
 

 知立市と魚津市（以下「協定市」という。）とは、相互扶助の精神に基づき、協定市の区域内に

おいて災害（災害対策基本法第 2条第 1号に規定する災害をいう。以下同じ。）が発生し、被災者

救護等の応急措置の実施が十分できない場合において、被災者に対する救護等を実施するための

応援体制に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（連絡窓口） 

第１条 協定市は、必要な情報等を相互に提供することにより応援の円滑な運営を図るため、あ

らかじめ連絡担当部課を定めるものとする。 

（応援の種類） 

第２条 応援の種類は、次のとおりとする。ただし、応援を行う市の過剰な負担にならない範囲

内において実施するものとする。 

⑴ 被災者の救出、医療、防疫、施設の応急復旧等に必要な物資、機材及び車両の提供 

⑵ 食料、飲料水、生活必需品その他の生活物資並びにそれらを提供するために必要な機材及

び車両の提供 

⑶ 被災者を一時収容するために必要な施設の提供及びあっせん 

⑷ 応援に必要な職員の派遣 

⑸ 災害救助ボランティアのあっせん 

⑹  被災児童生徒の受入れ 

⑺ 前各号に掲げるもののほか、特に要請のあった事項 

（応援の要請手続） 

第３条 応援の要請をする場合は、次に掲げる事項を明らかにして、電話等により連絡をすると

ともに、速やかに文書により通知をするものとする。 

⑴ 被害の状況 

⑵ 前条第１号から第３号までに掲げる物資等の品目、規格、数量等 

⑶ 前条第４号に掲げる職員の職種、人数等 

⑷ 応援を受ける場所及び応援を受ける場所への経路 

⑸ 応援を受ける期間 

⑹ 前各号に掲げるもののほか、応援を必要とする事項 

（応援の実施） 

第４条 応援の要請を受けた市は、直ちに必要な応援を実施するものとする。 

２ 協定市は、応援の要請がない場合であっても、収集した情報等から緊急に応援出動すること

が必要であると認められるときは、自主的な判断に基づき必要な応援を実施するものとする。 

３ 応援の要請を受けた市が応援を実施できない場合は、当該要請をした市に対し速やかに

その旨を連絡しなければならない。 

（指揮権） 

第５条 応援を行う市の職員が応援に従事するときは、応援を受ける市の災害対策本部長の指揮

に従い行動するものとする。 

（応援経費の負担） 

第６条 応援に要する経費の負担は、法令その他特別に定めがあるものを除くほか、原則として

応援を受ける市の負担とする。 

２ 自主的な判断に基づいて行われた応援に係る経費の負担については、法令その他特別に定め

があるものを除くほか、応援を行う市の負担とする。 

３ 前２項の規定によりがたいときは、その都度協定市の間で協議して定めるものとする。 

（災害補償等） 

第７条 応援に派遣した職員が、業務遂行上に負傷し、疾病にかかり、若しくは死亡した場合又

は負傷若しくは疾病の治癒後においても障害を有するに至った場合における本人又はその遺族

に対する賠償の責務は、応援を行う市が負うものとする。 

２ 応援に派遣した職員が、業務遂行中に第三者に損害を与えた場合は、その損害が応援を受け

る市との往復途中において生じたものを除き、応援を受ける市がその賠償の責務を負うものと

する。 

 （平常時における活動等） 

第８条 両市は、この協定に基づく応援が円滑に行われるよう、相互に地域防災計画その他必要

な資料を交換するとともに、関係者の交流を図るものとする。 
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（その他） 

第９条 この協定の実施に関し必要な事項又はこの協定に定めのない事項については、協定市が

協議して定めるものとする。 

 （効力の発生） 

第 10条  この協定は、協定を締結した日からその効力を発生するものとする。 

 

 この協定の締結を証するため、立会人同席のもと、本協定書２通を作成し、協定市それぞれ記

名押印の上、各１通を保有する。 

 

平成 25年２月７日 

 

知立市広見三丁目１番地       知 立 市 長    

 

 

魚津市釈迦堂一丁目 10番１号    魚 津 市 長    

 

 

（立会人） 

知立市広見三丁目１番地      知立市議会議長    

 

（立会人） 

魚津市釈迦堂一丁目 10番１号    魚津市議会議長   
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３５．災害時における食品の衛生確保等の協力に関する協定書（愛知県食品衛生協会

安生支部） 
 

知立市（以下「甲」という。）と愛知県食品衛生協会安城支部（以下「乙」という。）とは、

知立市内において地震、風水害その他の災害又は危機が発生した場合（以下「災害時」とい

う。）における食品の衛生確保等の協力に関し、次のとおり協定を締結する。 

（趣旨） 

第１条 この協定は、食品の衛生確保を図ることにより災害時における被災者への食品の提供に

よる食中毒の防止について、甲の要請に対する乙の協力とその他必要な事項を定めるものとす

る。 

（対象となる災害又は危機） 

第２条 この協定の対象となる地震、風水害その他の災害又は危機は、次のとおりとする。 

⑴ 災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第23条の２第１項の規定に基づき知立市災害対

策本部が設置された場合 

⑵ その他前号と類似の災害又は健康危機が発生し、甲が乙の協力を必要とした場合 

（協力の内容） 

第３条 甲が乙に要請する業務の種類は次のとおりとする。 

⑴ 避難所等での食品の衛生確保に関する衛生指導 

⑵ 避難所等における炊き出しに関する衛生指導 

⑶ 被災者、災害ボランティア、災害応急活動従事者及び要援護者等のための救助物資の調達 

⑷ その他、前各号に掲げるもののほか、特に甲から要請する事項 

（災害救助物資の品目） 

第４条 災害救助物資の品目は、おおむね別表に掲げるとおりとする。なお、品目については、

甲乙協議のうえ、必要に応じて適宜見直すものとする。 

（要請） 

第５条 甲による要請は、災害時における食品の衛生確保等の協力に関する協力要請書により行

うものとする。ただし、当該要請書により要請することが困難な場合は、電話等の通信手段又

は口頭（以下「電話等」という。）で要請し、その後速やかに当該要請書を送付するものとす

る。 

２ 乙は、甲から前項の規定による協力要請を受けたときは、他の業務に優先してこれに協力す

るものとする。 

（報告） 

第６条 乙は、前条の規定に基づき第３条の業務を実施したときは、災害時における食品の衛生

確保等の協力に関する業務実施報告書を甲に提出するものとする。ただし、当該報告書を提出

することが困難な場合は、電話等で報告し、後日当該報告書を提出するものとする。 

（経費の負担） 

第７条 第３条の業務に使用した資機材等の経費は、甲が負担するものとする。ただし、人件費

は除くものとする。 

（経費の請求） 

第８条 乙は、乙の会員が実施した業務実績を集計し、前条の経費について、甲に一括して請求

するものとする。 

（経費の支払） 

第９条 甲は、前条の規定に基づき乙から経費の支払い請求があった場合は、請求書を受理した

日から30日以内に乙に支払うものとする。 

（価格の決定） 

第10条 甲が負担する経費は、災害時の直前における適正価格を基準として、甲乙協議して決定

するものとする。 

（連絡責任者） 

第11条 この協定の実施に関する連絡責任者は、甲にあっては防災担当部局の課長、乙にあって

は愛知県食品衛生協会安城支部知立分会会長とする。 

２ 甲及び乙は、緊急時における連絡先及び連絡手段等について、協議のうえ別に定めるものと

し、これに変更が生じた場合は、速やかにその旨を相互に通知するものとする。 

（会員名簿） 

第12条 乙は、災害時における円滑な業務の協力が図れるよう、この協定に協力できる乙の会員

名簿を毎年３月末までに、甲に提出するものとする。 
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（相互情報交換） 

第13条 甲及び乙は、この協定を円滑に推進し、また災害時において有効なものとするために、

平常時から連絡を密にし、相互に情報の交換を行うものである。 

（協議） 

第14条 この協定に定めのない事項又は疑義が生じた事項については、その都度、甲乙協議して

定めるものとする。 

（協定書の有効期間） 

第15条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、この協定の有効期間

終了前１ヶ月までに、甲乙いずれからも特段の意思表示がないときは、更に１年間この協定を

更新するものとし、以後この例による。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各々その１通を保有

する。 

 

平成25年２月25日 

甲 知立市広見三丁目１番地 

  知立市 

知立市長  

 

 

乙 安城市横山町下毛賀地 93番地 

                  愛知県食品衛生協会安城支部 

                   支部長 

 

 

別表 

災害救助物資の品目 

区 分 主 な 品 目 

食 料 

弁当、おにぎり、そうざい、パン、牛乳、清涼飲料水、納豆、味噌、焼菓子、

生菓子、氷菓、アイスクリーム、缶詰、乾麺、生麺、食用油脂、レトルト食

品、容器入飲料水、氷雪など 
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３６．災害時における緊急避難場所の使用に関する覚書 （ミヤマ精工株式会社） 
 

（趣旨） 

第１条 この覚書は、知立市内で災害等が発生し、又は発生するおそれがある場合において、知

立市（以下「甲」という。）が、ミヤマ精工株式会社（以下「乙」という。）所有の施設の一部を

地域住民の緊急避難場所として使用することについて、必要な事項を定めるものとする。 

（対象となる災害） 

第２条 この覚書の対象となる災害は、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 60 条の規

定により、甲が避難のために立ち退きを勧告し、又は指示した場合、若しくは突発的に発生した地

震等で、乙が緊急避難場所として提供する必要があると認める災害とする。 

（協力の要請、受諾） 

第３条 甲は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、乙に対し、次条に規定す

る施設を緊急避難場所として使用することを要請することができる。 

２ 乙は、前項の規定による甲の要請を受けたとき、あるいは乙の判断に基づいて、乙の所有に係

る次に掲げる施設を緊急避難場所として地域住民に開放するものとする。 

（緊急避難場所の名称等） 

第４条 緊急避難場所として使用できる施設及び設備は次のとおりとする。 

 ⑴ 名 称  ミヤマ精工株式会社 

 ⑵ 所在地  知立市逢妻町金山 16番地１ 

 ⑶ 施設等  社屋、駐車場及びその他施設（工場内の危険箇所は除く） 

（使用期間） 

第５条 緊急避難場所としての使用期間は、甲が第３条の規定による要請をしたときから、避難の必

要がなくなった旨の通知をした時までとする。 

（避難への対応） 

第６条 乙は、緊急避難場所を使用する者が容易に出入りできるよう、出入口の解錠及び開門を

行うものとする。 

（派遣の要請） 

第７条 乙は、緊急避難場所を使用させる場合において、必要があると認めたときは、甲に対し、

必要な人員の配備をするよう要請することができる。 

（復旧） 

第８条 甲は、緊急避難場所の使用を終えた時は、遅滞なく当該施設を原状に復旧し、又は乙の

同意する状態に復旧するものとする。 

（経費の負担） 

第９条 乙が緊急避難場所を地域住民に使用させたことにより要した費用は、甲が負担するもの

とする。 

２ 乙は、前条に関する復旧が完了した後、緊急避難場所の使用に要した実費を甲に請求するも

のとする。 

（緊急避難場所の変更及び廃止） 

第 10条 乙は、緊急避難場所の名称若しくは所在地等を変更し、又は緊急避難場所としての機能

を廃止したときは、速やかにその旨を甲に通知しなければならない。 

２ 甲は、前項の規定により緊急避難場所の変更又は廃止の通知を受けたときは、当該施設の使

用 

 が想定される地域住民に、その旨を周知しなければならない。 

（管理責任者） 

第 11条 甲は、緊急避難場所の使用期間中における管理責任を負うものとする。 

（協議） 

第 12条 この覚書に定めない事項については、甲、乙協議の上、別に定める。 

  

 この覚書の締結を証するため、この書面２通を作成し、甲、乙それぞれ１通を保管するものとす

る。 

 

   

 

平成 25年３月８日 
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              甲  知立市広見三丁目１番地 

      

                 知立市 

 

                  知立市長 

  

 

 

              乙  知立市逢妻町金山 16番地１ 

 

                 ミヤマ精工株式会社 

 

                  取締役社長
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３７．災害時における緊急避難場所の使用に関する覚書 （医療法人光慈会） 
 

（趣旨） 

第１条 この覚書は、知立市内で災害等が発生し、又は発生するおそれがある場合において、知

立市（以下「甲」という。）が、医療法人 光慈会（以下「乙」という。）所有の施設の一部を地

域住民の緊急避難場所として使用することについて、必要な事項を定めるものとする。 

（対象となる災害） 

第２条 この覚書の対象となる災害は、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 60 条の規

定により、甲が避難のために立ち退きを勧告し、又は指示した場合、若しくは突発的に発生した地

震等や台風や大雨によって洪水等の発生が予想される場合であって、乙が緊急避難場所として提供

する必要があると認める災害とする。 

（協力の要請、受諾） 

第３条 甲は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、乙に対し、次条に規定す

る施設を緊急避難場所として使用することを要請することができる。 

２ 乙は、前項の規定による甲の要請を受けたとき、あるいは乙の判断に基づいて、乙の所有に係

る次に掲げる施設を緊急避難場所として地域住民に開放するものとする。 

（緊急避難場所の名称等） 

第４条 緊急避難場所として使用できる施設及び設備は次のとおりとする。 

 ⑴ 名 称  知立老人保健施設 

 ⑵ 所在地  知立市新林町北林 44番地 

 ⑶ 施設等  施設建物の１階部分及び駐車場（機密文書保管場所、危険箇所は除く） 

（使用期間） 

第５条 緊急避難場所としての使用期間は、甲が第３条の規定による要請をしたときから、避難の必

要がなくなった旨の通知をした時までとする。 

（避難への対応） 

第６条 乙は、緊急避難場所を使用する者が容易に出入りできるよう、出入口の解錠及び開門を

行うものとする。 

（派遣の要請） 

第７条 乙は、緊急避難場所を使用させる場合において、必要があると認めたときは、甲に対し、

必要な人員の配備をするよう要請することができる。 

（復旧） 

第８条 甲は、緊急避難場所の使用を終えた時は、遅滞なく当該施設を原状に復旧し、又は乙の

同意する状態に復旧するものとする。 

（経費の負担） 

第９条 乙が緊急避難場所を地域住民に使用させたことにより要した費用は、甲が負担するもの

とする。 

２ 乙は、前条に関する復旧が完了した後、緊急避難場所の使用に要した実費を甲に請求するも

のとする。 

（緊急避難場所の変更及び廃止） 

第 10条 乙は、緊急避難場所の名称若しくは所在地等を変更し、又は緊急避難場所としての機能

を廃止したときは、速やかにその旨を甲に通知しなければならない。 

２ 甲は、前項の規定により緊急避難場所の変更又は廃止の通知を受けたときは、当該施設の使

用 

 が想定される地域住民に、その旨を周知しなければならない。 

（管理責任者） 

第 11条 甲は、緊急避難場所の使用期間中における管理責任を負うものとする。 

（協議） 

第 12条 この覚書に定めない事項については、甲、乙協議の上、別に定める。 

  

 この覚書の締結を証するため、この書面２通を作成し、甲、乙それぞれ１通を保管するものとす

る。 

 

   

平成 25年３月 27日 
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              甲  知立市広見三丁目１番地 

      

                 知立市 

 

                  知立市長 

  

 

 

              乙  知立市新林町北林 44番地 

 

                 医療法人 光慈会 

 

                  会長
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３８．西三河災害時相互応援協定 
 

（目的） 

第１条 この協定は、災害対策基本法（昭和36年法律223号）第５条の２の規定に基づき、岡崎市、

碧南市、刈谷市、豊田市、安城市、西尾市、知立市、高浜市、みよし市及び幸田町（以下「西三

河９市１町」という。）において、災害が発生した場合における相互応援について必要な事項を

定めるものとする。 

 

（応援の種類） 

第２条 応援の種類は、次のとおりとする。 

⑴ 食料、飲料水及び生活必需品並びにその供給に必要な資機材の提供 

⑵ 救援及び救助活動に必要な車両等の提供 

⑶ 被災者の救出、医療、防疫並びに応急復旧に必要な医薬品等物資及び資機材の提供 

⑷ 救援、応急復旧に必要な職員の派遣 

⑸ 被災者の受け入れ 

⑹ 前各号に掲げるもののほか、要請があった事項 

 

（応援要請の手続き） 

第３条 応援を要請する市町（以下「要請市町」という。）は、次の事項を明らかにして、第８条

第１項に定める連絡担当部局に対して、電話電信等により要請し、後日、速やかに文書を送付

するものとする。 

⑴ 被害の状況 

⑵ 前条第１号から第３号までに掲げる応援を要請する場合にあっては、物資、車両、資機材

の種類、品名、数量等 

⑶ 前条第４号に掲げる応援を要請する場合にあっては、職員の職種及び人数並びに業務内容 

⑷ 前条第５号に掲げる応援を要請する場合にあっては、世帯数及び人数 

⑸ 応援場所及び応援場所への経路 

⑹ 応援期間 

⑺ その他必要な事項 

 

（応援の実施） 

第４条 応援を要請された市町（以下「応援市町」という。）は、法令その他特別に定めがある場

合を除くほか、極力これに応じ応援活動に努めるものとする。 

２ 大規模災害が発生し、通信の途絶等により被災市町との連絡がとれない場合には、被災市町

以外の西三河９市１町が連絡調整し、自主応援活動を行うことができる。 

 

（応援のため派遣された職員の指揮） 

第５条 応援のため派遣された職員は、要請市町の首長等の指揮の下に活動するものとする。 

 

（経費の負担） 

第６条 応援に要した経費は原則として要請市町の負担とする。 

２ 要請市町が、前項に規定する経費を支弁するいとまがなく、かつ、要請市町から要請があった

場合には、応援市町は当該経費を一時繰替支弁するものとする。 

３ 前２項に定めるもののほか経費負担等に関し必要な事項は、その都度西三河９市１町が協議

して定めるものとする。 

 

（損害賠償等） 

第７条 応援活動に従事した職員が、その活動により死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又

はその活動による負傷若しくは疾病により死亡し、若しくは障害者となった場合は、本人又は

その遺族に対する補償は、応援市町が対応するものとする。 

２ 応援活動に従事した職員が、業務上第三者に損害を与えた場合において、その損害が要請市

町への往復途中に生じたものを除き、要請市町がその賠償の責めを負うものとする。 

 

（連絡担当部局） 

第８条 相互応援のための窓口は、西三河９市１町の防災担当主管課とする。 
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２ 連絡担当部局は、大規模災害に備えて連絡を円滑に行うため、常に連絡担当部局、担当責任

者、電話番号その他連絡に必要な事項を相互に明らかにしておくものとする。 

３ 連絡担当部局は、この協定に基づく応援の円滑化を図るため、大規模災害が発生し、又は発

生するおそれがある場合には、速やかに緊密な情報交換を行うものとする。 

 

（共同事業） 

第９条 西三河９市１町は、この協定による応援を円滑に行うために、共同して防災対策を行う

ことができる。 

 

（他の協定との関係） 

第1 0条 この協定は、締結市町が既に締結している協定及び個別に締結する災害時の相互応援に

関する協定を妨げるものではない。 

 

（その他） 

第1 1条 この協定の実施に関して必要な事項及びこの協定に定めのない事項は、西三河９市１町

が協議して定めるものとする。 

附 則 

この協定は、平成25年７月３日から効力を生じるものとする。 

 

この協定を証するため、本協定書10通を作成し、各首長が署名押印のうえ、各１通を保有する。 

 

平成25年７月３日 

                岡崎市 

代表者 岡崎市長 

 

                碧南市 

代表者 碧南市長 

 

刈谷市 

代表者 刈谷市長 

 

豊田市 

代表者 豊田市長 

 

安城市 

代表者 安城市長 

 

西尾市 

代表者 西尾市長 

 

知立市 

代表者 知立市長 

 

高浜市 

代表者 高浜市長 

 

みよし市 

代表者 みよし市長 

 

幸田町 

代表者 幸田町長



 

139 

 

３９．下呂市、知立市災害時相互応援協定 

 

 知立市と下呂市（以下「協定市」という。）とは、相互扶助の精神に基づき、協定市の区域

内において災害（災害対策基本法第２条第１号に規定する災害をいう。以下同じ。）が発生し、

被災者救護等の応急措置の実施が十分できない場合において、被災者に対する救護等を実施

するための応援体制に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（連絡窓口） 

第１条 協定市は、必要な情報等を相互に提供することにより応援の円滑な運営を図るため、

あらかじめ連絡担当部課を定めるものとする。 

（応援の種類） 

第２条 応援の種類は、次のとおりとする。ただし、応援を行う市の過剰な負担にならない

範囲内において実施するものとする。 

 ⑴ 被災者の救出、医療、防疫、施設の応急復旧等に必要な物資、機材及び車両の提供 

 ⑵ 食料、飲料水、生活必需品その他の生活物資並びにそれらを提供するために必要な機

材及び車両の提供 

 ⑶ 被災者を一時収容するために必要な施設の提供及びあっせん 

⑷ 応援に必要な職員の派遣 

⑸ 災害救助ボランティアのあっせん 

⑹  被災児童生徒の受入れ 

⑺ 前各号に掲げるもののほか、特に要請のあった事項 

（応援の要請手続） 

第３条 応援の要請をする場合は、次に掲げる事項を明らかにして、電話等により連絡をす

るとともに、速やかに文書により通知をするものとする。 

⑴ 被害の状況 

 ⑵ 前条第１号から第２号までに掲げる物資等の品目、規格、数量等 

 ⑶ 前条第４号に掲げる職員の職種、人数等 

⑷ 応援を受ける場所及び応援を受ける場所への経路 

⑸ 応援を受ける期間 

⑹ 前各号に掲げるもののほか、応援を必要とする事項 

（応援の実施） 

第４条 応援の要請を受けた市は、直ちに必要な応援を実施するものとする。 

２ 協定市は、応援の要請がない場合であっても、収集した情報等から緊急に応援出動するこ

とが必要であると認められるときは、自主的な判断に基づき必要な応援を実施するものと

する。 

３ 応援の要請を受けた市が応援を実施できない場合は、当該要請をした市に対し速やかに

その旨を連絡しなければならない。 

（指揮権） 

第５条 応援を行う市の職員が応援に従事するときは、応援を受ける市の災害対策本部長の

指揮に従い行動するものとする。 

（応援経費の負担） 

第６条 応援に要する経費の負担は、法令その他特別に定めがあるものを除くほか、原則と

して応援を受ける市の負担とする。 

２ 自主的な判断に基づいて行われた応援に係る経費の負担については、法令その他特別に

定めがあるものを除くほか、応援を行う市の負担とする。 

３ 前２項の規定によりがたいときは、その都度協定市の間で協議して定めるものとする。 

（災害補償等） 

第７条 応援に派遣した職員が、業務遂行上に負傷し、疾病にかかり、若しくは死亡した場

合又は負傷若しくは疾病の治癒後においても障害を有するに至った場合における本人又は

その遺族に対する賠償の責務は、応援を行う市が負うものとする。 

２ 応援に派遣した職員が、業務遂行中に第三者に損害を与えた場合は、その損害が応援を

受ける市との往復途中において生じたものを除き、応援を受ける市がその賠償の責務を負
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うものとする。 

 （平常時における活動等） 

第８条 両市は、この協定に基づく応援が円滑に行われるよう、相互に地域防災計画その他

必要な資料を交換するとともに、関係者の交流を図るものとする。 

（その他） 

第９条 この協定の実施に関し必要な事項又はこの協定に定めのない事項については、協定

市が協議して定めるものとする。 

 （効力の発生） 

第 10条  この協定は、協定を締結した日からその効力を発生するものとする。 

 

 この協定の締結を証するため、立会人同席のもと、本協定書２通を作成し、協定市それぞれ

署名捺印の上、各１通を保有する。 

 

平成 25年 11月 20日 

 

愛知県知立市広見三丁目１番地       知 立 市 長    

岐阜県下呂市森 960番地         下 呂 市 長    

（立会人） 

愛知県知立市広見三丁目１番地      知立市議会議長    

（立会人） 

岐阜県下呂市森 960番地         下呂市議会議長 
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４０．能美市、知立市災害時相互応援協定 

 
 能美市と知立市（以下「協定市」という。）とは、相互扶助の精神に基づき、協定市の区域内に

おいて災害（災害対策基本法第２条第１号に規定する災害をいう。以下同じ。）が発生し、被災者

救護等の応急措置の実施が十分できない場合において被災者に対する救護等を実施するための応

援体制に関し、次のとおり協定を締結する。 

（連絡窓口） 

第１条 協定市は、必要な情報等を相互に提供することにより応援の円滑な運営を図るため、あ

らかじめ連絡担当部課を定めるものとする。 

（応援の種類） 

第２条 応援の種類は、次のとおりとする。ただし、応援を行う市の過剰な負担にならない範囲

内において実施するものとする。 

 ⑴ 被災者の救出、医療、防疫、施設の応急復旧等に必要な物資、機材及び車両の提供 

 ⑵ 食料、飲料水、生活必需品その他の生活物資並びにそれらを提供するために必要な機材及

び車両の提供 

 ⑶ 被災者を一時収容するために必要な施設の提供及びあっせん 

⑷ 応援に必要な職員の派遣 

⑸ 災害救助ボランティアのあっせん 

⑹  被災児童生徒の受入れ 

⑺ 前各号に掲げるもののほか、特に要請のあった事項 

（応援の要請手続） 

第３条 応援の要請をする場合は、次に掲げる事項を明らかにして、電話等により連絡をすると

ともに、速やかに文書により通知をするものとする。 

⑴ 被害の状況 

 ⑵ 前条第１号から第３号までに掲げる物資等の品目、規格、数量等 

 ⑶ 前条第４号に掲げる職員の職種、人数等 

⑷ 応援を受ける場所及び応援を受ける場所への経路 

⑸ 応援を受ける期間 

⑹ 前各号に掲げるもののほか、応援を必要とする事項 

（応援の実施） 

第４条 応援の要請を受けた市は、直ちに必要な応援を実施するものとする。 

２ 協定市は、応援の要請がない場合であっても、収集した情報等から緊急に応援出動すること

が必要であると認められるときは、自主的な判断に基づき必要な応援を実施するものとする。 

３ 応援の要請を受けた市が応援を実施できない場合は、当該要請をした市に対し速やかにその

旨を連絡しなければならない。 

（指揮権） 

第５条 応援を行う市の職員が応援に従事するときは、応援を受ける市の災害対策本部長の指揮

に従い行動するものとする。 

（応援経費の負担） 

第６条 応援に要する経費の負担は、法令その他特別に定めがあるものを除くほか、原則として

応援を受ける市の負担とする。 

２ 自主的な判断に基づいて行われた応援に係る経費の負担については、法令その他特別に定め

があるものを除くほか、応援を行う市の負担とする。 

３ 前２項の規定によりがたいときは、その都度協定市の間で協議して定めるものとする。 

（災害補償等） 

第７条 応援に派遣した職員が、業務遂行上に負傷し、疾病にかかり、若しくは死亡した場合又

は負傷若しくは疾病の治癒後においても障害を有するに至った場合における本人又はその遺族

に対する賠償の責務は、応援を行う市が負うものとする。 

２ 応援に派遣した職員が、業務遂行中に第三者に損害を与えた場合は、その損害が応援を受け

る市との往復途中において生じたものを除き、応援を受ける市がその賠償の責務を負うものと

する。 

 （平常時における活動等） 

第８条 両市は、この協定に基づく応援が円滑に行われるよう、相互に地域防災計画その他必要

な資料を交換するとともに、関係者の交流を図るものとする。 

（その他） 
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第９条 この協定の実施に関し必要な事項又はこの協定に定めのない事項については、協定市が

協議して定めるものとする。 

 （効力の発生） 

第 10条  この協定は、協定を締結した日からその効力を発生するものとする。 

 

 この協定の締結を証するため、立会人同席のもと、本協定書２通を作成し、協定市それぞれ署

名捺印の上、各１通を保有する。 

 

平成 26年１月 30日 

  

能美市来丸町 1110番地        能 美 市 長   

知立市広見三丁目１番地       知 立 市 長   

（立会人） 

能美市来丸町 1110番地       能美市議会議長   

（立会人） 

知立市広見三丁目１番地      知立市議会議長   
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４１．知立市、栗東市災害時相互応援協定 
 

知立市と栗東市（以下「協定市」という。）とは、相互扶助の精神に基づき、協定市の区域内に

おいて災害（災害対策基本法第２条第１号に規定する災害をいう。以下同じ。）が発生し、被災者

救護等の応急措置の実施が十分できない場合において、被災者に対する救護等を実施するための

応援体制に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（連絡窓口） 

第１条 協定市は、必要な情報等を相互に提供することにより応援の円滑な運営を図るため、あ

らかじめ連絡担当部課を定めるものとする。 

（応援の種類） 

第２条 応援の種類は、次のとおりとする。ただし、応援を行う市の過剰な負担にならない範囲

内において実施するものとする。 

 ⑴ 被災者の救出、医療、防疫、施設の応急復旧等に必要な物資、機材及び車両の提供 

 ⑵ 食料、飲料水、生活必需品その他の生活物資並びにそれらを提供するために必要な機材及

び車両の提供 

 ⑶ 被災者を一時収容するために必要な施設の提供及びあっせん 

⑷ 応援に必要な職員の派遣 

⑸ 災害救助ボランティアのあっせん 

⑹  被災児童生徒の受入れ 

⑺ 前各号に掲げるもののほか、特に要請のあった事項 

（応援の要請手続） 

第３条 応援の要請をする場合は、次に掲げる事項を明らかにして、電話等により連絡をすると

ともに、速やかに文書により通知をするものとする。 

⑴ 被害の状況 

 ⑵ 前条第１号から第３号までに掲げる物資等の品目、規格、数量等 

 ⑶ 前条第４号に掲げる職員の職種、人数等 

⑷ 応援を受ける場所及び応援を受ける場所への経路 

⑸ 応援を受ける期間 

⑹ 前各号に掲げるもののほか、応援を必要とする事項 

（応援の実施） 

第４条 応援の要請を受けた市は、直ちに必要な応援を実施するものとする。 

２ 協定市は、応援の要請がない場合であっても、収集した情報等から緊急に応援出動すること

が必要であると認められるときは、自主的な判断に基づき必要な応援を実施するものとする。 

３ 応援の要請を受けた市が応援を実施できない場合は、当該要請をした市に対し速やかにその

旨を連絡しなければならない。 

（指揮権） 

第５条 応援を行う市の職員が応援に従事するときは、応援を受ける市の災害対策本部長の指揮

に従い行動するものとする。 

（応援経費の負担） 

第６条 応援に要する経費の負担は、法令その他特別に定めがあるものを除くほか、原則として

応援を受ける市の負担とする。 

２ 自主的な判断に基づいて行われた応援に係る経費の負担については、法令その他特別に定め

があるものを除くほか、応援を行う市の負担とする。 

３ 前２項の規定によりがたいときは、その都度協定市の間で協議して定めるものとする。 

（災害補償等） 

第７条 応援に派遣した職員が、業務遂行上に負傷し、疾病にかかり、若しくは死亡した場合又

は負傷若しくは疾病の治癒後においても障害を有するに至った場合における本人又はその遺族

に対する賠償の責務は、応援を行う市が負うものとする。 

２ 応援に派遣した職員が、業務遂行中に第三者に損害を与えた場合は、その損害が応援を受け

る市との往復途中において生じたものを除き、応援を受ける市がその賠償の責務を負うものと

する。 

 （平常時における活動等） 

第８条 両市は、この協定に基づく応援が円滑に行われるよう、相互に地域防災計画その他必要

な資料を交換するとともに、関係者の交流を図るものとする。 
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（その他） 

第９条 この協定の実施に関し必要な事項又はこの協定に定めのない事項については、協定市が

協議して定めるものとする。 

 （効力の発生） 

第 10条  この協定は、協定を締結した日からその効力を発生するものとする。 

 

 この協定の締結を証するため、立会人同席のもと、本協定書２通を作成し、協定市それぞれ記

名押印の上、各１通を保有する。 

 

平成 26年２月４日 

 

知立市広見三丁目１番地       知 立 市 長     

栗東市安養寺一丁目 13番 33号   栗 東 市 長     

（立会人） 

知立市広見三丁目１番地      知立市議会議長    

（立会人） 

栗東市安養寺一丁目 13番 33号   栗東市議会議長   
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４２．災害時の一般廃棄物処理及び下水処理に係る相互応援に関する協定書 
 

（目的） 

第１条 この協定は、災害の発生により、愛知県内の市町村及び一部事務組合（以下「市町村等」

という。）が一般廃棄物処理業務を、また、愛知県流域下水道管理者及び愛知県内の公共下水道

管理者（以下「下水道管理者」という。）が下水処理業務を独自では適正に遂行できない場合に

おいて、愛知県（以下「県」という。）、市町村等及び下水道管理者が相互に応援するために必要

な事項を定めることにより、一般廃棄物及び下水の円滑な処理を図り、もって、生活環境の保

全に資することを目的とする。 

 

（協定の締結） 

第２条 この協定は、災害時の一般廃棄物処理業務及び下水処理業務に関し、県、市町村等及び

下水道管理者の相互間において締結するものとする。 

 

（応援要請等） 

第３条 災害の発生に起因して、下記のいずれかに該当する場合、応援を必要とする市町村等及

び下水道管理者（以下「要請自治体等」という。）は他の市町村等及び下水道管理者に応援の要

請（以下「応援要請」という。）をすることができる。 

⑴ 一般廃棄物の収集又は運搬に支障が生じた場合 

⑵ 一般廃棄物処理又は下水処理に支障が生じた場合 

⑶ その他特に必要がある場合 

２ 応援要請は、次の事項を電話等で連絡した後、速やかに文書で通知するものとする。 

⑴ 災害の発生日時、場所及び災害の状況 

⑵ 必要とする業務の内容及び一般廃棄物又は下水の処理量の見込み 

⑶ 必要とする人員、車両、資機材等の品名及び数量 

⑷ 応援の場所及び期間 

⑸ 連絡責任者 

⑹ その他必要事項 

３ 要請自治体等は、応援要請を行ったときは、その旨を速やかに県に報告するものとする。 

４ 応援要請を受けた市町村等及び下水道管理者は、自らの業務に支障がない限り応援を行うも

のとする。 

５ 要請自治体等は、この協定に基づく相互応援を効果的に実施できるよう必要に応じ県に調整

及びあっせんを要請することができる。 

 

（県の役割） 

第４条 県は、第３条第５項の要請を受けたときは、必要な措置を講ずるものとする。 

２ 県は、要請自治体等が応援要請を行うことができない状況にあると判断したときは、他の市

町村等及び下水道管理者に応援について必要な指示を行うものとする。 

 

（経費の負担） 

第５条 応援に要する経費は、原則として要請自治体等がこれを負担するものとする。 

 

（民間業者の活用） 

第６条 県、市町村等及び下水道管理者は災害時の応援を迅速に実施するため、民間廃棄物処理

業者等の活用を図るものとする。 

 

（実施細目） 

第７条 この協定の運用に関し必要な事項は、別に定める。 

 

２ この協定に定めのない事項については、その都度協議して定めるものとする。 

 

 この協定は、平成 26年１月１日から効力を生ずるものとする。 

平成８年３月 12日締結の「一般廃棄物処理に係る災害相互応援に関する協定」は廃止する。 

 

この協定の成立を証明するため、本書 126 通を作成し愛知県知事、市町村等の長及び下水道管
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理者が記名押印の上、各自１通を保管する。 

 

平成 26年１月１日 

 

愛知県知事   
愛知県流域下水道管理者  
愛知県知事   

 
名古屋市長   
名古屋市下水道事業管理者 

      
 

豊橋市長     
豊橋市水道事業及び下水道事業管理者 

      
 

岡崎市長     
岡崎市公共下水道管理者 
岡崎市長    

 
一宮市長     
一宮市水道事業等管理者 

 
瀬戸市長     
瀬戸市公共下水道管理者 
瀬戸市長     

 
半田市長     
半田市公共下水道管理者 
半田市長    

 
春日井市長   
春日井市公共下水道管理者 
春日井市長   
 
豊川市長     
豊川市公共下水道管理者 
豊川市長     

 
津島市長     
津島市公共下水道管理者 
 津島市長    

 
碧南市長     
碧南市公共下水道管理者 
 碧南市長   

 
刈谷市長    
刈谷市公共下水道管理者 

 刈谷市長   
 

豊田市長    
豊田市下水道事業管理者 

    
 

安城市長    
安城市公共下水道管理者 

 安城市長   
 

西尾市長    
西尾市公共下水道管理者 

 西尾市長    
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蒲郡市長     
蒲郡市公共下水道管理者 

    蒲郡市長     
 

犬山市長     
犬山市公共下水道管理者 
犬山市長     

 
常滑市長     
常滑市公共下水道管理者 

    常滑市長     
 

江南市長     
江南市公共下水道管理者 
江南市長     

 
小牧市長    
小牧市公共下水道管理者 
小牧市長    

 
稲沢市長    
稲沢市公共下水道管理者 

 稲沢市長     
 

新城市長    
新城市公共下水道管理者 

 新城市長   
 

東海市長    
東海市公共下水道管理者 

 東海市長    
 

大府市長     
大府市公共下水道管理者 

 大府市長    
 

知多市長     
知多市公共下水道管理者 

 知多市長   
 

知立市長     
知立市公共下水道管理者 
知立市長     

 
尾張旭市長    
尾張旭市公共下水道管理者 
尾張旭市長   

 
高浜市長    
高浜市公共下水道管理者 

    高浜市長     
 

岩倉市長     
岩倉市公共下水道管理者 
岩倉市長     

 
豊明市長     
豊明市公共下水道管理者 
豊明市長     

 
日進市長     
日進市公共下水道管理者 
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日進市長     
 

田原市長    
田原市公共下水道管理者 
田原市長     

 
愛西市長     
愛西市公共下水道管理者 
愛西市長     

 
清須市長     
清須市公共下水道管理者 
清須市長     

 
北名古屋市長   
北名古屋市公共下水道管理者 

 北名古屋市長  
 

弥富市長    
弥富市公共下水道管理者 
弥富市長    

 
みよし市長   
みよし市公共下水道管理者 

    みよし市長   
 

あま市長    
あま市公共下水道管理者 
あま市長    

 
長久手市長   
長久手公共下水道管理者 
長久手市    

 
東郷町長    
東郷町公共下水道管理者 
東郷町長    

 
 

豊山町長    
豊山町公共下水道管理者 
豊山町長    

 
大口町長     
大口町公共下水道管理者 
大口町長     

 
扶桑町長     
扶桑町公共下水道管理者 
扶桑町長     

 
大治町長     
大治町公共下水道管理者 

 大治町長     
 

蟹江町長     
蟹江町公共下水道管理者 
蟹江町長     

 
飛島村長     

 
阿久比町長    
阿久比町公共下水道管理者 
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阿久比町長    
 

東浦町長     
東浦町公共下水道管理者 
東浦町長     

 
南知多町長    
美浜町長     

 
武豊町長     
武豊町公共下水道管理者 
武豊町長    

 
幸田町長     
幸田町公共下水道管理者 
幸田町長     

 
設楽町長     

 
東栄町長     
東栄町公共下水道管理者 
東栄町長     

 
豊根村長     

 
愛北広域事務組合管理者 
岩倉市長     

 
中部知多衛生組合管理者 
常滑市長     

 
東部知多衛生組合管理者 
大府市長     

 
衣浦衛生組合管理者 
高浜市長     

 
常滑武豊衛生組合管理者 
武豊町長     
蒲郡市幸田町衛生組合管理者 
蒲郡市長     

 
逢妻衛生処理組合管理者 
豊田市長     

 
西知多医療厚生組合管理者 
東海市長     

 
尾張東部衛生組合管理者 

    瀬戸市長     
 

海部地区環境事務組合管理者 
    蟹江町長     
 

小牧岩倉衛生組合管理者 
    小牧市長     
 

知多南部衛生組合管理者 
    南知多町長    
 

尾張旭市長久手市衛生組合管理者 
尾張旭市長    
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刈谷知立環境組合管理者 
    刈谷市長    
 

江南丹羽環境管理組合管理者 
江南市長    

 
北設広域事務組合管理者 
設楽町長     
北名古屋衛生組合管理者 
北名古屋市長   

 
尾三衛生組合管理者 
東郷町長     

 
日東衛生組合管理者 
日進市長    

 
五条広域事務組合管理者 
あま市長     

 
知多南部広域環境組合管理者 
半田市長  
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４３．災害時における帰宅困難者に対する支援に関する協定書（株式会社 藤田屋） 
 

知立市（以下「甲」という。）と株式会社 藤田屋（以下「乙」という。）は、知立市内において

発生した大規模災害等により、交通が途絶したため帰宅するのが困難な者（以下「帰宅困難者」と

いう。）に対する支援について、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、大規模な地震等の災害が発生し、交通が途絶した場合、道路等に大量に発

生する帰宅困難者を支援するため、必要な事項を定めるものとする。 

 

（協定の内容） 

第２条 甲は、乙に対し、次の事項について、支援を要請することができる。 

⑴ 乙の施設において、帰宅困難者に対して、飲料水、トイレ等を提供すること。 

⑵ 乙の施設において、帰宅困難者に対し、地図等による道路情報、テレビ・ラジオ等で知り得

た道路に関する情報等を提供すること。 

⑶ 乙は、帰宅困難者に実施する支援について、自らの職員を指導し、及びこの協定に係る支

援の実施について調整及び連絡を行うこと。 

２ 甲と乙は、この協定に定めのない事項について、相互に協力を要請することができる。 

 

（施設の提供） 

第３条 乙は、前条の要請を受けたときは、可能な限り、乙の施設を帰宅困難者に対して提供す

るものとする。 

 

（実績報告） 

第４条 乙は、乙の施設において帰宅困難者の受入れを行った場合は、その受入れ状況を甲に書

面で報告するものとする。また、帰宅困難者が退去した場合についても同様とする。 

 

（費用の負担） 

第５条 この協定に基づき帰宅困難者が乙の施設を使用する場合における費用は、甲の負担とす

る。 

２ 前項の費用の額及び支払の方法については、甲、乙両者が協議して定める。 

 

（有効期間） 

第６条 この協定の有効期間は、協定締結の日の属する年度の３月 31日までとする。 

ただし、この協定の有効期間満了の日の１月前までに、甲又は乙から何ら意思表示がないとき

は、有効期間満了の翌日から起算して１年間この期間は延長され、その後も同様とする。 

 

（その他） 

第７条 本協定に定めるもののほか、本協定の実施について必要な事項は、その都度甲乙両者が

協議して定めるものとする。 

 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有するもの

とする。 

 

 

平成 26年７月 18日 

 

 

   甲  知立市広見三丁目１番地 

知立市長  

 

   乙  知立市山町小林 24番地１ 

株式会社藤田屋 

 代表取締役社長 
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４４．災害時における地図製品等の供給等に関する協定書 （株式会社ゼンリン） 

 

 知立市（以下「甲」という。）と株式会社ゼンリン（以下「乙」という。）とは、第１条第１号に

定める災害時において、乙が、乙の地図製品等（第２条に定義される）を甲に供給すること等につ

いて、以下のとおり本協定を締結する。 

 

（目 的） 

第１条 本協定は、以下各号の事項を目的とする。 

 ⑴ 甲の区域内で災害対策基本法第２条第１号に定める災害が発生し、又はそのおそれがある

場合において、甲が災害対策基本法第 23条の２に基づく災害対策本部（以下「災害対策本部」

という。）を設置したときの、乙の地図製品等の供給及び利用等に関し必要な事項を定めるこ

と。 

 ⑵ 甲乙間の平常時からの防災に関する情報交換を通じ、甲及び乙が連携して、防災・減災に

寄与する地図の作成を検討・推進することにより、市民生活における防災力の向上に努める

こと。 

 （定義） 

第２条 本協定において以下の用語はそれぞれ以下の意味を有するものとする。 

⑴ 「住宅地図」とは、知立市全域を収録した乙の住宅地図帳を意味するものとする。 

⑵ 「広域図」とは、知立市全域を収録した乙の広域地図を意味するものとする。 

⑶ 「ＺＮＥＴ ＴＯＷＮ」とは、乙の住宅地図インターネット配信サービス「ＺＮＥＴ ＴＯＷ

Ｎ」を意味するものとする。 

⑷ 「ＩＤ等」とは、ＺＮＥＴ ＴＯＷＮを利用するための認証ＩＤ及びパスワードを意味する

ものとする。 

⑸ 「地図製品等」とは、住宅地図、広域図及びＺＮＥＴ ＴＯＷＮの総称を意味するものとす

る。 

 （地図製品等の供給の要請等） 

第３条 乙は、甲が災害対策本部を設置したときは、甲からの要請に基づき、可能な範囲で地図

製品等を供給するものとする。 

２ 地図製品等の搬送にかかる費用は、乙が負担するものとする。 

３ 甲は、地図製品等の供給を求めるときは、別途定める物資供給要請書（以下「要請書」とい

う。）を乙に提出するものとする。但し、緊急を要する場合は、甲は、電話等により乙に対して

要請できるものとし、事後、速やかに要請書を提出するものとする。 

４ 乙は、地図製品等を供給するときは、甲に、別途定める物資供給報告書を提出するものとす

る。 

５ 本条に基づく地図製品等の供給にかかる対価は、甲乙別途協議のうえ決定するものとする。 

 （地図製品等の貸与及び保管） 

第４条 乙は、第３条第１項の規定に基づく地図製品等の供給とは別途、本協定締結後、甲乙別

途定める時期、方法により乙が別途定める数量の住宅地図、広域図及びＩＤ等を甲に貸与する

ものとする。なお、当該貸与にかかる対価についても、第３条第５項に基づき甲乙別途協議のう

え決定するものとする。 

２ 甲は、前項に基づき乙が貸与した住宅地図、広域図及びＩＤ等を甲の事務所内において、善

良なる管理者の注意義務をもって保管・管理するものとする。なお、乙が、住宅地図及び広域図

の更新版を発行したときは、乙は、甲が保管している旧版の住宅地図及び広域図について、甲か

ら当該住宅地図及 び広域図を引き取りかつ更新版と差し替えることができるものとする。 

３ 乙は、必要に応じ、甲に対して事前に通知したうえで、甲による住宅地図の保管・管理状況を

確認することができるものとする。 

 （地図製品等の利用等） 

第５条 甲は、第１条第１号に基づき災害対策本部を設置したときは、災害応急対策及び災害復

旧・復興にかかる資料として、第３条又は第４条に基づき乙から供給又は貸与された地図製品

等につき、以下各号に定める利用を行うことができるものとする。 

⑴ 災害対策本部設置期間中の閲覧 

 ⑵ 災害対策本部設置期間中、甲乙間で別途協議のうえ定める期間及び条件の範囲内での複製 

２ 甲は、前項に基づき住宅地図の利用を開始したときは、速やかに別途定める乙の報告先に報

告するものとする。また、当該住宅地図の利用を終了したときは、速やかに従前の保管場所にて

保管・管理するものとする。 
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３ 甲は、第１項にかかわらず、災害時以外の平常時において、防災業務を目的として、甲の当該

防災業務を統括する部署内において、広域図及びＺＮＥＴ ＴＯＷＮを利用することができるも

のとする。なお、甲は、本項に基づき 広域図を複製利用する場合は、別途乙の許諾を得るもの

とし、ＺＮＥＴ ＴＯＷＮを利用する場合は、本協定添付別紙のＺＮＥＴ ＴＯＷＮ利用約款に

記載の条件に従うものとする。 

 （情報交換） 

第６条 甲及び乙は、平常時から防災に関する情報交換を行うとともに、相互の連携体制を整備

し、災害時に備えるものとする。 

 （有効期間） 

第７条 本協定の有効期間は、本協定末尾記載の締結日から１年間とする。但し、当該有効期間

満了の３ヶ月前までに当事者の一方から相手方に対し書面による別段の意思表示がない限り、

本協定は更に１年間同一条件にて更新されるものとし、以後も同様とする。 

 （協議） 

第８条 甲乙間で本協定の解釈その他につき疑義又は紛争が生じた場合には、両当事者は誠意を

もって協議し解決に努めるものとする。 

 

 

 以上、本協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙それぞれ記名押印のうえ各１通を

保有する。 

 

 

 平成 26年 11月 11日 

 

             甲 知立市広見三丁目１番地 

                知立市 

                 知立市長             

 

             乙 名古屋市熱田区沢上２丁目１番 32号 

                株式会社ゼンリン 中部エリア統括部 

                 部長             
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４５．地震災害時の応急対策活動の協力に関する協定書（公益社団法人愛知建築士会） 
 

知立市（以下「甲」という。）と公益社団法人愛知建築士会（以下「乙」という。）は、地震災害

時における支援協力に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（総則） 

第１条 この協定は、地震災害が知立市内において発生した場合に、甲が乙所属の刈谷支部（以

下「丙」という。）の支援協力を得て行う被災建築物に対する応急対策活動について、必要な事

項を定めるものとする。 

 

（支援協力） 

第２条 この協定により、甲が丙に協力を要請する応急対策活動の支援内容は、次の各号に掲げ

るとおりとする。 

⑴ 甲が別に指定する避難施設及び防災上重要な施設への、応急危険度判定士による安全確認

支援 

⑵ 震度６弱以上での応急危険度判定における自動参集 

⑶ 建築物の復旧に関する相談業務支援 

    

（応急対策活動業務の基準） 

第３条 応急危険度判定士による安全確認支援は「愛知県被災建築物応急危険度判定士登録要綱」

により登録された判定士が、「愛知県被災建築物応急危険度判定要綱」「応急危険度判定士業務

マニュアル」の基準により行う。 

 

（協力の要請） 

第４条 甲は、丙による応急危険度判定士による安全確認支援活動及び建築物の復旧に関する相

談業務が必要と認めるときは、丙に対し次の各号に掲げる事項を明らかにし、協力を要請する

ものとする。 

⑴ 災害の状況及び協力を要請する事由 

⑵ 応急危険度判定士による安全確認支援及び復旧の相談業務の実施内容 

⑶ その他必要な事項 

２ 前項の規定による要請は、別に定める様式をもって行うものとする。ただし緊急を要すると

きは口頭をもって要請し、事後において文章を提出する。丙は、前項の要請を受けたときは、こ

れに協力するものとする。 

 

（協力要請の自動発動） 

第５条 市内において震度６弱以上の地震が発生した場合には、丙は甲から応急対策活動の協力

の要請があったものとみなし、支援協力を実施するものとする。 

 

（報告） 

第６条 丙は応急危険度判定士による安全確認支援に従事したときは、施設管理者等に対し報告

する。 

 

（補償等） 

第７条 甲は、第２条の規定による支援協力に対し必要な補償を行う。 

 

（協議） 

第８条 この協定に定めるもののほか、必要事項については甲乙丙協議の上、別に定めるものと

する。 

 

（協定期間及び更新） 

第９条 この協定の期間は、協定締結の日から平成 27 年３月 31 日までとする。ただし、期間満

了の日の３か月前までに甲乙いずれからも協定の解除又は協定内容の変更の申出がないときは、

協定の期間を１年延長するものとし、以後この例によるものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その１通を保有する。 
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平成 26年３月 25日 

 

 

甲 知立市広見３丁目１番地 

知立市長   

 

乙 名古屋市中区栄４丁目３番地26号昭和ビル５階 

公益社団法人愛知建築士会 

会長  
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４６．地震災害時の応急対策活動の協力に関する協定書（公益社団法人愛知県建築士

事務所協会） 
 

知立市（以下「甲」という。）と公益社団法人愛知県建築士事務所協会（以下「乙」という。）

は、地震災害時における支援協力に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（総則） 

第１条 この協定は、地震災害が知立市内において発生した場合に、甲が乙所属の西三河支部（以

下「丙」という。）の支援協力を得て行う被災建築物に対する応急対策活動について、必要な事

項を定めるものとする。 

 

（支援協力） 

第２条 この協定により、甲が丙に協力を要請する応急対策活動の支援内容は、次の各号に掲げ

るとおりとする。 

⑴ 甲が別に指定する避難施設及び防災上重要な施設への、応急危険度判定士による安全確認

支援 

⑵ 震度６弱以上での応急危険度判定における自動参集 

⑶ 建築物の復旧に関する相談業務支援 

    

（応急対策活動業務の基準） 

第３条 応急危険度判定士による安全確認支援は「愛知県被災建築物応急危険度判定士登録要綱」

により登録された判定士が、「愛知県被災建築物応急危険度判定要綱」「応急危険度判定士業務

マニュアル」の基準により行う。 

 

（協力の要請） 

第４条 甲は、丙による応急危険度判定士による安全確認支援活動及び建築物の復旧に関する相

談業務が必要と認めるときは、丙に対し次の各号に掲げる事項を明らかにし、協力を要請する

ものとする。 

⑴ 災害の状況及び協力を要請する事由 

⑵ 応急危険度判定士による安全確認支援及び復旧の相談業務の実施内容 

⑶ その他必要な事項 

２ 前項の規定による要請は、別に定める様式をもって行うものとする。ただし緊急を要すると

きは口頭をもって要請し、事後において文章を提出する。丙は、前項の要請を受けたときは、こ

れに協力するものとする。 

 

（協力要請の自動発動） 

第５条 市内において震度６弱以上の地震が発生した場合には、丙は甲から応急対策活動の協力

の要請があったものとみなし、支援協力を実施するものとする。 

 

（報告） 

第６条 丙は応急危険度判定士による安全確認支援に従事したときは、施設管理者等に対し報告

する。 

 

（補償等） 

第７条 甲は、第２条の規定による支援協力に対し必要な補償を行う。 

 

（協議） 

第８条 この協定に定めるもののほか、必要事項については甲乙丙協議の上、別に定めるものとす

る。 

 

（協定期間及び更新） 

第９条 この協定の期間は、協定締結の日から平成 27 年３月 31 日までとする。ただし、期間満

了の日の３か月前までに甲乙いずれからも協定の解除又は協定内容の変更の申出がないときは、

協定の期間を１年延長するものとし、以後この例によるものとする。 
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この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その１通を保有する。 

 

平成 26年３月 25日 

 

 

甲 知立市広見３丁目１番地 

知立市長   

 

乙 名古屋市中区栄４丁目３番地26号昭和ビル２階 

公益社団法人愛知県建築士事務所協会 

                      会長  
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４７．大規模災害時における宿泊施設等の確保に関する協定書（アイリスイン知立） 
 

知立市（以下「甲」という。）と アイリスイン知立（以下「乙」という）は、災害時等におけ

る協力について、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条  この協定は、災害時等において、甲が宿泊施設等を必要とする場合に、市内でホテル業

又は旅館業を営む乙と、協力体制を円滑に遂行するため、必要な事項について、定めるものとす

る。 

 

（協力要請） 

第２条  甲は、災害時等において、宿泊施設等を調達する必要があるときは、乙に対し、協力を

要請することができる。 

 

（施設の提供） 

第３条 乙は前条の要請を受けたときは、可能なかぎり宿泊施設を提供するものとする。 

 

（実績報告） 

第４条 乙は、対象施設において被災者等の受入れを行った場合は、その受入れ状況を甲に書面で

報告するものとする。また、被災者等が退去した場合についても同様とする。 

 

（費用の負担） 

第５条 この協定に基づき被災者等が対象施設を使用する場合における費用は、甲の負担とする。 

２ 前項の費用の額及び支払い方法については、甲、乙、別途協議して定める。 

 

（有効期間） 

第６条 この協定の有効期間は、協定締結の日の属する年度の３月３１日までとする。ただし、こ

の協定の有効期間満了の日１か月前までに、甲又は乙から何ら意思表示がないときは、有効期

間満了の翌日から起算して１年間この期間は延長され、その後も同様とする。 

 

（その他） 

第７条 本協定に定めるもののほか、本協定の実施について必要な事項は、その都度甲、乙 両者が

協議して定めるものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲、乙 記名押印の上、各自１通を保有

するものとする。 

 

平成 27年２月５日 

 

 

甲   知立市広見三丁目１番地 

 

                 知立市長 

 

乙   知立市新富２丁目 45番地 

 

                  アイリスイン知立   

  

                  総支配人
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４８．大規模災害時における宿泊施設等の確保に関する協定書（ホテルマネージメン

トインターナショナル株式会社） 

 

知立市（以下「甲」という。）と ホテルマネージメントインターナショナル株式会社 

「ホテルクラウンパレス知立」（以下「乙」という）は、災害時等における協力について 

次のとおり協定を締結する。 

 

（趣 旨） 

第１条  この協定は、災害時等において、甲が宿泊施設等を必要とする場合に、市内でホテル業

又は旅館業を営む 乙と、協力体制を円滑に遂行するため、必要な事項について、定めるも

のとする。 

 

（協力要請） 

第２条  甲は、災害時等において、宿泊施設等を調達する必要があるときは、乙に対し、協力を

要請することができる。 

 

（施設の提供） 

第３条  乙は前条の要請を受けたときは、可能なかぎり宿泊施設を提供するものとする。 

 

（実績報告） 

第４条  乙は、対象施設において被災者等の受入れを行った場合は、その受入れ状況を甲に書面

で報告するものとする。また、被災者等が退去した場合についても同様とする。 

 

（費用の負担） 

第５条 この協定に基づき被災者等が対象施設を使用する場合における費用は、甲の負担とする。 

２ 前項の費用の額及び支払い方法については、甲、乙、別途協議して定める。 

 

（有効期間） 

第５条  この協定の有効期間は、協定締結の日の属する年度の３月３１日までとする。ただし、

この協定の有効期間満了の日１か月前までに、甲又は乙から何ら意思表示がないときは、

有効期間満了の翌日から起算して１年間この期間は延長され、その後も同様とする。 

 

（その他） 

第６条  本協定に定めるもののほか、本協定の実施について必要な事項は、その都度甲、乙 両者

が協議して定めるものとする。 

 

 

 

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲、乙 記名押印の上、各自１通を保有

するものとする。 

 

令和２年８月３１日 

 

 

甲    知立市広見三丁目１番地 

 

          知立市長 

   

乙     東京都中央区日本橋小網町 6-1 山万ビル 10 階 

 

    ホテルマネージメントインターナショナル株式会社 
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４９．大規模災害時における宿泊施設等の確保に関する協定書（ルートインジャパン

株式会社） 
 

知立市（以下、「甲」という。）とルートインジャパン株式会社（以下、「乙」という。）とは、大

規模災害時における宿泊施設等の確保に関し、次のとおり協定（以下、「本協定」という。）を締結

する。 

 

第１条（目的） 

本協定は、大地震、津波その他の大規模災害（以下、「大規模災害」という。）が発生した場合

において、乙がその運営するホテルを避難所及び宿泊施設として優先的に確保することによっ

て、大規模災害時における国民生活及び社会経済活動への影響を最小限に止め、被害からの早

期復旧を図り、もって甲の災害救助活動に寄与することを目的とする。 

 

第２条（利用対象者及び提供宿泊施設の範囲） 

本協定に基づき、大規模災害が発生した場合に乙が確保するホテルは、「ホテルルートイン知

立」（以下、「本件ホテル」という。）とする。 

２．本協定に基づき、本件ホテルを宿泊施設として利用することが可能な者（以下、「利用対象者」

という。）の範囲は、次の各号に定めるとおりとする。 

⑴ 高齢者、乳幼児、妊産婦、障害者等、甲が指定した避難所では避難生活が困難な被災者 

⑵ 公共交通機関の不通、道路の通行止め等による帰宅困難者 

⑶ 災害復旧等のため他の地方公共団体等から甲に派遣された応援職員 

⑷ 甲と災害時相互応援協定を締結している地方公共団体（以下、「相互応援団体」という。）

において大規模災害が発生した場合において、当該相互応援団体から避難場所としての宿泊

施設の確保を要請された被災者等 

３．本協定締結時における相互応援団体は、長野県伊那市、岐阜県下呂市、福井県鯖江市、石川県

能美市、富山県魚津市、滋賀県栗東市の計６団体とし、甲は、これに追加・変更等が生じた場合

は、速やかに乙に連絡するものとする。 

 

第３条（客室等確保の要請） 

大規模災害が発生し、甲が利用対象者に本件ホテルを利用させる必要が発生したときは、甲

は、乙に対し、本件ホテルの利用を要請（以下、「利用要請」という。）することができる。 

２．甲は、前項に基づき利用要請を行うときは、宿泊人数、客室数、利用期間その他必要事項を、

ファクシミリ又は電子メールにより連絡することによって行うものとする。 

但し、緊急を要する場合には、甲は、電話その他適宜の方法をもって利用要請を行うことがで

きるものとし、その後速やかにファクシミリ又は電子メールにても連絡するものとする。 

３．甲は、大規模災害による被害状況によっては、ファクシミリ等の通信手段が機能しないことの

あり得ることを想定し、甲からの利用要請が乙に到達しているか否かを適宜の方法で確認する

ものとする。 

４．利用要請その他の手続に関する甲及び乙の連絡責任者及び連絡先については、別表記載のと

おりとし、別表記載の自己に関する事項に変更があった場合、甲及び乙は、相手方に対し、遅滞

なく書面で通知するものとする。 

 

第４条（客室の確保） 

乙は、甲の利用要請に基づく利用人数に見合う客室数を優先的に確保できるよう手配するも

のとする。 

なお、当日の宿泊予約状況により、甲の要請する客室数を確保できないときは、その時点で可

能な数の客室を確保するものとする。 

その場合、乙は、第三者から宿泊予約のキャンセルがなされる都度、甲のため、利用要請のあ

った利用人数に満つるまでの客室を確保するものとする。 

２．前項に基づき乙が甲のため確保すべき客室は喫煙室又は禁煙室の別を問わないものとし、客

室のタイプについては、シングル、ツイン、ファミリーダブルの順に確保するものとする。 

３．乙は、前二項に基づき確保できた客室数及び総定員数を、速やかに甲に連絡するものとする。 

 

第５条（客室の利用期間） 

甲が利用要請に基づいて本件ホテルの客室を利用することのできる期間は、第 3 条 2 項に基
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づき甲が乙に通知した期間とする。 

但し、大規模災害の規模、被害の復旧状況等により、甲が当該期間を超えて本件ホテルの利

用を必要とするときは、甲は、乙に利用期間の延長を要請できるものとする。 

２．前項但書の場合、乙は、甲のため客室の確保に努めるものとする。 

 

第６条（宿泊者） 

甲は、利用対象者が本件ホテルに宿泊する場合、個別に甲所定のチェックイン及びチェック

アウトの手続を行わせるものとする。 

 

第７条（承諾事項） 

甲は、本協定に基づく対応が大規模災害時に行われることに鑑み、被災状況によっては、乙が

第３条及び第４条に定める義務を完全に履行できない可能性があることを予め承諾する。 

 

第８条（利用代金） 

本協定に基づき、乙が甲のために提供する客室の一室当りの利用代金（以下、「利用代金」と

いう。）は、客室のタイプと宿泊人数毎に設定された通常料金と同一とする。 

但し、乙は、電気、ガス、水道等のライフライン及びホテル設備の復旧状況等により、一般利

用客に対し、宿泊代金の割引対応を行う場合には、当該割引対応を行う日における利用対象者

の利用代金についても、一般利用客と同様の割引対応を行うものとする。 

２．利用代金は、15時から翌日 10時までの間の利用を１泊として計算するものとする。 

但し、連続して宿泊（以下、「連泊」という。）する場合は、15時から翌日 15時を経過する前

までを 1 泊とする。 

３．第２条２項⑴乃至⑶に定める利用対象者の利用代金については、甲が乙に支払うものとし、

同項⑷に定める利用対象者の利用代金については、乙が各利用対象者もしくは利用対象者の所

属する地方公共団体等から直接収受するものとする。 

４．乙は、利用対象者の利用代金については、第３条及び第４条に基づき、甲からの利用要請によ

り確保した客室（以下、「確保済みの客室」という。）のタイプ及び数に基づいて月末締めにて利

用代金を計算し、締切月の翌月末日までに、甲に請求する。 

なお、確保したにもかかわらず実際に宿泊しなかった確保済みの客室についても、利用代金

が発生するものとする。 

その場合、客室タイプがツイン又はファミリーダブルであっても、１名利用として利用代金を

計算するものとする。 

５．甲は、乙から請求を受けた利用対象者の利用代金を、締切月の翌々月 10 日までに、乙の指定

する銀行口座に振り込む方法により支払う。 

但し、振込手数料は甲の負担とする。 

 

第９条（客室清掃及びリネン類の交換） 

甲は、利用対象者に対し、本協定に基づく利用対象者が宿泊する場合の乙による客室清掃及

びリネン類の交換が、本件ホテルの被災状況によっては、次の要領で行われるものであることを

承諾するとともに、利用対象者にこの取扱いを周知させるものとする。 

⑴ 本協定が大規模災害時における宿泊場所等の確保にあることに鑑み、確保済みの客室を連

泊にて利用対象者に使用させている期間中、乙は、原則として当該客室の清掃及びリネン類

の交換を行わないものとし、連泊中に客室にて発生したゴミは、各客室使用者がフロントに

持参して乙の従業員に手渡すことにより処分するものとする。 

但し、乙は、当該客室の使用状況を勘案し、清掃又はリネン類の交換が必要であると判断

したときは、当該客室の清掃又はリネン類の交換を行うことができるものとする。 

この場合、乙は、予め、当該客室使用者に対し、清掃等の時間を通知して行うものとする。 

⑵ 前号の規定にかかわらず、客室使用者が交代する場合には、乙は、交代後の客室使用者に

対し、交換用のリネン類を手渡すものとする。 

２．甲は、交換用のリネン類については、大規模災害発生後の工場の稼働状況及び燃料の流通状

況等により提供することができない場合があること、並びに通常時に提供するリネン類の種類

及び数とは異なる場合があることを予め承諾する。 

 

第 10条（朝食） 

乙は、客室使用者に対し、１日１名につき朝食１食を無料で提供する。 
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但し、甲は、大規模災害発生後の食糧・燃料等の流通状況及び電気・水道・ガス等のライフラ

インの復旧状況等により、朝食を提供することができない場合があること、並びに朝食のメニ

ューの数及び１名あたりに提供することができる食事の量を制限する場合があることを予め承

諾する。 

 

第 11条（入浴の制限） 

甲は、大規模災害発生後の燃料の流通状況及びライフラインの復旧状況等により、客室内の

ユニットバス及び本件ホテル内の大浴場の利用を制限する場合があることを予め承諾する。 

 

第 12条（遵守事項） 

甲は、利用対象者に対し、利用対象者が本件ホテルを利用するについて、乙の定める宿泊約

款（以下、「宿泊約款」という。）を遵守させるものとする。 

 

第 13条（損害賠償請求） 

本協定に基づき本件ホテルに宿泊した利用対象者の責に帰すべき事由により本件ホテルの設

備及び備品等を滅失、毀損した場合、乙は、その損害賠償請求については、当該利用対象者に対

して行うものとする。 

 

第 14条（一時避難施設としての使用） 

乙は、本件ホテルを、前各条に基づく利用対象者の宿泊施設としての使用とは別に、本件ホ

テルの近隣住民等の一時避難施設として提供することを承諾する。 

２．本件ホテルのうち一時避難施設としての使用（以下、「一時避難使用」という。）が可能な場所

は、原則として、ロビー、エレベーターホール、レストラン、廊下及び大浴場の脱衣所等の共用

部分とし、その他の本件ホテルの使用方法及び立入可能範囲等については、甲は、緊急の場合

を除き、乙の係員の指示に従うものとする。 

３．一時避難使用は、次の各号に定める事由が生じたときに終了するものとし、甲は、速やかに近

隣住民等への退去の指示を行い、退去を完了させるものとする。 

⑴ 甲の使用終了の申出があったとき。 

⑵ 乙より退去の要請があったとき。 

４．一時避難使用による本件ホテルの使用は無料とする。 

但し、本件ホテルの客室の利用及びその他の各種ホテルサービスの利用については、この限

りではない。 

５．前項の定めにかかわらず、近隣住民等の避難が長時間に及んだ場合、乙は、備蓄している食糧

を、避難中の近隣住民等に可能な範囲で供給するものとする。 

なお、乙が供給した食糧にかかる費用は、甲が負担するものとする。 

６．乙は、近隣住民等が一時避難使用の際、安全な避難のため、やむを得ず本件ホテルの運営に供

している建物、什器備品及び工作物（以下、「乙の設備等」という。）を損壊する場合があり得る

ことを予め承諾する。 

７．前項の場合を含め、近隣住民等が一時避難使用中に本件ホテル又は乙の設備等を滅失、毀損

したときは、甲は、その復旧に係る費用を負担するものとする。 

８．本件ホテルに近隣住民等が避難した際に発生した事故については、乙の責に帰すべき事由が

ある場合を除き、甲が、甲の責任と費用負担において解決するものとし、乙に金銭的負担その他

一切の迷惑をかけないものとする。 

 

第 15条（有効期間） 

本協定の有効期間は、平成 27年 2月 5日から平成 28年 2月 4日までとする。 

但し、期間満了の１ヶ月前までに甲乙いずれからも書面による特段の意思表示のないときは、

本協定を１年間同一条件をもって自動的に更新するものとし、以後同様とする。 

 

第 16条（中途解約） 

甲及び乙は、本協定の有効期間中であっても、1ヶ月前までに書面で予告して、本協定を中途

解約できる。 

 

第 17条（反社会的勢力の排除） 

乙は、自己が知り得る限り自らにおいて暴力団、暴力団関係者その他反社会的勢力との間に
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おいて取引がないこと及び自らの役員、従業員もしくは関係会社の中に、これらの反社会的勢

力に属する者が存在しないことを表明、保証する。 

２．甲は、乙が前項に基づく表明、保証に違反したときは、何らの通知、催告を要せず、本契約を

解除することができる。 

 

第 18条（本協定書に定めのない事項） 

本協定書及び宿泊約款の双方に定めのない事項については、甲乙誠意をもって協議のうえ決

定するものとする。 

 

以上の協定の成立を証するため本書弐通を作成し、甲乙記名押印のうえ各壱通を保有する。 

 

平成 27年２月５日 

 

 

（甲） 愛知県知立市広見三丁目 1番地 

 

知立市 

 

知立市長   

 

（乙） 東京都品川区大井一丁目 35番 3号 

 

ルートインジャパン株式会社 

 

代表取締役  

 

 

＜別表＞ 

 甲 乙 

責任者   

連絡先（FAX） 0566-83-1141 0566-84-4466 

連絡先（TEL） 0566-83-1111 0566-84-4455 

連絡先（E-mail） ansin-anzen@city.chiryu.lg.jp chiryu@route-inn.co.jp 

mailto:ansin-anzen@city.chiryu.lg.jp
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５０．大規模災害時における宿泊施設等の確保に関する協定書（ビジネス旅館双葉） 
 

知立市（以下「甲」という。）と ビジネス旅館双葉（以下「乙」という）は、災害時等におけ

る協力について、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣 旨） 

第１条 この協定は、災害時等において、甲が宿泊施設等を必要とする場合に、市内でホテル業又

は旅館業を営む 乙と、協力体制を円滑に遂行するため、必要な事項について、定めるものとす

る。 

 

（協力要請） 

第２条 甲は、災害時等において、宿泊施設等を調達する必要があるときは、乙に対し、協力を要

請することができる。 

 

（施設の提供） 

第３条 乙は前条の要請を受けたときは、可能なかぎり宿泊施設を提供するものとする。 

 

（実績報告） 

第４条 乙は、対象施設において被災者等の受入れを行った場合は、その受入れ状況を甲に書面で

報告するものとする。また、被災者等が退去した場合についても同様とする。 

 

（費用の負担） 

第５条 この協定に基づき被災者等が対象施設を使用する場合における費用は、甲の負担とする。 

２ 前項の費用の額及び支払い方法については、甲、乙、別途協議して定める。 

 

（有効期間） 

第６条 この協定の有効期間は、協定締結の日の属する年度の３月３１日までとする。ただし、こ

の協定の有効期間満了の日１か月前までに、甲又は乙から何ら意思表示がないときは、有効期

間満了の翌日から起算して１年間この期間は延長され、その後も同様とする。 

 

（その他） 

第７条 本協定に定めるもののほか、本協定の実施について必要な事項は、その都度甲、乙 両者が

協議して定めるものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲、乙 記名押印の上、各自１通を保

有するものとする。 

 

平成 27年２月５日 

 

 

甲   知立市広見三丁目１番地 

 

                      知立市 知立市長 

 

乙   知立市池端３丁目 53番地 

 

                       ビジネス旅館双葉   

   

                       代表者



 

165 

 

５１．災害に関わる情報発信等に関する協定（ヤフー株式会社） 

 

知立市（以下「甲」という。）およびヤフー株式会社（以下「乙」という）は、災害に係る情報

発信等に関し、次のとおり協定（以下「本協定」という）を締結する。 

 

第１条（本協定の目的） 

本協定は、知立市内の地震、津波、台風、豪雨、洪水、暴風その他の災害に備え、甲が知立市

民及び当該地域の来訪者、滞在者などに対して必要な情報を迅速に提供し、かつ甲の行政機

能の低下を軽減させるため、甲と乙が互いに協力して様々な取組みを行うことを目的とする。 

 

第２条（本協定における取組み） 

１．本協定における取組みの内容は次の中から、甲および乙の両者の協議により具体的な内容お

よび方法について合意が得られたものを実施するものとする。 

⑴ 乙が、甲の運営するホームページの災害時のアクセス負荷の軽減を目的として、甲の運営

するホームページのキャッシュサイトをヤフーサービス上に掲載し、一般の閲覧に供するこ

と。 

⑵ 甲が、知立市内の避難所等の防災情報を乙に提供し、乙が、これらの情報を平常時からヤ

フーサービス上に掲載するなどして、一般に広く周知すること。 

⑶ 甲が、知立市内の避難勧告、避難指示等の緊急情報を乙に提供し、乙が、これらの情報をヤ

フーサービス上に掲載するなどして、一般に広く周知すること。 

⑷ 甲が、災害発生時の知立市内の被害状況、ライフラインに関する情報および避難所におけ

るボランティア受入れ情報を乙に提供し、乙が、これらの情報をヤフーサービス上に掲載す

るなどして、一般に広く周知すること。 

⑸ 甲が、知立市内の避難所等における必要救援物資に関する情報を乙に提供し、乙が、この

必要救援物資に関する情報をヤフーサービス上に掲載するなどして、一般に広く周知するこ

と。 

⑹ 乙が、乙の提供するブログサービスにおいて甲が運営するブログ（以下「災害ブログ」とい

う）にアクセスするためのｗｅｂリンクをヤフーサービス上に掲載するなどして、災害ブログ

を一般に広く周知すること。 

⑺ 甲が、知立市内の避難所に避難している避難者の名簿を作成する場合、乙が提示する所定

のフォーマットを用いて名簿を作成すること。 

２．甲および乙は、前項各号の事項が円滑になされるよう、お互いの窓口となる連絡先およびその

担当者名を相手方に連絡するものとし、これに変更があった場合、速やかに相手方に連絡する

ものとする。 

３．第１項各号に関する事項および同項に記載のない事項についても、甲および乙は、両者で適宜

協議を行い、決定した取組みを随時実施するものとする。 

 

第 3 条（費用） 

前条に基づく甲および乙の対応は別段の合意がない限り無償で行われるものとし、それぞれ

の対応にかかる旅費・通信費その他一切の経費は、各自が負担するものとする。 

 

第４条（情報の周知） 

乙は、甲から提供を受ける情報について、甲が特段の留保を付さない限り、本協定の目的を達

成するため、乙が適切と判断する方法（提携先への提供、ヤフーサービス以外のサービス上で

の掲載等を含む）により、一般に広く周知することができる。ただし、乙は、本協定の目的以

外のために二次利用をしてはならないものとする。 
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第５条（本協定の公表） 

本協定締結の事実および本協定の内容を公表する場合、甲および乙は、その時期、方法およ

び内容について、両者で別途協議のうえ、決定するものとする。 

 

第６条（本協定の期間） 

本協定の有効期間は、本協定締結日から１年間とし、協定を締結した日から平成 28年３月 31

日までとする。ただし、この協定の有効期間満了の日１か月前までに甲乙いずれからもこの

協定の延長に対して書面による異議の申し立てがないときは、更に１年間有効期間を延長す

るものとし、以後も同様とする。 

 

第７条（協議） 

本協定に定めのない事項および本協定に関して疑義が生じた事項については、甲および乙は、

誠実に協議して解決を図る。 

 

以上、本協定締結の証として本書 2通を作成し、甲と乙両者記名押印のうえ各１通を保有する。 
 

平成 27年５月 15日 
 

知立市：愛知県知立市広見三丁目１番地 

     知立市長   

 

 

ヤフー：東京都港区赤坂九丁目７番１号 

ヤフー株式会社 

代表取締役 
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５２．災害発生時における福祉避難所の設置運営に関する協定書 （特定非営利活動

法人かとれあ福祉ネット） 

 

知立市（以下「甲」という。）と特定非営利活動法人かとれあ福祉ネット（以下「乙」とい

う。）は知立市内に発生した大規模地震や風水害等の災害発生時における福祉避難所の開設及

び運営に関し、次のとおり協定を締結する。 

（目的） 

第１条 この協定は、災害時、市が開設した指定避難所では避難生活に困難が生じる災害時

要配慮者（以下「要配慮者」という）で、福祉施設、医療機関に入所又は入院することを要

しない者を収容する福祉避難所の開設及び運営に関し、必要な事項を定めることを目的と

する。 

（施設使用の要請等） 

第２条 甲は、福祉避難所の開設の必要があると認めるときには、乙に対し次条に規定する施

設を福祉避難所として開設することについて、乙に要請することができる。 

２ 乙は、甲からの要請に可能な範囲内で応じるように努めるものとする。 

（指定する施設） 

第３条 福祉避難所として指定する施設は、知立市かとれあワークスとする。 

（手続き等） 

第４条 甲は、第２条の規定により福祉避難所の開設を要請する場合、あらかじめ電話等で

確認の上、次に掲げる事項を明らかにして書面で行うものとする。ただし、緊急を要する

場合は、この限りでない。 

⑴ 要配慮者の住所、氏名、心身の状況、連絡先等 

⑵ 身元引受人及び介護支援者の氏名、連絡先等 

（移送） 

第５条 要配慮者の施設への移送については、原則として当該要配慮者の家族又は支援者が

同伴して行う。ただし、家族又は支援者による移送が困難な場合にあっては、甲が行うも

のとする。 

２ 甲は、必要により、民間協力者に対して移送の協力を依頼することができる。 

（開設期間） 

第６条 福祉避難所の開設期間は、災害発生の日から７日以内とする。ただし、甲が必要があ

ると認めるときは、乙と協議のうえ当該期間を延長することができる。 

（経費の負担） 

第７条 甲は、乙が福祉避難所の開設及び運営に要した費用を負担するものとする。 

（物資の調達及び介護支援者の確保） 

第８条 甲は、要配慮者の避難生活に必要な日常生活用品、食料、医薬材料などの物資の調

達に努めるものとする。 

２ 甲は、乙の求めにより看護師、介護員、ボランティア等の介護支援者の確保に努めるもの

とする。 

（守秘義務） 

第９条 甲、乙及び介護支援者は、正当な理由なく、その業務上知り得た情報を漏らしてはな

らない。 

（疑義の解決） 

第 10条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関して疑義が生じた時は、別に甲乙協議

して定めるものとする。 

（協定の期間） 

第 11条 この協定は、締結の日から効力を生ずるものとし、締結の日の属する年度の末日ま

でとする。ただし、協定の有効期間満了の２ヶ月前までに甲又は乙のいずれかから書面に

よる異議の申出がないときは、その後１年間協定を更新するものとし、以後同様とする。 

 

この協定の締結を証するため、本書を２通作成し、甲、乙、記名押印の上、各１通を所持す

るものとする。 
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 平成 28年２月 25日 

 

（甲） 知立市広見三丁目１番地 

 

知立市 

 

知立市長 

 

（乙） 知立市桜木町桜木 11 番地２ 

       

特定非営利活動法人 かとれあ福祉ネット 

 

理事長
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５３．災害発生時における福祉避難所の設置運営に関する協定書 （社会福祉法人け

やきの会） 

 

知立市（以下「甲」という。）と社会福祉法人けやきの会（以下「乙」という。）は知立市内

に発生した大規模地震や風水害等の災害発生時における福祉避難所の開設及び運営に関し、

次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、災害時、市が開設した指定避難所では避難生活に困難が生じる災害時

要配慮者（以下「要配慮者」という）で、福祉施設、医療機関に入所又は入院することを要

しない者を収容する福祉避難所の開設及び運営に関し、必要な事項を定めることを目的と

する。 

（施設使用の要請等） 

第２条 甲は、福祉避難所の開設の必要があると認めるときには、乙に対し次条に規定する施

設を福祉避難所として開設することについて、乙に要請することができる。 

２ 乙は、甲からの要請に可能な範囲内で応じるように努めるものとする。 

（指定する施設） 

第３条 福祉避難所として指定する施設は、次に掲げる施設とする。 

⑴ けやき作業所 

⑵ 第２けやき作業所（メープルけやき） 

（手続き等） 

第４条 甲は、第２条の規定により福祉避難所の開設を要請する場合、あらかじめ電話等で

確認の上、次に掲げる事項を明らかにして書面で行うものとする。ただし、緊急を要する

場合は、この限りでない。 

⑴ 要配慮者の住所、氏名、心身の状況、連絡先等 

⑵ 身元引受人及び介護支援者の氏名、連絡先等 

（移送） 

第５条 要配慮者の施設への移送については、原則として当該要配慮者の家族又は支援者が

同伴して行う。ただし、家族又は支援者による移送が困難な場合にあっては、甲が行うも

のとする。 

２ 甲は、必要により、民間協力者に対して移送の協力を依頼することができる。 

（開設期間） 

第６条 福祉避難所の開設期間は、災害発生の日から７日以内とする。ただし、甲が必要があ

ると認めるときは、乙と協議のうえ当該期間を延長することができる。 

（経費の負担） 

第７条 甲は、乙が福祉避難所の開設及び運営に要した費用を負担するものとする。 

（物資の調達及び介護支援者の確保） 

第８条 甲は、要配慮者の避難生活に必要な日常生活用品、食料、医薬材料などの物資の調

達に努めるものとする。 

２ 甲は、乙の求めにより看護師、介護員、ボランティア等の介護支援者の確保に努めるもの

とする。 

（守秘義務） 

第９条 甲、乙及び介護支援者は、正当な理由なく、その業務上知り得た情報を漏らしてはな

らない。 

（疑義の解決） 

第 10条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関して疑義が生じた時は、別に甲乙協議

して定めるものとする。 

（協定の期間） 

第 11条 この協定は、締結の日から効力を生ずるものとし、締結の日の属する年度の末日ま

でとする。ただし、協定の有効期間満了の２ヶ月前までに甲又は乙のいずれかから書面に

よる異議の申出がないときは、その後１年間協定を更新するものとし、以後同様とする。 

 



 

170 

 

この協定の締結を証するため、本書を２通作成し、甲、乙、記名押印の上、各１通を所持す

るものとする。 

 

 平成 28年２月 25日 

 

（甲） 知立市広見３丁目１番地 

 

知立市 

 

知立市長  

 

（乙） 知立市弘法町弘法山 43 番地５       

 

社会福祉法人けやきの会 

 

理事長
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５４．災害発生時における福祉避難所の設置運営に関する協定書 （医療法人光慈会） 

 

知立市（以下「甲」という。）と医療法人光慈会（以下「乙」という。）は知立市内に発生し

た大規模地震や風水害等の災害発生時における福祉避難所の開設及び運営に関し、次のとお

り協定を締結する。 

（目的） 

第１条 この協定は、災害時、市が開設した指定避難所では避難生活に困難が生じる災害時

要配慮者（以下「要配慮者」という）で、福祉施設、医療機関に入所又は入院することを要

しない者を収容する福祉避難所の開設及び運営に関し、必要な事項を定めることを目的と

する。 

（施設使用の要請等） 

第２条 甲は、福祉避難所の開設の必要があると認めるときには、乙に対し次条に規定する施

設を福祉避難所として開設することについて、乙に要請することができる。 

２ 乙は、甲からの要請に可能な範囲内で応じるように努めるものとする。 

（指定する施設） 

第３条 福祉避難所として指定する施設は、知立老人保健施設とする。 

（手続き等） 

第４条 甲は、第２条の規定により福祉避難所の開設を要請する場合、あらかじめ電話等で

確認の上、次に掲げる事項を明らかにして書面で行うものとする。ただし、緊急を要する

場合は、この限りでない。 

⑴ 要配慮者の住所、氏名、心身の状況、連絡先等 

⑵ 身元引受人及び介護支援者の氏名、連絡先等 

（移送） 

第５条 要配慮者の施設への移送については、原則として当該要配慮者の家族又は支援者が

同伴して行う。ただし、家族又は支援者による移送が困難な場合にあっては、甲が行うも

のとする。 

２ 甲は、必要により、民間協力者に対して移送の協力を依頼することができる。 

（開設期間） 

第６条 福祉避難所の開設期間は、災害発生の日から７日以内とする。ただし、甲が必要があ

ると認めるときは、乙と協議のうえ当該期間を延長することができる。 

（経費の負担） 

第７条 甲は、乙が福祉避難所の開設及び運営に要した費用を負担するものとする。 

（物資の調達及び介護支援者の確保） 

第８条 甲は、要配慮者の避難生活に必要な日常生活用品、食料、医薬材料などの物資の調

達に努めるものとする。 

２ 甲は、乙の求めにより看護師、介護員、ボランティア等の介護支援者の確保に努めるもの

とする。 

（守秘義務） 

第９条 甲、乙及び介護支援者は、正当な理由なく、その業務上知り得た情報を漏らしてはな

らない。 

（疑義の解決） 

第 10条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関して疑義が生じた時は、別に甲乙協議

して定めるものとする。 

（協定の期間） 

第 11条 この協定は、締結の日から効力を生ずるものとし、締結の日の属する年度の末日ま

でとする。ただし、協定の有効期間満了の２ヶ月前までに甲又は乙のいずれかから書面に

よる異議の申出がないときは、その後１年間協定を更新するものとし、以後同様とする。 

 

この協定の締結を証するため、本書を２通作成し、甲、乙、記名押印の上、各１通を所持す

るものとする。 

 

 平成 28年２月 25日 
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（甲） 知立市広見３丁目１番地 

      

知立市 

 

知立市長   

 

（乙） 知立市新林町北林 44 番地       

 

医療法人光慈会
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５５．災害発生時における福祉避難所の設置運営に関する協定書（社会福祉法人知立

福祉会） 

 

知立市（以下「甲」という。）と社会福祉法人知立福祉会（以下「乙」という。）は知立市内

に発生した大規模地震や風水害等の災害発生時における福祉避難所の開設及び運営に関し、

次のとおり協定を締結する。 

（目的） 

第１条 この協定は、災害時、市が開設した指定避難所では避難生活に困難が生じる災害時

要配慮者（以下「要配慮者」という）で、福祉施設、医療機関に入所又は入院することを要

しない者を収容する福祉避難所の開設及び運営に関し、必要な事項を定めることを目的と

する。 

（施設使用の要請等） 

第２条 甲は、福祉避難所の開設の必要があると認めるときには、乙に対し次条に規定する施

設を福祉避難所として開設することについて、乙に要請することができる。 

２ 乙は、甲からの要請に可能な範囲内で応じるように努めるものとする。 

（指定する施設） 

第３条 福祉避難所として指定する施設は、特別養護老人ホームほほえみの里とする。 

（手続き等） 

第４条 甲は、第２条の規定により福祉避難所の開設を要請する場合、あらかじめ電話等で

確認の上、次に掲げる事項を明らかにして書面で行うものとする。ただし、緊急を要する

場合は、この限りでない。 

⑴ 要配慮者の住所、氏名、心身の状況、連絡先等 

⑵ 身元引受人及び介護支援者の氏名、連絡先等 

（移送） 

第５条 要配慮者の施設への移送については、原則として当該要配慮者の家族又は支援者が

同伴して行う。ただし、家族又は支援者による移送が困難な場合にあっては、甲が行うも

のとする。 

２ 甲は、必要により、民間協力者に対して移送の協力を依頼することができる。 

（開設期間） 

第６条 福祉避難所の開設期間は、災害発生の日から７日以内とする。ただし、甲が必要があ

ると認めるときは、乙と協議のうえ当該期間を延長することができる。 

（経費の負担） 

第７条 甲は、乙が福祉避難所の開設及び運営に要した費用を負担するものとする。 

（物資の調達及び介護支援者の確保） 

第８条 甲は、要配慮者の避難生活に必要な日常生活用品、食料、医薬材料などの物資の調

達に努めるものとする。 

２ 甲は、乙の求めにより看護師、介護員、ボランティア等の介護支援者の確保に努めるもの

とする。 

（守秘義務） 

第９条 甲、乙及び介護支援者は、正当な理由なく、その業務上知り得た情報を漏らしてはな

らない。 

（疑義の解決） 

第 10条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関して疑義が生じた時は、別に甲乙協議

して定めるものとする。 

（協定の期間） 

第 11条 この協定は、締結の日から効力を生ずるものとし、締結の日の属する年度の末日ま

でとする。ただし、協定の有効期間満了の２ヶ月前までに甲又は乙のいずれかから書面に

よる異議の申出がないときは、その後１年間協定を更新するものとし、以後同様とする。 

 

この協定の締結を証するため、本書を２通作成し、甲、乙、記名押印の上、各１通を所持す

るものとする。 
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 平成 28年２月 25日 

 

（甲） 知立市広見３丁目１番地 

 

知立市 

 

知立市長  

 

（乙） 知立市昭和２丁目４番地３       

 

社会福祉法人 知立福祉会 

 

理事長
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５６．災害発生時における福祉避難所の設置運営に関する協定書（社会福祉法人富士

会） 

 

知立市（以下「甲」という。）と社会福祉法人富士会（以下「乙」という。）は知立市内に発

生した大規模地震や風水害等の災害発生時における福祉避難所の開設及び運営に関し、次の

とおり協定を締結する。 

（目的） 

第１条 この協定は、災害時、市が開設した指定避難所では避難生活に困難が生じる災害時

要配慮者（以下「要配慮者」という）で、福祉施設、医療機関に入所又は入院することを要

しない者を収容する福祉避難所の開設及び運営に関し、必要な事項を定めることを目的と

する。 

（施設使用の要請等） 

第２条 甲は、福祉避難所の開設の必要があると認めるときには、乙に対し次条に規定する施

設を福祉避難所として開設することについて、乙に要請することができる。 

２ 乙は、甲からの要請に可能な範囲内で応じるように努めるものとする。 

（指定する施設） 

第３条 福祉避難所として指定する施設は、特別養護老人ホームヴィラトピア知立とする。 

（手続き等） 

第４条 甲は、第２条の規定により福祉避難所の開設を要請する場合、あらかじめ電話等で

確認の上、次に掲げる事項を明らかにして書面で行うものとする。ただし、緊急を要する

場合は、この限りでない。 

⑴ 要配慮者の住所、氏名、心身の状況、連絡先等 

⑵ 身元引受人及び介護支援者の氏名、連絡先等 

（移送） 

第５条 要配慮者の施設への移送については、原則として当該要配慮者の家族又は支援者が

同伴して行う。ただし、家族又は支援者による移送が困難な場合にあっては、甲が行うも

のとする。 

２ 甲は、必要により、民間協力者に対して移送の協力を依頼することができる。 

（開設期間） 

第６条 福祉避難所の開設期間は、災害発生の日から７日以内とする。ただし、甲が必要があ

ると認めるときは、乙と協議のうえ当該期間を延長することができる。 

（経費の負担） 

第７条 甲は、乙が福祉避難所の開設及び運営に要した費用を負担するものとする。 

（物資の調達及び介護支援者の確保） 

第８条 甲は、要配慮者の避難生活に必要な日常生活用品、食料、医薬材料などの物資の調

達に努めるものとする。 

２ 甲は、乙の求めにより看護師、介護員、ボランティア等の介護支援者の確保に努めるもの

とする。 

（守秘義務） 

第９条 甲、乙及び介護支援者は、正当な理由なく、その業務上知り得た情報を漏らしてはな

らない。 

（疑義の解決） 

第 10条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関して疑義が生じた時は、別に甲乙協議

して定めるものとする。 

（協定の期間） 

第 11条 この協定は、締結の日から効力を生ずるものとし、締結の日の属する年度の末日ま

でとする。ただし、協定の有効期間満了の２ヶ月前までに甲又は乙のいずれかから書面に

よる異議の申出がないときは、その後１年間協定を更新するものとし、以後同様とする。 

 

この協定の締結を証するため、本書を２通作成し、甲、乙、記名押印の上、各１通を所持す

るものとする。 
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 平成 28年２月 25日 

 

（甲） 知立市広見３丁目１番地 

      

知立市 

 

知立市長  

 

（乙） 知立市山屋敷町富士塚１番地 336       

 

社会福祉法人 富士会 

 

理事長
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５７．災害発生時における福祉避難所の設置運営に関する協定書（オレンジ生活サー

ビス株式会社） 

 

知立市（以下「甲」という。）とオレンジ生活サービス株式会社（以下「乙」という。）は知

立市内に発生した大規模地震や風水害等の災害発生時における福祉避難所の開設及び運営に

関し、次のとおり協定を締結する。 

（目的） 

第１条 この協定は、災害時、市が開設した指定避難所では避難生活に困難が生じる災害時

要配慮者（以下「要配慮者」という）で、福祉施設、医療機関に入所又は入院することを要

しない者を収容する福祉避難所の開設及び運営に関し、必要な事項を定めることを目的と

する。 

（施設使用の要請等） 

第２条 甲は、福祉避難所の開設の必要があると認めるときには、乙に対し次条に規定する施

設を福祉避難所として開設することについて、乙に要請することができる。 

２ 乙は、甲からの要請に可能な範囲内で応じるように努めるものとする。 

（指定する施設） 

第３条 福祉避難所として指定する施設は、有料老人ホームオレンジｎｏａｈ（ディサービス

オレンジｎｏａｈ）とする。 

（手続き等） 

第４条 甲は、第２条の規定により福祉避難所の開設を要請する場合、あらかじめ電話等で

確認の上、次に掲げる事項を明らかにして書面で行うものとする。ただし、緊急を要する場

合は、この限りでない。 

⑴ 要配慮者の住所、氏名、心身の状況、連絡先等 

⑵ 身元引受人及び介護支援者の氏名、連絡先等 

（移送） 

第５条 要配慮者の施設への移送については、原則として当該要配慮者の家族又は支援者が

同伴して行う。ただし、家族又は支援者による移送が困難な場合にあっては、甲が行うもの

とする。 

２ 甲は、必要により、民間協力者に対して移送の協力を依頼することができる。 

（開設期間） 

第６条 福祉避難所の開設期間は、災害発生の日から７日以内とする。ただし、甲が必要があ

ると認めるときは、乙と協議のうえ当該期間を延長することができる。 

（経費の負担） 

第７条 甲は、乙が福祉避難所の開設及び運営に要した費用を負担するものとする。 

２ 甲は、乙の求めにより看護師、介護員、ボランティア等の介護支援者の確保に努めるもの

とする。 

（物資の調達及び介護支援者の確保） 

第８条 甲は、要配慮者の避難生活に必要な日常生活用品、食料、医薬材料などの物資の調

達に努めるものとする。 

（守秘義務） 

第９条 甲、乙及び介護支援者は、正当な理由なく、その業務上知り得た情報を漏らしてはな

らない。 
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（疑義の解決） 

第 10条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関して疑義が生じた時は、別に甲乙協議

して定めるものとする。 

（協定の期間） 

第 11条 この協定は、締結の日から効力を生ずるものとし、締結の日の属する年度の末日ま

でとする。ただし、協定の有効期間満了の２ヶ月前までに甲又は乙のいずれかから書面によ

る異議の申出がないときは、その後１年間協定を更新するものとし、以後同様とする。 

 

この協定の締結を証するため、本書を２通作成し、甲、乙、記名押印の上、各１通を所持す

るものとする。 

 平成 29年２月 17日 

 

（甲） 知立市広見三丁目１番地 

知立市 

知立市長 

 

（乙） 知立市八ツ田町神明 41番地 

オレンジ生活サービス株式会社 

代表取締役 
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５８．災害発生時における福祉避難所の設置運営に関する協定書（株式会社ＯＮＺｉ

ｉｉ Ａｃｔ） 

 

知立市（以下「甲」という。）と株式会社ＯＮＺｉｉｉ Ａｃｔ（以下「乙」という。）は知

立市内に発生した大規模地震や風水害等の災害発生時における福祉避難所の開設及び運営に

関し、次のとおり協定を締結する。 

（目的） 

第１条 この協定は、災害時、市が開設した指定避難所では避難生活に困難が生じる災害時

要配慮者（以下「要配慮者」という）で、福祉施設、医療機関に入所又は入院することを要

しない者を収容する福祉避難所の開設及び運営に関し、必要な事項を定めることを目的と

する。 

（施設使用の要請等） 

第２条 甲は、福祉避難所の開設の必要があると認めるときには、乙に対し次条に規定する施

設を福祉避難所として開設することについて、乙に要請することができる。 

２ 乙は、甲からの要請に可能な範囲内で応じるように努めるものとする。 

（指定する施設） 

第３条 福祉避難所として指定する施設は、おんじぃのへや 知立店とする。 

（手続き等） 

第４条 甲は、第２条の規定により福祉避難所の開設を要請する場合、あらかじめ電話等で

確認の上、次に掲げる事項を明らかにして書面で行うものとする。ただし、緊急を要する場

合は、この限りでない。 

⑴ 要配慮者の住所、氏名、心身の状況、連絡先等 

⑵ 身元引受人及び介護支援者の氏名、連絡先等 

（移送） 

第５条 要配慮者の施設への移送については、原則として当該要配慮者の家族又は支援者が

同伴して行う。ただし、家族又は支援者による移送が困難な場合にあっては、甲が行うもの

とする。 

２ 甲は、必要により、民間協力者に対して移送の協力を依頼することができる。 

（開設期間） 

第６条 福祉避難所の開設期間は、災害発生の日から７日以内とする。ただし、甲が必要があ

ると認めるときは、乙と協議のうえ当該期間を延長することができる。 

（経費の負担） 

第７条 甲は、乙が福祉避難所の開設及び運営に要した費用を負担するものとする。 

２ 甲は、乙の求めにより看護師、介護員、ボランティア等の介護支援者の確保に努めるもの

とする。 

（物資の調達及び介護支援者の確保） 

第８条 甲は、要配慮者の避難生活に必要な日常生活用品、食料、医薬材料などの物資の調

達に努めるものとする。 

（守秘義務） 

第９条 甲、乙及び介護支援者は、正当な理由なく、その業務上知り得た情報を漏らしてはな

らない。 

（疑義の解決） 
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第 10条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関して疑義が生じた時は、別に甲乙協議

して定めるものとする。 

（協定の期間） 

第 11条 この協定は、締結の日から効力を生ずるものとし、締結の日の属する年度の末日ま

でとする。ただし、協定の有効期間満了の２ヶ月前までに甲又は乙のいずれかから書面によ

る異議の申出がないときは、その後１年間協定を更新するものとし、以後同様とする。 

 

この協定の締結を証するため、本書を２通作成し、甲、乙、記名押印の上、各１通を所持す

るものとする。 

平成 29 年２月 17日 

 

（甲） 知立市広見三丁目１番地 

知立市 

知立市長 

 

（乙） 知立市八ツ田町泉 38 

株式会社 ＯＮＺｉｉｉ  Ａｃｔ 

代表 
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５９．緊急連絡管の使用に関する変更協定書（刈谷市） 
 

刈谷市水道事業と知立市水道事業は、相互の配水管網を繋ぐ緊急連絡管（以下「連絡管」とい

う。）の使用について、昭和６２年１月２９日付けで締結した緊急連絡管に関する協定書を変更

する協定を次のとおり締結する。 

（趣旨） 

第１条 この協定は、緊急時における市民の飲料水確保を図るため、水道用水の相互援助体制の

確立を図るものとする。 

（設置場所及び施設状況） 

第２条 連絡管の設置場所及び配管状況については、別添図面１に示すとおりとする。 

（財産区分及び管理区分） 

第３条 財産区分及び管理区分は、別添図面２に示す範囲のとおりとする。 

（維持管理） 

第４条 連絡管の維持管理は、第３条の規定による管理区分に従い、相互で適正に努めるととも

に、平素においては連絡管の仕切弁は閉めておくものとする。 

（要請または終了手続き） 

第５条 災害等緊急事態の発生により連絡管を使用する必要が生じたときは、水道用水の供給を

要請する事業者（以下「要請者側」という。）が必要水量、使用期間等を定め、別添「連絡管

使用に係る要請書（様式１）」を直ちに提出することとする。ただし、緊急又は止むを得ない

事情があるときは、口頭による要請を行い、後日速やかに所定の書面を提出するものとする。 

２ この場合、水道用水の供給を受託する事業者（以下「受託者側」という。）は、自己の能力

の範囲内で最大限の協力をするものとする。 

３ 使用の停止をするときは口頭にて連絡するとともに、別添「連絡管使用の終了に係る通知書

（様式２）」を提出するものとする。 

（使用範囲） 

第６条 連絡管が使用できるのは、災害・事故・テロ等による水道施設の損壊・故障のほか、水

質汚染・濁水・赤水等により本来の給水機能が継続できなくなった場合とする。 

（使用方法） 

第７条 連絡管の使用は、原則要請者側、受託者側双方の職員の立会のもとで操作するものとす

る。ただし、緊急または止むを得ない事情で受託者側の職員が立会できない場合には、要請者

側の責において操作することができるものとする。 

（水質管理） 

第８条 水道用水の水質管理は、平素は第３条の規定で定める管理区分に従い、双方が責任をも

って行うものとする。 

２ 緊急時等における水質確認は、要請者側において検査を実施し、供給に問題ないことを確認

してから通水するものとする。 

（経費等の負担） 

第９条 相互供給に要した経費及び水道料金は原則要請者側が負担するが、料金等の算出基礎及

び支払い方法については、両市間で協議のうえ決定するものとする。 

（苦情・損害） 

第１０条 連絡管を使用したことで生じた苦情や損害等については、要請者側が対応・負担する

ものとする。ただし、不可抗力により生じた受託者側の損害等については、協議のうえ免除す

ることができる。 

（雑則） 

第１１条 この協定に定めがない事項及び相互供給により不測の事態が発生したときは、両市間

で協議のうえ円満なる解決に努力するものとする。 

第１２条 この協定書の期間は、本協定締結の日から平成３１年３月３１日までとする。ただ

し、刈谷市、知立市の双方の申し出がない限り毎年継続して効力を持つものとする。 

 

上記協定の証として本書２通を作成し、当事者記名押印のうえ、各自１通を保有する。 
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平成３０年３月２８日 

刈谷市 

刈谷市東陽町一丁目１番地 

刈谷市水道事業 

刈谷市長   

 

知立市 

知立市広見三丁目１番地 

知立市水道事業 

知立市長 
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６０．緊急連絡管に関する協定書（安城市） 
 

（趣旨） 

第１条 緊急時における市民の飲用水確保をはかるため、知立市と安城市は、水道水の相互供給

を目的として連絡管を設置する。 

 （維持管理） 

第２条 緊急連絡管は知立市と安城市の接続点を管理界とし、それぞれ維持管理点検し、円滑な

る目的の達成に努力しなければならない。 

 （使用の範囲） 

第３条 非常災害等緊急時の連絡管の使用開始・停止は、要請に応じてすみやかに知立市と安城

市で協議決定する。 

 （経費の負担） 

第４条 相互供給に要した経費並びに水道料金は原則として要請側が負担するが、料金等の算出

基礎については知立市と安城市で協議決定する。 

 （雑則） 

第５条 この協定に定めがない事項、並びに相互供給により附則の事態が発生したときは、知立

市と安城市で協議のうえ円満なる解決に努力するものとする。 

 

昭和 58年 12月 15日 

 

知立市水道事業    

知立市長   

 

安城市水道事業    

安城市長  
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６１．緊急連絡管に関する協定書（豊田市） 
 

災害等の発生により豊田市または知立市において給水できない場合における給水援助に係る緊

急連絡管（以下「連絡管」という。）の使用に関して次のとおり協定を締結する。 

 

第１条 受給側（以下「甲」という。）は連絡管により給水をしなければならない場合は、供給

側（以下「乙」という。）とすみやかに協議しなければならない。 

 

第２条 乙は、協議の結果、連絡管の使用を必要と認めた場合は、ただちに甲乙立会のうえ甲側

バルブは甲が、乙側バルブは乙が開閉する。 

 

第３条 料金は、使用水量に浄水単価（県水の受水単価とする。）を乗じて得たものとする。こ

の場合において使用水量の算定は水理公式による。 

 

第４条 維持管理の境界は、甲乙両者の工事区間とする。 

 

第５条 連絡管の撤去等、断水を伴う工事は両者協議のうえ誠意をもって工事に着手することと

する。 

 

第６条 協定に定めのない事項については、両当事者協議のうえ定めるものとする。 

 

上記協定書の締結を証するため、本書２通を作成し両者記名押印のうえ各１通を保有する。 

 

昭和 50年６月 18日 

 

                     豊田市代表者    

豊田市長   

 

  知立市水道事業管理者    

  知立市長       
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６２．災害時における食料品・生活必需品等の供給協力に関する協定書（生活協同組

合コープあいち） 
 

知立市（以下「甲」という。）と生活協同組合コープあいち（以下「乙」という。）とは、災害が

発生した場合の食料・生活必需品等の供給協力について、次のとおり協定を締結する。 

 （趣旨） 

第１条 この協定は、知立市地域防災計画に基づき、災害時における食料品・生活必需品等の供

給の実施に関し必要な事項を定めるものとする。 

（協力要請） 

第２条 甲は、災害時に食料品・生活必需品を必要とするときは、乙に対してその調達又は製造

が可能な食料品・生活必需品等の供給について協力を要請することができる。 

 （協力の実施） 

第３条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、供給及び搬出について積極的に協

力をする。 

 （協力の限度） 

第４条 乙が、甲の要請により供給すべき食料品・生活必需品の限度は、要請時点において乙が

調達又は製造が可能なものとする。 

 （要請手続） 

第５条 甲は、出荷要請書（様式第１。以下「要請書」という。）により、乙に対して要請手続を

行う。ただし、緊急を要するときは，口頭で要請し、事後速やかに要請書を提出する。 

 （運搬及び納品） 

第６条 運搬は、甲又は甲の指定する者が行い、納品は、甲の指定する場所において納品確認書

（様式第２）を添えて行う。この場合において，甲が必要と認めたときは、乙に対して運搬及び

納品の協力を求めることができる。 

 （支払） 

第７条 甲は、乙が提供した食料品等の費用及び運搬の協力を行った場合の経費（以下「費用等」

という。）については、遅滞なくその支払を行う。 

２ 甲が、乙に対して支払うべき費用等については、甲、乙協議のうえ災害時直前における適正

価格をもって決定する。 

 （協議） 
第８条 この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が生じた事項については、甲、乙

協議して定める。 

 （有効期限） 

第９条 この協定の有効期限は、協定の日から１年とする。ただし、この協定の有効期間満了の

日前１月以内に、甲、乙、いずれかから何ら意思表示がないときは、更に期間満了の日の翌日か

ら１年間この協定を更新するものとし、以後この例による。 

 

 この協定を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ各自１通を保有する。 

 

  平成２８年４月２８日 

 

                甲  知立市広見三丁目１番地 

                   知立市長     

乙  名古屋市名東区猪高町大字上社字井堀２５番地１ 

生活協同組合コープあいち 理事長
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６３．災害時における被災者支援のための行政書士業務に関する協定書（愛知県行政

書士会 碧海支部） 

 

知立市（以下「甲」という。）と愛知県行政書士会碧海支部（以下「乙」という。）は、知立市内

で地震、風水害その他の災害が発生した場合（以下「災害時」という。）における被災者支援のた

めの行政書士業務（行政書士法（昭和２６年法律第４号）第１条の２及び第１条の３の業務をい

う。以下同じ。）に関し、次のとおり協定を締結する。 

  

（趣旨） 

第１条 この協定は、災害時において、甲の要請に基づき、乙が実施する行政書士業務について、

必要な事項を定めるものとする。 

 （協力要請） 

第２条 甲が、災害時に災害対策本部を設置し、行政書士業務の必要が生じたときは、乙に対し

て協力を要請することができる。 

 （行政書士業務の範囲） 

第３条 甲の要請により乙の会員が行う行政書士業務の範囲は、次に掲げる業務とする。 

⑴ 甲が開設する被災者相談窓口における相談業務 

 ⑵ その他甲又は乙が必要と認める業務 

 （要請手続等） 

第４条 第２条の要請は、災害時協力要請書（様式第１）により行うものとする。ただし、緊急を

要する場合は電話等で要請し、その後、速やかに災害時協力要請書を提出するものとする。 

２ 乙は、第２条の要請を受けたときは、その要請を実施するための措置を講ずるとともに、その

措置の状況を甲に通知するものとする。 

３ 甲及び乙は、連絡体制、連絡方法等について、平時から連絡調整等に努めるものとする。 

 （費用負担） 

第５条 第３条の行政書士業務の実施に必要な費用は、乙が負担するものとする。 

 （相談者の負担） 

第６条 甲の要請による行政書士業務は無料とし、相談者は負担を負わないものとする。 

 （有効期間） 

第７条 この協定の有効期間は、協定を締結した日から平成２９年３月３１日までとする。ただ

し、協定期間満了日前３月までにこの協定の解除又は変更について、甲と乙のいずれからも何

らの意思表示がないときは、この協定は更に１年間延長されるものとし、以後その例による。 

 （協議） 

第８条 この協定に定めのない事項又はこの協定に疑義が生じた事項については、甲及び乙が協

議して定める。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙は署名押印のうえ、各自１通を保有す

る。 

 

  平成２９年２月１４日 

甲  

 知立市長 

乙 

 愛知県行政書士会 碧海支部 支部長
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６４．災害時における消火活動支援及び生活用水確保等に関する協定書（西三河生コ

ンクリート協同組合） 

 

 碧南市、刈谷市、安城市、知立市、高浜市及び衣浦東部広域連合（以下「甲」という。）と西三

河生コンクリート協同組合（以下「乙」という。）は、大規模な災害が発生した場合（以下「災害

時」という。）における消火活動支援及び生活用水の確保等に関し、甲が乙に対して依頼又は発注

をし、乙が承諾又は受注をした場合の取り決めとして次のとおり協定を締結する。 

 （総則） 

第１条 災害時において、乙の組合員が保有する大量の水と保有するミキサー車により、消火用

水の輸送及び防火水槽への充水作業に係る防災活動への協力並びに生活用水の確保等の支援活

動（以下「支援活動」という。）を実施する。 

 （実施区域） 

第２条 支援活動実施区域は、碧南市、刈谷市、安城市、知立市及び高浜市全域とする。 

 （支援活動の出動要請） 

第３条 甲のうち支援活動を必要とする市又は衣浦東部広域連合（以下「要請市等」という。）が、

乙に対して支援活動を要請する場合は、消火活動支援及び生活用水確保等に関する協力要請書

（様式第１号）（以下「要請書」という。）により協力を要請するものとする。ただし、緊急を要

する場合は、電話又は口頭で要請し、事後速やかに要請書を送付するものとする。 

２ 乙は、要請市等からの支援活動実施の要請を受けた場合は、要請市等に対し、消火活動支援

及び生活用水確保等に関する協力回答書（様式第２号）（以下「回答書」という。）により、要請

市等に対して報告するものとする。ただし、緊急を要する場合は、電話又は口頭で回答し、事後

速やかに回答書を送付するものとする。また乙は、出動する場合は速やかに現場責任者を定め、

要請市等に氏名・連絡先を報告するものとする。 

 （支援活動の実施報告） 

第４条 乙は、支援活動を行ったときは、作業開始時間、作業終了時間及び支援活動内容等の内

訳を書面により、速やかに要請市等へ報告するものする。 

 （費用の請求） 

第５条 乙は、支援活動の終了後、当該支援活動に要した費用を要請市等に請求するものとする。 

 （費用の支払） 

第６条 要請市等は、前条の規定による請求があったときは、内容を乙と協議の上決定し、その

費用を支払うものとする。 

（災害補償） 

第７条 支援活動において、乙の組合員が負傷し、疾病にかかり、又は死亡した場合は、乙の労働

災害保険により補償する。ただし、乙の支援活動が碧南市、刈谷市、安城市、知立市及び高浜市

（以下「協定市」という。）の消防団員等公務災害補償条例による損害補償の対象となる場合は、

協定市はこれを補償する。 

 （協定期間） 

第８条 この協定期間は平成３０年１月２２日から平成３０年３月３１日までとする。ただし、

この期間満了日の１か月前までに甲乙いずれからも何ら意志表示がないときは、同一内容で更

に１年間更新するものとし、次年度以降も同様とする。 

 （補足） 

第９条 この協定書に定めのない事項又は疑義が生じた事項については、その都度、甲乙協議し

て定めるものとする。この協定の締結を証するため、本書７通を作成し、甲、乙各署名押印の

上、各１通を保有するものとする。 
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  平成３０年１月２２日 

 

甲 碧南市  市長 

  刈谷市  市長 

 安城市  市長 

 知立市  市長 

  高浜市  市長 

  衣浦東部広域連合  広域連合長 

乙 知立市山町御手洗２番地３６ 

西三河生コンクリート協同組合 理事長
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６５．災害時における廃棄物の処理等に関する協定書（一般社団法人 愛知県産業廃

棄物協会） 

 

 知立市（以下「甲」という。）と一般社団法人愛知県産業廃棄物協会（以下「乙」という。）は、

地震又は水害等の大規模災害が発生したとき（以下「災害時」という。）における廃棄物の処理等

に関して、次のとおり協定を締結する。 

 （趣旨） 

第１条 この協定は、知立市内において、災害時に生じた廃棄物の処理について、甲が乙に協力

を要請するに当たって、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この協定において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号の定めるところによる。 

 ⑴ 大規模災害 災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第２条第 1 項に掲げる災害のう

ち、大規模な被害を生ずるものをいう。 

 ⑵ 災害廃棄物 がれき（災害時に損壊又は焼失した建物等の解体、撤去等に伴って発生する

木くず、コンクリート塊、金属くず等及びこれらの混合物）及び生活ごみ（災害時に一時的に

大量に発生する生活ごみや粗大ごみ）をいう。 

 ⑶ 災害廃棄物処理 災害廃棄物の撤去、収集、運搬、分別及び処分のことをいう。 

 （協力要請） 

第３条 甲は、災害時に、乙に対して災害廃棄物処理について協力を要請することができるもの

とする。 

２ 甲が乙に対して行う協力要請は、様式第１号に次の事項を記載して、乙に連絡することによ

り行うものとする。ただし、緊急を要する場合は、電話等により乙に対して要請し、その後、速

やかに文書で連絡するものとする。 

 ⑴ 被災の状況 

 ⑵ 災害廃棄物処理の場所 

 ⑶ 災害廃棄物処理の内容 

 ⑷ 災害廃棄物処理の期間 

 ⑸ その他必要な事項 

 （情報提供等） 

第４条 甲は、災害時に円滑な協力が得られるように、適宜、乙に市内の被災、復旧状況等の必要

な情報を提供するものとする。 

２ 乙は、災害時における円滑な災害廃棄物処理が図られるように、乙の会員等における協力体

制及び情報等の収集・伝達体制の整備に努めるものとする。 

３ 乙は、災害廃棄物処理が円滑に行われるように、災害時に出動可能な乙の会員等が保有する

要員、車両及び資機材等の数量を把握し、予め甲に報告するものとする。 

 （災害廃棄物処理の実施） 

第５条 乙は、第３条の要請を受けたときは、必要な要員、車両及び資機材等を調達し、甲の指示

に従い、可能な限り災害廃棄物処理を実施するものとする。 
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２ 乙は、災害廃棄物処理を実施したときは、様式第２号により、次の事項を甲に報告するもの

とする。 

 ⑴ 災害廃棄物処理を実施した場所 

 ⑵ 実施した災害廃棄物処理の内容 

 ⑶ 災害廃棄物処理に従事した要員、車両及び資機材等 

 ⑷ 災害廃棄物処理に従事した期間 

 ⑸ その他必要な事項 

 （費用負担） 

第６条 第３条の要請に基づき乙が実施した災害廃棄物処理に要した費用は、甲が負担するもの

とし、その金額は、甲及び乙が協議の上、決定するものとする。 

 （協議） 

第７条 この協定に定めるもののほか必要な事項については、その都度、甲及び乙が協議して定

めるものとする。 

 （協定の有効期間） 

第８条 この協定は、締結の日から効力が発生するものとし、甲又は乙いずれかから文書による

申出がない限り継続する。 

 

 この協定を証するため本書２通を作成し、甲乙双方が記名押印の上、各１通を保有するものと

する。 

 

 平成２６年４月４日 

 

甲 知立市広見３丁目１番地 

  知立市 

   代表者 知立市長 

 

乙 名古屋市中区金山二丁目１０番９号 

  第８フクマルビル５階 

  一般社団法人 愛知県産業廃棄物協会 

   代表者 会長
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６６．災害における自動販売機無料開放に関する協定書（大成株式会社） 

 

 知立市（以下「甲」という。）と大成株式会社（以下「乙」という。）とは、乙が知立市駅前駐車

場に設置した災害自動販売機１台及び通常自動販売機４台について、災害時の運用及び飲料水等

の無料開放に関して次のとおり協定を締結する。 

 （目的） 

第１条 この協定は、知立市の区域内において地震等の大規模災害が発生した場合における自動

販売機内商品無料開放に係る相互協力支援等について定めるものとする。 

 （協力事項の発効） 

第２条 甲が災害対策基本法に基づく災害対策本部を設置した場合において、甲が自動販売機内

商品の無料開放を必要と判断したときは、甲はその旨を速やかに乙に連絡し、無料開放の支援

協力を要請するものとする。 

 （飲料水の供給） 

第３条 乙は、前条の規定により。甲から無料開放の申請を受けたときは、乙は速やかに専用鍵

を使用して自動販売機内に在庫する商品について、甲が指示する者に対して無料開放を行うも

のとする。 

 （要請に基づく責務） 

第４条 乙は、災害により重大な被害が発生したときは、速やかに対応体制を整えるよう万全を

期すものとする。ただし、道路の寸断、停電等により飲料水等の無料開放に支障が生じるとき

は、甲乙協議により対策を講じるものとする。 

 （協議） 

第５条 この協定に定めない事項及び疑義を生じた事項については、その都度甲乙協議の上決定

するものとする。 

 （協定の有効期間） 

第６条 この協定の有効期間は、平成 28年４月１日より平成 33年３月 31日までとする。 

 

 この協定の成立を証するため、この協定書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自その 1 通

を保有するものとする。 

 

平成 28年４月１日 

 

甲 愛知県知立市広見３丁目１番地 

  知立市長 

 

乙 愛知県名古屋市中区栄３丁目３１番１

２号 

  大成株式会社 代表取締役社長
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６７．災害発生時における協力に関する協定（日本郵便株式会社） 

 

知立市（以下「甲」という。）及び、知立市に所在する郵便局（以下「乙」という。）は、知立市

内に発生した地震その他による災害時において、甲及び乙が相互に協力し、必要な対応を円滑に

遂行するために次のとおり協定を締結する。 

（定義） 

第１条 この協定において、「災害」とは、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条

第１項第１号に定める被害をいう。 

 （協力要請） 

第２条 甲及び乙は、 知立市内に災害が発生し、次の事項について必要が生じた場合は、相互に

協力を要請することができる。 

 ⑴ 緊急車両としての提供（車両を所有する場合に限る。ただし、郵便配達用は除く。）  

 ⑵ 甲又は乙が収集した被災者の避難所開設状況及び被災者の同意の上で作成し避難所リスト

等の情報相互提供 

 ⑶ 郵便局ネットワークを活用した広報活動 

 ⑷ 災害救助法適用時における郵便業務にかかる災害特別事務取扱及び救護対策 

ア 災害地の被災者に対する郵便葉書等の無償交付 

イ 被災者が差し出す郵便物の料金免除 

ウ 被災地宛て救助用郵便物等の料金免除 

エ 被災地宛て寄附金を内容とする郵便物の料金免除 

⑸ 乙が郵便物の配達等の業務中に発見した道路等の損傷状況の甲への情報提供 

⑹ 避難所における臨時の郵便差出箱の設置及び郵便局社員による郵便物の取集・交付等並び

にこれらを確実に行うための必要な事項（注） 

⑺ 株式会社ゆうちょ銀行の非常払及び株式会社かんぽ生命保険の非常取扱い 

⑻ 前各号に掲げるもののほか、要請のあったもののうち協力できる事項 

 （注）避難者情報確認シート（避難先届）又は転居届の配付・回収を含む。 

（協力の実施） 

第３条 甲及び乙は、前条の規定により要請を受けたときは、その緊急性に鑑み、業務に支障の

ない範囲内において協力するものとする。 

（経費の負担） 

第４条 第２条に規定する協力要請に対して、協力した者が要した経費については、法令その他

に別段の定めがあるものを除くほか、適正な方法により算出した金額を、要請した者が負担す

る。 

２ 前項の規定により、負担すべき金額は、適正な方法により算出するものとし、甲乙協議の上、

決定するものとする。 

（災害情報連絡体制の整備） 

第５条 甲及び乙は、安否情報等の連絡体制を整備するため、その方策について協議するものと

する。 
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（情報の交換） 

第６条 甲及び乙は、相互の防災計画の状況、協力要請事項に関し、必要に応じて情報交換を行

う。 

（連絡責任者） 

第７条 この協定に関する連絡責任者は、それぞれ次のとおりとする。 

甲 知立市危機管理局長 

乙 日本郵便株式会社知立郵便局長 

（協議） 

第８条 この協定に定めのない事項又はこの協定の解釈に関する疑義が生じた場合には、甲及び

乙が協議の上、これを決定するものとする。 

（有効期間） 

第９条 本協定の有効期間は、締結日から平成３０年３月３１日までとする。ただし、有効期間

満了の１か月前までに、甲及び乙のいずれからも申出がない場合は、当該期間満了の日の翌日

から起算して１年間、この協定を更新するものとし、以後もまた同様とする。 

 

この協定を証するため、本書５通を作成し、甲乙記名押印の上、甲が１通、乙が４通保有するも

のとする。 

 

平成２９年５月３１日 

甲 知立市広見三丁目１番地 

知立市長 

乙 知立市弘栄３－３０ 

日本郵便株式会社知立郵便局 

局長 

知立市昭和９－２ 

日本郵便株式会社知立昭和郵便局 

局長 

知立市牛田２－２６－２ 

日本郵便株式会社知立牛田郵便局 

局長 

知立市本町本４３ 

日本郵便株式会社知立本町郵便局 

局長
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６８．災害時における応急対策用資機材の貸借に関する協定（太陽建機レンタル株式

会社刈谷支店） 

  

（趣旨） 

第１条 この協定は、災害時に知立市（知立市水道事業を含む。以下「甲」という。）と太陽建機

レンタル株式会社刈谷支店（以下「乙」という。）において、災害時の応急対策用資機材の賃貸

について必要な事項を定めるものとする。 

 （対象とする災害） 

第２条 この協定において災害とは、次の各号に掲げるものをいう。 

 ⑴ 地震、台風又は火災等の災害（甲の区域において発生したもので、大規模な被害が出たも

のに限る。） 

 ⑵ その他甲が応急対策用資機材の賃貸を必要とする災害 

 （資機材の種類） 

第３条 この協定に基づき乙が賃貸する資機材は、次の各号に掲げるものをいう。 

 ⑴ 救助活動、復旧活動等に使用する建設用重機及び電動ハンマー等の機械工具 

 ⑵ 避難所等で使用するハウス、テント、トイレ、発電機及び照明器具等の生活関連資機材（仮

設住宅を除く。） 

 ⑶ 台風等の風水害時に使用する土木機械及び水中ポンプ等の機械機具 

 ⑷ 救援物資等を搬送するトラック及びダンプカー 

 ⑸ その他災害に必要とする資機材 

 （要請） 

第４条 甲は、前条に掲げる資機材の借用をしようとする場合は、乙に対して別に定める様式（以

下「要請書」という。）により電話又はファクシミリ等で要請するものとする。 

２ 乙は、前項の要請を受けたときは、甲の要請に対応できるようにできる限り努めるものとす

る。ただし、要請に対応できない場合はその旨を甲に連絡又は代替案を甲へ提示するものとす

る。 

 （引渡し） 

第５条 乙が資機材を引き渡すことができる者は、甲又は甲が発行する書面を所持する者とし、

かつ要請書を提示するものとする。ただし、提示がないときは、乙は必要に応じて甲に確認し、

引渡しができるものとする。 

２ 甲は、乙が定めるレンタル取引基本契約事項及びレンタル貸渡約款を遵守しなければならな

い。 

３ 甲は、建設用重機等の取扱い資格を有する資機材を乙から借受けるときは、当該建設重機等

を操作できる者に取扱いさせなければならない。 

 （賃貸料の支払い） 

第６条 乙が甲に貸し出す資機材の賃貸料は、第２条に定める災害が発生する直前の価格とする。

ただし、やむを得ない事情で賃貸料が変わる場合は甲乙の間で協議し決定するものとする。 

２ 甲は、乙より請求書等を受領したときは適正であるか審査を行い、甲が定めた方法により賃
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貸料を支払うものとする。 

 （災害情報等連絡体制の整備） 

第７条 甲及び乙は、第４条の要請を迅速かつ正確に実施するため、連絡網の整備体制等の整備

に努めるものとする。 

 （協議） 

第８条 この協定に定めがない事項又は疑義が生じた事項については、その都度、甲乙の間で協

議し定めるものとする。 

 （有効期間） 

第９条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、この協定の有効期間

満了の１か月前までに甲乙いずれからも特段の意思表示がないときは、有効期間満了の翌日か

ら１年間延長するものとし、その後も同様とする。 

 

 この協定の締結を証するため、本書を２通作成し、甲乙記名押印のうえ各１通を所持するもの

とする。 

 

   平成３０年４月２５日 

 

               甲 知立市広見三丁目１番地 

                 知立市 

                 代表者  知立市長           印 

 

               乙 刈谷市一ツ木町２丁目４－５ 

                 太陽建機レンタル株式会社刈谷支店 

                 代表者  支店長            印
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６９．特設公衆電話の設置・利用に関する覚書（西日本電信電話株式会社名古屋支店） 

 

知立市（以下「甲」という。）と西日本電信電話株式会社名古屋支店（以下「乙」という。）は、

災害発生時に乙の提供する非常用電話（以下「特設公衆電話」という。）の設置及び利用に関し、

次のとおり覚書を締結する。 

（目的） 

第１条 本覚書は、災害発生時において、甲乙協力の下、被災者若しくは帰宅困難者等（以下「被

災者等」という。）の通信を確保することを目的とする。 

（用語の定義） 

第２条 本覚書に規定する「災害の発生」とは、地震及び風水害等の発生により災害救助法（昭

和２２年法律第１１８号）の適用を受ける地域において、広域停電が発生していること、又は同

様の事象の発生により社会の混乱が発生していることをいう。 

２ 本覚書に規定する「特設公衆電話」とは、甲乙協議の上定めた設置場所に電気通信回線及び

電話機接続端子を敷設し、災害発生時に電話機を接続することで被災者等へ通信の提供を可能

とするものをいう。 

（通信機器の管理） 

第３条 甲は、本覚書に基づき、災害発生時に即座に利用が可能な状態となるよう電話機を適切

な場所に保管の上、管理することとする。 

（屋内設備の管理及び破損） 

第４条 甲は、特設公衆電話の配備に必要な設備（電話機、端子盤、配管、引込柱等）を設置し、

乙が設置する屋内配線や引き込み線等（モジュラージャックを含む。以下同じ。）とともに、災

害発生時に即座に利用が可能な状態となるよう維持に努めることとする。 

２ 乙が設置する屋内配線や引き込み線等の設備が、甲の故意又は重過失により破損した場合は、

甲は乙に速やかに書面をもって報告することとする。なお、乙に対する修復に係る費用の支払

については、一切を甲が負担するものとする。ただし、当該破損が乙の故意又は過失に基づく場

合は、乙が負担するものとする。 

（特設公衆電話の設置） 

第５条 特設公衆電話の設置に係る電気通信回線数については、甲乙協議の上、乙が決定するこ

ととし、設置場所等の必要な情報については「特設公衆電話設置一覧（知立市）」（様式第１）を

作成し甲乙互いに保管するものとする。なお、保管にあたっては、甲乙互いに情報管理責任者を

任命し、その氏名を「情報管理責任者（変更）通知書」（様式第２）をもって相互に通知するこ

ととする。 

（特設公衆電話設置場所の閉鎖、移転等） 

第６条 甲は、特設公衆電話の設置された場所の閉鎖、移転等の発生が明らかになった場合は、

速やかにその旨を乙に書面をもって報告しなければならない。また、新たな設置場所を設ける

場合は、甲は乙に対し報告することとする。 

 （定期試験の実施） 

第７条 甲及び乙は、年に１回を目安として、災害発生時に特設公衆電話が速やかに設置できる
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よう、「特設公衆電話 定期試験仕様書」（別紙）に定める接続試験を実施することとし、定期

試験については、避難所開設訓練等での利用により接続確認とすることができる。 

２ 利用方法として、接続は知立市内の固定電話への接続とし、携帯電話及び国際通話への接続

はしないこととする。 

（故障発見時の扱い） 

第８条 甲及び乙は、特設公衆電話を設置する電気通信回線について何らかの異常を発見した場

合は、速やかに相互に確認しあい、故障回復に向け協力するものとする。 

（特設公衆電話の利用開始） 

第９条 特設公衆電話の利用の開始については、甲乙協議の上乙が決定するものとし、甲は特設

公衆電話を速やかに設置し、被災者等の通信確保に努めるものとする。ただし、設置場所の存

在する地域において災害が発生し、甲又は乙の連絡が取れない場合は、甲の判断により、利用を

開始することができるものとし、後日、甲は乙に対し利用開始の連絡を行うこととする。 

（特設公衆電話の利用開始案内） 

第１０条 甲は、特設公衆電話を開設した場合、利用者の適切な利用が行われるよう、可能な限

り利用者の誘導に努めるものとする。 

（特設公衆電話の利用終了） 

第１１条 特設公衆電話の利用の終了については、甲乙協議の上、乙が決定するものとし、甲は

特設公衆電話を速やかに撤去するものとする。ただし、乙が利用終了を通知する前に、避難所を

閉鎖した場合においては、甲は、速やかに特設公衆電話を撤去し、後日、乙に対し撤去した場所

の連絡を行うこととする。 

（設置場所の公開） 

第１２条 乙は、災害発生時の通信確保のために、特設公衆電話の設置場所について、甲と合意

した場合、乙のウェブサイト上で公開するものとする。 

（目的外利用の禁止） 

第１３条 甲は、第７条に規定する定期試験並びに第９条に規定する利用を除き、特設公衆電話

を利用してはならない。 

２ 乙は特設公衆電話の利用状況について、定期的に検査することとする。 

３ 甲は、乙より目的外利用の実績の報告があった場合は、速やかに当該利用が発生しないよう

措置を講じ、その旨を乙に報告するものとし、目的外利用により発生した分の利用料は、甲が負

担するものとする。 

４ 前項の措置にかかわらず、甲の目的外利用が継続する場合は、甲乙協議の上、抜本的な措置

を講ずるものとする。この場合において、特設公衆電話の撤去を行うこととなった場合は、撤去

に関する工事費用等及び甲の目的外利用により発生した分の利用料は、甲が負担するものとす

る。 

（表明保証） 

第１４条 甲及び乙は、次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、将来にわたって次の各

号のいずれにも該当しないことを確約する。 
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⑴ 甲又は乙の役員等が、暴力団(暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年

法律第７７号）第２条第２号)、暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

第２条第６号）、暴力団員でなくなった時から５年間を経過しない者、若しくはこれらに準ず

る者、又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者（以下、これらを個別に又は総

称して「暴力団員等」という。）であること。 

⑵ 甲又は乙の行う事業が、暴力団員等の支配を受けていると認められること。 

⑶ 甲又は乙の行う事業に関し、暴力団員等の威力を利用し、財産上の不当な利益を図る目的

で暴力団員等を利用し、又は、暴力団員等の威力を利用する目的で暴力団員等を従事させて

いると認められること。 

⑷ 甲又は乙が暴力団員等に対して資金を提供し、便宜を供与し、又は不当に優先的に扱うな

どの関与をしていると認められること。 

⑸ 本覚書の履行が、暴力団員等の活動を助長し、又は暴力団の運営に資するものであること。 

２ 甲及び乙は、相手方が次の各号の一に該当するときは、何らの通知、催告を要せず即時に本

覚書を解除することができる。 

⑴ 前項に違反したとき 

⑵ 自ら次に掲げる行為をし、又は第三者をして次に掲げる行為をさせたとき 

ア 相手方に対する暴力的な要求行為 

イ 相手方に対する法的な責任を超えた不当な要求行為 

ウ 相手方に対する脅迫的言辞又は暴力的行為 

エ 風説を流布し、又は偽計若しくは威力を用いて、相手方の信用を毀(き)損し、又は相手

方の業務を妨害する行為 

  オ その他前各号に準ずる行為 

３ 甲及び乙は、前項の規定により本覚書を解除した場合、相手方に損害が生じても、これを賠

償する責を負わないものとする。 

（協議事項） 

第１５条 本覚書に定めのない事項又は本覚書の解釈に疑義が生じた場合は、甲乙誠意をもって

協議のうえ定めるものとする。 

（有効期限） 

第１６条 本覚書は、乙が設置する屋内配線や引き込み線等の設備引渡し完了日から、その効力

を有するものとし、６か月前までに文書による意思表示がない限り、その効力を持続する。 

 

本覚書の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自がその１通を保有

する。 

 

平成３０年１０月１日 
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甲 住 所 知立市広見三丁目１番地 

知立市 

代表者 市長 

乙 住 所 名古屋市中区大須４丁目９番 60号 

西日本電信電話株式会社 名古屋支店 

代表者 取締役名古屋支店長
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７０．災害時における応急生活物資供給等の協力に関する協定（刈谷紙器株式会社） 

 

 知立市（以下「甲」という。）及び刈谷紙器株式会社（以下「乙」という。）との間において、次

のとおり協定を締結する。 

（趣旨） 

第１条 知立市（以下「甲」という。）と刈谷紙器株式会社（以下「乙」という。）は、災害対策基

本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第１号に規定する災害が発生し、又は発生するおそ

れがある場合（以下「災害時」という。）における避難所の設営等に必要な段ボール製品（以下

「物資」という。）の調達に関する事項について協定を締結する。 

（協力の要請） 

第２条 災害時において、甲は、物資を必要とするときは、乙に対し、物資の供給、運搬等につい

て協力を要請することができる。 

（物資の種類） 

第３条 物資の種類は、次に掲げるものとする。 

⑴ 段ボール製簡易ベッド 

⑵ 段ボール製シート 

⑶ 段ボール製間仕切り 

⑷ その他乙が取扱う商品 

（物資の要請手続） 

第４条 甲は、第２条の規定による要請を行うときは、別に定める物資供給要請書によるものと

する。ただし、甲が緊急を要すると認めるときは、口頭、電話等により行うことができるものと

し、その場合は事後に速やかに物資供給要請書を提出するものとする。 

（調達の実施等） 

第５条 乙は、第２条の規定による要請を受けたときは、特別な理由がない限りその要請に基づ

く物資の調達を速やかに実施するとともに、その状況を甲に連絡するものとする。 

２ 乙は、自身の被災等で第２条の要請に応じることが困難な場合は、その旨及び今後の 

出荷見通しを甲に連絡するものとする。 

（物資の運搬） 

第６条 物資の運搬は、原則として乙が行うものとする。ただし、乙の運搬が困難な場合は、甲の

指定する者が行うものとする。 

（物資の引渡し） 

第７条 物資の引渡し場所は、甲が指定するものとし、甲は、当該引渡し場所に甲の職員又は甲

の指定する者を派遣し、要請に係る物資を確認の上、受け取るものとする。 

２ 乙は、物資の引渡し後、速やかに別に定める物資供給完了書により物資の種類及び数量等を

甲に報告するものとする。 

（費用の負担） 

第８条 乙が供給する物資の対価及び運搬等の費用については、相当額を甲が負担するものとす

る。ただし、乙が無償とした場合はこの限りではない。 
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２ 前項の物資の対価及び運搬等の費用については、災害発生時の直近の価格を基準とし、甲及

び乙が協議の上定めるものとする。 

（協議） 

第９条 この協定に定めのない事項、又はこの協定に疑義が生じた事項については、その都度、甲

及び乙が協議の上定めるものとする。 

（有効期間） 

第１０条 この協定書の有効期間は締結の日から平成３１年３月３１日までとする。ただし、協

定期間満了の日の１か月前までに、甲と乙のいずれからも何らの意思表示がないときは、この

協定は更に１年間継続するものとし、以後この例による。 

２ この協定を解約する場合は、甲乙いずれか一方が解約希望日１か月前までに書面により相手

方に通知するものとする 

 

この協定の締結を証するため、この協定書を２通作成し、甲乙記名押印のうえ、各自その１通を

所持する。 

 

平成３０年１１月２７日 

 

甲 住 所 知立市広見三丁目１番地 

知立市 

代表者 市長 

 

乙 住 所 刈谷市今川町上池８４ 

      刈谷紙器株式会社 

  代表者 代表取締役社長 
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７１．知立市商工会との災害時等における連携協力に関する協定書 

 

 知立市（以下「市」という。）と知立市商工会（以下「市商工会」という。）との間で、知立市中

小企業振興基本条例（平成 25年知立市条例第２号）の理念に基づき、災害時等における連携に関

し、次のとおり協定を締結する。 

 

 （目的） 

第１条 この協定は、災害時（「知立市内に風水害又は地震等の大規模災害が発生し、若しくは発

生するおそれがあるとき」をいう。以下同じ。）及び平時において、必要な支援や協力を行うこ

とにより、市内の中小企業者等及び市民の生活の早期安定、復興並びに発展に寄与することを

目的とする。 

 （生活物資の供給等） 

第２条 市商工会は、市から前項の依頼を受けたときは、速やかに市商工会の加盟会員と連携し、

必要な生活物資の供給等、市の依頼に対し市商工会はできる限り協力するものとする。 

 （費用） 

第３条 前条の規定により、市商工会へ要請したときにかかる費用は、市が負担するものとする。

ただし、市商工会又は市商工会の加盟会員が無償とした場合はこの限りではない。 

２ 前項に要する費用は、要請を受けた直近の平時における適正な価格を基準として、市及び市

商工会双方協議の上定めるものとする。 

 （広域体制の整備） 

第４条 市商工会は、他の商工会議所及び商工会等との連携を推進する等して、災害時における

広域的な支援等の体制の整備に努めるものとする。 

 （情報の提供等） 

第５条 市商工会は、加盟会員に対し、防災・減災に関する情報提供に努め、市は市商工会に対

して必要な協力を行うものとする。 

 （協議） 

第６条 この協定に定めのない事項又はこの協定に疑義が生じたときは、その都度市及び市商工

会双方の協議のうえ、決定するものとする。 

 （この協定の有効期限） 

第７条 この協定の有効期間は、協定締結の日から平成 31 年３月 31 日までとする。ただし、有

効期間満了の日の３か月前までに、市又は市商工会のいずれからもこの協定の解除の申出がな

い限り、同一条件にて更に１年間有効期間を延長するものとし、以後この例による。 

 

この協定の成立を証するため本書２通を作成し、知立市及び知立市商工会がそれぞれ記名押印

のうえ、各１通を保有する。 

 

平成 30年８月 30日 

住 所 知立市広見三丁目１番地 

    知立市 

    代表者 市 長  

住 所 知立市鳥居一丁目 15番地１ 

    知立市商工会 

    代表者 会 長 
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７２．災害発生時における福祉避難所の設置運営に関する協定書（特定非営利活動法

人 和）  

 

知立市（以下「甲」という。）と特定非営利活動法人 和（以下「乙」という。）は知立市内

に発生した大規模地震や風水害等の災害発生時における福祉避難所の開設及び運営に関し、

次のとおり協定を締結する。 

（目的） 

第１条 この協定は、災害時、市が開設した指定避難所では避難生活に困難が生じる災害時

要配慮者（以下「要配慮者」という）で、福祉施設、医療機関に入所又は入院することを要

しない者を収容する福祉避難所の開設及び運営に関し、必要な事項を定めることを目的と

する。 

（施設使用の要請等） 

第２条 甲は、福祉避難所の開設の必要があると認めるときには、乙に対し次条に規定する施

設を福祉避難所として開設することについて、乙に要請することができる。 

２ 乙は、甲からの要請に可能な範囲内で応じるように努めるものとする。 

（指定する施設） 

第３条 福祉避難所として指定する施設は、小規模多機能ホーム いつものところとする。 

（手続き等） 

第４条 甲は、第２条の規定により福祉避難所の開設を要請する場合、あらかじめ電話等で

確認の上、次に掲げる事項を明らかにして書面で行うものとする。ただし、緊急を要する

場合は、この限りでない。 

⑴ 要配慮者の住所、氏名、心身の状況、連絡先等 

⑵ 身元引受人及び介護支援者の氏名、連絡先等 

（移送） 

第５条 要配慮者の施設への移送については、原則として当該要配慮者の家族又は支援者が

同伴して行う。ただし、家族又は支援者による移送が困難な場合にあっては、甲が行うも

のとする。 

２ 甲は、必要により、民間協力者に対して移送の協力を依頼することができる。 

（開設期間） 

第６条 福祉避難所の開設期間は、災害発生の日から７日以内とする。ただし、甲が必要があ

ると認めるときは、乙と協議のうえ当該期間を延長することができる。 

（経費の負担） 

第７条 甲は、乙が福祉避難所の開設及び運営に要した費用を負担するものとする。 

（物資の調達及び介護支援者の確保） 

２ 甲は、乙の求めにより看護師、介護員、ボランティア等の介護支援者の確保に努めるもの

とする。 

第８条 甲は、要配慮者の避難生活に必要な日常生活用品、食料、医薬材料などの物資の調

達に努めるものとする。 

（守秘義務） 

第９条 甲、乙及び介護支援者は、正当な理由なく、その業務上知り得た情報を漏らしてはな

らない。 

（疑義の解決） 

第 10条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関して疑義が生じた時は、別に甲乙協議

して定めるものとする。 

（協定の期間） 

第 11条 この協定は、締結の日から効力を生ずるものとし、締結の日の属する年度の末日ま

でとする。ただし、協定の有効期間満了の２ヶ月前までに甲又は乙のいずれかから書面に

よる異議の申出がないときは、その後１年間協定を更新するものとし、以後同様とする。 

 

この協定の締結を証するため、本書を２通作成し、甲、乙、記名押印の上、各１通を所持す

るものとする。 
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 令和元年６月４日 

 

（甲） 知立市広見三丁目１番地 

 

知立市 

 

知立市長 

 

（乙） 知立市谷田町南屋下８８番地２ 

       

特定非営利活動法人 和 

 

理事長
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７３．災害対策における連携協力に関する協定書（大塚ウエルネスベンディング株式

会社） 

 
知立市（以下「甲」という。）と大塚ウエルネスベンディング株式会社（以下「乙」という。）と

は、災害対策における連携協力について、次の通り協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、甲において災害が発生した場合、甲及び乙が可能な範囲内で行う連携のも

と、甲の災害対策の推進を図ることを目的とする。 

（連携協力する事業） 

第２条 甲及び乙は、前条の目的を達成するため、次の事業について連携協力する。 

⑴ 災害対策（災害発生時における食糧及び飲料水の提供等）に関する事業 

⑵ その他甲及び乙が協議して必要と認める事業 

（甲の要請等） 

第３条 甲は、災害時における物資の確保を図るため、必要があると認めたときは、乙の保有する

物資の提供を要請するものとする。 

２ 前項の物資の提供要請は、文書によるものとする。ただし、急を要するときは電話又はその他

の方法をもって要請し、事後に文書を送付するものとする。 

３ 乙は、要請を受けたときは、速やかに提供の可否並びに提供可能な場合にはその物資の品目、

数量、搬送場所、提供期間等を明示した文書により甲に回答するものとし、これにより難いとき

は、口頭により回答できるものとする。 

４ 物資の提供は無償とし、甲は職員及び市民等のために自由に使用できるものとする。 

５ 乙が甲に対し、提供可能な旨を回答した場合においても、交通渋滞、その他の乙の責に帰さ

ない事情により物資の提供ができなかった場合には、それにより甲に生じた損害を賠償する責

任を負わない。 

（守秘義務） 

第４条 甲、乙及びその職員等は、本協定の締結および実施により知り得た相手方の秘密情報を

事前の相手方の書面による同意なく第三者に開示、漏洩してはならない。 

２ 本条の規定は、本協定が理由の如何を問わず終了した後もその効力を有するものとする。 

（有効期間） 

第５条 本協定の有効期間は、本協定締結日から令和２年３月３１日までとする。ただし、有効

期間が満了する１か月前までに、甲又は乙が書面により特段の申出を行わないときは、有効期

間が満了する日から１年間、本協定は更新されるものとし、その後も同様とする。 

（補則） 

第６条 本協定に定めのない事項については、甲乙協議の上、別に決定する。 

 

 この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙両者記名押印の上、各自その１通を保有する

ものとする。 

 令和元年９月２４日 

 

      甲  愛知県知立市広見三丁目１番地 

         知立市 

         代表者 知立市長         

      乙  愛知県名古屋市中区丸の内 3-13-21 

         大塚ウエルネスベンディング株式会社 

         代表者 東海支店 支店長    
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７４．災害時における相互連携・協力に関する協定書（中部電力株式会社電力ネット

ワークカンパニー刈谷営業所） 

 
 知立市（以下「甲」という。）と中部電力株式会社電力ネットワークカンパニー刈谷営業所（以

下「乙」という。）は、災害時における相互連携・協力について、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 本協定は、甲の管轄する区域（以下「知立市区域」という。）で地震・洪水等の自然現象

及びその他の理由による災害が発生した場合または発生するおそれがある場合（以下「災害時」

という。）に円滑な相互連携・協力を図ることを目的とする。 

（災害時の連絡態勢の確立） 

第２条 甲及び乙は、知立市区域における災害時には連絡態勢を確立し、相互に協力して被害情

報等必要な情報の共有に努めることとする。 

２ 前項に基づき確立する連絡態勢の具体的な内容は、甲及び乙の両者間で協議のうえ決定する

こととする。 

（電力供給施設に関する伐採） 

第３条 乙は、災害時に、電力供給に支障をきたしている、または、支障をきたすおそれのある樹

木の伐採を緊急的に実施することができる。ただし、その伐採は、必要最低限にとどめるものと

する。 

（施設の電力復旧） 

第４条 乙は、知立市区域において停電が発生した時、電力復旧が迅速に必要となる施設へ、可

能な限り優先的に電力の供給を行う。 

２ 前項の規定に基づく施設及びその優先順位は、甲及び乙の両者間で協議のうえ決定すること

とする。 

（停電情報の共有） 

第５条 乙は、甲があらかじめ指定した施設の停電情報を、可能な限り甲に提供するものとする。 

（停電情報の広報） 

第６条 乙は、必要に応じて甲の所有する情報発信設備を活用した市民への周知を依頼できるも

のとする。 

（道路の啓開） 

第７条 甲は、乙の災害復旧活動のため、甲の管轄する道路の啓開処置を、可能な限り行う。 

（定期的な情報交換の実施） 

第８条 甲及び乙は、本協定に定められた内容を災害時に円滑に実施するため、定期的な情報交

換を実施する。 

（情報管理の徹底） 

第９条 甲及び乙は、本協定に基づいて知り得た情報について、公知の情報を除き、情報管理を

徹底する。ただし、事前に甲及び乙の両者が当該情報の開示について合意した場合はこの限り

ではない。 

（安全管理） 

第１０条 本協定の実施にあたっては、甲及び乙は相互に連携・協力し、安全管理には万全を期

して行うものとする。 

（損害賠償） 

第１１条 損害賠償は次の各号による。ただし、次の各号に該当しない補償は、甲及び乙の両者

間で協議のうえ解決にあたる。 

⑴ 甲（乙）が故意又は過失により乙（甲）の物品を損傷した場合、甲（乙）は乙（甲）に対し

損害賠償を行う。 

⑵ 第三者に危害・損傷等を与えた場合、甲（乙）に故意又は過失がある場合は甲（乙）が賠償

を行う。 

（協定の有効期間） 

第１２条 本協定の有効期間は、協定の締結日から１年間とする。なお、期間満了３か月前まで

に甲及び乙いずれからもそれぞれの相手方に対して文書による変更又は廃止の申し出がない場

合は、本協定期間満了の日の翌日から更に１年間継続するものとし、以降も同様とする。 

（疑義等の解決） 

第１３条 本協定に定めのない事項及び本協定に関し疑義が生じた場合は、その都度、甲及び乙

の両者間で協議のうえ、必要な事項を定めるものとする。 
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 この協定を証するため、本書２通を作成し、甲、乙は記名押印のうえ各自１通を保有する。 

 

 

令和元年１２月１８日 

 

知立市広見三丁目１番地 

甲 知立市 

知立市長             

 

刈谷市大手町４丁目６番地 

乙 中部電力株式会社電力ネットワークカンパニー 

刈谷営業所長          
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７５．大規模災害時等における宿泊施設の確保に関する協定書（東横ＩＮＮ名鉄知立

駅前） 
 

知立市（以下「甲」という。）と 東横ＩＮＮ名鉄知立駅前（以下「乙」という。）は、大規模災

害時等における協力について、次のとおり協定を締結する。 

（趣旨） 

第１条 この協定は、大規模災害時等において甲が宿泊施設を必要とする場合に、市内でホテル

業を営む乙と協力体制を円滑に遂行するため、必要な事項について定めるものとする。 

（協力要請） 

第２条 甲は、大規模災害時等において、宿泊施設を調達する必要があるときは、乙に対し、協力

を要請することができる。 

（施設の提供） 

第３条 乙は前条の要請を受けたときは、可能なかぎり宿泊施設を提供するものとする。 

（実績報告） 

第４条 乙は、対象施設において被災者等の受入れを行った場合は、その受入れ状況を甲に書面

で報告するものとする。また、被災者等が退去した場合についても同様とする。 

（費用の負担） 

第５条 この協定に基づき被災者等が対象施設を使用する場合における費用は、甲の負担とする。 

２ 前項の費用の額及び支払い方法については、甲、乙別途協議して定める。 

（有効期間） 

第６条 この協定の有効期間は、協定締結の日の属する年度の３月３１日までとする。ただし、こ

の協定の有効期間満了の日１か月前までに、甲又は乙から何ら意思表示がないときは、有効期

間満了の翌日から起算して１年間この期間は延長され、その後も同様とする。 

（その他） 

第７条 本協定に定めるもののほか、本協定の実施について必要な事項は、その都度甲、乙両者

が協議して定めるものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各自１通を保有す

るものとする。 

 

令和２年２月１３日 

甲 住 所 知立市広見三丁目１番地 

      知立市 

  代表者 知立市長        

乙 住 所 知立市本町８７番地１ 

      東横ＩＮＮ 名鉄知立駅前 

  代表者 支配人        
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７６．災害時における畳の提供に関する協定書（５日で５０００枚の約束。プロジェ

クト実行委員会） 

  

知立市（以下「甲」という。）と、「５日で５０００枚の約束。プロジェクト実行委員会」（以下

「乙」という。）は、知立市内に地震、風水害等による大規模な災害が発生した場合（以下「災害

時」という。）における、避難所等に対する畳の優先提供に関して、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、災害時に、被災者の救援活動が円滑に実施されるよう、必要な事項を定め

ることを目的とする。 

（災害時の協力依頼） 

第２条 災害時において甲が畳を必要とするときは、甲は、別に定める様式（以下「要請書」とい

う。）により乙に畳の提供を要請するものとする。ただし、緊急を要する場合は、電話等により

乙に対して要請し、その後、速やかに要請書を提出するものとする。 

（協力内容） 

第３条 甲が乙に対して畳の提供を依頼した場合、乙は可能な範囲において、畳の提供に努める

ものとする。 

２ 甲及び乙は、協力して次の作業を行う。 

（１）畳の調達 

（２）避難所等までの畳の搬送 

（費用等） 

第４条 乙が甲に提供する畳の対価は、無償とする。ただし、利用後の畳の処分等については、甲

が行うものとする。 

（情報の交換） 

第５条 甲及び乙は、この協定に定める事項を円滑に推進するため平素から情報交換を行い、災

害時に備えるものとする。 

（連絡責任者） 

第６条 甲及び乙は、あらかじめ連絡責任者を定めておくものとする。 

２ 甲及び乙は、連絡責任者確認書の内容に変更があった場合は、速やかに相手方に通知するも

のとする。 

（訓練への参加） 

第７条 乙は、この協定に基づく業務が円滑に行われるよう、甲が行う防災訓練等に積極的に参

加するものとする。 

（協定の有効期間） 

第８条 この協定の有効期間は、協定を締結した日から令和３年３月３１日までとする。ただし、

有効期間満了日の前日までに、甲乙いずれかから特段の意思表示がないときは、この協定をさ

らに１年間延長するものとし、以後同様とする。 

（協議） 

第９条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じたときは、甲乙協議の上、こ

れを定めるものとする。 

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その１通を保有す

る。 
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 令和２年７月３日 

 

 

             甲 知立市広見三丁目１ 

                知立市                      

知 立 市 長                                           

 

              乙 名古屋市昭和区川名本町 1丁目 10番地 

                ５日で５０００枚の約束。プロジェクト実行委員会                      

     東海地区委員長
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７７．災害発生時における応急生活物資の供給に関する協定書（セッツカートン株式

会社） 
 

知立市（以下「甲」という。）とセッツカートン株式会社（以下「乙」という。）は、災害発生

時における応急生活物資（以下「物資」という。）の供給に関して、次のとおり協定を締結する。 

（趣旨）  

第１条 この協定は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第１号に規定する災

害が発生又は発生するおそれがある時において、避難所の設営等において必要な物資の調達に関

し、必要な事項を定める。 

（協力の要請及び受諾）  

第２条 甲は、災害時に物資の調達が必要となった場合は、救援物資供給要請書（様式第１号）

により、乙に協力を要請できるものとする。ただし、緊急を要する時は、口頭又は電話等により

要請し、その後速やかに文書を提出するものとする。 

２ 乙は、甲からの要請をできる限り受諾するよう努めるものとする。 

（物資の種類）  

第３条 前条の物資の種類は、次に掲げるものとする。  

（１） 暖段はこベッド（段ボール製簡易ベッド） 

（２） 段ボール製パーテーション 

（３） その他乙の取扱商品 

（手続等）  

第４条 乙は、甲の指定する場所に物資を搬送し納品するものとする。その際に、甲は職員をもっ

てこれを確認させ、受け取るものとする。 

２ 乙はできる限り物資の組み立て等を指導できる者を派遣し、避難所の設営等が円滑に進むよ

う努めるものとする。 

３ 乙は、搬送終了後、速やかに救援物資供給完了報告書（様式第２号）により甲に報告するもの

とする。 

（経費の負担）  

第５条 甲は、乙に対し、第４条の規定により納品された物資の費用及び物資の運搬に要する費

用について負担するものとする。 

２ 前項に掲げる経費の価格は、災害時の直近の価格を基準とし、甲、乙協議のうえ定めるもの

とする。 

（経費の支払） 

第６条 経費は、乙が甲に請求するものとし、甲は請求書を受け取った日から起算し、３０日以

内にこれを支払うものとする。ただし、甲が予算措置を必要とする場合は、予算措置後速やかに

支払うものとする。 

（連絡窓口） 

第７条 甲及び乙は、この協定に関する連絡窓口を定め、相手方に通知しなければならない。ま

た、連絡窓口を変更したときも同様とする。 

（情報の共有等） 

第８条 甲及び乙は、この協定に定める事項の円滑な実施を図るため、情報を共有するとともに、

必要な連絡及び調整を図るものとする。 

（有効期間）  

第９条 この協定書の有効期間は締結の日から令和３年３月 31日までとする。 

ただし、期間満了の日の30日前までに、甲及び乙は、各相手方に対し文書による終了の意思表示

が無い場合は、更に１年間継続するものとし、以後この例による。 

（疑義の解決）  

第10条 この協定書に定めのない事項及びこの協定書に関して疑義が生じたときは、その都度甲、

乙協議のうえ定めるものとする。  

 

この協定の成立を証するため、この協定書を２通作成し、甲、乙記名押印のうえ、各自その１

通を所持する。 
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令和２年７月２８日  

 

（甲）愛知県知立市広見三丁目１番地 

知立市長  

 

（乙）愛知県新城市川路字萩平１丁目７５４番地 

         セッツカートン株式会社 新城工場 

         工場長 
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７８．災害時における必要な物資の調達に関する協定（中部薬品株式会社） 
 

知立市（以下「甲」という。）と中部薬品株式会社（以下「乙」という。）は、災害対策基本法

（昭和３６年法律第２２３号）に規定する地震、風水害その他の災害が生じた場合における避難

者の生活支援に必要な物資の供給等について、次のとおり協定を締結する。 

 

 （協力要請） 

第１条 甲は、災害時において、乙による物資の供給を必要とするときは、当該供給について、乙

に協力を要請することができる。 

２ 前項の規定による協力の要請は、文書をもって行うものとする。ただし、緊急を要するとき

は、口頭又は電話等をもって要請し、事後に文書を提出するものとする。 

 

 （協力の実施） 

第２条 乙は、甲から前条第１項の規定による要請があったときは、当該要請に対し、できる限り

協力するものとする。 

 

 （物資の範囲） 

第３条 甲が乙に供給を要請する物資は、次に掲げるもののうち、乙が保有し、又は調達すること

が可能な物資とする。 

⑴ 別表に掲げる物資 

⑵ 前号に掲げるもののほか、甲が指定する物資 

 

 （物資の引渡し） 

第４条 物資の引渡場所及び引渡日時は、甲が状況に応じ指定し、乙が運搬するものとし、甲は、

その職員により確認の上、これを引き取るものとする。ただし、乙が運搬することが困難である

場合は、甲、乙協議して処理する。 

２ 乙は、甲の要請により必要に応じて乙の店舗で直接住民に物資を供給し、甲も供給に   

  協力するものとする。 

 

 （費用の負担） 

第５条 乙が供給した物資の対価及びその運搬に要した費用は、甲が負担するものとする。 

２ 前項に規定する物資の対価は、災害発生時の直前における適正価格を基準として、甲、乙協

議の上決定するものとする。 

３ 甲は、第１項の規定により負担すべき対価又は費用について請求があったときは、速やかに

支払うものとする。ただし、甲が予算措置を必要とする場合は、予算措置後速やかに支払うもの

とする。 

 （情報交換及び提供） 

第６条 甲及び乙は、この協定の施行が円滑に行われるよう、必要に応じ相互に情報交換を行い、

災害に備えるものとする。 

 

 （協議） 

第７条 この協定について疑義を生じた事項又はこの協定に定めのない事項については、甲、乙

協議して定めるものとする。 

 

 （協定の期間と効力） 

第８条 この協定の有効期間は、締結の日から起算して１年間とする。ただし、有効期間の満了

までに、甲、乙いずれからも解除の意思表示がない時は、１年間延長されたものとし、以後も同

様とする。 

 

 

 

この協定の成立を証するため、本書２通作成し、甲、乙記名押印の上、各自１通を保有する。 
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令和２年９月３日 

 

 

 

             愛知県知立市広見三丁目１番地 

甲  知立市 

   市 長        

 

 

岐阜県多治見市高根町四丁目２９番地 

乙  中部薬品株式会社 

代表取締役社長   
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７９．災害発生時における応急対策用資機材の賃借に関する協定（株式会社モダン装

美） 

 

知立市（以下「甲」という。）と株式会社モダン装美（以下「乙」という。）は、災害発生時に

おける応急対策用資機材（以下「資機材」という。）の賃借に関して、次のとおり協定を締結する。 

（趣旨）  

第１条 この協定は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第１号に規定する災

害が発生又は発生するおそれがある時において、避難所の設営等において必要な資機材の賃借

に関し、必要な事項を定める。 

（協力の要請及び受諾）  

第２条 甲は、災害時に物資の調達が必要となった場合は、資機材賃借要請書（様式第１号）によ

り、乙に協力を要請できるものとする。ただし、緊急を要する時は、口頭又は電話等により要

請し、その後速やかに文書を提出するものとする。 

２ 乙は、甲からの要請をできる限り受諾するよう努めるものとする。 

（資機材の種類）  

第３条 前条の物資の種類は、次に掲げるものとする。  

（１） 別表に掲げる避難所運営関連資機材 

（２） その他乙の取扱賃借資機材 

（手続等）  

第４条 乙は、甲の指定する場所に資機材を搬送するものとする。その際に、甲は職員をもってこ

れを確認させるものとする。 

２ 乙は、搬送終了後、速やかに資機材賃借完了報告書（様式第２号）により甲に報告するものと

する。 

（賃借料の負担）  

第５条 甲は、乙に対し、第４条の規定により搬送された資機材の賃借料及び資機材の運搬に要

する費用について負担するものとする。 

２ 前項に掲げる経費の価格は、災害時の直近の価格を基準とし、甲、乙協議のうえ定めるもの

とする。 

（経費の支払） 

第６条 経費は、乙が甲に請求するものとし、甲は請求書を受け取った日から起算し、３０日以

内にこれを支払うものとする。ただし、甲が予算措置を必要とする場合は、予算措置後速やか

に支払うものとする。 

２ 甲は、乙より請求書等を受領したときは適正であるか審査を行い、前項により賃借料を支払

うものとする。 

（連絡窓口） 

第７条 及び乙は、この協定に関する連絡窓口を定め、相手方に通知しなければならない。また、

連絡窓口を変更したときも同様とする。 

（情報の共有等） 

第８条 甲及び乙は、この協定に定める事項の円滑な実施を図るため、情報を共有するとともに、

必要な連絡及び調整を図るものとする。 

（有効期間）  

第９条 この協定の有効期間は締結の日から令和３年３月３１日までとする。 
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ただし、期間満了の日の３０日前までに、甲及び乙は、各相手方に対し文書による終了の意思

表示が無い場合は、更に１年間継続するものとし、以後この例による。 

（疑義の解決）  

第 10条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関して疑義が生じたときは、その都度甲、乙

協議のうえ定めるものとする。  

 

この協定の成立を証するため、本書を２通作成し、甲、乙記名押印のうえ、各自その１通を所

持する。 

 

令和２年９月８日  

 

（甲） 愛知県知立市広見三丁目１番地 

 

知立市長  

 

（乙） 愛知県豊田市広川町５丁目１０７番地 

 

                         株式会社モダン装美 

                                        代表取締役 
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８０．災害時における施設の使用に関する協定書（あいち中央農業協同組合） 
 

知立市（以下「甲」という。）とあいち中央農業協同組合（以下「乙」という。）は、災害 

時における施設の使用に関して、次のとおり協定を締結する｡ 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、知立市域において災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第

１号に規定する災害が発生した場合（以下「大規模災害発生時」という。）に、甲が乙に要請す

ることにより、乙が管理する施設（以下「施設」という。）を災害時の物資集積拠点（以下「物

資集積拠点」という。）として使用することに関し、必要な事項を定めるものとする。 

（対象施設） 

第２条 甲が使用する乙の施設は、次のとおりとする。 

(1) 物資集積拠点 

ア 施設の名称 あいち中央農業協同組合知立営農センター 

イ 施設の所在地 知立市八ツ田町泉１０番地 

(2) 物資集積拠点に付随する設備、備品、機器等 

２ 施設使用の具体的な場所については、その都度甲、乙協議して定めるものとする。 

３ 甲は、前２項に定める施設を無償で使用することができる。ただし、第７条に定める経費は、

この限りでない。 

（協力要請） 

第３条 甲は、大規模災害発生時に乙の施設を使用する必要が生じたときは、乙に対し、協力を

要請することができる。 

２ 乙は、甲からの要請を受けたときは、乙の事業運営に支障のない範囲で協力するものとする。 

（要請手続） 

第４条 甲が、前条に定める要請をするときは、書面により行うものとする。ただし、緊急時その

他当該書面による要請ができない場合は、電話等で要請し、事後に当該書面を提出するものと

する。 

２ 乙は、甲の要請があった場合は、速やかに施設等利用の可否を電話等で回答するものとする。 

（物資集積拠点の開設） 

第５条 物資集積拠点の開設は、乙の職員の協力を得て、甲の職員が行うものとする。 

（管理及び運営） 

第６条 物資集積拠点の管理及び運営は、甲の職員が行い、乙は、可能な範囲で協力するものと

する。 

（経費の負担） 

第７条 電気、ガス、水道、燃料等の施設使用に要した経費は、甲が負担するものとする。ただ

し、災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）が適用された場合にあっては、その定めに従うも

のとする。 

（経費の決定） 

第８条 甲が負担する経費の価格は、大規模災害発生時の直前における適正価格を基準とし、甲、

乙協議して定めるものとする。 

（経費の請求） 

第９条 乙は、施設使用に要した経費を集計し、甲に一括して請求するものとする。 

（経費の支払い） 

第１０条 甲は、前条の規定に基づき乙から経費の請求があった場合は、知立市予算決算会計規

則（昭和６３年知立市規則第６号）等の関係法令に基づき乙が指定する支払先に支払うものと

する。 

（使用期間） 

第１１条 第２条の施設を物資集積拠点として使用する期間は、乙の承諾を受けた時から１ヶ月

以内とする。ただし、災害の状況等により、甲が使用期間を延長する必要がある場合は、期間延

長に関し、甲、乙協議して決定するものとする。 

（施設の返還） 

第１２条 甲は、前条に定める施設の使用期間が満了した場合は、原状に復旧し、速やかに乙に

返還するものとする。 

（損害賠償） 
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第１３条 甲は、故意又は過失により第２条に定める施設に損傷を与えた場合は、その損害賠償責

任を負う。ただし、不可抗力により損傷した場合は、その責を負わないものとする。 

（補償） 

第１４条 甲は、乙の施設を物資集積拠点として使用することにより乙に損失を与えた場合は、

その損失を補償するものとする。 

（連絡担当者の選任及び連絡体制等） 

第１５条 甲及び乙は、あらかじめこの協定に関する連絡担当者を選任し、その氏名、連絡先等

を連絡するものとし、連絡担当者が変更になった場合は速やかに連絡することとする。 

２ 甲及び乙は、緊急時の連絡体制、連絡方法等について、別に協議のうえ定めるものとする。 

（有効期間） 

第１６条 この協定書の有効期間は、協定を締結した日から令和３年３月３１日までとする。た

だし、この協定の有効期間満了の日の１ヶ月前までに、甲、乙いずれからも何ら意思表示がない

ときは、更に期間満了の日の翌日から１年間この協定を更新するものとし、以後この例による。 

（協議） 

第１７条 この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が生じた事項については、甲、

乙協議して定める。 

 

この協定の締結を証するため本協定書２通を作成し、甲、乙それぞれ１通を保有する｡ 

 

令和２年１２月４日 

 

甲 住 所 知立市広見三丁目１番地 

知立市 

  代表者 市 長                      

 

乙 住 所 安城市御幸本町５０１番地１ 

      あいち中央農業協同組合 

代表者 代表理事組合長
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８１．原子力災害時における掛川市民の県外広域避難に関する協定書 
 

 愛知県西三河地区 10市町（以下「避難受入市町」という。）と静岡県掛川市（以下「掛川市」

という。）とは、浜岡原子力発電所において原子力災害が発生した場合における掛川市民の広域

避難（以下「広域避難」という。）について、次のとおり協定を締結する。 

 

 （目的） 

第１条 この協定は、避難受入市町及び掛川市が原子力災害時に、災害対策基本法（昭和 36年法

律第 223号。以下「法」という。）第 86条の９の規定及び「掛川市原子力災害広域避難計画の

方針」に基づき行う掛川市民の広域避難計画を円滑に実施するため、必要な事項を定めるもの

とする。 

 

 （広域避難の基本的事項） 

第２条 原子力災害時に、掛川市民の生命若しくは身体を保護するため、避難受入市町へ避難又

は一時移転の必要があると認められ、掛川市から受入要請があった時には、避難受入市町は、

被災又は被災するおそれがあり受入れが困難な場合など正当な理由があると認められる場合を

除き、愛知県と連携して避難者の受入れを行うものとする。 

 

２ 避難所の開設等の避難所運営は、掛川市の要請を踏まえて、初動対応（３日程度を目安）は

避難受入市町で対応し、できる限り速やかに掛川市に引き継ぐ。 

 

３ 掛川市が静岡県を通じて避難受入市町に対して行う要請内容は、次のとおりとする。 

(1) 避難経由所の開設、運営等 

(2) 避難所の開設、掛川市による運営体制に移行するまでの避難所の運営等 

 

４ 掛川市は、愛知県及び避難受入市町等の協力を得て、あらかじめ前項の避難所及び避難経由

所を把握しておくものとする。 

 

５ 掛川市は、静岡県と共に、国や関係事業者、愛知県、避難受入市町と連携して、広域避難に係

る避難所や避難経由所の運営等に必要となる人員・物資・資機材などを確保し、避難受入市町

の負担が過大なものとならないよう配慮しなければならない。 

 

 （広域避難の受入要請等） 

第３条 避難受入市町に対する広域避難の受入要請は、法第 86条の９第１項に基づき、掛川市が

静岡県及び愛知県を通して行うものとする。 

 

２ 避難受入市町は、愛知県と広域避難の受入についての協議が整った場合は、速やかに避難の

受入準備を開始する。 

（受入期間） 

第４条 前条の規定による要請を受け、避難受入市町が広域避難の受入をする場合の期間は、  原

則として１か月程度とする。それ以降は、より広範囲での移転等の可能性も含め、国及び  静

岡県が調整する。 

 

（避難退域時検査等） 

第５条 広域避難を行う掛川市民に対する避難退域時検査及び簡易除染は、当該避難による汚染

の拡大の防止及び掛川市民の安全・安心のため、国の原子力災害対策指針等を踏まえ、静岡県

が実施する。 

 

（費用の負担） 

第６条 避難者の受入に要した費用は、原則として掛川市が負担するものとする。 

 

２ 掛川市は、前項に規定する費用を支弁するいとまがない場合等やむを得ない事情があるとき

は、避難受入市町に対し当該費用を一時繰替の支弁を求めることができるものとする。 

 

（情報の交換） 
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第７条 避難受入市町及び掛川市は、この協定が円滑に運営されるよう、平素から必要に応じて

情報の交換を行うものとする。 

 

（連絡責任者） 

第８条 この協定に関する連絡責任者は、避難受入市町及び掛川市の担当課長とする。 

 

（協議事項） 

第９条 この協定に定めのない事項又は疑義が生じた事項については、避難受入市町及び掛川市

が協議のうえ決定するものとする。 

 

  この協定の締結を証するため、本書を 11通作成し、各市町が記名・押印のうえ、各１通を所

持する。 

 

 

令和３年１月３１日 

 

           愛知県岡崎市長  

 

 

           愛知県碧南市長                         

 

 

           愛知県刈谷市長  

 

 

愛知県豊田市長   

 

 

愛知県安城市長 

 

 

                     愛知県西尾市長   

 

 

                   愛知県知立市長 

 

 

                    愛知県高浜市長   

 

 

愛知県みよし市長 

 

 

                  愛知県幸田町長 

 

 

静岡県掛川市長  
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８２．災害時等における無人航空機による情報収集活動等に関する協定書（株式会社

ＮＴＰセブンス） 

 

知立市（以下「甲」という。）と株式会社ＮＴセブンス（以下「乙」という）は、災害対策基本

法（昭和３６年法律第２２３号）に規定する地震、暴風、洪水その他の災害が知立市域に発生した

時（以下「災害時」という。）における、無人航空機の運用に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（本協定の目的） 

第１条 甲と乙は、災害時において、甲の要請に基づき乙が実施する無人航空機の運用（以下併

せて「本業務」という。）について、円滑かつ適切に実施するために本協定を締結する。 

 

（緊急時の協力要請） 

第２条 甲は、災害時に情報収集のため必要と認めるときは、乙に対し要請書（様式第１） 

により協力を要請することができる。ただし、緊急を要する場合は、要請書によらず要請 

することとし、後日速やかに当該要請書を提出するものとする。 

 

（本業務の実施範囲） 

第３条 本業務の実施範囲は、知立市内及び知立市長が緊急的な調査を必要とする周辺地域とす

る。 

 

（本業務の内容） 

第４条 甲が乙に支援協力を要請できる内容は以下のとおりとする。 

(1) 災害対応に必要な映像・画像等の情報収集に関すること 

(2) 災害地図作成等の災害支援に関すること 

(3) 災害時情報収集のための市職員等への技術指導、連携に関すること 

(4) その他必要な事項については甲、乙協議のうえ決定すること 

２ 乙は、甲からの要請を受けた場合は、必要な人員、無人航空機および資機材等を調達 

し、協力の要請に可能な範囲で応ずるものとする。  

３ 乙は、第１項の要請を受けて活動するときは、関連法令を遵守するとともに甲の指示 

に従うものとする。 

 

（報告） 

第５条 乙は、本業務を実施した場合、報告書（様式第２）により甲の定める期限までに報告を行

う。 

 

（映像等の所有権等） 

第６条 第４条の規定に基づき行った業務により得た映像や画像等の所有権及び著作権は、甲に

帰属するものとする。 

 

（費用負担） 

第７条 第４条の規定に基づき行った業務に要した経費は、甲と乙で協議し定めるものとする。 

（訓練等への参加） 

第８条 乙はこの協定による本業務が円滑に行われるよう、甲の行う訓練等への参加に努 

めるものとする。その際に必要となる航空法（昭和２７年法律第２３１号）における許可 
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申請等は乙が手続きを行うものとする。 

（秘密の保持） 

第９条 乙は、本業務上知り得た甲又は第三者の秘密を洩らさないようにしなくてはなら 

ない。本業務終了後もまた同様とする。 

 

（損害の負担） 

第１０条 本業務の実施にともない、第三者に損害を及ぼしたとき、又は使用する機体 

等に損害が生じたときは、乙はその事実の発生後遅滞なくその状況を報告し、その損害に 

ついて乙が負担するものとする。ただし、明らかに乙の責に帰さない原因により、第三 

者に損害を及ぼしたとき、又は使用する機体等に損害が生じたときの負担は、甲と乙で 

協議し定めるものとする。 

 

（有効期間） 

第１１条 この協定の有効期間は、協定締結の日から令和４年３月３１日までの期間とす 

る。ただし、有効期間満了の１か月前までにいずれからも申し出がないときは、本協定は 

更新されたものとし、１年間延長しその後も同様とする。 

 

（その他） 

第１２条 この協定に定めのない事項又はこの協定に疑義が生じたときは、その都度甲と 

乙が協議してこれを定めるものとする。 

 

以上、本協定締結の証として本書２通を作成し、甲と乙両者記名押印のうえ各１通を保有する。 

 

令和３年５月２１日 

 

 

             愛知県知立市広見三丁目１番地 

甲  知立市 

   知立市長                  

 

 

愛知県名古屋市熱田区尾頭町２番２２号 

乙  株式会社ＮＴセブンス 

代表取締役社長     

 

※令和５年４月１日から社名を「株式会社 NTセブンス」を「株式会社 NTPセブンス」へ変更          
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８３．災害時における家屋被害認定業務に関する協定書（公益社団法人愛知県建築士

事務所協会、公益社団法人愛知建築士会、愛知県土地家屋調査士会、公益社団法人

愛知県不動産鑑定士協会） 

 

知立市（以下「甲」という。）と公益社団法人愛知県建築士事務所協会、公益社団法人愛知建築

士会、愛知県土地家屋調査士会及び公益社団法人愛知県不動産鑑定士協会（以下「乙」という。）

は、災害時における家屋被害認定業務の迅速かつ円滑な実施に向けて、愛知県と乙が締結した「災

害時における家屋被害認定業務に関する基本協定書」第３条に基づき、次のとおり協定を締結す

る。 

 

（被害認定業務への協力） 

第１条 甲は、甲の地域において災害対策基本法（昭和 36年法律第 223号）第２条第１号に定め

る災害（以下「災害」という。）が発生した場合に実施する家屋の被害認定業務（以下「業務」

という。）について、乙の協力が必要と認めるときは、愛知県又は乙に対して応援を要請するこ

とができる。 

２ 乙は、愛知県又は甲から応援要請があった場合には、乙の会員を甲に派遣し、甲が実施する

業務に協力する。 

 

（業務の内容） 

第２条 第１条第２項の規定により乙が行う業務の内容は、次に掲げるものとする。 

（１）災害に係る住家の被害認定基準（平成１３年６月２８日府政防第５１８号内閣府政策統括

官（防災担当）通知）及び内閣府の定める運用指針に基づき、甲の職員と連携して被害認定調

査を行うこと。または調査の補助及び助言を行うこと。 

（２）その他、甲と乙との間で個別に協議の上決定した業務を行うこと。 

 

（応援要請等の手続） 

第３条 甲が愛知県又は乙に応援要請するときは、書面（様式第１号）によるものとする。ただ

し、緊急の場合は、口頭で要請し、その後速やかに書面を送付するものとする。 

 

（費用の負担） 

第４条 甲は、第２条に規定する業務を行ったことにより発生した乙の人件費、交通費等の費用

を負担する。 

甲が負担する費用の額は、別記「費用負担額積算基準」のとおりとする。ただし、特段の事情

等により、甲乙双方の合意に基づく場合はこの限りでない。 

 



 

225 

 

（秘密の保持） 

第５条 乙及び乙の会員は、業務により知り得た甲の秘密や被害認定調査対象者の個人情報等の

秘密を第三者に漏らしてはならない。業務終了後も、また同様とする。 

 

（従事者の災害補償） 

第６条 乙は、業務に従事した乙の会員が当該業務により負傷し、疾病にかかり、又は死亡した

場合は、乙が別途加入する災害補償保険等により対応する。 

 

（定めのない事項等の処理） 

第７条 この協定に定めのない事項及び疑義を生じた事項については、法令（甲の条例、規則等

を含む。）に定めるもののほか、甲、乙協議の上処理するものとする。 

 

（有効期間） 

第８条 この協定の有効期間は、協定の成立した日から令和３年３月３１日までとする。ただし、

協定期間満了日の前までにこの協定の解除又は変更について、甲と乙のいずれからも何ら意思

表示がないときは、さらに１年間延長されたものとみなし、以後この例による。 

 

この協定の成立を証するため本書５通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各自１通を保有する。 

 

令和２年 ５月 ２９日 

 

甲  知立市広見三丁目１番地  

知 立 市 長   

   

 

乙  名古屋市中区錦一丁目１８番２４号 

公益社団法人愛知県建築士事務所協会 

会   長 

                  

名古屋市中区栄二丁目１０番１９号 

公益社団法人愛知建築士会 

会   長   

                  

  名古屋市西区新道一丁目２番２５号 
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愛知県土地家屋調査士会 

会   長   

                 

  名古屋市中区栄四丁目３番２６号 

公益社団法人愛知県不動産鑑定士協会 

会   長  
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８４．災害時における相互連携に関する協定（西日本電信電話株式会社） 

 

知立市（以下「甲」という。）、及び西日本電信電話株式会社（以下「乙」という。）は、災害時の

大規模な通信障害に対して、連携して対応にあたることとし、次のとおり連携に関する協定を締

結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、知立市内で災害による大規模な通信障害が発生した場合、又は発生が予想

される場合に、甲乙が連携し対応することにより、迅速な災害復旧に資することを目的とする。 

 

（適用範囲） 

第２条 この協定の適用範囲は、知立市内とする。 

 

（連携事項） 

第３条 甲及び乙は、第１条の目的を達成するため、次の事項について連携するものとする。 

（１）  甲及び乙は、大規模な通信障害が発生した場合若しくはその恐れがある場合には、必

要に応じて甲乙が連携し、通信障害情報等の共有に努めるものとする。 

（２）  甲及び乙は、乙の設備が甲の管理する道路に支障を及ぼした場合、連携して通行の確

保にあたるとともに、甲の管理する緊急輸送道路等については、これを可能な限り優先

的に実施するものとする。 

（３）  乙は、早期の通信障害復旧のため、甲に対して必要な箇所の道路啓開作業を要請でき

るものとし、甲は、緊急の業務に支障のない範囲において、これに協力するものとする。 

（４）  乙は、通信障害復旧作業に必要となる活動拠点について、甲又は甲を介して関係機関

へ協力を要請できるものとし、甲はこれに協力するものとする。 

（５）  甲及び乙は、双方が保有する連絡・通信手段等を利用し、知立市民に対して通信障害

の情報及び復旧見通し情報等を適時適切に発信するものとする。 

 

（６）  甲は、優先的に通信障害の仮復旧のための機器を配置すべき重要施設について確認し、

乙と情報共有しておくとともに、情報に変更が生じた場合は、随時共有するものとする。 

（７）  乙は、通信障害の仮復旧のための機器を配置する場合は、復旧見通し及び仮復旧箇所

の重要性・緊急性等を総合的に勘案し配備するものとする。 

（８） 甲及び乙は、この協定に基づく連携を円滑に実施するため、双方が実施する訓練等に積

極的に協力するものとする。 

 

（連携方法） 

第４条 前条の連携に関する詳細、実施方法、役割分担その他必要となる事項については、甲乙

協議の上、別途定めるものとする。 

 

（費用負担） 

第５条 この協定に基づいて甲及び乙が実施した事項に要した費用は、甲乙協議の上、決定する

ものとする。 

 

（損害賠償） 

第６条 甲及び乙は、この協定に基づく業務において故意又は過失により相手方の物品等を損傷

した場合、甲及び乙は相手方の現実に発生した直接的な損害に限り賠償を行う。 

２. 甲及び乙は、この協定に基づく業務において故意又は過失により第三者に危害・損傷等を

与えた場合、その責が甲に帰す場合は甲が、乙に帰す場合は乙が当該損害の賠償を行う。 

 

（秘密保持） 

第７条 甲及び乙は、この協定に基づく活動を通じて知り得た業務遂行に関する秘密情報及び第

三者の個人情報を他人に開示し、又は漏えいしてはならない。 

 

（安全管理） 

第８条 この協定の実施にあたっては、甲乙相互に協力し、甲及び乙の従事者並びに第三者の安
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全確保に万全を期すものとする。 

 

（協議） 

第９条 この協定に定めのない事項又はこの協定に定める事項に疑義等が生じた場合は、甲乙協

議の上、別途定めるものとする。 

 

（期間） 

第１０条 この協定は、協定の成立した日から令和５年３月３１日までとする。ただし、期間満了

日までに甲及び乙のいずれからも書面による変更又は廃止の申し出がないときには、期間満了

日の翌日から１年間延長することとし、以降も同様とする。 

 

  この協定の締結を相互に証するため、本書２通を作成し、甲及び乙がそれぞれ記名押印の上、各

自１通を保有する。 

 

 

令和４年３月３１日 

 

甲  愛知県知立市広見三丁目１番地 

    知立市 

知立市長   

 

 

乙  愛知県知立市中区大須４丁目９番６０号 

西日本電信電話株式会社 東海支店 

執行役員 東海支店長  
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８５．愛知県における航空機を用いた市町村等の消防支援協定 
 

（目的） 

第１条 この協定は、愛知県内の市町村、消防事務に関する一部事務組合及び広域連合（以下「市

町村等」という。）が、災害による被害を最小限に防止するため、消防組織法（昭和 22 年法律

第 226号）第 30条第１項に基づく愛知県による航空機を用いた消防の支援（以下「航空消防の

支援」という。）を求めることに関し必要な事項を定めるものとする。 

（協定区域） 

第２条 本協定に基づき市町村等が航空消防の支援を求めることができる区域は、前条の市町村

等の区域とする。 

（支援要請） 

第３条 この協定に基づく支援要請は、災害が発生した市町村等の長が、次の各号のいずれかに

該当し、航空機を用いた活動が必要と判断した場合に行うものとする。 

⑴ 災害が、隣接する市町村等に拡大し、又は影響を与えるおそれのある場合 

⑵ 市町村等の単独の消防力によっては防御が著しく困難な場合 

⑶ その他救急救助活動等において航空機を用いた活動が最も有効な場合 

２ 前項の支援要請は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 252 条の 14 第１項の規定によ

り、愛知県が委託した航空消防の支援に関する事務を受託する名古屋市に対して行う。 

３ 前２項のほか、支援要請のために必要な事項等は、名古屋市が別に定めるところによる。 

（経費） 

第４条 この協定に基づく支援に要する経費は、愛知県が負担するものとする。 

（その他） 

第５条 この協定書に定めのない事項は、愛知県及び市町村等が協議して定めるものとする。 

  附 則 

 この協定書は、令和４年４月１日から適用する。 

 

平成 19年８月１日締結の「愛知県防災ヘリコプター支援協定」は令和４年４月１日をもって廃

止する。 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、知事及び市町村等の長は、記名押印の上、各

自それぞれ１通を保管する。 

 

令和４年４月１日 

 

愛知県知事   

 

 

知立市長   
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８６．災害等における緊急時避難先施設の使用に関する覚書（明治電機工業株式会社

豊田支店） 

 

（趣 旨） 

第１条 この覚書は、知立市内で災害等が発生し、又は発生するおそれがある場合において、知

立市（以下「甲」という。）と、明治電機工業株式会社豊田支店（以下「乙」という。）は、

乙が管理する施設の一部を地域住民の緊急避難場所として使用することについて、覚書を

締結するものとする。 

 

（対象となる災害） 

第２条 この覚書の対象となる災害は、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 60 条の規

定により、甲が避難のために立ち退きを指示した場合、又は突発的な地震等であって、乙が

緊急避難場所として必要と認める災害とする。 

 

（協力の要請） 

第３条 甲は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、乙に対し、次条に規定す

る施設を緊急避難場所として使用することを要請することができる。 

 

（緊急避難場所） 

第４条 乙は、前条の規定による甲の要請を受けたとき、あるいは乙の判断に基づいて、乙の管理

に係る次に掲げる施設を緊急避難場所として甲に使用させるものとする。 

(1)名 称  明治電機工業株式会社 豊田支店 

(2)位 置  知立市西町宮腰４５番 

(3)施設等 乙の指定する場所 

 

（使用期間） 

第５条 緊急避難施設としての使用期間は、甲が第３条の規定による要請をしたときから、避難

の必要がなくなった旨の通知をした時までとする。 

 

（避難への対応） 

第６条 乙は、緊急避難場所を使用する者が容易に出入りできるよう、出入口の解錠及び開門を

行うものとする。 

 

（派遣の要請） 

第７条 乙は、緊急避難場所を使用する場合において、必要があると認めたときは、甲に対し、必

要な人員の配備を要請することができる。 

 

（復 旧） 

第８条 甲は、緊急避難場所の使用を終えた時は、遅滞なく当該施設を原状に復旧し、又は乙の

同意する状態に復旧するものとする。 

（経費の負担） 

第９条 乙が緊急避難場所を避難者に使用させたことにより要した費用は、甲が負担するものと

する。 

２ 乙は、前条に関する復旧が完了した後、緊急避難場所の使用に要した実費を甲に請求す

るものとする。 
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（緊急避難場所の変更及び廃止） 

第 10条 乙は、緊急避難場所の名称若しくは位置を変更し、又は緊急避難場所としての機能を廃

止したときは、速やかにその旨を甲に通知しなければならない。 

２ 甲は、前項の規定により緊急避難場所の変更又は廃止の通知を受けたときは、当該施設

の使用が想定される地域の住民に、その旨を周知しなければならない。 

 

（管理責任者） 

第 11条 甲は、緊急避難場所の使用期間中における管理責任を負うものとする。 

 

（協 議） 

第 12条 この覚書に定めのない事項については、甲、乙協議の上、別に定める。 

 

この覚書の締結を証するため、この書面２通を作成し、甲、乙それぞれ１通を保管するも

のとする。 

 

令和４年８月２３日 

 

  愛知県知立市広見三丁目１番地 

甲   知立市 

知立市長              

 

 

  愛知県知立市西町宮腰４５番 

乙   明治電機工業株式会社 豊田支店 

取締役 第１営業本部長 
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８７．災害時における応急生活物資供給等の協力に関する覚書(中北薬品株式会社) 
 

この覚書は「知立市と中北薬品株式会社との連携と協力に関する包括連携協定書」に基づい

て、知立市（以下「甲」という。）と中北薬品株式会社（以下「乙」という。）が、災害時におい

て必要な応急生活物資等（以下「物資」という。）を調達することについて、次のとおり覚書を

締結する。 

 

 （目的） 

第１条 この覚書は、知立市内（以下「市内」という。）で、地震、風水害、大火災、感染症ま

ん延、その他の災害が発生し、又は発生のおそれがある場合（以下「災害時」という。）に、

甲の要請に応じ、乙が物資の調達を行うことについて、必要な事項を定めることを目的とす

る。 

 （協力の要請） 

第２条 甲は、災害時において物資を必要とするときは、乙に対して物資調達の協力を要請する

ことができる。 

 （物資の調達範囲） 

第３条 甲が乙に調達を要請する物資は、別表に掲げるもののうち、乙が保有する品目とする。

なお、品目については、甲、乙が協議の上、必要に応じて適宜見直すものとする。 

 （要請の手続き） 

第４条 甲が乙に対して行う物資の調達要請は、物資の調達要請書（別記様式）をもって行うも

のとする。ただし、緊急を要するときは、口頭で要請し、要請後速やかに文書を提出するもの

とする。 

 （調達の実施等） 

第５条 乙は、前条の要請を受けた時は、特別な理由がない限りその要請に基づく物資の調達を

速やかに実施するとともに、その状況を甲に連絡するものとする。 

 （物資の運搬・引き渡し） 

第６条 乙は、甲と調整の上、甲が指定する場所へ物資を納入するものとする。 

２ 甲は、乙が物資の運搬を行うときは、物資の運搬のために乙が使用する車両を緊急通行車両

とするよう配慮するものとする。 

３ 甲は、物資の納入場所に甲の職員又は甲の指名する者を派遣し、要請に係る物資を確認の

上、乙から引き渡しを受けるものとする。 

 （代金等の決定） 

第７条 甲の要請により乙が調達した物資の代金及び運搬に要した経費（以下「代金等」とい

う。）は、第４条の要請時直前における価格を参考に、甲乙協議の上決定するものとする。 

 （代金等の請求及び支払） 

第８条 乙は前条の規定による代金等の決定後、納品書及び請求書により代金等を甲に請求する

ものとする。 

 （資料の提出） 

第９条 甲は、この覚書の円滑な実施を図るため、乙に対して連絡責任者並びに物資の在庫品目

及び数量について資料の提出を求めることができる。 

 （法令の遵守） 

第 10条 乙は、この覚書に規定する行為を行うに当たっては、各種法令を遵守するものとす

る。 

 （有効期間） 

第 11条 この覚書の有効期間は、知立市と中北薬品株式会社との連携と協力に関する包括連携

協定書第５条と同様とする。 

 （その他） 

第 12条 この覚書に定めのない事項又は疑義が生じた事項については、甲乙協議の上、決定す

るものとする。 

 

この覚書の証として、本書２通を作成し、甲乙署名の上、各自１通を保有するものとする。 
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令和５年 ６月 １日 

 

 

甲 知立市広見三丁目１番地 

知立市 

知立市長          

 

 

乙 愛知県名古屋市中区丸の内三丁目１１番９号 

中北薬品株式会社 

代表取締役社長        
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８８．災害時における資機材のレンタルに関する協定書（株式会社ダイワテック） 

 

 知立市（以下「甲」という。）と株式会社ダイワテック（以下「乙」という。）は災害時に必要な

資機材（以下「資機材」という。）の調達に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、甲の地域に災害が発生した場合（以下「災害時」という。）に甲が乙の協力

を得て、資機材を速やかかつ円滑に調達できるようにすることを目的とする。 

 

（要請時） 

第２条 甲は、災害時において、資機材の供給を必要とするときは、乙に対して資機材の供給を

要請することができる。 

２ 前項の規定による要請は、別紙１により行うものとする。ただし緊急を要するときは、口頭に

よるものとし、事後速やかに別紙１を提出するものとする。 

 

（資機材の供給） 

第３条 乙は前条第１項の規定による要請を受けたときは、甲に優先的に資機材を供給するもの

とする。 

２ 乙は、前項の規定により資機材の供給を実施した場合は、甲に対し、別紙２により報告する

ものとする。 

 

（供給資機材） 

第４条 乙が甲に供給する資機材は、ソーラーシステムハウスの他、乙が定めるもののうち、甲か

ら要請を受けた時点で供給可能なものとする。 

２ 乙は、毎年４月１日現在において、災害時に供給可能な資機材の見込み数量を別紙３にて報

告するものとする。 

 

（資機材の運搬及び引渡し） 

第５条 甲は要請した資機材の引渡し場所を指定し、乙は、当該引渡場所までの資機材の運搬を

行うものとする。ただし、乙が自ら運搬することができない場合は、甲乙協議して輸送手段を決定

し、運搬するものとする。 

２ 前項の規定による資機材の引渡しは、甲の職員による確認の上、行うものとする。 

３ 甲は、前項の確認を甲の指定する者に代行させることができるものとする。 

 

（費用の負担） 

第６条 乙が供給した資機材のレンタル料及び運搬等に係る費用は、甲が負担する。 

２ 前項の費用の算出方法については、災害が発生する直前における適正な価格を基準として、

甲乙協議して決定するものとする。 

３ 乙は、前項の規定による決定後に、第１項の費用を甲に請求するものとする。 

 

（連絡体制の整備） 

第７条 甲及び乙は、あらかじめこの協定に関する連絡先を選定し、担当部署、連絡先等を記載

した連絡先一覧表（別紙４）を作成する。連絡先が変更になった場合は速やかに連絡し、連絡先一

覧表を見直すものとする 

 

（協定の効力） 

第８条 この協定の有効期間は、締結の日から１年間とする。ただし、この期間満了の日から１か

月前までに、双方いずれからも書面による終了の意思表示がないときは、更に１年延長するもの

とし、以降も同様とする。 

 

（協議） 
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第９条 この協定に定めの無い事項及びこの協定に関して疑義が生じたときは、その都度甲及び

乙が協議して定めるものとする。 

 

以上、本協定締結の証として本書２通を作成し、甲と乙両者記名押印のうえ各１通を保有する。 

 

令和 ６年 ２月２０日 

 

 

愛知県知立市広見三丁目１番地 

甲 知立市 

知立市長  

 

 

愛知県名古屋市西区大野木３丁目４３番地 

乙 株式会社ダイワテック 

代表取締役 
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８９．災害時におけるし尿の汲み取り等に関する協定書（知立衛生株式会社） 
 

知立市（以下「甲」という。）と知立衛生株式会社（以下「乙」という。）は、災害が発生した場

合の仮設トイレの手配及びし尿の汲み取り、マンホールトイレのし尿の汲み取り、被災者の生活

に伴う生活ごみ及び避難所ごみの収集運搬、災害廃棄物の収集運搬等（以下「本業務」という。）

に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、知立市地域防災計画に基づき、災害発生後における本業務に関し、必要な

事項を定めるものとする。 

 

（協力要請） 

第２条 甲は、災害発生後に避難所等において本業務を必要とする場合、乙に対してその実施を

要請することができる。 

 

（協力の実施） 

第３条 乙は、前条の規定により甲から本業務の実施の要請があったときは、可能な限り積極的

に協力するものとする。 

 

（要請の手続き） 

第４条 甲が第２条の規定による要請を行う場合は、災害時協力要請書（様式第１）を、乙に提出

するものとする。ただし、緊急を要するときは、口頭で要請し、事後に同要請書を提出するこ

とができるものとする。 

２ 前項の要請は、担当課を通じて行うものとする。ただし、災害対策本部から直接要請があった

ときも同様とする。 

 

（業務の遂行） 

第５条 乙は、第３条の規定により要請を受けた業務（以下「災害時要請業務」という。）が完了

したときは、災害時要請業務完了報告書（様式第２）を提出するとともに、甲の確認を受ける

ものとする。 

 

（支払） 

第６条 甲は、乙より前条に規定する報告書を受領した場合は、その業務に要した費用を可能な

限り速やかに乙に支払うものとする。 

２ 甲が乙に対して支払うべき費用については、甲、乙協議の上、災害時直前における適正な価

格をもって決定するものとする。 

 

（損害の負担） 

第７条 災害時要請業務の実施に伴い、甲又は乙の責に帰さない理由により、第三者に損害を及

ぼした場合又は、資機材等に損害が生じた場合、乙は、その発生後直ちに状況を書面により甲

へ報告するとともに、その措置について甲と協議して定めるものとする。 

 

（疑義） 

第８条 この協定に定めのない事項又は、この協定について疑義が生じた事項については、甲、乙

協議して決める。 

 

 

（有効期間） 

第９条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年とする。ただし、この協定の有効期間満

了の１ヶ月以上前に、甲、乙いずれかから何ら意思表示がないときは、更に１年間この協定期

間を延伸するものとし、以後この例によるものとする。 

 

 

この協定を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上各自１通を保有する。 

なお、平成２１年１２月１日に甲と乙との間で締結した「災害時におけるし尿汲み取り等に
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関する協定（災害時における仮設トイレの手配・同し尿の汲み取り・生ごみの回収処理・災害廃

棄物の運搬処理等に関する協定）」は、この協定の締結日をもって廃止する。 

 

 

令和６年３月１日 

甲 知立市広見三丁目１番地 

知立市 

市長      

 

乙 知立市山屋敷町見社２１番地 

知立衛生株式会社 

代表者 
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９０．災害時における施設の提供協力及び食料品・生活必需品等の供給協力に関する

協定書（株式会社こもれび） 
 

 知立市（以下「甲」という。）と株式会社こもれび（以下「乙」という。）は、災害対策基本法

（昭和３６年法律第２２３号）に規定する地震、暴風、洪水その他の災害が知立市内に発生し、又

は発生するおそれがある場合（以下、「災害時」という。）において、施設の提供協力及び食料品・

生活必需品等の供給協力について、次のとおり協定を締結する。 

 

（本協定の目的） 

第１条  本協定は、災害時において、甲の要請に基づき乙が実施する施設の提供協力及び食料品・

生活必需品等の供給協力が、円滑かつ適切に実施するために必要な事項を定めるものとする。 

 

（協力要請） 

第２条 甲は、災害時に施設の提供を必要とするときは、乙に対して、要請書（様式第１）により

協力を要請することができる。ただし、緊急を要する場合は、要請書によらず要請することと

し、後日速やかに当該要請書を提出するものとする。 

２ 甲は、災害時に食料品・生活必需品を必要とするときは、乙に対して、要請書（様式第２）に

より協力を要請することができる。ただし、緊急を要する場合は、要請書によらず要請すること

とし、後日速やかに当該要請書を提出するものとする。 

 

（協力の範囲） 

第３条 甲が災害時に協力を要請する事項は、次の各号に掲げる事項とする。 

（１）近隣住民の車両退避場所としての施設の提供 

（２）乙が、甲の要請により供給すべき食料品・生活必需品等の範囲は、要請時点において、乙

が調達又は製造が可能な範囲 

 

（退避車両の受け入れ場所としての施設の提供） 

第４条 乙は、甲の要請に基づき、提供施設の安全点検を実施し、提供施設において、退避車両の

受け入れが可能と判断した時は、提供施設の全部又は一部を、退避車両の受け入れ場所として

提供するものとする。 

２ 退避車両の受け入れ期間は、原則として、退避車両の受け入れ開始から３日間とする。ただ

し、やむを得ない事情があると認めた場合は、甲乙協議のうえ、期間を延長することができる。 

 

（調達物資の範囲） 

第５条 甲が、乙に供給を要請する物資の範囲は、次に掲げるもののうち、乙が調達可能な物資

とする。 

 （１）別表に掲げる物資 

 （２）その他甲が指定する物資 

 

（供給される食料品・生活必需品等の運搬及び納品） 

第６条 甲又は甲の指定する者が運搬を行い、甲の指定する場所において納品確認書（様式第３）

を添えて納品を行う。甲より運搬及び納品の協力を求められた場合等は、甲、乙協議するものと

する。 

 

（提供施設の閉鎖） 

第７条 乙は、次の各号に該当する場合、提供施設を閉鎖し、退避車両の退去を求めることがで

きるものとする。 

（１）甲が、提供施設の提供の必要がなくなったと判断し、乙に連絡をした場合 

（２）乙が、提供施設の安全点検を実施した結果、安全を確保できないと判断し乙が甲に連絡

した場合 

（３）第４条に基づき提供施設を使用する者による迷惑行為、事故、提供施設以外の場所の占

有又は使用等があった場合 

（４）その他、合理的な理由により、乙が提供施設の閉鎖を求め、甲がこれを了承した場合 

２ 前項に基づく使用者の退去に当たっては、甲は責任をもって対処するものとする。 
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（費用負担） 

第８条 甲の要請に基づき乙が行った協力活動に要した費用は、甲が負担するものとし、支払う

べき費用等については、甲、乙協議の上、災害時直前における適正な価格をもって決定する。 

２ 甲は、前項で決定した費用については、遅滞なくその支払いを行う。 

 

（協議） 

第９条 この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が生じた事項については、甲、乙

協議して定める。 

 

（有効期間） 

第１０条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年とする。ただし、この協定の有効期間

満了の日前１ヶ月以内に、甲、乙いずれから何ら意思表示がないときは、更に期間満了の日の

翌日から１年間この協定を更新するものとし、以後この例による。 

 

この協定を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各自１通を保有する。 

 

令和６年３月１３日 

 

 

甲  知立市広見三丁目１番地 

知立市長 

 

乙  知立市西中町中長５０－１   

株式会社こもれび  

代表取締役    
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９１．災害時における物資供給に関する協定書（NPO法人コメリ災害対策センター） 
 

 知立市（以下「甲」という。）と NPO法人コメリ災害対策センター（以下「乙」という。）は、災

害時における物資の供給に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、地震、風水害その他の災害が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下

「災害時」という。）において、甲が乙と協力して、物資を迅速かつ円滑に被災地へ供給するた

めに必要な事項を定めるものとする。 

（協定事項の発効） 

第２条 この協定に定める災害時の協力事項は、原則として、甲が災害対策本部を設置し、乙に

対して要請を行ったときをもって発動する。 

（供給等の協力要請） 

第３条 甲は、災害時において物資の調達を必要とするときは、乙に調達が可能な物資の供給を

要請することができる。 

２ 前項の規定による要請は要請書（様式第１）により行うものとする。ただし、緊急を要する場

合は、要請書によらず要請することとし、後日速やかに当該要請書を提出するものとする。 

（調達物資の範囲） 

第４条 甲が、乙に供給を要請する物資の範囲は、次に掲げるもののうち、乙が調達可能な物資

とする。 

(1) 別表に掲げる物資 

(2) その他甲が指定する物資 

（物資の供給の協力） 

第５条  乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、物資の優先供給に努めるものとす

る。 

２ 乙は、物資の供給を実施したときは、その供給の終了後速やかにその実施状況を報告書によ

り甲に報告するものとする。 

（引渡し等） 

第６条  物資の引渡場所は、甲が指定するものとし、その指定地までの運搬は、原則として乙が

行うものとする。ただし、乙が自ら運搬することができない場合は、甲が定める輸送手段により

運搬するものとする。 

２ 甲は、乙が前項の規定により物資を運搬する車両を優先車両として通行できるよう配慮する

ものとする。 

３ 引き渡しの際は、物資供給報告書（様式第２）を添えて納品を行う。 

（費用の負担） 

第７条  第５条の規定により、乙が供給した物資の代金及び乙が行った運搬等の経費は、甲が負

担するものとする。 

２ 前項に規定する費用は、災害発生直前における小売価格等を基準とし、甲と乙が協議の上速

やかに決定する。 

（費用の支払い） 

第８条  物資の供給に要した費用は、乙の請求により、甲が支払うものとする。 

２ 甲は、前項の請求があったときは、その内容を確認し、速やかに費用を乙に支払うものとす

る。 

（情報交換） 

第９条  甲と乙は、平常時から相互の連絡体制及び物資の供給等についての情報交換を行い、災

害時に備えるものとする。 

（協議） 

第１０条  この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じたときは、甲乙協議の上決定す

るものとする。 

（有効期間） 

第１１条  この協定は、協定締結の日から効力を有するものとし、甲又は乙が文書をもって協定

の終了を通知しない限り、その効力を有するものとする。 

 

 この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有する。 
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令和 ６年 ３月２５日 

 

 

 

              甲   愛知県知立市広見三丁目１番地 

                  知立市 

知立市長 

 

 

              乙   新潟県新潟市南区清水４５０１番地１ 

                  NPO法人 コメリ災害対策センター 

                  理事長 
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９２．災害時における支援物資の受入及び配送等に関する協定書（佐川急便株式会社） 
 

知立市(以下「甲」という。)と佐川急便株式会社 (以下「乙」という。)とは、災害時における

支援物資の受入及び配送等に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

(趣旨) 

第１条 本協定は、知立市域内に大規模な災害が発生した場合において、被災者に対して食料及

び生活必需品等の物資の安定供給を行うことにより、被災者の生活の安定を図ることを目的と

して、甲が乙に対して行う物資の受入及び配送等の要請手続等必要な事項を定めるものとする。 

 

(用語の定義) 

第２条 本協定において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号の定めるところに

よる。 

（１）「調達物資」とは、被災者のために甲が必要に応じて調達する物資をいう。 

（２）「義援物資」とは、被災者のために甲に対して提供される調達物資以外の物資をいう。 

（３）「支援物資」とは、調達物資と義援物資をあわせた物資をいう。 

（４）「避難所等」とは、支援物資の配達先となる知立市内の避難所又は甲が指定する物資の供給

場所等をいう。 

（５）「物資集積・搬送拠点」とは、大規模な災害等により避難所等への支援物資の配送が円滑に

行えないなど、甲が必要と判断したときに支援物資の荷卸し、仕分け、登録、分配及び積込み

(以下「荷役作業」という。)若しくは、配送等の拠点として設置する施設をいう。 

 

(物資集積・搬送拠点の設置等) 

第３条 物資集積・搬送拠点の設置場所は、災害時に物資集積・搬送拠点として甲が指定する施

設のほか、甲の要請に基づき、乙又は乙の関係団体が提供する施設とする。 

２ 甲は、知立市内における支援物資の供給体制が整うなど、荷役作業及び配送等の必要性が低

下した場合は状況を勘案しながら、物資集積・搬送拠点を閉鎖するものとする。 

 

(物資の受入及び配送並びに派遣の要請) 

第４条 甲は、第３条の規定による物資集積・搬送拠点を設置する場合には、乙に対して次の各

号に掲げる業務を文書により要請することができる。ただし、文書により要請するいとまがない

場合には、口頭によるものとし、その後速やかに文書を交付するものとする。 

（１）避難所等への支援物資の配送計画の策定及び配送の実施 

（２）配送時における被災者の物資ニーズの収集 

（３）甲から指示のあった物資集積・搬送拠点における荷役作業の実施 

（４）荷役作業に必要な人員及び機材の提供 

（５）甲から指示のあった場所への支援物資の配送計画の策定及び配送の実施 

２ 甲は、支援物資の受入及び配送等を実施する上で、必要と認めるときは文書により、乙に対

し支援物資の受入及び配送等に関する助言等を行う要員の派遣を要請することができる。 

 

(物資の受入及び配送並びに派遣の実施) 

第５条 乙は、前条の規定により甲の要請があった場合は、可能な限り協力するものとする。ただ

し、乙が被災等により支援が困難と判断した場合は、この限りではない。 
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(報告) 

第６条 乙は、第４条第１項の規定による要請により物資の受入及び配送業務を行った場合は、

文書により甲に報告するものとする。ただし、文書をもって報告するいとまがない場合には、口

頭によるものとし、その後速やかに文書により報告するものとする。 

２ 乙は、第４条第２項の規定により派遣を行った場合は、文書により甲に報告するものとする。

ただし、文書をもって報告するいとまがない場合には、口頭によるものとし、その後速やかに文

書により報告するものとする。 

３ 甲及び乙は、第４条及び第６条前２項の規定により、要請又は報告した内容に変更が生じた

場合は、その都度変更内容を相互に文書により通知するものとする。 

 

(経費の負担及び請求等) 

第７条 業務に要した経費は、甲が負担するものとする。 

２ 甲が負担する経費の価格は、法令その他で定めがあるものを除き、甲乙協議の上、決定するも

のとする。 

３ 甲は、乙から前項の規定による適法な支払請求書を受理したときは、乙に対し速やかに支払

いを行うものとする。 

 

(事故等) 

第８条 乙は、業務の実施に際し、事故等が発生したときは、甲に対して文書により報告し、甲乙

協議の上、適切な措置を講じるものとする。ただし、文書をもって報告するいとまがない場合に

は、口頭によるものとし、その後速やかに文書により報告するものとする。 

 

(損害の負担) 

第９条 物資の受入及び配送等により生じた損害の負担は、甲乙協議して定める。ただし、乙の

責に帰する理由により生じた損害の負担は、乙が負うものとする。 

 

(補償) 

第１０条 本協定に基づき乙が実施する業務に従事した者が、負傷し、疾病にかかり、又は死亡

した場合の災害補償は、乙の責任において行うものとする。ただし、甲の責に帰するべき事由に

よる場合は、この限りでない。 

 

(機密の保持及び情報提供) 

第１１条 甲及び乙は、本協定に基づく業務上知り得た秘密を他人に漏らし、又は利用してはな

らない。業務終了後又は解除された後についても同様とする。また、甲及び乙はそれぞれが知り

得た災害に関する情報を互いに提供するよう努めるものとする。 

 

(連絡責任者) 

第１２条 甲及び乙は、本協定に基づく担当部署を定めるとともに、連絡責任者を選定するもの

とする。 

２ 甲及び乙は、前項の規定により担当部署及び連絡責任者を定めた場合は相互に通知するもの

とする。 

 

(協議) 

第１３条 本協定に定めのない事項及び本協定に疑義が生じたときは、甲乙協議の上、決定する
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ものとする。 

 

(適用) 

第１４条 本協定は、締結の日から適用し、甲又は乙が文書により本協定の終了を通知しない限

り、その効力は継続するものとする。 

 

本協定の締結を証するため、本協定書を２通作成し、甲乙署名又は押印の上、それぞれ１通を

保有する。 

 

令和６年５月２１日 

 

甲 知立市広見三丁目１番地 

知立市 

知立市長 

 

乙 静岡県浜松市中区高丘西４丁目７−２２浜松 SRC ５階 

佐川急便株式会社 

東海支店長  
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９３．災害時における一時的な避難場所等の提供に関する協定書（知立 弘法山 遍

照院） 
 

知立市（以下「甲」という。）と知立弘法山遍照院（以下「乙」という。）は、一時的な避難場所

等の提供に関し、次のとおり協定を締結する。 

（趣旨） 

第１条 この協定は、知立市内において災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第

１号に定める災害が発生した場合（以下「災害時」という。）において、甲が乙の協力を得て、

乙の所有する施設を一時的な避難場所に提供することについて、必要な事項を定めるものとす

る。 

（協力の要請） 

第２条 甲は、災害時に近隣住民（以下「一時的な避難者」という。）の一時的な避難場所の提供

が必要と判断したときは、乙に対し協力を要請することができる。 

（一時的な避難場所の提供） 

第３条 乙は、甲から一時的な避難場所の提供に関する要請があった場合は、乙の所有または管

理する敷地及び屋内施設（以下「施設等」という。）を一時的な避難者に開放し、受け入れるも

のとする。ただし、受け入れの可否や開放する施設等の範囲については、災害の状況に応じて、

その都度甲乙協議の上、決定するものとし、乙が被災している等、正当な理由がある場合は、こ

の限りではない。 

２ 乙は、前項の規定にかかわらず、災害の状況に応じて、乙の判断のもと、施設等を一時的な避

難者に開放し、受け入れることができる。 

３ 乙は、一時的な避難者を受け入れた場合は、可能な範囲でトイレ、水道水、空調、照明及び電

源等を提供することとする。 

（要請の方法） 

第４条 甲が、第２条の要請を行うときは、一時的な避難場所開設要請書（様式第１号）より行う

ものとする。ただし、文書で要請するいとまがないときは、口頭（電話を含む）で要請を行い、

その後速やかに一時的な避難場所開設要請書を提出するものとする。 

（費用の負担） 

第５条 一時的な避難者の受入れに伴う、施設等の使用料及び運営に要する費用は、乙が負担す

るものとする。 

（連絡責任者等） 

第６条 甲及び乙は、本協定に関する連絡責任者等を定め、必要事項をあらかじめ連絡責任者等

通知書（様式第２号）により通知するものとする。 

（有効期間） 

第７条 この協定の有効期間は協定締結の日から令和７年３月３１日までとする。 

ただし、期間満了の１ヶ月前までに、甲乙いずれかから協定の解除または変更の申し出がな

いときは、期間満了の日の翌日から１年間延長するものとし、以降も同様とする。 

（協議事項） 

第８条 この協定に定めのない事項及び疑義が生じたときは、その都度、甲乙が協議して決定す

るものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本書を２通作成し、甲乙署名捺印の上、各自その１通を所有す

るものとする。 

 

 

令和６年 ６月４ 日 

 

 

甲 愛知県知立市広見三丁目１番地 

知立市 

知立市長 

 

乙 愛知県知立市弘法町弘法山１９番地 

知立 弘法山 遍照院 

住職 
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９４．指定緊急避難場所及び指定避難所等の使用に関する協定書（愛知県立知立高等

学校） 
 

知立市（以下、「甲」という。）と愛知県立知立高等学校（以下、「乙」という。）は、知立市内に

おいて地震その他の災害が発生した場合（以下、「災害時」という。）における災害対策基本法第４

９条の４及び４９条の７に基づき指定された指定緊急避難場所及び指定避難所（以下、「避難所」

という。）の使用について、次のとおり協定を締結する。 

（目的） 

第１条 この協定は、甲が、乙の管理する施設の一部を、避難所として利用することについて必要

な事項を定めることを目的とする。 

（利用できる施設） 

第２条 避難所として甲が利用できる施設は以下のとおりとする。 

（１）体育館 

（２）武道場 

（３）グラウンド 

２ 災害時に前項以外の場所を利用する必要がある場合は、甲と乙で協議し、利用可能場所を決

定する。 

（避難所開設の通知） 

第３条 甲が避難所の開設を決定した場合は、遅滞なく乙に通知する。ただし、休日夜間等の理

由により連絡がつかない場合は、できるだけ早い時期に甲は乙に対し開設した旨を通知する。 

（避難所の管理運営） 

第４条 避難所の管理は甲の責任において行うものとする。 

２ 避難所の管理運営について、乙は可能な範囲で甲に協力するものとする。 

（費用負担） 

第５条 甲は、避難所の管理運営に係る費用を負担するものとする。 

（避難所の閉鎖、施設設備の原状回復） 

第６条 甲は、早期に教育活動が再開できるよう配慮するとともに、避難所の早期閉鎖に努める

ものとする。また、甲は、使用した乙の施設・設備等を原状回復するものとする。 

２ 閉鎖時期は甲と乙で協議の上、決定する。 

（鍵の貸与） 

第７条 乙は、災害発生時に備え、甲に必要な鍵を貸与し、甲は貸与された鍵を適正に保管する

ものとする。 

２ 甲は、鍵を貸与された場合は、預り書（別紙）を乙に提出するものとする。また、変更があっ

た場合には、その都度預り書（別紙）を乙に提出する。 

（協議） 

第８条 この協定に定めのない事項に疑義が生じた場合については、甲と乙で協議のうえ、定め

るものとする。 

（有効期限） 

第９条 この協定は、本協定書の成立した日からその効力を有するものとし、甲又は乙のいずれ

からも書面による変更又は廃止の申し出がない限り、その効力を持続する。 

 

この協定を証するため、本書２通を作成し、甲及び乙がそれぞれ押印の上、各自がその１通を保

有するものとする。 

 

令和７年３月１日 

 

愛知県知立市広見三丁目 1番地 

知立市長   

 

 

愛知県知立市弘法二丁目５番地８ 

愛知県立知立高等学校長  
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９５．指定緊急避難場所及び指定避難所等の使用に関する協定書（愛知県立知立東高

等学校） 
 

知立市（以下、「甲」という。）と愛知県立知立東高等学校（以下、「乙」という。）は、知立市内

において地震その他の災害が発生した場合（以下、「災害時」という。）における災害対策基本法第

４９条の４及び４９条の７に基づき指定された指定緊急避難場所及び指定避難所（以下、「避難所」

という。）の使用について、次のとおり協定を締結する。 

（目的） 

第１条 この協定は、甲が、乙の管理する施設の一部を、避難所として利用することについて必要

な事項を定めることを目的とする。 

（利用できる施設） 

第２条 避難所として甲が利用できる施設は以下のとおりとする。 

（１）体育館 

（２）武道場 

（３）グラウンド 

２ 災害時に前項以外の場所を利用する必要がある場合は、甲と乙で協議し、利用可能場所を決

定する。 

（避難所開設の通知） 

第３条 甲が避難所の開設を決定した場合は、遅滞なく乙に通知する。ただし、休日夜間等の理

由により連絡がつかない場合は、できるだけ早い時期に甲は乙に対し開設した旨を通知する。 

（避難所の管理運営） 

第４条 避難所の管理は甲の責任において行うものとする。 

２ 避難所の管理運営について、乙は可能な範囲で甲に協力するものとする。 

（費用負担） 

第５条 甲は、避難所の管理運営に係る費用を負担するものとする。 

（避難所の閉鎖、施設設備の原状回復） 

第６条 甲は、早期に教育活動が再開できるよう配慮するとともに、避難所の早期閉鎖に努める

ものとする。また、甲は、使用した乙の施設・設備等を原状回復するものとする。 

２ 閉鎖時期は甲と乙で協議の上、決定する。 

（鍵の貸与） 

第７条 乙は、災害発生時に備え、甲に必要な鍵を貸与し、甲は貸与された鍵を適正に保管する

ものとする。 

２ 甲は、鍵を貸与された場合は、預り書（別紙）を乙に提出するものとする。また、変更があっ

た場合には、その都度預り書（別紙）を乙に提出する。 

（協議） 

第８条 この協定に定めのない事項に疑義が生じた場合については、甲と乙で協議のうえ、定め

るものとする。 

（有効期限） 

第９条 この協定は、本協定書の成立した日からその効力を有するものとし、甲又は乙のいずれ

からも書面による変更又は廃止の申し出がない限り、その効力を持続する。 

 

この協定を証するため、本書２通を作成し、甲及び乙がそれぞれ押印の上、各自がその１通を保

有するものとする。 

 

令和７年３月１日 

 

愛知県知立市広見三丁目 1番地 

知立市長 

 

 

愛知県知立市長篠町大山１８番６ 

愛知県立知立東高等学校長 
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